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序 に 代 え て

電子計算機に よる情報処理は,社 会,経 済の発展に ともない,各 種情報の蓄積 ・加工 ・供給

を最 も有機的 ・効果的に進 める担い手 として,最 近 と くにその役割の重要性が認識されて きて

おります。

また,情 報処 理その もの も,第5世 代 電子 計 算機 の 登場 以来,そ の利用分野の拡大 ととも

に経 営の意志決定 システム,電 子計 算 機 の 不特 定多数に よる共同利用 といった高度化の方向

が検 討されつつあ り,従 来の事後処理的 な利用 から見 ると,現 在の情報処 理は,大 きな発展期

を迎え てい るともいえます。

この ような情 勢に お・いて,情 報処理お よび情報処理産業 の前途には,解 決を要す る幾 多の課

題があります。す なわち,情 報処理産業発展の要件 およびそれが他産業に与え る影響 といった

わが国経済社会 の動向 に関連する諸問題 をは じめ,情 報処 理方式,ハ ー ドウエアお よびソフ ト

ウエア等の技 術開発,各 種の標準1ヒ,情 報処理技術者の養成 などであります。 、

当財 団は,情 報処理 に関す るこれ らの諸問題解決のため,各 種 の事業 を実施 しておりますが,

この調査報告書は,日 本 自転車振興会の機械玉菜振興資金 に よる「昭和45年 度情報処理に関

す る調査研究補助事業 」の うち,「情報処理お よび情報処理産業 の動向 と影響調査 」の一環 とし

て,わ が国におげる情報処理技 術の将来予測を技術予測小委員会が実施 した ものであ ります。

ここに本報 告書取 りま とめにご尽力下さった技 術予測小委員会の委員お よび御支援 を賜 わっ

た関係各位 に心 より感 謝の意 を表 します とと もに,本 報 告が各方面に利用され,わ が国情報処

理産業 発展の一助 として寄与できます よ う念願 いたす次第 であります。

昭和44年6月

財団法人 日本情報処理開発センター

会 長 難 波 捷 吾

1β烏

膓"こパ
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1.総 論

1.1は じ め に

情報処理技術の飛躍的な進歩発達に裏付け られ て情報処理の需要 は増大の一途 を辿 り,世 界

各国でNati。nWideの 情 報処理網の開発が国の重要施策 として計画さnつ つあ る。 またこれ

に先駈け て民間企業では企業単位の情報処理 シ ステムが続 々と設備される一方,情 報の集収,

蓄 積.処 理な らびに伝送配布を行な ういわゆる情報 産業が新 しく生れ 出つつある。

情報処理技術 はその研究開発速度 が非常に早い こ と,研 究開発か ら実用化 までの期 間が極め

て短いことな ど,幾 つかの特徴があ り,そ の技術動向を正 しく予測す るこ とは非常に難 しい。

併 し逆 に言えば,予 測が困難 だか らこそ此の新産業 の裏付け となる技術の動 向を正し く捉えて

その将来を誤 り無 く見透すこ とが肝要になってくる。

この要 請に答 えるべくわれわれは過去2年 余 に亘 って 「情報処理技術の現状 と将来」 に関す

る調査を行 い,昨 年9月 には中間報告書 として 「情報処理技術の現状」を取纏 めた。 この中

間報告 で調査 しfe・ 現状 ・・を出発点 として今後5～7年,即 ち1975年 頃を 目標 どする情報処

理技術 の予測を引続き実施 し,今 回その成果を取 纏あてここに 「情報処理技術 の将来」 と題す

る報告書を印刷す る運び となった。従 って前回の 中間報告書 と今回の報告書 とは併ぜて 「情報

処理技術 の現状 と将来」 と云 う調査 目的 に答 える報告書を構成す るものであ る。

このよ うな関係か ら今 回の報告書 も前回 と殆ん ど同 じ構成 とし,夫 々に対応す る章 を設けて

あ る。只,技 術的問題以外の影響が著 しい情報の伝送 コス トの予測を省略 し,将 来の問題 とし
シ

て極めて重要な広域情報処理 シ ステムについて一章を加えるこ ととした。

以下 に各車で詳細に述べ られている技術動向予測 の概要を取纏 めて総論に代えたい。

1.2情 報処理技術動向の概要

1,2.・1シ ステムの進歩の方向

凡 そ科学技術の研究 の結果生み出された ものが世の為,入 の為 に実際 に役立つには高 尚な感

じを持 たれ ていたものを技術的に も経済的にも極 く身近の気安 く馴染めるもの,安 心して使え

るもの に移し変 えてゆ く努力が必要 であ る。

現在の電子計算機は勿論研究室のレベルを既に卒業 しているが,末 だ充分素人が親 しみを持

ち,信 頼 して気軽 に利用出来 る段階 には到 っていないし,そ の使用料或は情報処理 κ要す るコ

ス トも決 して安 い とは 言えない。換 言すれば情報処理技術は 「よ り使い良い方向へ」 と動き且

つ処理能力の割 に処理 コ ストの安 いシステ ム即 ちパ ー7オ ーマノ ス/コ ス トの高い シ ステムへ

と発展 しつつあ る。

まleこ れ か らの5～7年 間に最 も大 きな影響を生ずる と予想 され るものにオン ライン利用 の
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普及 があ る。元来通信技術は距離の概 念を忘れさせ るもの であるか ら 「何処で も使 えるシ ステ

ム」 と言 う素朴 な要求を満たす もの として大 いに期待 が掛け られ る訳であるが,そ のハー ドウ

ェア.ソ フ トウェアな らびに標準化への影響 は極 めて大 きな ものがあろ うと予測 され る。

次の大 きな方 向 としてマン ・マ シン ・シ ステムとして見た場合の情報処理 システムの進歩が

挙げ られ る。 この方向は先に述べた 「使 い易いシ ステムへ」 と言うアプローチと考えて も良い

が特 に対話形式にょる利用 の際にその要求が顕著 になる。 この影響 は当然入出力装置 の進歩に

大 きく表われ るこ とにな る。

対話形式に依 る利用の典形的な もの として タイムシェアリング方式による利用 があ るが,次

の5～ ア年を考 えた場合その普及発達は絶対 に見逃 せない し,こnが ハー ドウェア,ソ フ トウ

ェア,端 末装置,デ ータ伝送技 術あるいはシ ステム構成等 々に及ぼす影響は計 り知れ ない位大

きい。 けだし,タ イム シェア リングによる利用は 「何時で も使える計算機 システムへ」 と言う

素朴な要 求に合致 してい るか らであ ろう。

種々の用途 に電子計算機 シ ステムが利用 されるこ とは当然予想 され る所であるが,情 報処理

システ ムが広 く使われ るため には ソフ トウェアの開発 が最大 の要件 となることは 申す まで もな

い。 ソフ トウェアは単に情報処理 システムの利用面の拡大 だけに限 られること無 く,既 に述 べ

た各種の要求を実現す るため にも欠 くこ とが出来ない。そこ・で ソフ トウェアは処理 システムの

「使い 易さ」,「 処理 コス トの低減」即ち 「経済性」を重視 しアご性格の ものになってゆぐことが

予想 され るが,更 に情 報処理 システムにおい て ソフ トウェアの占める比重が質的に も量的にも
ぐ

余 りに増加し,て来るので ソフ トウェアの生産性の向上 が新た な問題 として大 きく浮び上 り,将

来の ソフ トウェアの性格 の中に生産性の良 さ或は生産性向上 のための ソフ トウェアの開発が織

込 まれる もの と予想さτしる。

以上述べた種 々の傾向は次に記す ハー ドウェアの動向 と組合わ さって電子計算機 のシ ヌテム

構成,或 はアーキテ クチ ャーに集約 され,織 込 まれる。 即ち本節の冒頭に述べた使い易さ,信

頼性,経 済性を考慮 し、,更 に新 しく拡大 され る需要 に備 えるため,通 信 系統 との イン ターフ ェ

ースに対一する配慮や大容量 ファイルの機能を重視 したシステムが出現す ることが予測され る
。

そして,こ の方 向を助け る具体的な方法 とし.てファームウェアによる ソフ トウェア ・ハー ドウ

ェア ・インタフ ェースの改善が試み られるこ とも何.人 も異存の無 い所であろう。

1.2['2シ ステムの機能 を支 える技術 の動 向 と問題点

川 ノ＼一 ドウエア技術

技術 的にシヌテムの機能を最 も決定的 に支配す る ものは何 と云 って もハー ドウェアの技術 で

あろ う。 ハー ドウェアの面で予想 さnる 最 も大 きな影響は集 積回路(IC)技 術 の発達,特 に

大規模集積回路(LSI)の 発達であろう。LSIの 発 達がシ ステム構成の上では ファームウ

ェアの 出現を可能に し、,並 列処理 システムを予想 させ,更 にICメ モ リの実現を約束 している。

IlSエ の活用 は シxテ ムの信頼性の向上 と価格 の低減 にも大 きな貢献をするであ ろう。
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記憶装置の関係では将来のシ ステムの大形化を支 えるため数十億字以上 の容嵜 を持 つ巨大

メモ リ(マ ス・メモ リ又 はファ イル メモ リ)の 開発が予想 され てお り,新 しい記憶素子 とし

ては光学的記憶装置や薄膜技術,IiSI技 術 を生かしTC高 密度記憶装置の出現が期待 さaて

いる。 また記憶装置の体 系 としては連想記憶や固定記憶を活用 した ハィアラーキーシ ステム

が予想 され ている。

② 入 出 力 装 置

入 出力装置関係では2.1で 述 べたマノマシン ・インタvエ ー スの改善 として文字読取装置

ブラウン管表示装置,音 声応答装置等 の視聴覚系入 出力装置の発達が顕著な傾向にな りそ う

で ある。またオンライン利用の普及に備えて低価格の簡 易端末装置の開発が可成進む もの と予想

され てい る。

(3)標 準 化の推進 とその問題 点

標準化 は一般の技術進歩 に見 られ る様な花 々しさは無いが既 に述 べた各種の枯 術進歩,特

に通信回線を通 して異種の電子計算機を結いで システムを構成する ような場合 には欠 くこ と

の出来ない重要性を持つ。将来の広域情報処理網を実現し,こ れに多くの情 報を載せ る場合,

計 算機 と入 出力装置の イノ タフ 土一スの標準化,コ ー ドの標 準化,日 付,住 所等の記載法の

標準化,ソ フ トウェア 言語の標準化,文 字 ・記号,特 に日本 では漢字の標準化等特 にわが国

では標準化に期待 しなければな らない ものが非常に多い。

情報処理 におけ る標準化は システム構成要素であるハー ドウェアならびに ソフ トウェアの

標準化になる場合 が多いので,標 準化を達成 しない とシステムが構 成出来ない と云 う致命的

な欠陥につながるので特 に強力に推進する必要がある。

まτこ,情 報処理 シ ステムは通信枝術 の進歩 に依 って世界的な関連性が強 くなって来てい る

ので,国 際 的視 野 に立 って標準化を進めなければ次 らない。

標準化 はその本質的性格 として枝術の進歩を凍結す る作用 を持 っているが,反 面情報処理

技術は 日進 月歩を続けているので技術進歩を阻害 しないようにし乍 ら標準化を進 めるよう工

夫す る必要がある。 この点が情報処理 に関す る標準化の難しい所であろう。

(4)処 理 コス トの将来

計算機 その ものの経済性は従来計算機 の最 も重要な性能評価指数 の1つ としてパーフォー

マン ス/コ ストの形で論 じられ て来た。 しか し,計 算機で情報処理を行 う際の訪::一・バォ ー

ルの コス トは余 り考え らオして来なかった。 その意味で処理 コス トを扱 っ疋 ことは今回の調査

の大 きな特色の一つであ ろ うと思 う。

本報告書では処理 コス トはその約64%を 占 める計算機の借料,21%を 占 める人件費お

よび約75%の 消耗 品費か ら成 っているもの とし,こ1'Lら の要素が将来ど う変 るかを推定し

てい る。

調査に よれば処理 需要の伸びを計算機のパーフォーマン ス/コ ス トの向上 で吸収 し,主 に
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、

人件費の変動分だけ コス ト高 になる との見方が強いが,人 件費の変動の外に計算機 を二交酬ll

で 使 うのか三交替制 にす るのか によ り計算機借料,人 件費の双方が変化す るので予測は困難で

ある。将来更に社会的な面の予測を正確に捉えつつ此の種の努力を続ける必要 があ る。

(5)要 員 問 題

本報告ではブラン ドノ氏の手法 に準拠して機種別,職 種別 に所要人員を推定 し,計 算機の設

置台数の伸びや計算機 生産額の増加率 な どを考慮 して計算 セン タ(ユ ーザ側),計 算機 メーカ、

輸入業者 における所要入員数を推定 してい る。要員数は コス ト以上 に交替制にょる差異 が出る'

の で三交替制,二 交替 制の普及産別に昭和47年3月 と昭.和50年3月 の計算機要 員(計 算機

ハー ドウェア製造関 係を除 く)を 推定 し7こ。今回の作業は200に 近 いセノ ターにアンケー ト

調査を 行なって慎重を 期した ものであ るが,予 測結果は相当数 の企業 が交 替制を採用す る とす

れば昭和47年3月 末 に約13万A,昭 和50年3月 には約27万Aが 必要 とな り,こ れはわ

が国の労働 力需給能力がこれを許すか否か にまで波及す る大 きな問題 であろ う。更 に職種別に

見た とき.経 験を必要 とするシ ステムアナ リス トな どの養成は絶望的 に近い困難を伴 うことを

フFしている。

そして,昭 和43年3月 における日本 の計算機要員数 が約8.300入 であるこ とを 考える と計

算機要員の養成が如何に焦眉の急であるかが判 る。

L3む す び

前節に述べた情報処理技術の動向の予測 と問題点が以下の各車で夫 々専 門的な立場か ら詳細

に論 じられているが,情 報処理技術はそれ等 の組合わさった綜合枝術であ り,一 個処で発生 し

た問題点は多くは殆ん ど全部 の章で扱 っている問題 に関連 している。

今回の調査は常 々顔 を合わ すこ との多い人 々が比較的回数多 く集り,相 互の関連性について

も可成考慮 して実施 したが不充分の点無 しとしない。・此の点は この調査報告を利用 される際に

御考慮煩わし匿い と思 う。

情報処理技術 の予測は技術 が末だ若い だけに困難が多 く,特 に今 日か ら5～7年 の予測は計

算機 の世代(Generatl。n)の 交 替期に跨 るので予測の外n'Lる危 険が多い。以下 の各章の終 り

に今後10～20年 先 までを含 め1こ見透 しを可能な限 り記 してあるが,特 に夫(しらについては敢

えて大胆 に記した もの であ るこ とを附記 し度 い。

情報処理技術の各々の断面での予損1匿総合してみると当然の事ながら情報処理技術は 「誰でも」 「何時で

も」 「何処でも」 「何にでも」使えるシステムを実現する方向に進みつつあることが相当明確に汲み取れる

のは興味輪 ことである。 まTe今回浮彫 りにさxしft数々の問題点に対しては今後戴rlな 対 策が打出さtLZ)こ

とが肝要であり,こ れが行なわnて こそ今回の作業の意義が生7しるとi言うべきであろう。 この点 要路の方

々の御努力を特にお願致し度レ㌔
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第2章

ア ー キ テ ク チ ャ と シス テ ム構 成

o





2・ ア ー キ テ ク チ ャ と シ ス テ ム構 成

2・1ア ー キテクチ ャ

計算機のアーキテクチ ャに対 する考え方,思 想はめざまし く,進 歩,発 展 しているが,今 後

5～7年 後のアーキテクチ ャを考察 した場合,ま ず第1に 非常 に使い易い計算機の出現が考え

られる。

計算機の使用は急激 に増大 してお り,使 用法 も複雑化 していて,シ ステム技術者の要求が急

速に増大す るもの と考 え られ るが,将 来,こ の急激 な計算機の使用 の拡大に応 じて計算機の専

門家を確保する ことは困難であるとみ られる。 更に,専 門家でない人 が計算機 を使用す る

(ComputerU七ili七y)と い う方 向が指向されてお り,こ れか らみて将来は使い易い と云 う

ことが重要 なポ イン トとなるで あろ う。

第2に,極 め て高いパーフォーマンスが実現 されるであろ う。

これは,LSIな どの使用に よる高速回路の実現 管理プログ ラムのオーバーヘ ッ ドロスの

減少,Illユac]Vな どに見 られる複数ケの演算制御回路を持 つ計算機(並 列演算方式)な ど,

幾 多¢ンし フォーマンス 向上 の方向が見 られている。 更に,後 述する如 く,高 レベルのプログ ラ

ム言語の普及に よって高 レベル言語 プログラムの処理速度の向上がはか られ るで あろ う。

第5に,診 断機能 の発展,保 守性 の向上があり,更 に特 にタイムシェア リングシステムに於

て,情 報の機密の保持 と安全性 に考慮が払われ るもの と思われ る。

以下,将 来のアーキテクチ ャとして考え られる上記 の点 について考察 してみる。

2・1・1使 い 易 さ

高レkル 言語 オ リエンテ ッ ド

計算機 が開発され た当初は,主 として,機 械語に よるプログラミングがなされ,次 に,ア セ

ンブラ言語が多 く使用 され,更 に,高 レベル言語 としてのFORTRAN,COBOL,或 い

は,PL/1が 使 用 され る様になった。

特 に,最 近では,FORTRAN,COBOLが 多 く使用される様になって来ていて,

1968年 には,米 国では使用 プログ ラムの42%が,高 レベル言語 で書かれているとい うデ

ータが ある
。

(COBOL;29%,FORTRAN;12%,PL/1;1%・t・EDPIndustry

Repor七,June,14.1968)
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前に も述べた如 く,将 来,計 算機需要 の増大 と用 途の複雑化,更 に,TSSの 普 及によって;

計 算機の専門家が不足 し,専 門家 でない人々が計 算機を使用 する様 にな ると考え られ るので,

今後 ます ます この傾 向が,助 長され るで あろ う。

しか し,現 在は,例 えば,計 算機の演算速度 を表現す るに して も,機 械語の命 令の実行時間

で表現 されてお り,こ れは必ず しも,高 レベル言語で書かれ たプ ログ ラムの実行時 間とは比例

していない ことが あ り,こ の場合,機 械語の命令実行時間は,実 質的 な動作 速度 の測定 とはな

らない。

又,オ ブジェク トプ ログ ラムの実行は高速で も,コ ンパ イレー ションは,必 ず しも,高 速で

ない場合 もある。

第2-1表,第2-2表 は,こ れ を実例で示 した ものである。

従来,と か ぐオブジェク トプ ログ ラムの実行時間が問題にされてい るが,同 時に,コ ンパイ

レーションの時 間も重視 されなければな らない。

将来の計 算機のアーキテクチ ャは,高 レベル言語で書かれ たプ ログ ラムのコンパ イレー ショ

ンと実行の両方が高速に行 なわれ る様に考慮され たもの とな るで あろ う。

ホ ヰ

第2-1表 コンパ イレーシ ョン時間 第2-2表 実 行 時 間

シ テム

フ恒 ラム
A B ○ D

W

X

Y

z

253

5.19

2.57

3.19

2.47

2.67

2.29

2.79

1.27

1.00

1.11

1.00

1.00

1,・30

1.00

1.03

シ テム
o

プログラム
A B ○ D

W tOO 1.10 2.10 257

X 1.56 1.00 2.09 2.00

Y 1.00 1.32 2.76
.1・55

z 1.12 1.00 2.12 4.D5

*第2-1表,第2-2表 の 時 間 は 各 シス テ ム に用 意 さ れ た そ れ ぞ れ の ソ フ ト ウエ ア を

使 用 した も の で あ り,時 間 の 絶 対 値 で 示 し た もの で は な く,比 率 で 示 し た も の で あ る。

(Coエnpu七er&Automa七ion,January,1966よ り)

'

人間 と機械 の通信の 緊密化

人間 と機械 との通 信がよ り緊密に行な われ る様 に考慮 され るであろ う。

すなわち,使 い易さ と云 う観 点にたつ と,人 間 と計算機 との間の情報の交換は,人 間が通常

社会生活に於 て接 してい る形式 での情報 を,計 算機がその まま認識で きるこ と,及 び情報の交

換が必要に応 じて円滑に行 なわれ ることが重要 である。

その為に,特 に重要 とみられ るものに,OOR,CRT(漢 字 を含む)デ ィス プレイ,音 声
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応答装置,漢 字プ リンタな どが あり,更 にオンラインシステムに於けるデータ端末装置 がある。

OCRは,制 限が小 さ く,融 通性 に富む手書 き文 字の認識が可能 となり,一 般に使用 され る

様になろ う。

これは,現 在の,通 常のデータ入力手段 である紙テープ,紙 カー ドによる情報の入力手段 に

お きかえ られる性格を もつ ものであ り,デ ータ端末装置からのキーボー ド入力 と共 に最 も一般

的な入力手段 となることが期待 され る。

グ ラッフィックデ ィスプ レイは,現 在,ま だ価 格 も高 く,ア プ リケー ションの開発 も進んで

いないが,図 形処理は,人 間一機械の相互通信を緊密にす る上で非常に有効な手段であ り,大

き く発展 しよう。

キャラクタディ'スプ レイは,現 在す でに計算機 システムの端末装置 としてかなり広 く使用 さ

れているが,今 後 もその需要が増大 しよう。

これ らのCRTデ ィスプレイ(グ ラフィック及び,キ ャラクタ)は,[1]SSの 普 及,MIS

な ど高度のア プリケーションの発展 に伴 って,ソ フ トコピーの重要性 が増大す ることもあ り,

そ の用途が急、激にひろがるもの とみ られ る。

又,音 声応 答装置は,オ ンライン処理に於け る簡単 な問合せ システムの代表的な出力手 段 と

して使用 されている。

技術的 にも現在,通 常使 われている音 節録音(Co皿pi!edSpeech)方 式か ら音声合成

(TerminalAnaIOg)方 式 に移 って,融 通性が増大 すること と相まって,特 に,タ イム シェ

ア リング システムに於 て,押 釦電話機 と組合せ て,最 も普通の出力となるで あろ う。

漢字の取扱いは,ア プリケーションに よって必要文字数,文 字の品質,文 字の大 きさな どの

条件 が異な り,現 在は技術的及びコス ト的にまだ必 らず しも確立されないが,将 来,漢 字 プ リ

ンタ,漢 字デ ィスプ レイ装置は重要 な装置 として発表 しよう
。

業種別に多様化 した端末機器

■-s>tラインシス テムは,急 速 にひろ がbつ つあり,1975年 以 降に於ては,我 が国に於て

も5!・%以 上が,オ ン ラインシステムで あるとみ られ るが,デ ー端 末 鑓 と しては,各 イン

ダズ トリごとに,特 有な ものが要求 され,実 現される可能性が大 きい。

現在のオンラインシステム設計 に於け る問題点の1つ は,端 末装置が不十分な点 にある。

又,シ ステムを有効な もの とす る為 には,適 用業務 に最 も適合 した安価 なもの でなければな'

らない。

そ の意味 において,デ ータ端末装置は 多様化の方 向をとると考え られ るが,そ れ らは,コ ス ト
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の低減化 と使用の標準化のため,イ ンダス トリオ リエンテ ッ ドに,統 合され るものとみ られ る。

現在使用 されている端末装置 の うち,例 えば,銀 行 の普通預金業 務用の窓 口装置(テ ラーズ

マシン),生 産 工程管 理の為のデータ収集装置,オ ン ラインの金 銭登録機,な どは,そ の傾向

を示す もの の1つ であろ う。

工業標準への適 合性

第4に,互 換性 に富み,工 業標準に適合 した計 算機 が考え られ る。

現在の計算機 ユーザ にとって,各 計 算機 メーカか ら出される計算機が異 った思想,異 った ソ

フ トウェア システムをもつ ことは,シ ステムの拡張,置 き換え,及 び,併 置,デ ー タ,プ ログ

ラムの交換な どの面に於いて,融 通性が無 くな り,不 都合 な ことであろ う。

これに対 して計算機 メーカは,そ れぞれ ファミ リとして,計 算機 の階層 を考え,こ れ ら相互

間の互換性 を保 たせ る傾向 にあり,こ の様 なワンマシ ンの考え方は,将 来 に於て,一 層確立 さ

れた もの とな ると考え られ る。

この互換性 につ いては,シ ステムのインテグ レーシ ョンが進めば進む程,ユ ーザは,多 種多

様の計 算機を統合化す る必要 があ り,各 計算機メーカの製品相互間に少 くともデ ータの互換性

が要求されて くる。

ここに,工 業標準化 の必要性 が生 じて来 る。中で も特 に重要な意味 をもつ ものに,

・記 録媒体(紙 カー ド,紙 テープ,磁 気テープ,デ ィスクパック,OOR関 係媒体)

・入 出力インターフェ イス

(デ バイス レベル と入 出力チ ャンネル レベル)

・プログラ ミング言語

(FORTRAN,OOBOL,PI./1)

・コー ドと媒体の記録の方法

が あり,将 来 の計 算機は,こ れ らの標準を満足する形で実現され よう。

しかし,工 業標準は一面に於て,技 術の進歩を阻害する ものであっては ならず,そ こに柔軟

性が 必要であ り,ま た,時 期を選ぶ ことが必要で ある。

ハー ドウエアと ソフ トウエアの機能分担の改善

策3世 代 の計算機は,ソ フ ト面 に赴けるオペ レーテ ィングシステ ムの概念 の確立 が大 きな特

色の一 つで あり,管 理プログラムの持つべ き機能は計算機システムの有効且つ効率の良い使用

を行 な うのに必要不可欠 のものである。

しかし,こ れはすべて,ソ フ トウエアペースで実施 されていて,こ れに より,内 部記憶 を非
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常 に太 きぐ占有す ること,及 びオペ レーティングシステムが高度 化すれ ばす る程 オーバヘ ッ ド

ロスが大 き くな り,中 央処理装置の時間を実際のジ ョブプログラムが使用 出来 る比率が小さ く

なって しま うとい う問題を もっている。

従 って,オ ーバヘ ッ ドロスを減少させ るために,こ れらの機能 をハー ドウエア化す ることが

考え られてお り,こ れ をマイク ロプログ ラミング技術 を利用 して実施 させ ようと云 う考え方が

ある。 これをファーム ウエア(firmware)と 称 している。

マイク ロプログ ラミング技術は,現 在すでに機械語のレベルの命 令実行及びその制御手段 と

して採用 されて泊 り,こ れに より,任 意の命 令セッ トを容易に拡張,追 加可能 としているが,

更 にこれを ファーム ウエアに発展させ ることにより,計 算機の中央処理装置は異 ったオペレ「

ティング システムのレベル,異 った動作 モー ドをモジュールの組合せに より実現させ ることが'

で きる。

これに より,メ ーカは,自 社及び他社 の計算機のプログラムを将来の計算機 で実行で きるハ

ー ドウエア を供給で きるようになると考え られ る
。

将来 の計算機は,フ ァームウエアの技術が特色の一つ となるであろ うし,論 理素子,記 憶素

子の高速化,低 廉 化,小 型化の動向 と相 まって,現 在 のソフトウエアのかなりの 部分 がファーム

ウエア,ハ ー ドウエア化 され ることとなるであろ う。

オペ レーテ ィングシステムの高度化 に伴 って,オ ペ レータは異 常状態以外干渉 の必要は な く

な り,ハ ー ドウエア面で もオペ レータの介入をできるだけ減 らす考慮が払 われ るで あろ う。

例えば,磁 気テープの 自動装填な どは,一 般に用 いられ ることとなるであろ う。

オペ レーテ ィン グシステムは,種 々の言語で書かれ たプ ログ ラムセグメン トを結びうけ,最

適 の方法 で,そ の解 を与え てくれ よう。

これは将来の計算 機にとって,標 準 の もの とな っていると考え られ る。

モジュラ リテ ィ

第3世 代の計算機 では,い わゆる"ワ ンマシン コンセプ ト"が 採用 されて,任 意の処理装置

に,同 一の周辺装置,周 辺制御装置が接続される様にな って起 り,又,同 一の ソフトウエアが

使用出来る様 になってい て,ユ ーザの広範囲のアプリケーションに応 じられ るように考慮 され

ている。

この考え方は更に進め られてユーザの目的に出来 る丈 ピッタ リした シス テム構成が とられ る

ようハー ドウエア,ソ フ トウエアのモジュラリテ ィが取入れられ て行 くことが考えられる。

この場合 は,ハ ー ドウエア,ソ フ トウエア ともに機能 に着 目 したモジュールで ,構 成され,
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これ らのモジ ュールがシステム設計,シ ステムジェネレー ションの段階で ユーザの 目的に応 じ

て組合され,出 来る丈,そ の要求に適合 したハー ドウエア,ソ フトウエアがつ くられる。

この様 に高度 のモジュラ リテ ィが取入れ られ ることに より,ユ ーザ には,経 済的で有効なハ

ー ドウエア
,ソ フ トウエアが提供 され,メ ーカは生産性 を高めることが出来るであろ う。

2・1・2ハ イパー フォーマ ンス

計算機のハー ドウエアの高速は主と して素子の進歩に より急速に高速化 し,第 一, .第二及び

第三世代 と発展す る過程 に蒼いて,そ れぞれ4～8倍 のパ ーフォーマンス コス トの向上 が見ら

れた。

1975年 に おけ る計算機は素子 の進 歩によって矢張 り数倍のハ イパー フォーマンスが実現

され るであろ う。

この中央処理装置のハ イパー フォマンスをシステム として活用するために,入 出力装置 との

バランス を考えて,多 重 プログ ラミングが更 に一 般的 に用い られ ることとなろ う。

この場合,今 日の多重 プログラ ミング制御方式では,管 理 プログラムの動作す る,謂 ゆるオ

ーバヘッ ドロス が太 き'く
,特 にTSSに お いては90%以 上 の時間が,オ ー バヘ ッ ドロス とし

て費されているのが現状 である。

従 って,こ のオーバヘ ッ ドロスの減少がシステ ムとしてのハイパー フォマンスの実現に とっ

て重要な要素で あり,こ れを解決す る一方法 と しては,前 にも述べた如 く,フ ォームウエア技

術を利用 して,オ ペ レーテ ィングシステ ムの一部 分 をハー ドウエア化す る(ハ ー ドウエア ・ソ

フトウエアの機能分担の改善)こ とに より実 現される。

更 に連想記憶(associativememory)(注1)の 技 術が中～大型計算機 のパー フォマンス

を増大させ る手段 と して使用 される可能性が ある。

連 想記憶の用 途 としては

・コンパ イ リング

'ジ ョブアサインメン ト

・併 行 処 理

・リーチオペ レーシ ョン

・優 先 割 込 処 理

・入出力 コマン ドの識別

・情報の蓄積 と検 索

な どが考え られ る。
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次に将来の計 算機は より通信制御能力の大 きな ものとして実現されるだろ う。

これは入 出力チャンネルの制御方式 と関連を もつが,入 出力チ ャンネルは現在 よりも複雑な

判断,制 御機能をハー ドウエア機能 として もつ ことにより,プ ログラムによる制 御は減少する

と考え られる。

又,入 出力チ ャンネルレベルでの標準1ヒとデパィスレベルでの標準化 とが相 まって,他 のメ

ーカの入 出力装置 が接続され得 るよ うになる方 向に向 うもの と考え られ る
。

一方,パ ーフォマンスの高い システムを実現す る手段 の一つとして多重プロセ ッサ方式があ

る。

この場合,ハ ー ドウエア及び ソフ トウエアの両面に赴いて,シ ステム全体の効率を最 も高 く

す るための最適設計が問題であり,将 来は これ に対 する解が得 られるもの と考え られ る。

2・1・3診 断機能 と保守の容 易性

システムを構成す るユニッ トの数 が多 くな り,シ ステムが大規模化,複 雑化す る程,構 成ユ

ニ ットの一つが故障す ることに よってシステム全体の受ける影響は大 きくな り,ま たそ の故障

回復時 間を短縮することが システ ムの高い稼動性,或 いは高い信頼性を確保す るの に重要 とな

る。

従って,容 易に保 守を行な うことがで き又,で きるだけ短い時間に故障 を修復で きるよ うに

ハー ドウエア,ソ フ トウエア的 に診断 機能 を持 たせ ること,及 び ユニ ットの故障が システム障

害にな らない様にシステ ム設計に赴いて考慮が払われ る。

現在 システムを構成す るユニッ トが故障 した場合,保 守 者は次の 作業を行なっている。

(1)異 常 動作の確認、

② 故障装置 の確認及 びシステムからの切離し

{5)故 障 個所の発見

{4)故 障 個所の修 理

⑤ 機能回復の確認

この うち,(1)②(5}の 作業 に大部分の時間が費 されているのが現状 である。

従って,故 障時間の短縮には故障個所の発見と切離しを短時間に実施させることが重要であ

る。

この為,将 来の計算機は異常動作 の確認 を行 な うための診断ルーチンの他忙 故障個所 を検 出

す る為の機能を持 った ものとなろ う。

診断ル ーチンは正規のオペ レー ション中 に同期的に或は外部 からの指示により,構 成ユニ ッ
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トの診断を実施す る方式 が広 くとられ るもの と思 われ る。

多重プロセ ッサ システ ムにおいては,プ ロセッサ同志での診断が可 能とな り,自 己診断 によ

り診断能力は更 に高 められ よう。 ,'

1975年 に 赴け る計 算機は故障 個所 の発見のために,ハ ー ドウエア,ソ フトウエアの技術

がフルに使 用され る様にな り,FLT(FaultLocati。nTechnique)の 考 え方は広 く応

用されてい るものと考え られ る。

診断 プログ ラム とFLTは 保 守者の保守作業への介入を少 くす ると共に,故 障 回復時間 を短

縮す る手段 として活用され よう。

他方,計 算機 システムの故障率が減少 し,MTBF(MeanTimeBetweenFailure)の

延長がはか られ るで あろ う。

すなわち,エcの 高集積度化が進む ことに よb論 理素子寿命が延 び又機械部の電子化な どの

方策によって,シ ステムのMTBFの 延長が達成 され るであろ う。

更に,将 来,計 算機システ ムのネッ トワークが組まれ るとみ られ,こ の場 合に拾いては残 る

システムの障害に対 して他のシステ ムがこれ をバ ックアップす る事 に より,全 体の機能を停止

させ ない様 なフェ イル ソフ トシステムの考え方が広 ぐ適用 される と考 え られ る。

2・2シ ステム構成

2・2・1稼 動 性(Availabi!lty)

シス テム構成は,計 算機 のアプ リケーションの発展 に伴 って急激 にオン ライン化の方向に進

んでいる。

これは計算機 がライン業務 と直結 し,企 業,組 織体,或 は個人 の生活に深 く入 り込む ことで

あ り,計 算機のシス テムの障 害が これ らに大 きな被害を与え る可能性 を持 ってい る。

従って,計 算機 システムの稼動性 がますます重要 にな って きて,100%ア ップタ イムの要

請は大 き くなって くるで あろ う。

これはMIS(経 営 情報 シス テム),タ イ ムシェア リングサー ビス,更 に将来のチェックレ

ス或はキ ャッシ ャレス ソサイェテ ィの実現に とって重要 な要 素で ある。

アベ イラ ・ビ リティを高 めるためには電子計 算機システムの各ユニ ッ トのMTBFを 大 に し,

MTTRを 小 さ くす ることが重要 であるが,同 時に システム として これを改善す るために,現

在とられてい る考 え方は二 重化 システ ム,待 機 システム,衛 星計 算機 システ ムな どがあり,待

機 システムは経済 性の高い シス テムとして将来 も広 く適用され よう。
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しか し,将 来は 多重プ ロセ ッサ方式 の普及 によって,こ れ によるフェイルソフ トシステム構

成 がとられ るよ、うになるであろ う。

一 般に
,フ ェイルソ フ トシステムは システムに一部 障害が生 じた場合,シ ス テムの もつ

100%の 業務処理は 出来な くて も,或 る程度効率を落 したかたちf
,業務 を遂行 させ,謂 ゆる

システムダウンに至 らない様に しようとするもので あるが,負 荷分割を行 なわせ る多重 プロセ

ッサ方式 をとることに より,こ れが有効に実現される。

これらの システムを運用す る場合 の問題点は,ソ フ トウエア が複雑化す ることで あるが,こ

れは ソフ トウエアの一部分をハー ドウエアにする或は ソフ トウエアが容易になるハー ドウエア

機能を附加することなどで解決されるであろ う。

更に前に も述べた如 く,計 算機システムのネッ トワーク全体 として稼動性を高める方策がと

られ るで あろ う。

す なわ ち,或 る計算機システムがダ ウンした場合,ネ ッ トワークに構成されている他の計算

機システ ムがそれ をバヅクア ップす ることた よリネ ットワーク全体 としての稼動性を高める方

式がとられ るようになろ う。

2・2・2フ ァイルオ リエンテッ ドシステム

計 算機 システムの構成は磁気テープオ リエンテ ッ ドシステムからランダムアクセス ファイル

オ リエンテ ッドに変遷 してきている。

これ らは ランダ ムアクセス ファイル として記憶媒体 をと りはず しで きるディスクパ ック装置

が経 済的 に使用 し得 る様にな ったことによるところが大 きい。

それに伴 って従来 か らの磁気 テープ ランダムアクセスファイル に対す る考え方 の概 念が変 り

つつあるのが現状であろ う。

}

計 算機 システムの動向の一 つは即時処理方式の増大 である。

これ らの システ ムに とってランダムアクセス ファイルは必要不可欠の もので あるが従来磁気

テー プが主 として用 いられて きたパッチ処理 において も,ラ ンダ ムアクセス ファイルが一 般に

使用 され る傾 向にある。

将来に潜いては更 にこのファイルオ リエンテ ッ ドの傾向は太 きぐな り,磁 気テープは主 とし

てデータ処理用 としてよりもデー タ保 存の手 段と して使用される様 になろ う。

この傾向は ファイルの構成方法,ア クセスの方法等 の改 良,進 歩発展 と大い に関連 がある。

今 日ランダ ムアクセスファイルの使用法 としては一般に,次 の方式が とられている。(注2)

(1)シ ー クエンシャル(Sequentia1)
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② パーテ ィション ・シーークエンシャル(partitionedsequential)

(3)イ ン デクス ・シー.クエソシャル(indexedsequential)

(4)ダ イ レ ク ト(direcの

亡の様 なファイルアクセスの方式 はレコー ドの ファイルへの記憶,フ ァイルか らの読 出し,

レコー ドの検 索が基本的なものであ り,シ ステムに よって処理方法が定 まってしま う。

これに対 して最近 の動向 として以上 の様 な個別 システ ムから従来アプ リケー ション毎 に管理

されていた種々の構成の データを総括的に管理 しようとした総合 システムへ と発展 しつつある。

デー タマネジメン トシステム として現在IBMのGエS(GeneralizedInf。rmation

Syste皿),GEの 工DS(lntegratedDataStore),UNIVACの 工MRADS

(Info「lnationManagelnentRe七 「ievalandDlssemMatユonSystem),日 本電 気

のCエSS(ConsolidatedエnformationStorageSystem)等 が あるが,こ れ ら総合

ファイルシステムの発展は将来実現が予測され る大容量 ファイルを使用 した有効な情報検索シ

ステムの実現を指向 し,更 にMエsvatsけ るデ ータバンクの確立の基礎 となるものである。

一方 ファイルシス テムの動向として重要 な ものの一つ にTSSの フ ァイルシステムがある。

このファイルシステムでは,

ω ユーザがファイル を使用する場合,フ ァイルへのアクセス方法 についてハー ドウエア

を知 らな くても容易に使用できること。

② 情報のプ ライバシーの保護

③ ファイルの共有

(4)フ ァ イルの安全性の確保(保 護と救済)

が要求 され,MITに 赴 けるMULTIGSは この要求 を満す ファイルシステムを設計す る試

みの代表的な例 であるが,効 率の点 に拾いて 問題を含んでお り,実 用的な システム として確立

される迄 には今後 も種 々の考え方が生 じて来ると思 われる。

何れ にして も各種のア プリケーションを対象 とし,こ れ らの 目的 ・性格 ・処理形態に合致 し

たフ ァイル システ ムは将来の計算機 システムに要求 され る最大の要素の一つで あり,情 報 の大

量化 と情報処理網 の広域化 につれて,各 種の情報を検索,処 理できるファイル システムが指向

されることとな ろう。

2・2・3タ イムシェア リン グシステムとコン ピュータ コーテ ィリティ

タイムシェア リングと言 う概念ができた背 景には,2つ の 点が あると考えられ る。

第1は 電子計算機の内部演算速度 が高速化 したのに対 して端末装置(入 出力装置)の ス ピ一
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ドとの間にアンバランスを生 じたこ と。

第2は 手軽に電子計算機を使 いたい と言 うユーザ側の要望である。

このTssの 概 念は一般に 「遠隔地 の多数ユーザに対 して,互 に独立 してオ ンライン リアル

タイム的使用 が認め られていて,か つ ユーザが必要 とする時間はいつ でも必要に応 じて処 理時

間が与え られ るようになって泊 り,又,予 め与え られている優先順位 に従 ってスケジュールを

調整す る管理 プログラムを備えてい るシステムで ある。」 と定義 され ている。

タイムシェア リングシステムは,今 日すでに計算機の利用方法 として,そ の地位を固めつつ

あるが,ま だ技術的に確立された もの とはな ってお らず,次 に述 べるような多 くの問題 をかか

えてい る。

川 効率の よいハー ドウエア,ソ フ トウエア及びシス テム構成

現在のシステムは極めてオーバーヘ ッ ドロス が太 き ぐ,こ れ を解決す るためにTSSと し

て,ハ ー ドウエア とソフ トウエアの機能分担 を如何に考えるかが重要な問題で ある。

② プログラム言語 の標準化

通常のパ ッチ処理モー ドのFORTRN,COBOLの 標 準化だけでな く会話モー ドに於

ける言語の標準化を必要 とす る。

⑤ 経済的な大容量 ファイルの実現性

データバンク としての大容量 ファイルはタ イムシェア リングシステ ムに不可欠であり,現

在の ランダムアクセス ファイル(2～3憶 字)よ りも大 きく,か つ低廉 なファイルの実現が

望まれ る。

(4)シ ス テムの信頼性

大規模 なネー トワークを構成す るタイムシェア リング システ ムでは,100%ア ップタイ

ムが要求 され る。

(5)情 報 の安全性の確保

タイムシェア リングシステムでは,多 数のユーザがシステムを共用するので情報 の安全性

と秘密保護が重要になる。

(6)処 理 コス トの経済性 と課金方式

課金方式 として中央計算 機システ ムの使用料,通 信回線の使用料,端 末装置の使用料に つ

き種々の課金方式が考 え られるが,最 も合理的 な方式の研究が必要で あり,又,ユ ーザから

見て小型計算機 との競合 を含めて使用料 が魅 力の あるものでなければな らない。
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(7)最 適 な端末装置

低廉で経済的な端末 装置が重要で あり,こ れはア プ リケーシ ョンにより異なって くる。

⑧ 効率の高 いオペ レーテ ィングシステムとシステムの運用

これ らは,い ずれ も1つ づつ地道 な努 力に よって解決が計 られなければならない問題で ある

が,本 質的にタ イムシェア リングシステムの前途 も阻害する問題ではな く1975年 には,タ

イムシェアリング システムは一般的 な計算機の利用方法 とな っていると考え られ る。

タイムシェア リング シス テムは,そ の適用業務に よって,シ ステ ムの処理形態 も異 なって く

るとみ られ るが,米 国のコンサ ル ト会社 の4つ であるAurtherD.Littleは,す で に

1967年2月 の レポー トで10～15年 後 の動向につ き,ユ ーザのED-PSに 対 する経費の

比率で次の如 く予測 してい る。.

ω 科学技術計算 サービス

これはユーザ が端末 装置か ら,科 学技 術計算プ ログラムを入力 し,必 要 な計算サー ビスを

受け られ る様な形態で,こ れに ょリユーザは大型電子計 算機を保有 してい るのと同様 の効果

を期待 で きる。

これは全社の10%程 度 を占め ると予定 している。

② 照合検 索サー ビス

これは情報検 索サー ビスであり,現 在で もク レジッ トサ ー ビス,予 約業務,値 入の履歴照

合 サー ビス,判 例サー ビスな どが実施 されてい るが;将 来は矢張b全 体 の10%程 度 を占め

るとみてい る。

(3)フ ァンクシ ョナルデータ処 理サー ビス

これは特定の パター ンからなる業務計算サー ビスで,例 え ば税金計 算,在 庫管 理業務,等

の計算サー ビス を,リ モー トバヅチの形式 で実施 させ ようとする もので,全 体の15%程 度

を占める とみ てい る。

り
ADL社 で は10年 ～15年 後 には,こ の様 なタイムシ ェア リングシス テムが全体 の約1/3

を 占 めると予測 しているが,我 国に於て も既 に寛 々公社が,タ イムシェア リングサー ビスを実

施 しようとしているこ とな どか ら見て1975年 にはすで に実験の域 を脱 しているであろ う。

MITのMULTICSは ペ ージングやセグ メンテーションの機能 を持 ち,更 にフェイル ソ

フ トシステ ムを轍 出来 るシンメ トリ。クシステム(注5)構 成 がとられてい るが現在 まだ醐

されねばな らない 問題 があるようである。

例えば,multicsの 如 き2次 元ア ドレスの方式は,管 理プログラムの占め るオーバーヘ ッ
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ドロス を極 めて大 きな ものとしでお り,効 率の点 に於 て,必 ず しも満足され るものではない よ

うに思われ るが,将 来 この点に対 する改善 がな され ると考え られる。

2・5今 後10年 以 降の動向

計算機技 術はめ まぐるしく,進 歩発展 してtsり,1980年 以 降のアーキテクチ ャ及 びシス

テム構成 を予測す ることは,極 めてむず かしい が,大 きな流れとして とらえてみ ると
,そ こに

み られ るものは所 謂,情 報 化社会の実現であろ う
。

これ は例えば次の ような点で考え られ る。

(1)情 報処 理網の拡大

② 経 営情報 システムの高度化(戦 略 レベル迄の)

⑤ 計算機制 御 システ ムの各分野への普及

情報処理 網は,そ の確立に恐 らく数10年 を要す る と考え られる大 きな問題であb,こ れ は

遠い将来国際間の情報網 の確立へ と結 びつ こ う。

しか し,タ イムシェア リングサ ー ビスは,可 成 り近い将来 に一般家庭を対象 としたところ ま

で普及す ると考え られ る。

これは充分 に経済的 なシステムを構成で きる ようになっていると考え られ るからであり
,そ

,のため に極 めて安価なデータ端末装置,電 子的大容量 プアィルが実現されてい よう。

企業,組 織体 に於け る計算機の利用 は経営情報シス テム(MIS)の 高度化であろ う。

オペ レー シ ョン レベ ルか ら先ず取入れ られ ると言われ る経営情報 システムが戦 術レベル
,戦

略 レベルへ と高度 化され る動向 をとるで あろ う。

更に,将 来の計 算機 システムは制御系の管理運用 に広 く利用 される様になるであろ う。

現在 で もすでに交通管制,生 産工程のプロセス制御等に利用 されているが,是 はLSIを 中

心 として,素 子 の極小化 と信頼性の向上,高 速化等 により極めてコンパク トで堅固な もの とし

て実 現され,あ らゆ る部門の運用管理 に適用 され ることになろ う。

計算機 システ ムの将来の発展は広範囲且つ高度 な内容 を期待でき,ア ーキテクチ ャの面でみ

ると学 習能力 をもつ計算機の出現が期待 され る。

学 習能力 とは経験 の蓄積 とそれに よる最適 な判断能力であり,こ れはぼ う大 なファイルの実

現 と,デ ー タの入 力手段 としての音声認識,パ ターン認識の実現に より可能となろ う。

(注1)連 想記憶とは記憶内容の一部を指定して全体の内容をひき出せる記憶方式をいい,
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これによリインデスクテーブルを必要 とす ることな く特定のキーを もつ内容をひ き出

し得 る利点を もっている。

(注2)

1)シ ー クエンシャル

各 レコー ドが連続 して記入 されてい るもので,磁 気 テープの記録方 式は この方式であ

る。

この方式は記録容量が有効に,無 駄な ぐ使 用で きる利点があるが,特 定の レコー ドが

必要 な場合,全 レコー ドを調べなけれ ばならず,ま たレコー ドの追加,削 除 を必要 とす

る場合部分的な更新では済まない。

2)パ ー テ ィシ ョン ・シークエン シ ャル'

前記のシークエンシ ャルなファイルをメンバ と呼ばれる単位に分割 し,各 メンバの開

始場所 を示す ディレク トリを作 った もので,ラ イブラ リ作成な どに便利で ある。

3)イ ン デス ク ・シークエンシ ャル

各 レコー ドの格納番地を インデスク で示 した もの。

インデスクにより,シ ーク エンシ ャル な処理 と,ダ イレク トアクセスが同時 にで きる

が,常 に2回 以上 のアクセスが必要で あり,且 つ更新処理ではレコー ドとインデスク の

両方 の更新が必要である。

4)ダ イ レク ト

レコー ドのキー を或 る変換式に よって変換 して,格 納番地を決定す るもの。

キー が与え られれば,イ ンデスクを用いずにダ イレク トアクセスが できる。

この場合,キ ー変換式 の選択に より処理能力がかわ る。

(注3)シ ン メ トリック なシステ ム構成 とは,全 く同一 のコンポーネ ン トをもつ2組 の シス

テムが有機的に結合された ものをい う。

MULTICSの 場 合は,2組 の 中央処 理装置はb互 いに他の中央処理装置に接続

されているコンポーネン トにアク セスで きる'構成になってい る。
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第3章

ハ ー ド ウ エ ア





3・'ハ ー ド ウ
エ ア

5・1演 算 ・制 御部

演算 制 御部のハー ドウェアに関してこれからの数年間に最 も大 きな影響が予想されるもの

は集積回路技術 の進歩である。集積回路rCtsけ る集積規模は ます ます大 きくな り
,エCか ら

MSI(・ ・d・umsca・ ・ ・…g・a・ ・…)へ
,さSi,VCLS・(…g・ ・ca・。 ・nt。g,at・ 。。)

へ 進む と考えられ る。 この ことは単 に回路が変 るとい うことに止 まらず,実 装法,論 理構成

設計手段等 に大 幅の影響 を与えることになるだろ う。 したが って本節 の主題はLSエ の 影響 と

い うことが大 きな部分を占めることになる。

3・1・1集 積回路技術の進歩 と実装法の変化。

(1)
さきの調査報告 において国産計算機の論理回路 が,昭 和43年 以 降vaは じめて設置 され る

機 種についてはその ほとん どが1c化 され るというこ とを述 べた。 これ らの エoの うち,レ ジ

スタな どの繰返 し性の よい回路 には現在でもかなり集積度の大 きな ものが使われはじめている
。

MSI,LSIの 定 義は確定 していないが7応 の 目安 として1個 のパ 。ケージに収容 され るゲ

ー ト数 が10～100程 度 をMSI
,100以 上 をLSエ と よ ぶ こ と が 行 な わ れ て い る:

個別部品からICへ そ してICか らMSエ を経てLSIへ とい う進展の過程は,単 に後者

が前者 よ りも考 え方において高度な ものであるとい うような ことで具体 化され るのではな く
,

実 用上の利 点に もとつくものであ る。その利点に関係す る評 価の項 目は極めて多 く,ま た明確

で もな いが,マ クロに考えれば部品の技術 と,部 品を組合 せてシスデ ムにまとめる技術の両者

間におけ る妥協の問題 とみ ることができよう。

第5-1図

部品とシステム性能の進歩

(
」
ー
§
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1960

(1)情 報 処 理 技 術 の 現 状 と 展 望,42-ROO5,(昭 和43 .9)
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第3-1図 は この関係をかなり 定性 的に示 した ものであ って,シ ステムの故障率,コ ヌb, .
(2)

寸 法 といった"性 能"が 年次 とともに進歩す る状態を示す ものである。第3-1図 中vaは 部 品

技術 と,部 品を組合せる結線,組 立技術 をそれぞれ実線 と点線 で示してある。第3-1図 で 顕

著 な ことは次の2点 である。す なわち(1)曲線 が個別部品,10,k・ よびLaSIの3群 に分れ る

こと,(2>そ れ らの移 り変 りの直前には実線 と点線が交叉 していること 一これはシズテム全

体 の性能が組立技術に よって制 限され る状態 とな り,新 らしい形態の部品を要求してい るこ と

を意味す る。 そして新 らしく導入 された高集積度の部品は当初やや高価であるが急速 に前段階

の部品の性能を上 まわ るようになる。 もちろんLSIの 段 階となっても個別部品や低集積度 の

エCも な くなるという性質 の ものではなく,第2-1図 のLSIの 曲線はその導入 に適 した部

分か ら使用 され はじめるものとみ るべきである。 その最初の応用分野は メモ リーであると考え

られ る。 これは メモ リーマ トリクスにおけ る構造の均一性 がLSIに 適 す るため であ り,制 御

部への導入は設計 コス トへのはねかえ りを考えると多少時期的に遅れ るであろ う。現在は エC

種類はほぼ出そ ろ'って,さ らvaMSIが 実 用分野を広げつつあり,LSエ は 初期 の実用段階に

あるが この過程は急速 に進展する ものと考えられ る。

1Cか らLSエ へ進 む ことに よって演算 ・制御装置の実装方式にかな りの変化 が予想 され る。,,

材

第5-2図 個別 部 品,二C,

個 別 部 品

LS工 における実装レベルの比較

工C LSI
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第5-2図 は材料か ら装置 までの間 における実装法の諸段階を,個 別部品,エCお よびLSエ

の3者 について比較 した ものであ る。実装 レベル としては材料,部 品,回 路 ロジ 。ク(まk .

は機 能 ブロック)お よび装置の5段 階 とした。この場合,IOで は材料 から回路 の段階 までが

IC技 術 として作 られ るのva対 して,LSIで は ロジ ・クの段階 までがLSI技 術 の範 囲に含

まれる。 それでこれ らを広義 に部品技術 と考えれば,部 品技術 に含 まれる範囲がます ます増大

す ることになる。第3-5図 は この関係を模式的に表わ した ものであ る,

第5-5図 ハ ー ドウ ェ ア 技 術 の 階 層

MD C L s ＼

D L S ＼

D S

暮←
シテ

→
スム

個別部品

工C

LSI

M:材 料D:デ バ イ スC:回 路L:ロ ジ ッ ク
'
S.:シ ス テ ム

このことは計算機 の設計製作過程に大 きな影響を及ぼす ものと考えられる。すでにその変化

は個別部品から1cへ の 過程 において急速に起 りつつあるとみられる。その大 きな特徴の一 つ

は設計製作の手段 として計算機 を利 用することであ り,す でに現在で も計算機 を使用す ること

な しに設計不能 と考えられ る部分 も多い。

またこのような実装段階の統合 によって,部 品技術者,回 路技術者,シ ステム設計者 が独立

に仕事を進めることが困難とな って きた。 このため計算機 メーカーは セ ット・メーカーの立場'

に止 まらず自社 でLSIを 作 る必要 性が増大 し,IOメ ーカーは計算機 の製造 分野 に進 出す る

傾向を生じてきた(日 本では計算機 メーカーとIcメ ーカーの分業 がア メリカほ どに成立 して

いないのでこの点企業単 位ではやや明確 さを欠 く)。

これをLS工 製造 ならびに使用上 の制約 とい う面 でみれば,製 造者は システム機能が確定 し

なけれぽ製作できない場合 が多 くな り,使 用者は回路形式,組 合せ等 に関す る標準化や制限事

項が多 くなる。 これらの制約は一面 で設計の自由度を限定す るものであるが,そ れ によって得
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られ る利点は,第3-1図 に総合的 に示したよ うにその進展の必然性 を主張す るものである
。

次項 にその影響を近 い将来へ の予測 とともに検討 しよ う
。

3・1・2LSIの 影響

部品 として どうい うことが期待 されるかということと,そ れが演算制御 システムに どのよう

な影響を与 えるか とい う2項 に分けて記載す る。

④ 部品としての特徴。小形化,高 信頼性,低 価格,高 速,と い うよ うな面が考えられ る
。

小形化とい うことはLSエ に とって極 めて本質的な ものであるが
,現 在ではこれを システム

に組立てるための実装技術 がそれに見合 うだけ進歩 していないためにLSI個 有の高密度性 が

十分発揮で きない状 態にあ る6具 体的にいえば コネクタとプ リン ト配線板 の問題が大 きな部分

を占めてい る。 これらの改良は続け られ るであろ うが短期 間におけ る大幅の性能向上は困難 と

思bれ る。む しろLSIの 中 であ る程度のまとまった機能が処理 されて
,外 部との結線を少な

くす るような形式の機能 ブロックを用い ることの方 が有利であろ う
。デ コーダを含んだ メモリ

回路,シ フ トレジスタな どはその一例であ る。

LSIの 信 頼性については未知の要 素が甚だ多いが
,ト ラノジ スタや1Cに お いて信頼性を

　

局限す る要 因の中の大 きな ものは ワイヤボンデ ィングの部 分であ り,LSエ は機能当 りのボン

デ ィング数 が小さいから高信頼度が期待できる といわれ ている。

高速性については,LSIvatoけ る回路素子 が個別素子 よ りも本 質的 に高速 に適す るとい う

ことはないが,機 能回路の速 さは素子の性能だけに依存す るものではな く
,素 子間の配線 に依

存する部分 もかな り多 い。LSIで は この種の配線が極度 に小形化 され るために高速化が容易

となる場合がかな り多い と考えられ る。

価格 については,LSIそ の ものが機能当 りにして個 別部品や集積度の小 さい エoに くらべ

て低価格になるとい う面 と,LSIを 導入す ることによ り組立,配 線の価格が小さくなるとい

う両面がある。

LSエ の 価格 は,多 くのLSIが 試作的な性格をもっている現状 ではその評価が困難であ る

が,LSエ に限 らぬ集積回路一般に関して数種の機関に よって行なわれた価格予測例を第2-

(3)4
va示 す 。集積度 については,定 性的たいっ ては じめ はそ れがある値以上 になると歩留 り

が低下す ることによって再び高価 となって くる。 この最適 点は製造技術 と需要量によって異 な

るが,年 次とともに集積度の大きな方へ移行す るものと考えられ る。第3・-5図 は 具体的な

(3)集 積 回 路 ハ ンyブ 。クp460.丸 善(昭43.i1)
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MOSメ モ リー回路に関す

(4}る評価
の一例 であ り,第

3-6図 は かな り総合的,

平 均的な集積度の,年 次 に

よる進展を示 した もの であ

(3)る
。

一方論理回路の速度 につ

いて も改良は続け られ ると

考 えられるが,立 上 り時間

1ns程 度以上の高速 にな

る と回路技術上 の困難性が

大 きくなるのでこの方面 で

の進歩はやや鈍化す ると予

想 され る。第5-7図 は論

理回路の立上 り時間の年次

(5)
に よる進歩の一例 であ る 。

㈲ 演算,制 御 システム

へ の影響

前項 に記載 したLS工 の

特徴の うち,小 形 高信頼

度,低 価格 とい うことか ら

(4}L.」.Seirne七

al,Digestof

IEEEOomputer

GroupOonf.p.38

(June1968)

(5)」.」 ・DigiaCOIno

Go孤pu七erDesign

7%4p88(April1968)
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第5-6図=C価 格,集 積度の進展
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10

10

10

1

}

104105

素 子数/パ ッケ ージ

多数の論理素子を使用す ることが可能 とな ってくる。 またシステム全体 に対 す る論理 記憶等

の価格配分が変 って くるのでこれ に適 した構成 とい うことが新ら しく考えられ るようになるで

あろ う。

第5-8は 平 均的な計算機の中央処理装置 ハー ドウェアにおげ る種 々な部分の価格配分と,

(6}それ をそのままL日 工に置 きかえた とき
の配分を示す ものである 。 これより論理回路の占め

る価格が著 しく小 さくなるこ とがわか るが,こ こでもLSエvaつ い ては同一構成 の回路がどの

程度使われ るかが問題 であり,繰 返 し性 の低 いもの についてはその設計,製 造の初期 コス ドを

考えると大幅の価格低減は期待 できない。 この点ではむ しろ製造台数 の多い小形機 がLS工 導

入 にとって有利 となる場合 も考えられ よう。 ともか く概括的 にいえばLSIの 導 入 によづ名現

在 よ りも多数の論理 回路が使わ れるようになると考えるべ きであろ う。

多数 の論理素子 を使用す る ことによって現在 ソフ トウェアで処理 されている機能のかな りの

部分がハー ドウェア化 される と考 えられ る。 この方向でのハ ードウェアは特定機能の論理回路

(6}M.G.Smi七he七a1.Proc.FJOC`67.p.87(Nov.1967)
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第5・-7図

論理回路の立上 り時間の進歩
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第3-80Pσ の 価 格 構 成
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よ りも連想記憶,固 定記憶 といったアレー構成 をもつものが,よ り適す ると考 えられ るので,

次 節記憶の部 分で 言及す ることにする。

この種のハ ードウェア化によって計算機の総合的な処理能 力は著 しく増大す ると考えられる。

(η
第3-1表 は この ような観点からの計算機の能力の進展に関す る予測の一例 であ って,こ れ

からの数年間に拾ける演算速度の向上 は記憶サ イクル時間の向上をかな り上 まわ るもの と予想

されているが これ には高度の並列性の導入による実効的処理時間の短縮 が大 きな役割を果す も

の と考えられ る。

さらに長期にわた る将来 展望において,演 算 ・制御は現在 よ りも記憶 と密接 な形態を とると

思われるので3・2節 の最後に まとめてふれ ることにする。

3・.2言 己'憶 音B

5・2・1記 憶の階層

記憶の離 離 。ついてぱ きの絵 報告ω騰 いても揃 の琳 。ついて言己醐 た.記 憶

井置が階層構成を もつ ことは,こ れか らの数年 間の予測にお いて も基本的には変 らないであろ

第3-9区 記 憶 の 階 層

ns μ6 P8

ア クセス時 間

s－
〔

ン
ー一㊥

(
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磁
気
デ
ィ
ス
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磁
気
ド
ラ
ム

う二 けれ どもそれぞれ の階層を構成するハー ドウェアとその性能分野 には多少の変化が予想さ

れ る。その概要は,第3-9図 を参照 して,つ ぎの'ような項 目とな る。 一

(i)高 速 の分野 に集積回路 が広 く用いられ るよ うにな るだろ う。現在磁性記憶によっている

主記憶の,容 量の小 さな分野にまで エcが 進出す る可能性 が大 きい。

(7)E.L.Horder,CommunioationsofACM,11
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(ii)連 想記 憶など特 殊機 能の記憶は,演 算 ・制御 なとの論理装置 の中間領域にかな り実用 さ

れ るであろ う。

(mLSI技 術 に よる固定記憶は広い実用分野を もつ こととなろう。

働 磁性記憶の性能向上 は連 続的 に続けられ る。 この分野 ではフェライ ト磁 心の独占から,

磁 性薄膜 との共存 とい う方向に進む ものと考えられ る。

(V)磁 気 ドラム,磁 気デ ィスクの改良は継続され るであろ う。何れか といえば磁気デ ィヌク

の使用分野 が ドラムよ りも多 くなると思われる。

(vD磁 性 記憶 と ドラム,デ ィヌク間のアクセス時 間の不連続を埋める記憶装置 としては,磁

性記憶の大容量化ということが続けられ るが,新 らしい形式の記憶 としてBORAM(Block

OrientedRandomAc。essMemory)と い う提案 が為 され てい る。ハ ー ドウ

ェアとしては数種の試みが行 なわれてい るが これ らについてはかな りの見通 しが得 られる

段階に到達する と考えられ る。

㈲ 磁気 テープに代 る外部記憶 は近い将来には出現 しないであろう。光を用いた ものは情報

、 の書 きか えにやや困難があるが現在よ りもかな り広汎 に使用 されるようになると考えられ

る。

5・2・2内 部 記 憶 装 置

主記憶装置のハ ー ドウェアは,現 在 はほとん ど磁性記憶(そ の中でも大部分がフェラ.イ ト磁.

、心記憶)に よって

占められてい る。

この種 の記憶装置

のサ イクル時間が

年次 とともに減小

してきた状態 は第

5-10図va示 す

ようで ある。簸 ろ

一10図 のA
,B

は調 査機 関の別で

あ るが大 略一 致 し

ているとみなす こ

とがで きよう。 こ

サ

イ

ク

ノレ

時

間

(μs)

10

1

第3-10図 主記憶サイ クル時間の進展
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1955 60 65 70
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の傾向はある程度延長を予想す るこ とが できるが,つ ぎの2点 を考慮す る必要 がある。すなわ

ち,フ ェライト磁心記憶の速度向上 は磁心外径の小形化 と密接 な関連を有 しており,そ の外径

は現在 において取扱いにかな り困難な段階に まで到達してい ること,換 言すれば磁心記憶の速

度 向上は続 くであ ろうがその進歩は現在 までの 傾向 よりも鈍化す るだろ うと考 えられ る。第5

-・11は フ ェライ

ト磁心外径の小形

化の推移 を示 した

もので,20ミ ル

(1ミ ル は1/1000

イン チ)程 度以下

になる と取扱 いの

困難性が 目立 ちは

じめ,15ミ ル以

下 では著 し く困難

となる。'

一 方
,フ ェライ

磁

心

外

径

(
、ミ

ル

)

100

馳＼

50

20一

10

第5-11図 記憶磁心外 径の小形化

＼

1960 65 70

年 次.

ト磁心 と競合す る立場 にある磁性薄膜 記憶は,現 在実用 されはじめた段階にあ るが,記 憶素子

が高速動 作に適す ることと一括 生産 に有利 な形態を もつ ことにより,製 造技術の向上 に ともな

って,内 部記憶の分野 にフェライ トと共存す る ようにな ることが予測され る。磁性薄膜 には平

面形 の薄膜構造を もつ ものと,線 状の ものの2種 があ り,現 在いずれ も実用 されはじめている

が,5年 以 内の将来で は線状の もの(ワ イヤ メモ リ)が 多 く実用の段階に入 ると思われ る。

(8)
1970～75年 の 期 間で内部記 憶の約10%が この種の ものとなるだろ うとい う予測がある。

第2-・12図 は 過去 および将来の数年 間について,ラ ンダムア クセ ス内部記憶の需要を示す も

の で,需 要最中に 占める比率を サイクル時間に よって分割して表わしてある。 これ よりサ イク

ル時間が5μsよ りも大 きい装置 は極 めて少な くなるとい うことがわか る。

磁性記憶のも う一 つ分野 として主記憶の10倍 以 上の記憶 容量を もち,速 度のやや遅 い記憶

装置がある。 ここではバル ク記憶 とよぶことにす る。 この分野は 日本 では大形 のシズテムに使

われは じめた段階 であ るが,近 い将来に広 く用 いられるよ うになると考えられ る。

(8)G.A.Fedde,19681NTERMAGOonf.(April1968)
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集積 回路につい

ては3・1節 に

LS工 の問題を記,

載 したが,工IS工

が最初に実用され

る分野は記憶の関

係と考えられ,現

在 で も数百 ビ ット

から2Kビ ッ ト程

度のLSIが 試作,

または実用 に用 い

られは じめてい る。

MOSま たはSOS

(Siliconon

Saphire)の 技

術に よる固定記 憶

は現在でもビット

数 め大 きいものが

試作 されてお り,

この ような固定記

記

憶

ビ

ッ
ト
数

の
年

間

生

産

㍉10(

第5-12図 内部記憶 の年間生産量 の推移

(ア メ リカ)

3～8μs

>8μ 日

1965

憶の利用は演算 ・制御のみでな く入 出力制御や小形計算機の分野に大きな影響を与 えるものと予

想 され る。 またかな り容量の大 きいパ ップ ア・メモ リがICに よ って実現 され ると記憶階層 での

磁性記憶の位置が現在よ り大容量 の方向へ移動す ることも予想される。

第3-2表 ス クラッチパ ッド～主記憶性能

種 サ イクル時間(μS)容 量(ビ ット)

集 積 回 路

磁 性 薄 膜

フ ェラ イ ト磁 心

6
0.03～0.2<10

570
.1～0.610～10

57
0.3～110～10・

(5年 後)
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第3-2表 は5年 程度の将来 における主記憶の性能の大略を推定 した もの で,数 種の文献 を

)2(2)(9)(10)
参 考 とした。

バルク記憶 として現在研究段 階にあるものの一つ に超電導記憶がある。 この種 の記憶は最近

の10年 間以上研究が続 けられている.こ れ が実用にな るか どうかは未知であるが,5年 以 内

にはかな りは っき りした見通 しが得 られるであろ う。予想 される超電導記憶の性能 も含 めて,

(2)(9}
バ ル ク記憶の性能予測を第5-5表 に示 した。

rg3--3表'バ ル ク記 憶 性 能

種 類
サイクル時間(μs)容 量(ピ ット)

磁 性 薄

フ ェ ラ イ ト磁 心

超 電

膜

導

70
.5～1>10

1～2〃

1～10〃

(5年 後)

3・2・i5プ アイノレ記憶装置

現在 のフ ァイル記憶はほ とん どすべてが連続 的な磁性体 の表面 に磁気ヘ ヤドで情報 を読み書

きする"磁 気記録"の 技術に よるものである。 この種の装置の性能は機械的な問題 に よって制

限 され るこ とが多い。すなわち・磁気ヘ ッドの構造(へ ・ドギ ヤップ等),へ ・ ドと記録媒体

との間の空隙 の保持,ヘ ッドの位置 決め,ド ラム,デ ィヌクの廻転機構,お よび磁気 カー ドな

どにおける媒体 の移動機構等 であ る。 これ らについての連続的 な改良は精力的に続けられてお

り,初 期の装置 に くらぺ ると著 しい進 歩が認 められ る.こ れは将来 も続 けられ ると考えられる。

けれども改良の著 しい ものは記録 密度 に関す るものであ って,媒 体 の移動速度に関す る改良は

それほど著 しくはない。情報転送速度の向上 も,密 度の増大 によるものが多いか ら,ア クセス

時間の短縮はそれ ほど著 しくない。・第5-1ポ 図は この種 プ アイル記憶の記憶密度 の,年 次に

(11)
よ る進歩を示 した もの であ る。

この種のプ アイル記憶装置 は構造上 数種のレベルに分け られ,ヘ ッドが トラックごとに固定

されてい るか,移 動 によって トラックを選択す るか,ま た記録媒体が交換可能であるか固定で

(9}L.C.Hobbs,工EEETrans.EO-15p.554(Aug.1966)

(lo)D.A.Hodges,Proc.工EEE56p.1148(July1968)

(11)F.D.Risko,proc.FaUiJointCo匝pu七erOonf1968.p.1'361(Dec.1968)
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記

憶10

密

度

ビット/〈インチ)2

0.1

00

ODOI

磁気 ドラム,デ ィスクにおけ る

記憶密度の進歩

195458 62 66 70 74

年 次

あ るか等 にょって性 能および使用方法 にかな りの相異 があ る。'第2-4表 は近い将来 における

(9)
この種の予想性能の数例 である。

第3-4表 電 気 ・機械式 プ アイル記憶の性能(1970年)

装置の種類 1台 の記憶容量 アクセス時間 転送速度

移 動 ヘ ヅド磁 気 ドラム

固定ヘ ッド磁気デ ィスク

移動 ヘ ッド磁気デ ィスク

媒体交換形磁気デ ィスク

磁 気 カ ー ド

　

2×10ビ ッ ト

1

10

0.5

10

60ms

15

60

80

200

2ビ ッ ト/秒 ×106

5

2

2

0.7

前述 したよ うに電気 ・機械式 フ ァイル記憶のア クセス時間はフェライト磁心等の全電子 式
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記憶装置 にくらぺて104～10s倍 程度大きい。 この違 いは余 りに大 きいので情報処理上の一

つ の難点 となってい る。 したがって記 憶階層上 この空隙を埋 める装置の実現に対す る期待は大

きい。 このよ うな要求を,特 定のハ ー ドウェアに限 ることな しに,や や抽象的に表わ した もの

がBORAMで あ る。その性能 の主な ものを列挙すれば以下の ようである。

(D情 報 はあ る程度のプロ ッノを単位 としてアクセヌされ,そ れ らの ブロ ック単位では ラン

ダムに呼出される。その呼出しに関して機械的運動 を伴なわず,電 子 的に実行され る。

(の ブロック内の情報転送は逐次的 であ って もさしつか えない。

(m)記 録 媒体 は交換可能であg,媒 体 だけを取 出して保存できる。

このような性質を有する記憶装置が数種類研究段階にあ るが,現 在はそれ らの うちの何れが

近 い将来 に実用 され るか推定が困難である。5年 以 内にはかな りは っきりした見通 しが得 ら

れ るものと考えられ る。

その具体例を挙げ ると,磁 性体 と超音波の組合せ によ るものがあ る。 これは磁わい遅延線 の

よ うな動的な ものではなく,情 報は磁性体 の磁化方向 として静的 に保持 され,読 出し書込みに

超音 波による磁わい効果を用 いるものである。前述のBORAMの 性 質(iト(ii[)は満足 す るが どの

程度の記憶容量が実用的に作 り得 るかよくわか っていない。

別の方式 として磁気光学 効果 を用い るものがある。磁性体の磁化方向を光学的 に読取 り,ま

た書込みを行なお うとする もので,ア クセスは光 ビームの偏向に より実現 しよ うとす るものが

多い。 レーザ光源,光 半導体技術の進歩 により現実性がかな り大 きくな ってきた ものであるが,

磁 気光学 的な材料の研 究からと りかかる必要があ り,こ の数年以 内には見通 しをかな りはっき

りさせる という段階に止 まるもの と考えられ る。

光を利用 した記憶 または処理技術 については,上 述 した磁気光学以 外にもかな り広汎 な研究

開発ならび に実用化が予想 され る。その背景 にはやは り,光 源および関連技術 の進歩があげ ら

れ よう。 この中でマ イクロフ ィルムのよ うな形の記憶についてに現在 もかな り利用 されてお り,

この種 の装置の性能向上はかな りの程度 が期待 でき,るが,こ れ らと異なるもの として ホログラ

フ ィーに代表 され る敷 らしい光学技術が現在精 力的 に研究 されてお り,数 年の間には実用 分野

もかな り明確 になるもの考えられ る。 この分野はデ ィスプレ イ,計 測等にも広い応用を有して

お り,記 憶はその中のかな り重要な一 分野 とい うこ とになろ う。

以上,光 学技術を含んだ将来の フ ァイル記憶の分野では本稿での取扱 いが定性 的とな ったが,

光 学技術 において多 くの場合 に強調 され るものは ピット密度 であ り,ミ クロン単位の記憶領域,

または光の干 渉が関与 する記憶密度の可能性 が論 ぜられ る。 けれ どもそのよ うな原理的問題を
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はなれて,工 学的 または実用 的な領域を論ず るとすれば,制 限事項はまた別のところにあるこ

とが多い。 この ような問題 も含 めて,5年 程度の将予測vatoい ては,こ の種記憶技術 に関して,

よ り確実性のある見通しを得 るとい うことが必要であ りまた可能な範 囲であ ると考えられ る。

3・2・4将 来 の 展 望

5年 以上,10年 程 度の将来展望 においてハー ドウェアがどの ような形態 をとるかを予測す

ることはむつか しい。過去の経過を例にとるな らば エC技 術がいつか ら実用の段階に入 ると考

えるかによって著 し く異 るもの とな ったであろ う。 このよ うなことを将来に とるならば技術 が

いつから実用の段 階に入 るかに よって予測の形態はかな り違 って くる。

将来の処理装置 において,論 理部と記憶部は ます ます統合 された もの とな るであろ う。現在 ・

連想処理(Associativeprocessor)と か記憶論理(Logicinmemory)と い

われている処理方式は具体的 な形態をと り,現 在の計算機 が不得手 とす る図形処理,パ ターン

認識な どの分野の能力が格段 に強化 され るであろ う。

また現在固定記 憶にその芽生 え るみ るフ ァームウェアはかな りの書 きかえ性を もつ固定記憶

(ま たは非破壊読 出し記憶)に よりその適用範囲を著 しく広めるであろ うbフ ァーム ウェアを

入れかえることにより処理装置の論理的構成を変更す ることは容 易となり,応 用に適 レた形を

とることも可能 とな るであろ う。学習機械 といった概念 もこのよ うなところから実現 されて く

るか も知れない。

プ アイル記憶 については著 しい量的な進歩が予想され る。写真 フ ィルムのよ うな読 出し専用

の ものでは光学的 フ ァイル記憶は広 く実用 されるであろう。書きか えも読出しと同じレベルで

行 な うことのできる装置は極 めて多 くの技術的問題 を含んでお り,実 用化の時期を予想す るこ

とは困難 である。光学系を用いない現在の廻転形磁気記録 は10年 くらいの将来VC%..い て もプ

アィル記憶の主要な もの として使用 され るであろ う。記憶容量について現在の ものの100倍

程 度の ものは実用 され ると思われ るが,こ の ような量的拡大は使用面での質的な変化 を可能と

す る もの であろ う。
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5・5 .入 出力 装 置

5・5・1展 望

将来の入出力装置を現在のものと対比せしめるならば`

現存機器の改善によるもの

現存機器の技術を更に発展せしめたもの

新しい概念に基 く新規なもの

の三つの範ちゅうの何れかに属するものとなるであろう。

本来人出力装置は情報処理組織とこれを扱 う人間との接点に位す るものであるので入出力装

置 と人間との間の情報交換の手法には人間の感覚に基く自らの限界が存在する。

特に入間に近く位置すると考えられる原始データ又は原始媒体作成用入力装置(例 えば鍵盤

カードさん孔機,さ ん孔 タィブラィタの如き)出 力媒体作成用出力装置,(例 えばカードさん

孔機 ラインプリンタ等)出 力情報表示装置(例 えばデ ィスプレイ装置)等 の如きものに於て

は人間と装置間の情報交換の手法と形態即ちマンマシンインタフェイス.に本質的な飛躍はあ り

得ないと考えられるのでこれらの分野では現存機器の改善によるもの及び現存機器の技術を更

に発展せしめたものが依然主要なる地位を占めるものと予想される。

又媒体の面から考察すると既存のさん孔媒体(紙 テープ,紙 カード)の 占める位置は多年の

実績に基く安定性と経済性の故に先づ揺 がぬものと見て差支えなく,其 の上 これ等の媒体が現

在の情報処理システム設計の思想に与えて居る決定的な影響力からも,こ れを重ねて裏付ける

事が出来ると見られ るので,既 存さん孔媒体を使用する入出力装置の地位に大きな変革は生じ

ないものと考えられ,こ の種装置も亦,現 存機器の改善されたものと現存機器の技術を発展さ

せたものとが主要なる地位を占めるものと予想される。

斯かる予想は,こ の種装置には全く新 しい概念の芽生えが期待出来ないかの如き観を与える

が,そ れは飽 く迄装置 としての性格に就ての事であり,装 置の細部に就ては今後幾つかの新し

い考え方に基く手法が開発され,機 能対価格比の向上に相当の寄与をなし続けて行くものと思

われる。

即ち入出力装置 として同一の機能を実現せしめる為のより良い手法の開発と謂 う事に関して

は未だ数多くの可能性が残されて居るので,た とえ機能的には現存のものと本質的な相違は無

くとも,こ れを実現する手法としては全 く新しい概念によるものが実用に供 される可能性は極

めて高いと言うべきであろう。

一方全く新しい概念に基く新規なものとしては新しい入力装置の登場に最も大きな期待がか
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かけられる。

その根拠は現在の情報処理組織に就て最も原始的な形態を留めて居るのは入力手法特に入力

媒体作成の手法であると謂 う事実に基く。

即ち原始データに基く入力媒体作成は人手によるさん孔作業特にカードさん孔作業によるも

のが其の殆んどを占めて居り,情 報産業の発達に伴 う情報処理量の増加に其のまま略々比例し

て媒体作成の為の人手の増加を必要とする有様である。

換 言すれば情報産業の発達を支える主要なる基盤の一つが媒体作成の為の人手であると謂 う

甚 だ非近代的な要因が存在する。

第三世代から更に第四世代えと進みつつある最近の目覚 しいハードウェアの発展とは正反対

に,電 算機が実用に供され以来何等進歩する事なく使用 し続けられて来た点で革新の激しい情

報産業分野に於ける唯一の例外的存在 と言えるこの入力媒体作成手法の近代化は情報産業の将

来の発展に不可欠の条件であると考えられるので,入 力媒体作成の為の新しい装置又は入力媒

体作成を必要としない新しい入力装置即ち原始データを其儀入力し得る直接入力装置の実用化

は,関 係分野が全力を挙げて実現に努力すべき課題と謂 うべきであろう。

勿論現在光学的文字認識装置(以 下OGRと 略記)と 謂 う形で直接入力の手法は実現されて居

るが機能/価 格比に於て極めて不満足な状態であり,汎 用性のある実用機による直接入力手法

の実現は筒将来に期待しなげればならない。

この他に新しい概念に基く新規なものとしてはより良いマンマシンインタフェイスを提供し

得る機能/価 格比の新しい端末装置を挙げる事が出来る。

現在の端末装置は殆ん どが既存の機器を若干変形した程度のものであり且つ機能/価 格比が

極めて不満足な状況にある事と,リ アルタイム処理,タ イムシェアリングシステム等の急速な

普及に伴いより高い信頼性とより良い保守性が絶体の要求条件となる事とを併せ考える時,端

末装置に関する新しい概念と手法の登場が期待される。

以下入力,出 力,及 び端末の各装置に分け将来に就ての考察を試みる。

3・3・2入 力 装 置'

入力装置はさん孔紙テープさん孔紙カード等のさん孔媒体上に記録された情報処理システム

に読込む所謂さん孔媒体入力装置と,こ の様な中間媒体を使用せず情報が通常の形(印 字)で

記録 され其儘で人対人の情報交換に使用して居る帳票等の原始媒体を其儀読込む事の出来る所

謂直接入力装置'及 び直接に人手を使用して入力する直覚型入力装置と、でも言うべきもの,の

5種 に大別し得るであろう。
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前二者に裁て見るならば現在迄の処ではさん孔媒体入力装置が入力装置の殆 どすべてである

が将来は次第に直接入力装置の占める比重が増して来るものと考えられる。

その根拠は3・5・1va述 べた如く入力手法が情報処理手法の中で最も近代化が遅れて居る

ものであり,こ れを解決する最も有効な手段が直接入力方式であると考えられる点にある。 .

又第三の直覚型入力装置に就ては新しい形式のものが現れ始めた処であるが将来の発展が大

いに期待されるものである。

以下これ等三種の入力装置の将来に就て考察する。

3・5・2・1さ ん孔媒体入力装置

さん孔媒体はその確実性と経済性の故に長い使用実績を有し,現 在の情報処理組織はこれ無

くしては考えられないと云って差支ない程重要な地位を占めて居り,ソ フ トウェア,ハ ードウ

ェアの思想に支配的な影響力を持って居るのが現状である。

そしてこれ等の媒体は国内的には勿論国際的にも標準化が極めて進んで居 り,情 報交換媒体

として不動の座を確保して居る。

従 って近い将来にさん孔媒体そのものの地位に大きな変化が生ずる事は先づあり得ないと考

えて差支えないであろ う。
ヘへ
　

又仮に将来さん孔媒体に代る新しい媒体が出現したとしても現在の状態に大きな変化を与 え

るには非常に長い時間を要するであろう。

この為さん孔媒体を使用する入力装置即ちカード読取装置,紙 テープ読取装置等は今後も依

然として使用され続け情報処理組織中に占める比重にも急速な変化はないものと見て良いと考

えられる。

これ等の点を綜合してさん孔媒体入力装置は将来共機能的には現在のものと大差ないものが

依然多量に使用され続ける事になるものと考えられる。

そして標準化された一定の寸法 と質量を有する媒体を使用する関係上媒体の取扱速度,具 体

的には情報の読込速度には大 きな進展は無いものと考えられる。

これは現在の機構が速度の点では 限 界に 近い処迄達じて起 り.,製品の経済性を考える場合・

大きな飛躍は期待出来ないと見る結果による。

然し情報産業の発展に伴 って情報処理組織に対する機能/価 格比改善の要求は止まる所を知

らず時と共に益々強まる事が予想されるのでこの種の比較的定形化した入力装置に裁てもハー

ドウェアとしての機能/価 格比の絶ざる向上は将来の市場に於て尚高い商品価値を維持して行

く為には不可欠の要素となろう。
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この為同じ機能を実現する為のハードウェアをより安い価格に於て実現し而も信頼性と保守

性は更に向上せしめると謂 う新手法の開発は将来益々活溌に行なわれる事となろう。

例えば最近実用化の兆しを見せて居る各種の半導体機能素子の如きものは入力装置の中枢機

能である読取部に最も多く現用されて居る光→電気変換方式に代る新しい読取方式を提供する

可能性を学んだものの一つであろう。

又媒体を送る機能に就ても爾幾つかの新しい手法が確立される可能性を蔵して居ると見るべ

きであろう。

価格に就ては正確な予見は困難であるが過去の機能/価 格比の改善経過から見て将来を予想

するならば読取部及び送 り機構部に新 しい手法を開発して現用のものに比しより簡潔な手法に

より同一機能を実現し得た場合,・IC化 の進展による周辺回路の低廉化傾向と併せ考え5年 後

va1{9SO・/.の価格低下は十分に期待し得る値ではないかと考えられる。

3・5・2・2直 接入力装置

a)直 接入力の意義と現状

さん孔媒体の如き中間媒体を使用せず通常使用されて居る印字された原始記録体(帳 票等)

を其儀情報処理組織に読込む事が出来れば最も理想的な入力形態を確立する事が出来媒体作成

の為の膨大な入手(具 体的には現在情報産業労働人口の底辺を形成して居る大量のキーパンチ

ャー)を 一挙に削減し得る点で情報産業の近代化に最も大きく貢献し得る事は明かである。

従ってこれを実現せしめる手段を与える直接入力装置の実用化は最も大きく期待される処で

ある。

既述の如くこの種装置 としてはOCRが 既に実用されて居り,将 来の直接入力装置の形態は

技術の現状に基いて予測するならば矢張りOCR系 統のものになるものと考えられる。

然し現用のoORは 何分vaも機能/価 格比に於て現在のさん孔媒体入力装置va比 し極めて大

きな格差があり,同 一機能(読 取速度)に 対し10倍 以上の価格である為直接入力方式による

利点が著しい分野に於て積極的に利用されて居る他は,現 用さん孔媒体入力装置(カ ード読取

装置)に 代って汎用される迄には至って居ない。

又印字に対する制約(字 形,印 字品質)も 汎用化を妨げて居る要因の一つである。

将来の直接入力装置は機能/価 格比の壁を破る事が第一の課題であり,さ ん孔媒体入力装置

に代って汎用される為には同一読取速度に於てカード読取装置の2～5倍 程度の価格を以って

商品化する事が必要であろう。

但し読取可能な字種に制約を附す るならば価格を低下せしめ得る可能性は十分にあり,読 取
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可能な文字を数字 と少数の記号程度に制限てこの程度の価格で商品化したものも現れて居る。

b)解 決の方途と予測

読取可能な文字に大 きな制約を与える事無くこの様な機能/価 格比を実現せしめる事は現用

OGRの 単なる改良を以ってしては期待すべくもないのでそこには当然新しい技術的手法の導

入と開発が前提とされなけれぽならない。

ζれには二つの可能性が考えられる。

その第一は新しい認識手法の開発である。

現在印字 された文字を認識するには幾つかの手法が実用されて居るが何れも文字の特徴抽出

を行なう部分と,こ の特徴に基いて文字の判別を行なう部分とに極めて多量のハードウェアを

必要として居る。

これはこれ等のハードウェアが情報及び信号をすべてデ ィジタルな形で取扱 う電算機技術の

思想を背景として構成されて居る結果と考えられる。即ち現在の電算機は字形乃至は図形の認

識に就てはハードウェアの効率が極めて悪いのである。

それ故より簡潔なハードウェアを以って同じ機能を果し得るような新 しい認識手法の開発は

OGRの 機能/価 格比の飛躍的改善に直接寄与し得る点で重要な意義を有するので積極的に推

進せらるべき課題であろう。

第二は認識手法は現在の儘の方式を踏襲するがこれを実現する為のハードウェアそのものの

価格低減を図らんとす るもので具体的には新しい光電検出素子の開発,よ り安価な周辺回路の

開発(Ic化 等vaよ る),送 り機構の簡潔化等現用装置の思想は其儀承け継いで素子,回 路等

の改良によって機能/価 格比の改善を図らんとするものである。

実際にはこれら二つの相異る性格のものが何れも夫々の特徴を以って,5～5年 後の直接入

力装置の標準形態を作 り上げる事となるものと予想されるが時間的には第二の方式のものがよ

り早 く,3～5年 後に商品化され,第 一の方式がこれに続き5～7年 後となり,最 終的には第

一の方式に次第に統合される可能性も考えられる
。

その根拠は第二のものは実現の確度が可成 り高く時間と共に段階的に着実に成果を積重ねて

行 く事が期待出来るのに対し第一の ものは概念と手法の飛躍を前提としなければならぬ為実現

の確度に於て第二のものに比して劣る可能性を蔵し開発の為の時間もより長いものと考えられ

るからである。

機能/価 格比改善の効果は勿論第一め方式の方が優るべきで若しこの条件を満し得ない場合

にはこの方式は実用化 に至 らず消滅す るもの と考 えられ る
。
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c)■iし い蓋果題

oORの 今一つの課題 として手書 文字を扱 う装置 の実用化がある。

我国 ではタイプライタが欧米 に於ける如 く日常生活に密着 しては居ないので原始記録体 が手

書 きで作成 される場合 が極めて多い。

この為手書文字の直接入力を可能にす る事は国内の情報処理組識の発展に図 り知れぬ大きな

貢献をなす もの と考えられ る。

然 し現在の認識手法を以 って しては手書 きの 自由字体の読込み には極めて高 度の認識用バーご

ドウェアが必要 とされて居るので手書 文字用OCRは 認 識用特定活字のみを扱 うもの に比 し高

価 にな り且つ読取速度 も遅 くな るのが通常である。

而 も手書文字を扱 う入力装置は其 の性格上デ ータ発生箇処 に於 て捉 える事 を必須条件 とする

用法が殆 どと考 えられるので認識速度は遅 くても良いか ら極 めて低廉な価格 であ る事が要求さ

れ るもの と予想 され,具 体的 には現在の端末機器に似た性格 と価格が要求 され る事となろ う。

これ は技術的 には現用の高速OCRと は異 った性格の ものとな り認識 の手法 と機器 の構成va

つ い てろ全 く新 しい概念の ものを開発せねばならな くなる。

この種の ものは実現 された場合 の価値は絶大であるが実現の可能性に就ては旬検討を要す る

点が多 く遽 に予 断は 出来 ないので開発を推進すべきか否かに就 ても大 いに議論の岐れ処である。

蝕 では早ければ5～7年 後に商品化を期待 し得 る可能性あ りとの見通しに留めざるを得ない。

d)簡 易な直接入 力装置OMR

認識 の極 めて容易な簡単 なマ ーク(単 純な直線が最 も多 く用 いられる)を 入力情報の構成要

素 として使用す るな らば比較的簡易な入 力装置 によ り直接入 力を行 な う事が 出来る。

この場合入力情報 は媒体上の マークの位置によって表わ され,マ ーク自体 は手書 き又 は印刷

の何 れによるもので も良いのが通常であ る。

これ を光学→電気変換 して読取 る光学的マ ーク読取装置(OMR)が 最 も多 く用 いられ て居

る。

OCRの 発 達に より光学→電気変換 による読取機 能は著 し く高められ確度 も良好 になって来

て 居るので今後は手書 の場合の筆記具 インク,印 字品質等の制約の極 めて少いOMRの 実 用

化 は比較 的容易 となるもの と考えられ るので将来簡易型直接入力装置 として広 く使用 され る事

とな ろ う。'一.

3・3・2・3直 覚型入 力装置'

こ こで直覚型入 力装置 とは人間の直接的 な感覚 に基 く操作によって情報を,情 報処理組織 に
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入力するものを謂 う。

前記二種の入力装置(さ ん孔媒体入力装置直接入力装置 、は何れも読取媒体上の情報を読取

るのに対しこの直覚型入力装置は媒体を介する事無く,直 接に操作する人間の意志に従って入

力情報を与えるもので人間と機械の直接的な情報授受に於げる入力の役目を引受ける装置であ

る。

この装置で最 も重要な要素は入間と機械の間の情報授受の手法と形態即ちマンマシンインタ

フェイスで,人 間と機械の間の情報の授受を人間の感覚に違和感を与える事が最も少い形で円

滑に行ない得る様な良いインタフェイスを実現せしめる事がこの種装置の最大の眼目である。

今後情報産業の発達に伴 って最 も端的に人間と機械の接点に位す るこの種装置は益々多様性

を増し幾つかの新 しい形式のものが次々に実用に供されて行 くものと思われる。

現在使用されて居るこの種のものとしては鍵盤による入力と手の描込操作による入力とが最

も代表的である。

鍵盤による入力装置 としてはタイプライタ系機器及び文字表示用デ ィヌプレイ装置の入力鍵

盤を挙げる事が出来,タ ッチトーン電話機に於ける押釦 も亦 この範囲に属する。

手の描込操作による入力装置としては図形表示用デ ィスプレイ装置の入力機構であるライト

ペンを挙げる事が出来る。

将来の直覚型入力装置は矢張 り鍵盤型(押 釦を含む)と 手抽込操作型が最 も多く用いられる

ものと考えられる。

鍵盤はタイプライタ,キ ーパンチ装置等に長い歴史と実績 とを有し人間工学的見地からも最

終的な段階に迄煮詰められ既に完成の域にあるものと考えられて居るがこれに裁ても今後は更

に新しい発展が期待出来るものと予想される。

具体的には機構を伴はない鍵盤の開発である。従来の鍵盤はタイプライタに於て代表される

如く鍵盤の操作により或程度の機能を果す機構部が直接駆動 される形が採られて居た為操作す

る人間には常に機構部を人力駆動して居ると謂う感覚を持ち得る様に操作時或程度の荷重を感

ずる如き構造になって居た。

然しこれはタイプライタに於ては機能上必要な条件であるがデ ィスプレイ装置の入力鍵盤の

場合は荷重のある機構部を駆動する必要性は本来は無い。そこで新しい直覚型入力装置用とし

ては操作時に駆動さるべき機構部の荷重を考える必要のない,人 間工学的に最も理想的と考え

られる操作時の荷重感のみを考慮じた新しい鍵盤開発の必然性が生じて居る。

この種の新しい鍵盤の開発は現在では緒についたばか りと考えられ るが3～5年 後には幾つ

一4〔}一



かの新方式鍵盤及び類似の機構が実用 に供せられ る事 となろ う。

手の描込操作 による入 力方式 に就 ては現在可成 り高度のハー ドウまア,ソ フトウェアを要 して居

るが使用 目的に応じてよ り簡易な方式から,高 精度用の高度 の方式に至 る,機 能に応じた各種

の方 式が 開発され る事 となろ う。

音声 による入力方式に就ては現在 の段 階では音声認識 に関す る多 くの困難な問題が存在 し,

其 の解 決の 目途 に就ても確たる見透しを得るには至 って居ないの で5～5年 後の予測を行ない

得 る段階には ない ものと考える。

3・3・2・4其 の他の入力装置 ・・・… 入 力媒体作成装置

厳 密には入力装置 とは云えないが これ と密接 な関係を有す る入力媒体作成装置 に裁 ての概観

をここに附加す る。

入力媒体 として最 も普遍的な ものは紙テープ,紙 カー ドで代表 され るさん孔媒体 でありその

作成装置 としては夫 々さん孔 タイプライタ及び鍵盤 さん孔機 があ る。

これ等 に就 ては既 に良 く知 られて居るので特に説明を要 しない処であ り,こ の種媒体の標準

化の確立状況から見て将 来これ等の入 力媒体作成装置に大 きな変革はない もの と考えられ る。

入 力媒体作成装置 として新 しく出現 し,今 後可成 りの普及が期待 されるもの としては磁気 テ

ープ型媒体作成装置を挙 げる事が出来 る
。

これ は鍵盤 によ り入力 した情報を磁気テ ープに記録 し,こ の磁気テ ープを情報処理組織 の入

力蹴 として使用する為めもので,入 力媒体と1し`'tの磁気テープは1/2吋 輻の標準のものを使用し記録形

鵡 電算機用の標準ぬ鋤L,電 算機頃磁気テープi置 により其儘入力し得る戦 特徴とするものである。

この種の ものはさん孔媒体の如 き入力速度の低い中間媒体を介す る事な く,高 速入 力の可能

な磁気媒体 に入力情報を直接に書込み得 る点 に特徴があ り,さ ん孔媒体入力方式と,直 接入力

方式 との中間の メリ・トを有する もの と考えられ るので今後 さん孔媒体入 力作成装置 に代 って

使用 される可能性があ る。

5・3・5出 力 装 置

出力装置は'"

印字型 出力装置

さん孔型 出力装置

直覚型 出力装置

のろ種 に大別 し得 るものと考 えられ る。

以下 これらの将来に就 ての考察を行なうがこれに先立 って概括 的な展望を行な うな らば,情
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報処理組織に於ける出力手法は現在では夫々に使用者の要求を満し得る段階に達して居ると見

る事が出来,入 力手法に於ける如き著 しく近代化の遅れた部分を残しては居ないと考えて差支

なかろう。

従 ってこの種装置の将来は漸進的な改善による機能/価 格比の向上が絶えず続けられて行 く

と謂 う経過を辿る事となろう。

但し機械的手法によらぬ印字方式及び直覚型出力装置に於て新しい方式の開発実用化が期待

される。

3・3・5・1印 字型出力装置

高速で移動する活字を高速度ハンマーで叩く機械的印字方式を採用するラインプリンタがこ

の型の出力装置として代表的なもので,現 用印字出力装置は殆ど全部この形式である。

この機械的方式による印字型出力装置は印字に必要とするエネルギー,ハ ンマーの速度,活

字の移動速度等から見て現在の印字速度1000』 ～1500行/分 が経済性をも併せ考えた場

合の.限界と考えられるので将来共この方式の ものの印字速度の向上は殆 ど期待出来ないものと

考えられる。

然し同一機能を実現する為のより低価格の機構及び周辺回路の開発は今後も引続き行なわれ,

機能/価 格比の漸進的な向上への努力は絶えず払われる事となろう。

特に実効印刷速度を大 きく支配 して居る紙送 り速度の向上には一段の改良が図られる事と考

えられる。

この種装置の価格は印字部及び紙送 り機構部により簡潔な手法を開発し得た場合はエc化 に

よる周辺回路部の低廉化と併せ5年 後に約50%程 度の価格低下は期待し得るのではなかろう

か。

将来実用化されると考えられる新しい印字型出力装置 として非機械式印字方式によるものに

最も大きな期待がかけられるであろう。

これは機械的叩字方式に依 らぬ電子的又は電子光学的チ法による印字方式を使用するもので

機構部の動作を伴わぬ為印字速度が極めて早く,機 械式の10倍 以上の速度迄期待出来る点で

将来の超高速出力装置として大きな可能性を有するものである。

機械式の場合と同様な複数枚の同時印字能力を有する方式の開発と,印 刷用紙価格め低減

(特 殊用紙を使用し通常用紙の数倍を要 して居るのが現状)に 成功するならば出力装置として

大巾な普及を期待出来よう。

この他に期待され る新しい出力装置としては漢字の印字可能な高速印刷装置がある。
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従来の情報処理組織 は 日本文に関 しては仮名を使用する事を原則 として来 た。 これは劃 が複

雑 で而 も字数が極 めて多い漢字(仮 名50字 に対 し少く共2000字,実 用的には4000字 を必

要 とす る)を 使用す る事は現在の ハー ドウェア特に出力装置を以 ってしては不可能であ る為で,

吾 々の 日常生活 に密着 して居る漢字は情報 処理の対象物か らは完全 に疎外 され た儘で現在に至

って居 り,こ れに対す る違和感 も存在 しない位普遍化 して了 って居 る。然 し情報産業の発展に

伴 い情報処理が多 くの人 々の 日常生活に迄次第に大 きな影響 を及 ぼし始めるであろ うと考えら

れる1970年 代 初頭頃か らは漢字 を情報処理の対象に加 えるべ しとの要求が次第 に高まって

来 る事が予想 され る。

これ を実現せしめ得 るか否か は殆 どハー ドウェアの成否 にかか って居 り特に出力装置 に依存

す る所が多い。

これ に応えるもの として電子的又 は電子光学 的手法 による高速印字装置 の開発 に期待す る所

は極 めて大きく,む しろ前述の超高速度印刷装置 としてより漢字出力装置 としての要 求の方が上

位にあるものと考えられる。

早 ければ3年 後,遅 く共5年 後 には この種の ものの商品化を見る事となろ う。

この場合漢字2000字 種 乃至4000字 種 で現在 のラインプ リン タと同様1000行/分 程度の

印字速 度を与 える事が出来るならば事務用 の分野で使用 されるラインプリン タの10%程 度 が

これに代 る可能性 も考えられる。

3・5・5・2さ ん孔型 出力装置

さん孔媒体入力装置 に於 けると同様 さん孔媒体 の標準化に大 きな変化が見 られ ない以上 この

種装置 に も亦基本 的な変化 はあ り得 ないものと見て差支 なく,現 在の形式の ものが引続 き多量

に使用 され る事 となろ う。

特 にさん孔手段その ものに関す る飛躍的な新手法の登場は経済性 の点か ら見て殆 ど期待薄 と

考 えられるので入出力装置 を通 じて将来迄最 も変化 の少ない機種が このさん孔型 出力装置 であ

ろ う。

機能/価 格比の向上 に寄与す るもの として送 り機構の改良 と周辺 回路の エc化 等による価格

低下 と信頼度向上が期待出来 る。

価磁)経 過及び予測をすれば5年 後に約50%の 価格低下は十分に期待してもよいものとおもわれる。

3・5・5・3直 覚型 出力装置

直接入間の五感に訴える形で情報を出力す るものを鼓では直覚型 出力装置 と称する事とす る。

この種の出力装置 は最近漸 く普及 し始 めた もので出力装置の中では最 も新 しいものであるが
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非常に良いマンマシンイン タフ ェイスを備えて居る為,今 後 の情報処理組織 には非常に数多 く

用 いられ る様 になる もの と予想 される。

最 も代表的な ものは視覚 に訴 える文字又は図形デ ィスプレイ装置 である。

これは陰極線管の螢光面 に出力情報(文 字又 は図形)を 表示す るもので表示速度が早 く,表

示 内容の修正,編 集,再 入力等が極めて容 易に,眼 で確認 し乍 ら行 ない得る点で他 の装置に見

られない特色のある良好 なマンマシン イン タフ ェイスを備 えて居るので将来その使用量は急速

に増加す るもの と予想 される。又 他の形式の出力装置 に比 し漢字等 の複雑な字形の表示を容 易

に行ない得 るので この種の用途 も多 くなる ものと考えられ る。

この種の装置に於け る最大の問題点は価格であろ う。現用 のハー ドウェアは機能に比 較 して

割高であると考えられ るので,こ れを解決する為の幾つかの新 しい手法が開発 され る事となろ

う。

具体 的には現在のCRTを 中心 とした構成 を其儀踏襲し,そ の周辺 回路 と,情 報記憶部 とに

新 しい手法を開発せん とす る方向に進む ものと,全 く新 しい表示素子を中心 とした新 しい概念

のハ ー ドウェアを開発せんとす る方向の ものと,の 二つ が夫 々の特色を競 い合 って共存す る事

にな るのではないか と考 えられる。

前者は現在の技術を推 し進 めて改良を積重ねる性格の ものであ り,期 待 し得 る成果 に就 ても

可成 り確度の高い見通 しを立て る事が 出来るので3～5年 後 に現価格 の1/2程 度 と
、な るもの

と考えられ る。

これに対 し後者は,全 く新 しい表示素子を取上げん とす る丈 けに見返 しに就ては正確を期 し

難い。現在 この種の もの として幾つかの新 しい物理現象を利用す る事が各方面で試み られて居

り,ガ ヌ放電,エ レク トロ ミネセン ス,或 は液晶等が検討 され て居る様であるが何れ も機能/

価格比に於て妥 当な値 に達 しない限 り此の種装置 としては意味がないので見通 しに就 ては 筒今

後の発展の経過を待た ざるを得 ない。

図形表示装置 につい ては表示の精度 に就 て一層の向上 が図 られる事 となろう。 この種の もの

は表示部以外の,処 理部 に非常 に膨大なハー ドウェア とソフ トウェアを要 するので装置 として

の機能/価 格比は図形処理 シ ステムとして考える事 とな るが其 の改善 は容易では ないと考 えら

れる。

音声出力装置は情報処理組織 よ りのデ ィジ タル出力を音 声出力 に変 換す る部分に問題の焦点

がある。

具体的には文章を音 声信号 の形で記憶装置 に収容 して置 き情報処理組織 よりのデ ィジタル出
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力により所要の文章のア ドレスを指定してこれを取出した上,適 当に編集して所要の音声出力

信号を得るもの,文 章の代 りに単語を記憶装置に収容し情報処理組織よりの出力によりこれを

取出し編集するもの,或 は音節のみを記憶装置に収容しこれを出力信号により合成して音声出

力とするもの,又 は音声合成により出力を得んとするもの等々。

現在迄各種の方式が試みられて居るが筒開発途上にあるものと考えられる。

これも,図 形表示装置と同じく,一 つの処理システムと考えらるべきもので,入 出力装置と

謂 う範囲を超えた規模に於て扱われるものである。

5・5・4端 末 装 置

情報処理組織の形態は当初のバッチ処理中の謂わぽ点の形から逐次オンライン処理を行なう

謂わば線の形に発展し更に最近では多くの処理組織を有機的に結合する情報処理網ど謂 う面の

形を整えつつある。

この為今後の情報処理組織は其の規模の大小と機能水準の如何を問わず情報処理網中に於け

る位置付けを以て律せられる事となろう。

この様な発展の動向に伴 って端末装置が情報処理組織のハードウェア中に占める比重は飛躍

的に大 きくなるものと考えられる。

然し現在の端末装置は従来の電信機器又は事務用機器に多少の改善を加えた程度のものが大

部分でありこれに加えて最近では陰極線管(CRT)を 使用する直覚型のものが用いられ始め

て居る程度で,情 報処理組織の端末として特定の訓練を受げた操作員のみを対象とせず不特定

多数の一般大衆の手に委ね,機 械と人間の接点に位して+分 に其の機能を発揮せしめる為には

機能と安定度に於て必ずしも満足すべき状態にはない。

特に問題なのは機能/価 格比で現在の端末装置は他のハードウェア(周 辺装置)に 比較 した

場合,そ の果し得る機能に比し価格が甚しく高い事,即 ち機能/価 格比が悪い事である。

情報産業の発展に伴い情報処理網に自己の意志による情報を入力した上,そ の結果を受取っ

て利用する入の数は急速に増加してその属する階層と分野は際限なく広がって行くものと予想さ

.れるので,原 始情報の入力及び最終形態での出力を行なう端末装置は発達の究極に於ては現在

通信網の末端に位 して居る電話機の如く極度に分散された形に於て一般大衆の直接の操作に委

ねらるべきものと考えられる。

然しこの様な事態は端末装置の機能/価 格比が妥当と考えられる処迄改善 される事によって

実現を期待し得るものであ り,機 能/価 格比の改善が期待通 りに実現し得ない場合は今後の情

報処理網の形態を特に端末組織の構成思想に可成りの影響が現われて,究 極的な形に端末装置

一45-1



を分散配置する事が出来なくなり,ひ いては情報産業の普及の速度に大きな制約を与えるに至

るものと考えられる。

この様な点から端末装置の将来は専ら機能/価 格比の改善にかかって居り,こ れを実現する

為の方式上の新しい概念の確立と,ハ ードウェア上の新しい手法の開発とに力を傾注する事が

主たる課題であると云うべきであろう。

以下に端末装置を主なる機能により

印字型端亦装置

直覚型端末装置

直接入力型端末

の3種 に分類し,夫 々va対する考察を行なう事とする。

3・3・4・1印 字型端末装置

出力の為に印字機能を備える端末装置を鼓では印字型端末装置 と称する事とする。

将来共出力情報を印字の形で記録する事は最 も多く用いられる手法と考えられるので印字

型端末装置は依然として端末装置の主流を占めるものと予想される。

将来のこの種端末装置では前述の如く機能/価 格比が良い事が第一の必要条件とな り,現 在

のものと同一の機能を2/3～1/2の 価格を以て実現する事が要求されるに至 るであろう。

又信頼度が高 く障害の少い事が第二の必要条件となり通常の使用条件va於 て少く共6ケ 月に

1回,理 想的には1年1回 程度の定期保守vaよ って無障害で使用し得る程度の信頼度が要求さ

れ,同 時に1回 の保守時間も極めて短 く30分 前後に留める事が要求されるであろ う。

これは情報産業の発展に伴って急速に増加する端末装置の数 と,確 保し得る保守技術者の数

との懸隔が益々甚しくなる事は必至で,信 頼性 と保守性の低い装置は存在し得なくなると考え

られるからである。,

この様な二つの条件を満足せしめるため印字型端末装置は二つの発展の動向を辿 るものと予

想される。

その一つは現在の タイプライタと同様の機械的印字方式を使用し,印 字機構部に適用 し得る

新しい手法を開発して低価格高信頼性の印字型端末装置を美現せんとするもの。

他の一つは機械的印字方式を棄て,新 しい非機械式の印字手法を開発し,こ れにより信頼度

の劃期的な向上を図らんとするものである。

特に後者は静電的印字方式にょるもの,イ ンクの噴流を制御するもの等幾つかの新しい方式

のものが実用化される可能性がある。
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一般的には価格の点で前者 が優 り
,信 頼性 の点では後者によ り期待が持て ると考 えられるが

新 しく開発され る手法如何 による事であ り現在では何れ とも断定 は出来ない。

然 し機械式印字方式は用紙が低廉で一般性があ り複写 が容易であると謂 う特 徴を有す るので,

使用 され る数量 としては将来共機械式が依然大 きな比重を保ち続けるものと予想 され る。

印字型端末装置 の入力機能は鍵盤によるものが最 も多 く,一 部 マークリーダの如 き簡易な直

接入 力型の入 力機 能が併用される事 となろう。

3・5・4・2直 覚型 端末装置'

こ こで直覚型端末 と謂 うのは入間の五感に訴える出力機能を中心 として構成された端末装置

を指す。

具体的 には陰極線管(CRT)を 使用 して視覚に訴える出力を与 えるデ ィスプレイ装置 と音

声 出力を与 える音声端末装置 とが挙げられ るが後者は端末装置 としては さした る特異性はない

ので ここではCRTデ ィヌプレイに就 て考察す る。

文字表示 を主体 とするCRTデ ィスプレイは今後 直覚型端末装置 の中心をなす ものと考えら

れ るがその為には機能/価 格 比の大巾な改善が強 く要求される事 となろ う。

具体的にはデ ィスプレイ装置の持つ機能から見てその価格は印字型端末装置 と大差 ない程度

が妥当 と考えられるので現価格の1/2～1/5た る事 が要求 され る事 となろ う。

これを実現す る為 にはハ ードウェアに関す る幾つかの新手法の 開発が必要であろ う。

特 にこの装置 に適 した安価 な記憶機能の開発を進めるならば それ は最 も大 きな寄与 を期待 し

得 るもの となろ う。

この装置は入力機能 として鍵盤を併用する場合 が最 も多い と考え られ るの で信頼性保守性 に

就 ては本質的に問題は ない もの と見 られ る。

筒oRTに 代 る表示素子 の開発は現在各方面に於 て活溌に進められて居る様であるが これ等

は,更 に将来の課題 であろ う。

5・5・4・3直 接入力型 端末装置

直接入力機 能を有す る端末を鼓では直接入力型端末装置 と称す る事 とす る。

直接入力に関しては既に5・3・2の 入力装置 に於て述べてあ り,端 末装置に於 て も全 く同

じ考え方を適用 し得 るので重複 は避け るが機能/価 格比の妥当な もの が商品化 されるな らば入

力装置 と同様 に次第に直接入力端末装 置が普及す る事 となろ う。

具体的には簡易型 直接入力手 法 とも言 うべきマーク読取によるものは価格的に も十分 に端末

装置 に使用し得 る条件 を備 えて居るので次第に用 いられ る事 となろ う。
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但し媒体の設計に制約が多く且つ媒体の単位面積当 り収容し得る情報の量が少いので,そ の

長所を十分に生かし得る割切った用途に活用されるものと見られ汎用性に裁ては過大な期待は

なし得ないのではないかと考えられる。

一方文字認識機能を有する直接入力端末の可能性に就ては目下の処では予測は困難であるが

印字された文字を読込むものに就ては認識速度を極度に低 くする事によって価格を下得る様な

ハードウェア方式が開発 されるならばその可能性は大きくなるものと云えよう。

手書文字を扱い得 る端末装置の実用化に就ての予測は現在の処では極めて困難である。

3・3・4・4そ の他の端末装置 磁気テープ型端末装置

端末装置で扱 う媒体 としては紙テープが比較的多いがこれは紙テープ機器がカード機器に比

して低価格で構成出来る事と,通 信用媒体として扱い易い事が主たる理由である。

然し紙テープは情報量に比し媒体の量が多い為(単 位媒体量当 りの情報収容量が少い)取 扱

上必ずしも便利でない点 もあ り,且 つ反復使用が出来ないので,こ れ等の欠点を有しない媒体

として磁気テープに着目する事は自然の成行きと考えられる。

この為磁気テープを使用する端末装置を実用化する事は,可 成り早 くから試みられて居り,

既に幾つかの商品が売出されて居る。

然しこの種の磁気テープ型端末装置には磁気記録特有の問題(書 込のチェック,塵 に対する

フ考慮
,書 替の困難さ等)を 端末装置と,しての要求に適合させる決定的な手法が伸 々確立せず機

能の割合に高価なものとなる傾向があり,現 在迄は紙テープ装置に其の儘代替し得る程の所迄

達して居ない様であるが将来これ等の問題が解決されるならば紙テープ装置に代 って普及する

事が考えられる。
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4.ソ フ ト ウ エ ア 技 術

4・1ソ フ トウエアの動向

1944年 に,ハ ーバー ド大学 の自動計算機 が動 きはじめてか ら,今 日までの25年 間 を,3

つ の世代 に分けて,考 え ることが行 なわれてい る。それは,大 体において第4-1表 の ごとき

ものであろう。*

第1世 代 は.し(わ ば,れ い明期である。 この時期 は,1950年 の ユニパ ック1の 完成 によっ

て,ア ルフ ァベ ットの導入 が行 なわれた とはい うものの,主 として機械語 によるコーデ ィング,

あ るいは,機 械語 とほ とん ど同等 の1基 本 的 なシンボ リックアセンブラによる コーデ ィングの

時代 であった。 したがって.こ の時期 には,特 別 の才能を もった人 々だけが,コ ーデ ィングを

行 なえ ると,一 般に考 えられていた ようである。今 日,こ の ような ことは,ソ 連 の一部で行 な

われているに過 ぎないc

第4-1表

世 代 時 期 ハー ドウエ アの特徴 ソフトウエアの特徴

1
1944～

1954

継 電 器

真 空 管

演 算 機 構ン

の 発 達

機 械 語 か ら

シンポリッ.クへ

技 術 計 算

中 心

H

1955～

1963

パ ラ メ トロ ン

トラ/ジ ス タ

入 出 力 機 器

の 発 達

コン パ イ ラの

完 成

事 務 処 理

の 発 達

皿

1964～

1971?

IC化
機器 の多 様化

記憶装置の発達
osの 発 達

情 報 処 理 と

し て の 統 合

IV

1972?～

五SI?

システム規模の

拡 大

応 用 ソ フ ト

ウエ ア.の発 達

綜 合 的 発 展

しかし,こ の時期 でも,一 部 では.今 日の コンパイ ラの源流 となるべ きものが,模 索されて .

い たことは,一 つの特記すべ きもの である。

　　

第2世 代 といわれ る時期は・ パ ラメ トロンや,ト ランジス タが登場 し,ま た,入 出力装置の

性能 が向上 し,安 定 で良好 なサー ビス を期待 できるよ うになった時期 である。

*他 に も,世 代 に つ い て,記 した もの が あ る。

松 谷 泰 行:日 科 技 連 発 行,第1回 デ ー タ 処 理 プ ロ グ ラ ム 入 門 コー ス テ キ ス ト(1968-8)

**た とえ ば.、 エBMア01(195ろ) ,エBM650(1954)か ら エBM704(1955)へ 移

っ こ ろ を そ の 始 め と考 え る。

参 考 資 料:電 子 計 算 機 ・・ン ドブ ・クPP168～(事 務 管 理1968-11)
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バー ドウエアの安定 と
,市 場の拡大に ともなって,ソ フ トウエアの技 術に も,大 きな革新が

行 なわれ,基 本的 な技術 が,一 応 の完 成を見た時期 である と考え られ る。

す なわ ち,こ の時期の前半 に,シ ンボ リックコーデ ィングの技術の実用化 と,コ ンパイ ラの

開発 とが成功 し,ま た.各 種の サービスプ ログ ラムも整備 され,ハ ー ドウエアを有効に利用す

るための管理 プログ ラムの源流が生まれてい る。

第2世 代 に入 って.計 算機の普 及は,い ちじるしい もの とな り,応 用 ソフ トウエアの開発 も,

あ ちこちで行 なわれ るようになった。

すでに,第1世 代の時期 に,各 種の応用 に対応 して,プ ログ ラムの汎用化 とその蓄積 の努力

とが見 られ るが,第2世 代 に入 って,プ ログ ラムを書 くとい う手 間が,い わゆる自動 プログラ

ミングの完 成 とともに,か な りの程度,軽 減 され るように古ったため,応 用 ソフ トウエアの あ

り方 も,大 きな変化が見 られ るよ うになった。

プ ログ ラムが簡単 に書 け るようになったため,か っては大切 に保管 され ていたプ ログ ラムの

多 くは,保 管の必要 がな くなった。その代 りに,よ り使 いやすいプログラムを書 くことの重要

性 が強調 され るようにな った。

た とえば,LP(リ ニ ヤプ ログ ラミング)に ついていえぱ,LPの 処 理の,も っとも中核的

な部分のプ ログ ラムだけが,第1世 代 においては保管 されてk・ り,す べ て,そ のプ ログ ラムを

使 うために,い わゆる前処理 と後処理のプ ログラムを,場 合 に応 じて作 る とい う習慣が あった

が・その前処理・後処理の部分 の少 ないプ ログ ラム・ すなわち,よ り問題 向きに作 られ,シ ス

テムとして完成 したプ ログ ラムが,応 用 ソフ トウエア として,望 ま しい もの であるとい う考え

方が,具 体的 に,普 及 した。 この趣向 を,仮 に,イ ンスタン ト利用 への傾向 とよぶ ことにする。

別の傾向 としては,問 題 ごとに,問 題 向きの言語を開発 して,い わば,術 語に よるプログ ラ

ミングを可能 とす る傾 向が生 まれて きた。た とえば,シ ミ=レ ーシ.ン 関係 の,GPSSや,

S工MSCR工PTな どは,そ の典型的 なもので ある。 この ように,新 らしい応用のためのプ ログ

ラミングのために,汎 用言 語で記述 せず,新 らしい特別 な言 語を作 ってか ら,そ の言語で,そ

の応用 プ ログ ラムを記述 しよ うとい う傾向を,'術 語開発 の傾 向 とよぶ ことにす る。

第3の 傾向 としては,そ の応用分 野を標準化 した手法 によって,あ る程度,割 り切 ってゆこ

うとす る傾向が ある。

これは,イ ンスタン ト利 用の傾 向 と,術 語開発 の傾向に,つ なが るものであるが,た とえば,

エBM社 が開発 したRPG(リ ポー トプ ログ ラムジェネレータ)の よ うな,簡 単 な内容 で,利

用範囲の広 い,応 用分野のプ ログ ラムを,い くつかのパ ラメタの内容 を規定 す るだけ で,自 動
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的 に作 り出そ うとする もの であって,あ る限定 された,標 準的 な使 い方の範 囲で満足す る限 り

きわめて便利な ものであるとい うこ とがで きる。 これ を,手 法の標準化傾向 とよぶこ とにする。

第2世 代は,い わば,基 本的 なソフ トウエアが一応完成 した時期 であるが,た とえば,CσBOL

に つい ていえば,1964年 頃 に米国 での普 及率 は,数%以 下であった と考え られ る。それが,

ア セン ブラに代 って,広 く使われ るようになったのは,や は り第5世 代 に入 ってからの ことで

あ り.第5世 代は,基 本的 なソフ トウエアが,常 識化 し,普 及 してきた時期 であると,い うこ

とができる。

しか し,第5世 代 を特 徴づけるものは,新 らしい概念 である。 オペ レーテ ィングシステ ム

(OS)の 登 場 であろ う。

ハー ドウエアを,効 率 よ く働 らかせ るための,ソ フ トウエアは,す でに,第2世 代 におい て

も,た とえば,エBM7090な どにおいて,そ の先 駆が見 られ るが,そ の重要性は,ハ ー ドウ

エアの価値 が増 した ことによって,い よいよ大 き くなった。

計算機の時間は,目 的 とする情報処理のために消費され る部分 と,そ の情報処理 を行 な うた

めに.用 意 され たプログ ラムを制御 し,ハ ー ドウエ アを管理 し,ま た,連 続的 に情報処理 を行

なわせ るための準備 を行 ない,必 要 なメ 。セージを操作者の発信に従 ってシステムを制御 し,

も し,エ ラーが発生すれば,あ らか じめ定めたルールに従 った処置 も行 なうな ど,い ろいろの

間接的 な消費 時間の部分,す なわ ち,オ ーバへ 。ドとよばれる部分 とにわかれる。 この他,い

わ ゆる,あ そびの時間 もあるが,そ の多 くは,入 出力装置 の情報の出 し入れのための,待 合せ

時 間である。

計算機の性能 が上昇 して も,オ ーバヘ ッドの割合 が高 くなるならば,情 報処理の能力 として

は,上 昇分が意外 に小 さい とい う結果に なる。た とえば,こ れまで10分 かか っていた ジ.ブ

が100倍 の速度である。6秒 で処理 できる ようになった とする。かってのオーバヘ ッドを30

秒 とすれば.新 らしいオーバヘ ッ ドを0.5秒 に押 さえ きれ ない で,仮 に0.6秒 に なって しまっ

た とす ると,全 体の効率 としては,95倍 程 度 になった とい うこ とになる。

オーバヘ ッドの中には,人 間に頼 る部分 もあるが,そ の場合 は,計 算機 が100倍 の能 力に

なっても'旧 のままである.そ こで・燗 に頼る部餓 できるだけ影響の小さな音β警 装

え ておかねばならない。

この ような点は,計 算機 の性能 と,人 間の能力 との ギャ 。プの増大 とともに,ま すます,重

要性 を増 すから,ハ ー ドウエア と,情 報処理 を目的 とするプログラム(処 理 プログラム)と を

効率 よく管理するためのプログ ラム(管 理プ ログ ラム)が,第3世 代の一つの中心問題 となっ
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たのは,当 然 であろ う。

osは,管 理プ ログ ラムの下に,各 種 の処理 プログ ラム とハー ドウエア とが統括され る形で

ある。 もちろん.オ ペレーター とシステムとの交信,オ ペレーシ 。ンの節約 などの配慮がなさ

れ てい ることは・い うまで もない。osは ・ システムの使い方 に応 じて,何 種 もの種類が考え

られてい る。パ 。チ処理専 用のOS,リ アルタイム処理専用 のOS,TSS用 のOS,.こ れ ら

の ものを組合せることを予定 したOSな ど。

第3世 代は,コ ンパイ ラが普 及 した時期 で あることは,す でにのべた6普 及 とともに,何 種

もの コパイラが,同 じハー ドウエアのために作 られ る ようになった。

コンパイラには,そ の特長 となるべ き性質 が少 くとも6っ 以上 ある。

(1)コ ンパイル速 度

(2)オ ブジ ェク トプ ログラムの効率

⑤ コンパイ ラの大 きさ,と くに,そ れが 占め る主記憶領域

(4)言 語 仕様の大 きさ

(5)再 入 可能性(Reθnterant)ま たは再使 用可能性(Reu日ab■ θ)へ の配慮。た とえ

ば.コ ンパイ ラ自体の配慮め問題 と,オ ブジ ェク トプログラムに対す る配慮。

(6)コ ンパイルの仕方 として,バ ッチ的 なコンパイル と,会 話的 なコンパイ ラの問題。

これ らの性質は.相 互 に関係があ り.ど れ も最 良の もの を求める ことは できない。そ こで,

い ろいろの場合を想定 して,各 種の コンパイルを提供 する ことが,行 なわれてい る。

第3世 代においては,サ ー ビスプ ログラムの充実 と,そ の体系化 が行なわれている。デパ ・

ク用のルーチ ンを,数 種用意すれば事足 りた時期 は,す でに過 ぎて しま って,現 在は,そ れ を

充分の適応能力 を もった.デ バ ッギングシステムへ と体系化 しなければならない。何種類かの

分類併合 プログ ラムを用意すれば よい とい うことでは,ユ ーザーが満足 しなくな り,与 え られ

たデータの構造,量,使 用す るハー ドウエアの特性 などの条件に よって,最 良 と考 えられ るル

ーチ ンを引 き出 した り
.生 成 した りする ような,分 類併合処理システ ムへ と体系化 しなければ

ならなしへ。'・ ・

この傾 向は,ま だ,始 まったばか りであるので,お そ らく,次 の世代 で完 成するで あろ う・

これを体系化の傾向 とよぶ ことにす る。

応用 ソフ トウエアにっ いては,ど うであろ うか?す でに,第2世 代において見 られていた3

っ の傾向.すkわ ち,イ ンス タン ト利用への傾向1術 語 開発 の傾向,手 法の標準化傾向は,ま

すます,そ の傾斜 を強 めてい る。
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応用 ソフ トウエアの中 には,数 学的 な技 術を基礎 に しているもの も多 く,た とえば,整 数計

画法(エntegerLP),混 合計画法 ↓mixedintegerLP)な どをは じめとして,種

々の計画法 については,ま だ,充 分 な解決 のないものが多 くあ り,こ れ からは,数 学的 な研究

とプログラムに よる実験 とが,並 行 して進 められている段階であ る。

これ に対 して,個 々のプ ログラムを作 ること自体 は,容 易 であるが,汎 用的 なシステム とし

てま とめ あげることの困難 なもの'た とえば・生産計画 在庫管理 ・予算編成 な どの分野で体

系化 とインスタン ト利用の研究 が進んでい る。

デ ィスプレイ ・マイクロフイルム ・マイクロフ ィシ ュプ リンタ,漢 字 プ リンタな どを例 とす

る新入 出力装置の利用方法 につい ての応用 ソフ トウエア,新 らしい フ ァイル記 憶装置 な どにつ

いて も,こ の1～2年 で急速 な進展 が行 なわれてい る。

教育への応用 などについ て,CAエ(ComputerAssistedコnstruction)シ ス

テムを構成するためのプログ ラムの研究,そ のプログラムを書 くた めの新言 語の研究 なども始

め られてい る。

第3世 代 に入 って,活 発 にな ってきた研 究の一つ は,ソ フ トウエ ア開発技術 の研究であ り,

ソフ トウエア開発 のための ソフ トウエアの研究,開 発が行 なわれ ている。

これらについては,後 で くわ しくのべ る。 これ らは.直 接ユーザーに関係 ない部分での ソフ

トウエア とい う点 で.第2世 代 には,あ ま り注 目され なかった。

最後 に,ソ フ トウエアの標準化 であるが,発 展途上の技術であるだげに,そ の標準化 につい

ては,何 が望 ましい もので あ り,何 が困難 な点であるか,と い う点 について,明 確 な認識が必

要 で ある。ソフ トウエアの多様性 は,ソ フ トウエアの標準化が増 した ことと,ソ フトウエア と

データ との互換性の重要性 を増 した ことによって,第3世 代の重要 なテーマにな りつっ ある。

4・2第4世 代 ソフ トウエ アの概要

ソフ トウエアに限 らず,す べての技術分 野においては,長 期の予 測は,「 どうなるか 」では

な く,「 どうす るか 」とい う方針 として行 なわれ るべ きであろ う。 しか し,数 年先の予 測 とし

ては、現在 までの傾向が,そ のま持続 する もの として,そ の延長上 を予 測の解答 とするのが妥 』

当である。

このような観 点か ら,第4世 代の ソフ トウエアを予想 し,そ れ を概括的 に調べ てみることに

する。

なお,こ の予想の確度を,少 しでも高めるために,別 紙のようなアンケー トを,全 国ユーザー協議会
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に姶願い し,177通 の回答を得 た。 ここに,同 協議会のご協力 を感謝するとと もに,ア ンケ

ー トの集計結果 については
,次 第にご報告す る。

4・2・1ユ ーザ ーが期待す るソフ トウエアについて

前述 の ように,ソ フ トウエア についてめ,ア ンケー トを第4-1図 の よ うな形式でお願い し

た。

この間1はiメ ーカーに期待す るソフ トウエアの種類 を.ユ ーザーがどの ように考 えてい る

かを,し らべたい と思 った もので,メ ー カーが当然供給すべ きであると考え られ るものは○,

ユーザーが多少手直 しす ると考え られ るものは△ をつげ,こ のいずれ でもない ものは,空 白 と

す るように.お 願い した。

集計の結果は,第4-2表 の よ うになった。

これ をみる と,コ ンパイ ラ,ソ ー トマージのほか,各 種言語 間の トランスレータな どは当然

メーカー供給であるべ きだ と考 え られていることがわか る。 また、APTシ ス テムな ども,約

7分 の1の ユーザーが,メ ーカー供給すべ きであると考 えてお り,全 体 として,か な りの期待

を.メ ーカーによせ ている とい うことがわか った。

問2は,4つ の コンパ イラについて どれを重 視す るかを聞いた もので あるが,こ の結果は,

COBOLが 第1で,以 下,PL/1,FORTRANと な った。

これは,事 務 処理部門がユーザーの大 きい割合を占めてい ること,FORTRANとALGOL

が競 合 してい ることか ら,当 然 とみてよい結果 である。 なお,見 やすさのため,第3-3表 で

は,1位 を4点,2位 を3点,5位 を2点,4位 を1点 として,ウ エイ トづけ して集計 した結

果 を.点 数 として出 してお・いた。

問3は,コ ンパイラの4つ の性格 についてどれを重視す るか,ま た,そ れ らの,そ れぞれを

強調 したコシバィ ラを供給すべ きか,そ れ とも,大 体において4つ の満足す るもの を供給 すべ

きか をきいた ものである。

この後者 は,第4-4表 に集計 したが,問 の きき方が,は っ き りしてい なかったためか,ユ

ーザ ー意見 は
.2つ に分れた形 となった。

この前部 ついては・ 第4-5表 に集計 したtos・オ ブジ ・ハ の効率 を聾 するユ学 一力三

圧倒的で,次 に言語の機能 で あった。 コンパイル速度や,コ ンパイ ラの大 きさな どは,下 位 に

なった。 これ も,問2と 同様の ウエイ トをつ けて集計 した。
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第4-1図

1次 の プログラムの中で,メ ーカーが当然供給すべ きであると考 え られ るものは○,ま た メ

ー カーが供給すべ きであるが,ユ ーザー側で多少の手直 しをす ることを考え るものは△を

つけて下さい。〔このいずれ も該当 しない ものは,何 の しるしもつけないでおいて下さい。)

なお,主 として言語 プロセス と応 用 ソフ トウエアに関 して,下 記以外 で,メ ーカーが供 給

すべ きで あると考 え られ るもの があ りま した ら,余 白にお書 きこみ願います。

・PL/エ コ ン パ イ ラ

・FORTRANコ ン パ イ ラ

・ALGOLコ ン パ イ ラ

・COBOLコ ン パ イ ラ

・RPG(リ ポー トプ ログラムジェネレータ)

・会 話 型 コ ン パ イ ラ

・会 話 型 ア セ ン ブ ラ

・各 種 言 語 間 の トランスレー タ

・ シミュレーシ 。ン言 語 コ)〃句 ラ

・予 測 用 言 語 コ ンパ イ ラ

・ リス トプ ロセ ッシングめための 言 語 コン碑 ラ

・図 形 処 理 用 言 語 プ ロ セ ッサ

・フローチ ャー トの 自動 作 成 用 プログラム

・ソー トマージプログラム

・科学技術計算 ライブ ラリ

・経済モデシ嚇 プログラム(統計計算ライブラ リを含む)

・リニヤプ ログ ラム

・PERTプ ロ グラム

・旧式計算機 ア.ログラムを利用する越 のシミュレータ

・情報検 索用 プ ログラム

・文書編集用 プ ログラム

・汎用在庫管理プ ログ ラム

・汎用生産管理プ ログ ラム

・汎用デ ータ変換 プ ログラム

・設備投資計画 プログラム 、

・APTシ ス テム

・土木建築用設計 プ ログ ラム

2.次 の4種 のコンパイ ラについて,5、 年 ～7年 後 に,最 も良 く思 うと思われる もの か ら,順

に,最 も使 わない と思われ るものまで,の 中に順位 を1,2,3,4と 記入 して下さい。(最

も良 く使 うものを1と す る。)もし差が なければ,た とえば1,2,3,4というように,記 入 して下さい。

ALGOL,COBOL,FORTRAN,PR/工

5.コ 汐 ㍉ ラの特長 としてa)コ ンパイル速度 が速 いb)オ ブジェク トの効率 が よい

c)コ)〃 くイラのコア占有領域が 小さいd)言 葉 の機能 が大 きい とい う.4点 を考 えます。

(問1)上 記4つ の性質 を,大 体 において満足 するコンパイラを1種 供 給 して もら うことと,

どれかに重点 をおいたコンパ イラを何程か供給 して もらうこと と,ど ちらがのぞ ま

しいですか。

(答)(一 種 だけ 何程か)を 供給 して もらいたい。

(問2)上 記4つ の性質の内,最 も重要 なものか ら1,2,3,4と 順 をつけて下さい。(最も重要

なものを1と す るb)も し差 をつけ られ なければ.た とえば1,2,5,4と い うように記

入 して下 さい。

性 質aの 順位は,性 質bの 順位 は,性 質cの 順位は
〆

性質dの 順位は
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第4-2表

○ △1一

PL/1コ ン パ イ ラ 155人 2人 20人

FORTRANコ ン パ イ ラ 166 11

ALGOLコ ン パ イ ラ 149 1 27

COBOLコ ン パ イ ラ 167 4 6

RPG(リ ポ ー トプ ログ ラ ム ジ ェネ レ ー タ) 114 14 16

会話型 コンパイ ラ 9ろ 15 71

会話型 アセンブラ 71 12 94

各 種 言語間の トランスレータ 121 28 28

シ ミ ュ レ ー シ 。 ン言 語 コ ン パ イ ラ 94 52 5.1

予測用言語 コンパイラ 76 56' 6ち,

リス トプ ロ セ ッシ ン グ の た め の コ ン パ イ ラ 55 25 97

図形処理用言語 プ ロセ ッサ 74 18 85、

フローチ ャー トの 自動作成用 プ ログ ラム 79 33 65.

ソ ー マ ー ジ プ ロ グ ラ ム 144 20 13

科学技術計算ライブラリ 87 5.1 39

経済モデル分析プログラム 統計計算 ライブラリを含む 44 90 43

リニ ヤ プ ロ グ ラ ム 81 5.2 44

PERTプ ロ グ ラ ム 81 59 37

旧式計算機 プ ログラムを利用す るための シミュレータ 5.6 15. 106

情報検索用プログラム 40 92 45

文書編集用プログラム 15. 59 105

汎用在庫監理プログラム 20 95、 62

汎用生産管理プ ログラム 15. 78 84

汎 用デ ータ変換プ ログ ラム 38 70 69
.

設備投資計画プログラム 12 82 83

APTシ ス テ ム 29 25 123

土木建築設計プログラム 11 57 129
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第4-5表

1 2 5 4 点 数

AL(}OL

COBOL

FORTRAN

PL/1

1人

79

27

73

10人

49

71

35

34人

35

63

33

120人

4

7

29

12人

10

9

9

222

537

454

486

第4-4表

一種 だ け

何 程 か

77入

89

11

第4-5表

1 2 5 4 点 数

コンパ イル速 度が早 い 29人 41人 46人 55人 6人 386

オブ ジ ェク トの効率 が よい 79 5.7 24 11 6 546
,

オフパイラの 『ア占領域 が小さい 26 35 48 62 6 567

言語の機能が大きい 58 41 41 31 6 468
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4'2'2第4世 代 のソフ トウエアの傾 向 と問題

現在めソフ トウエ アの もっている傾 向が,ほ とん どそのまま,第4世 代において も引きつ が

れる もの と考え ると,次 の ような傾向が見 られ るで あろ う。

4・2・2・1汎 用 言 語

汎用言語は,現 在4種 が使われ てい る。 このいずれ も5年 ～io年 の 歴史 をもってお り,し

たが って,あ と5、～7年 の内 に,も し追加され る言語が ある として も高 々1種 であろ う。P弊

は,コ ンパ イラの良い もの がで きれば,か な り普 及す るであろ う。 これは,COBOLの 普 及を

妨 げた一因 が.効 率の悪 い初期 のコンパイラであった と考え られる点か らも推定 できる。また,

会 話型の汎 用言語 として も使 え ること,第4世 代の ソフ トウエアのた めの作業用言語 となる可

能性 左どを考 える と,'粗 くい って,エBM社 の現行 シェアの50%,す なわち30～55%の ユ

ーザーが
,PL/エ を部分的に使用す るのでは ないか と考え られ る。

FORTRANは,そ の言 語的制約 に もかかわ らず,か な りの シェアをもつであろ う。技術計

算の80%以 上 が,依 然 としてFORTRANで 書 かれ,の こ り20%を,PL/エ とALGOLと

で 分けることにkろ う。ALGOLは,エBM社 で も提供 を始 めたけれ ども,そ の シェアは,ま

すます少な くなると思われる。

COBOLは,汎 用言 語に よる事務処理の70～80%を 占 める ことになるであろ う。 ユーザ
`
ぐ 、、

一で,ア センブラでプログ ラムす る所は,・め ったに見 られぬ ことにな るであろ う。

4・2・2・2会 話型汎用言語

会話型汎用言語 としては,い わ ゆる汎用言語をベ ニスに した ものが有 力になるであろ う。そ

う考え ると,PL/1と,FORTRANを ベ ース にした ものが,有 力 な候補 になる と考え られ る。

(COBOLは,そ の言 語の性質上,会 話型言語 として不 向きである。)

しか し,会 話型言語は,提 案 されてい る種類 が多い ことと,そ の どれ を とって も,決 定的 だ

と思われ るものがない ことなどか ら,果 して統一的 な言語が生 まれ るか どうかに疑念 もある。

会話型Q場 合は.そ れ を用いて表現すべ き内容 が単純 なごどが多 く.ま た,汎 用言語 をベー

スに してい る場 合や,単 純 な表現法 だけ を認めてい る場合には,言 語の 習得 が容易 であるか ら,

い ろいろの言語 が提案 されて も,そ れ をこなす ことに無理が少ない。更 に.完 成 したプ ログラ

ムを,新 型機 に適 用す るた めに必要 とされる。 いわゆる,リ プ ログ ラミングの問題は,パ ッチ

処理 においては.重 要 なテ ーマであるけれ ども,会 話型言語 については,ま だ.そ の歴史 が新

らしいた めに,さ して問題 とは なってい ない。

これ らの理 由は,す べ て統一的言 語が,生 まれ ない ことを支持するが,195.2年 ごろの動 き
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が,1958年 ご ろにFORTRANと して成立 した ことを考 え ると,や は り,統 一的言語が生 ま

れて くる可能性 も強 い と思われる。

言語 は,そ れの仕様 が良いか どうかだけで,そ の普及がきまる もの では左 く,ど れ だけの金

と人 と時間 を投入 して,そ の コスパイラ作成 と言語普 及の努 力を したか とい うことの方が,よ

り重要 である。

言 語 としては・BASエCの ような簡単 なものが有力 な統一候補 であるが・汎用言語 と併用で

きるもの も,他 の有力な統 一候補 となる。

4・2・2・5特 殊 言 語

LISPの よ うに汎用性の強い言 語で,コ ンパ イ ラの効率 などの点 で,ユ ーザー用 の汎用プ

ログラムに昇格 しない もの を除 くと,い わゆ る汎用言語以外 の言語は,何 かの応用分 野のため

の言語 である。応用種別 を数え ると,1968年 で すでに2000種 になってい るとし(われ,し た

がって,作 ろ うと考えれば,い くらで も多 くの言語 を作 れるこ とになる。事実,こ れまで,特

殊言語の種類は増え る一方であった し,今 後 も増 えつづけ るで あろ う。

特殊言語の中には,特 に会話型に適 した言語 も含 め られ る。RPGに 代 表 され る。 パ ラメ ト

リックな情報だげを与えれば,プ ログラムが構成(ま たは生成)さ れ るような形の言語 も,今

後有望 な特殊言語の,一 グループである。

し(わゆる ビジネス用 のデータ処理は,現 在我国 でf全 情報処理 の85%,米 国 で70 ,%と い

走れa(る 。5.年 後 には,わ が国において も70%近 くに低下するであろ う。 このプ ログラムの

大部分 は,現 在COBOLで 生産され てい るが,将 来 もその形 であるか どうかは疑問である。現

在の小型機 に見 られ るような,手 法の標 準化 の傾 向が,大 型機 においては特殊言語の開発 とな

　

って表 われて くるであろ う。た とえば,米 国のあ るソフ トウエア会社 が製作 した事務用の特

殊言 語"MARKIV"は,COB.OLと くらべ て10倍 の 高速処理ができ,プ ログ ラミングの手 間

も,全 然 問題にな らないといわれる。 この ような,パ ラメ トリックなジェネ レータ形式の ソフ

トウエアは,5～7年 後 には,現 在 よりも,も っ と一般 に普 及 してい るに違いない6

4・2・2・4特 殊ハ ー ドウエアむ きの言語

汎用のハー ドウエアを,特 定の分野 に利用 する場 合の,特 殊言語が重要 である ことを1前 節

では述べ た。別の場 合,つ ま り,特 殊のハー ドウエア を巧妙に使 うための,特 別 なソフ トウエ

アも重要 である。応用 とい う観点か らする と,必 要 ならば特別 なハー ドウエアを計算機に連動

*工nfOrmatics工nc.
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した とい うだけの ことで,本 質 は,前 節 と何 ら変 るところがないが,便 宜上.こ こで,特 殊 な

ハー ドウエアを利用す る応用 に触れ ることにする。

特殊 なハー ドウエア としては,現 在 の感覚 で特殊 と考 えてい るが,5～7年 後 には.一 般的

なハー ドウエア と見 なされ うるもの,た とえば,図 形 あるいは特殊文字の,読 取 りあるいはプ

リン ト,表 示などの機器,マ イク ロフイルムやマイクロフィッシュ用の,読 取 りあるいはプ リ

ン ト機器 などもあるが,あ きらかに特 定な機 器に対す る制御装置,あ るいは,測 定装置 がその

中心で あると考 え られる。中には電子計算機 と連動 させるため に,い ろいろの工夫 をした機 器

があるが,本 質的 には,入 間の監視または制御の ときに使 われた もの と,変 ってい ない と思わ

れ る。

これ らのすべ てをつ くす ことは無論で きない。また,現 在す でに計算機 と連動 してい ない も

ので も,5～7年 後には、かな りの ものが連動可能 とな り,ま た,経 済的 にも引合 うものにな

るであろ う。

二,三 の例 をあげ よう。た とえば,工 作機械の制御装置 などは,す でに現在で も実用の域 に

入 ってお り,ま た,石 油精製プ ラン トに於いては,石 油の需要 報告 と,原 油の入荷状況 などを

LPで 解折 し,最 適の生産計画を毎 日,精 製機械 にオン ラインで指示す ることも,米 国では行

なわれ てお り,す でに無人工場の感 を与 えてい る。

鉄鋼の平炉 の制御,航 空機の 自動発着陸, .x線 に よる結晶解析の 自動化 な ど,多 様 な応用分

野 が技術的に解決 されつつ ある。

また,ゲ ームについても,た とえば ケル ン大学 では"ゴ ビイ"と よばれ るヒュー リステ ィッ

クなプ ログラムを内蔵 した システムの開発研究が行 なわれてお り,か な りの成果 をおさめてい

るとも伝え られてい るが,こ の ようなヒューリステ ィックなプ ログ ラムが,新 しい機器 の連動

に関 して,よ り深 く研究されて ゆくことは確実 である。

測定 と制御の問題 にっいて,人 間にとって危険 な職場 た とえば放射能,毒 性 ガス,あ るい

は爆発 の可能性の ある こと,超 高 温,超 高湿,超 低温 極 めて強 い異臭,酸 素の不足,そ の他

の悪環境か ら人間を解放 し,機 械 の手 によって安定 な作業 をす る問題 がある。 ～二の他,人 間が

もはや,つ いて行 けないほ どの敏速 な判断,反 応,あ るいは大 量の情報 を消化 し,大 量の場所

に指示 を送 るなどの,い わば人間の機械的な限界を カバ ーすることについての問題 もある。

また,逆 に,人 間が最 も得意 とす る部分,た とえば.パ ターン認 識 規定 できない状態の認

識 処置 の判断 な どを,最 も人 間に適 した方法 で,機 械的制御系の中に,と り入れてゆ く方式 に

つ いての問題 もある。
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これ らの問題は,ま だ,・現段階 では,手 さ ぐりの域 を出ていないが,次 の世代 においては,

か な り見通 しをよ くす る理論,あ るいは実験的な成果 などが出て くる もの と思われ る。

4・2・2・5管 理プ ログラム(一 般)n

管 理 プ ログラムが,ハ ー ドウエア管理,デ ータ管理,タ スク管理,ジ 。ブ管理 とい う形 に整

理 されたのは第3世 代 に入 ってか らである。 これで も,TSS関 係 の管理プ ログ ラムを考 え る

と,再 編 成の必要性 も考 え られ る。

管理プログラムについて も,コ ンパイラなどと同 じく,い くつ もの要点がある。た とえば,

a

b

C

d

θ

管理のためのオーバーヘ ッドが小さい こと。

管理のサー ビスがゆき とどいてい ること'。

管理プ ログ ラムの大 きさ,特 に,そ れが占め る主記憶領 域が小 さいこと。

管理範囲が広 く,い ろいろの使い方 に対処 できること。

管理条件 の指示方法 が簡単 で,で きれば,何 も指示 しな くて も,適 切 な管理を行 なえる

こと。

これ らの各条件 は,や は り,あ る程度まで,互 に矛盾 してお り,そ れ を解決す るために,現

在,次 の3つ の方法 が行なわれている。

aシ スアムシ ェ不レーシ ョン

基本 となる汎 用の システムを開発 しておいて,現 実のハー ドウエ ア機器構成 や,ユ ーザ ーの

使い方 に応 じて,シ ステムを編集,生 成,変 更 して,目 的 に応 じた システムを作 り出す方法。

bデ フォル トルールの設定

基本 となる使 い方 を設定 し,何 も指示 を与えなければ,そ の使い方 で使われるとい うルニル。

この考 え方は,広 く用 い られてい る。

c目 的物の システムの設計

システ ムジ ェネレーシ 。ンは,実 際に行 なわれてい るが,や は り,小 規模の管理 プログ ラム

と大規模のそれ とは,か な り異 なるし,ま たた とえばFORTRANだ けの連続処理 を企図 した,

バ ッチ用の管理プ ログ ラム と,Tss用 の 管理プログラム とで も,全 然違 ったシステ ムだ と考

え る方が よい。

そ こで磁気 テープ中心のバ ッチ用のOS(TOS),磁 気 デ ィス ク中心 のバ ッチ用 のOS(DOS)

TSSも バ ッチも行 なえ る汎用のOS(OS),最 も単純 な,連 続バ ッチ処理用 のOS(PCP)な

どの区別 が.IBMの 現 行の管理プ ログ ラムに も見 うけられる。

以上3っ の方法は,多 くの場 合,併 用されている。5～7年 後 になって も,こ の ことは変 ら
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n

ない と思われ る。

しか し,シ ステ ムジ ェネレーシ ョンの方法は,現 在 よ りも,も っ と拡張 され るで あろ う。現

在は,こ のジ ェネレー シ ・ンのため に,数 時 間の計算機時間を使 うために,必 要 なシステムが

何程 もある場合は,あ らか じめ,そ れ らをジ ェネレー トしておいて,そ れ をファイルに入れて

お く必要があ り,し たが って,フ ァイルの量 と,osの 切 替 え時間の制約 を うけ てk・り,ま た,

各 種の管理 プログラム間づ,デ ー タや処理 プログラムの扱 い方 が異 なるための不都合 もあった

けれ ども,第4世 代の システムでは,こ れ らの問題点をなくすために,・次の ような方法が とら

れるであろ う。

a今 よりも,も っと,ユ ーザーの意 向を入れやすい ような,シ ステムジ ェネレーシ.ン を

実行できるようにする。

bシ ステムジ ェネレーシ 。ンを2段 階 にして,た とえば,半 製品 と,そ れの再加工 とい う

考え方 を採用 し,ダ イナ ミックなジ ェネレーシ ・ンを可能にす る。

デ フォル トル ールの採用は,今 後 も行 なわれるが,現 在 は,一 度 きめたルールは,な かなか

変更 できない。その理 由は,プ ログラム上の制約 と,使 う人間の教育上 の制約(つ ま り,人 間

は,な かなか,も のを覚え に くくまた,一 度 習慣 になった ことか らは,な か なか脱却 できな

い)と い う点 である。

プログラム上の問題は解決で きるが,入 間の問題は難か しいので,今 後 は、全体のユーザ に

対す るデ フォル トルール とは別 に,ユ ーザーの ローカル な影響範囲内 で,任 意 にデ フ ォル トル

ールを設定することの可能性 が与 え られ
,そ のような形 で,ユ ーザーの個人的 な要求 を満たす

ことになると思われ る。 これは,乱 用す ると,新 らしい障害 にな る点,注 意 が肝要 である。

この手法は,す でに,い わゆるカタログ手続 きとして知 られている手法 に よって,実 現は可

能 であるが,経 済的 に可能 か どうか,無 用の混乱 を生 じないか どうか にっいて,5,～7年 後 に

おける解決 を要する問題で ある。

個 々の管理 プログ ラムを,何 種 も作 るとい うことは,お そ ら く,や め るわけにはゆ くまい と

考え られ る。む しろ,情 報交換の必要 のあるユーザー同士で,交 換情報 のインタフェース を合

わせ ることを行 ないなが ら,管 理プ ログラムその ものは,ま った く別の,そ のユーザーご とに

最適 のプ ログラムに よって構成 されているとい う形 が,5～7年 後 の,管 理 プログラムの形で

は ないかと,考 え られ る。

現在の管理プ ログラムは,タ スク あるいはジ ・ブが中心 となっている感 が強いが,第2世 代

の エOCSが,今 日のぼ う大k,デ ー タ管理に成長 した とい う傾 向と,将 来 ますます重要 と
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なる互換性の問題 とを考え合わせ る と,第4世 代の管理プログラムは,デ ー タ管理 が中心 とな

るもの と考え られ る。

デー タ管理の部 分は,ユ ーザ ーが使 うデータの件数,デ ータの構造,デ ー タの種類,使 用頻

度,使 用方式(Read,Writθ,Deユete,Appθnd,Execute)な ど,現 実の条件

によって,最 適性 が変動す る。 したが って,デ ータ管理の方式 自体 も,ユ ーザーの使い方を調

査 して,ヒ ュー リステ ィックに変更 してゆ くことも検 討 されねば な らない。 この調査のために

余分の オーバヘ ッドがかか るが,こ れ を考 えるべ きかどうか,も し調査 を行 なうべ きならば,

そ れをハー ドウエ ア化 しては どうか,な どについて,早 期 に研究が行 なわれ,必 要 となれ ば新

らしいデ ータ管理が生み 出され る と思われ る。

デー タ管理 と,ハ ー ドウエアの フ ァイル ・主記憶 ・レジス タ等 の管理 とは密接な関係がある。

また,プ ログラムもデー タの一種で あるか ら,将 来のデータ管理は,今 のデ ータ管理 をか な り

*
拡張 した,情 報管理 と名 づけ るべ き,管 理 プログラムに成長す ると思われ る。

4・2・2・6管 理プ ログ ラム(通 信)

バ ッチ処理用の システ ムは,第4世 代 になると全体の約50%に な り,何 らか の関係で通信

機構を もつシステムが多 くなって くる。

この時点で,特 に通 信に関 しての管理プログラムが重要 となって くる。

現在の通信手 段その もの につい ては,す でに,技 術的 にはほ とん どの困難を排除 できた とい

えるか もしれ ない。 しか し,TSSと い う観点か ら見 ると,次 の よ うな点 が,ま だ未解決 であ

る。

aオ ーバヘ ッドの増大

現在の大型TSSで は,使 用者数 が増す とマルチプログラ ミングの効率は急激 に低下する。

た とえば エBMの 一研究所長**は,200の 端末 を使 うとシステ ムの効率 は10%に 落 ちて しま

う例が あると述べ ている。

b超 高速伝送の問題

現在わが国 で行 なわれている伝送速 度の10な い し100信 の伝送路が開発 され,活 用 され る

必要がある。 これ は,端 末機器 として,小 型の計算機 を考 えた り,大 型機同士の通信を考えた.

*こ れ とともに,デ ータベ ース を中心 とす る,情 報管理 システム とい う考え方が成長 して,

そ のシステムの一部に,OSが 埋没 した形 も,勢 力 を得て くるであろ う。 あるいは,こ れが

将来の管理 プログ ラムの,止 揚 した形か も知れない。
●

**M.C.Andrθws:チ ュ ー リ 。 ヒ 研 究 所 長
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りす ると.当 然の ことであるが,こ の新 しい通信の場合の諸問題を解決するには数年間は少 く

も必要 であろ う。

c通 信 の機密保護

通信された情報 が,物 理 的には共通の ファイルに蓄積 され ることか ら,フ ァイルおよび通信

の機密保護に難かしい問題 を生ずる。

また安全性 ・信頼度 とい う観点か らい っても,い ろいろの問題が提起 され てい る。大体解決

の方 向にあるけれ ど も,問 題 がないわけでは ない。

その一つは,こ れまでは,機 密保護の対策は,主 としてユーザー端末か らの,不 心得者 に対

して考え られていたけれ ども,5～7年 後の問題 としては,プ ログ ラム作成者や操作者の誤 り

を犯 した り,あ るいは,そ の 中か ら不心得者が発生 した りす る ことも考えておかねば なるまい。

これは,格 段に難か しい問題 である。

現行の通信システ ムでは,オ ペレータが関与 する情報量 が小さい ことと,重 要情報を扱 う場

合には,そ れ な りに特別 の処置 を と りやすい とい う利点がある。すべてが 自動化す ると,極 端

な中央集権型の通信制御が行なわれているの と同 じことであるか ら,中 央での意識的な不正行

為 や,無 意識的な誤 りの影響は極 めて大 きなものとなる。

dタ ー ミナルの問題

5～7年 後 には,便 利 なターミナルが多種開発 されて くるであろ う。必然 これ らをラインに

つ な ぐときの,物 理的 なインタフェース,い いかえれば,変 復 調や,通 信制御のための標準化

は行 なわれ るであろ うが,情 報の実体には,手 をつけることは難か しい。

そ こで,デ ー タの変換 とい う問題 が,大 き くクローズア ップ して くるであろ う。

θ'診 断 と自動回復

バ ッチ処理においても,診 断 と自動回復 は重要 な問題 であるが,通 信系 を含む場 合は,ロ ー

カル な再試行ができないので,更 に重要 な問題になる。

診断のためにマルチプ ロセ ッサ にす ることが行なわれ るか も知れ ないが,マ ルチプ ロセ ッサ

に したための問題 も大 きい。そ こで5～7年 後の大型の システムは,マ ル チプ ロセ ッサ システ

ムについての問題の解決 にある とも考え られる。

また,診 断のた めに,通 常の障害記録は勿論,障 害 として表 にで なか った ような,ト ランス

ミッテン トな障害 も,ハ ー ドウエア によって記録 させ,そ れを人間や,ヒ ュー リステ ィックな

診断保守プ ログ ラムが活用す る とい うことも必要になって くるであろ う。

fそ の 他
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この他,費 用の計算 などにか らんで,経 済学的 な,あ るいは政 治的 な問題 もある。 また この

よ うな通 信 システ ムの規模,効 果 などが大 きくなる と,重 大な政治的,社 会的 な問題 として,

技 術面を超えた配慮 が必要 とな り,そ の配慮を,何 らかの形 でプログ ラムの中に具体化す る必

要がでて くるであろ う。

4・2・2・7応 用 ソフトウエア

ユーザーが書 くプログラムは,ま ず,最 も簡単 な,会 話型の言語か,あ るいは,パ ラメ トリ

。クなジ ェネレー タ(つ ま り,特 殊 な言語,た とえばRPG)な どによって作 られ ることが多 く

なるであろ う。おそ らく,一 般の言語に よってプロ グラムする ことは少 くな り,言 語を習って

プ ログ ラムす るとい う感覚 ではな く,与 え られたフ ォーマ ットの中に,必 要 なパラメタを書 き

こむだけで よい とい う場 合が多 くなるであろ う。会話型の場合 も,あ たか も空所 に適当 な文字

数字な どをいれれば よい とい う,テ ス ト問題の ようになる可能性 もある。

したが って,ユ ーザーは,言 語 について,未 熟 な うちか らプログラムを作 ることも可能 にな

るであろ う。

もちろん,何 回 も使 うプ ログラムを作 った り,汎 用性の ある大きなプログラムを作 った りす

る入は,会 話型のFORTRANやPIL,/工 を使 うことになるであろう。

更に本格的 なプ ログ ラムを組 もうとい うことになる と,本 格 的 な汎用言語を使 うことになる

であろ う。

小さなプログ ラムだか ら特殊の言 語で組む とい うことが行なわれ るとは限 らない。た とえば

特殊言語の効率の よさは,汎 用言語が なか なか追 いつげないか ら,特 定の分野の仕事 につい て

は,大 きな ものほ ど,特 殊言語を作 って,そ れ でプログラムすべ きだとい うことも行なわれ る

で あろ う。

そ こで,あ る程度広い層 で使 われる とい うことがわかれば,特 殊言語が,次 か ら次 と生産 さ

れ ることになるで あろ う。 これ らは,後 に記す ように,ソ フ トウエア会社か ら,い わゆるカン

ヅメソフ トウエア(cannedSOftware)と して売 り出され ることになるであろ う。

また,数 学的モデルをプログラム化 した ソフ トウエア,た とえば,ス ケジュー リングプ ログ

ラム,予 測用プ ログラム,数 学的プログラ ミングシステ ム,経 済計画プログラムな どは,内 容

的 に現在 よ りも発達 した ものになる とともに,プ ログ ラムの構造 として も,今 よりも,も っ と

インス タン ト利用 の傾向を打 ち出した もの になるであろ う。

た とえば,LPシ ス テ ムとい うよ うなものは,極 端 にいえぱ なくなって しまい,石 油産業 に

おける生産調整 ・販売計画 システ ムとか飼 料工業における最適生産 プログラムなどとい うよ う
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に,特 定の用法 ごとに,プ ログ ラムやLPに っ いての最 小の知識で,LPシ ステムを利用で き

る ようになるで あろ う。む しろ少 ない知識 で利用 しようとい うよ りも,利 用者 の専門知識,た

とえば,石 油の需要 とブレン ドの知識 飼料の種類 と原材料の関係 などの知識 をフル に使 える

ような形で,そ のLPシ ス テムを運用で きるように なるであろ う。

この ように,ソ フトウエア側 を拡大 してゆ くことによって,シ ステムへの適合性 を高 める と

い う傾 向とは逆 に,シ ステムそのもの をソフ トウエアに合わせ ること,あ るいは,既 製 のソフ

トウエ アとシステム との ギ ャ。プを うめるための ソフ トウエ アを製作することは,や は り,つ

づ くであろ う。 したが って何 で も既製品 でとい うわけにはいか ない が,ち ょうど,洋 服 が既製

品 でほ とん ど間に合 うように,第4世 代の応用 ソフ トウエアは,す ぐれた既製品,イ ージーオ

ーダの時代 になることであろ う。

4・2・5ソ フ トウエ ア開発技 術

4・2・3・1作 業 用 言 語

ソフ トウエアの 開発は,ユ ーザ ー側については,第3世 代までに,か な り整備され,更 に第

4世 代において,一 層 の進歩が見 られ ると予想され る。

システムズ ソフ トウエアにっいては,第3世 代において,は じめて,ハ ー ドウエアに依 存 し

ない ソフトウエア開発用の言 語(machinθindependent■anguage)が 開 発され,

そ れに よって,シ ステムズ ソフ トウエ アを記述 しようとい うことが試み られてい る。 これは,

現段階 では,能 率 の点,す なわち,こ の種の作業用言 語で書かれた システムズ ソフ トウエアの

効率 が,ア セ ンブ ラによって書かれた もの と くらべ て劣 ると考 え られ ているが,第4世 代 に入

ると,オ ブジ ェク トの効率 を特別 に配慮 したコンパイラを作 ることによって,汎 用性のあ る作

業用言語 でシステ ムズ ソフ トウエアを記述す る とい うことが行 なわれ ると考え られる。

その結果,一 度確立 された技術は,確 実 にプ ログ ラム として保持 される ことになるの で,シ

ステムズ プログラマーのマンパ ワーの節約 に大 きな貢献 をす るもの と考え られ る。

4・2・3・2ソ フ トウエアのハー ド化

た とえ マルチプ ログラ ミングの場 合で も,ミ ク ロに見る と,1つ の プ ロセサは,同 時 に2っ

の命令 を消化 してい るわけでは ない。(ア ドバ ンステクニ ックのこ とは無視する。)こ れに対

して,ハ ー ドウエ アの場合には,マ ク ロに見 ると順 次処理の ようで も,ミ クロに見 るとか な り

の同時処理 を行なってい る。

そ こで,ソ フ トウエ アの効率 を高 める手 段 としては,ソ フ トウエア をハ ード化す るこ とが,
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もっとも手取 り早 い方法で ある。 ソフ トウエアのハー ド化の障害は,ハ ー ド化され る と,シ ス

テムの初期 コス トが高 くなる ことと,プ ログラムの ゆうつ う性 がなくなって くるとい うことで

ある。 とくに,あ とか ら変更す ることが,ソ フ トウエアの通例の ようになってい る現在 では,

ハ ー ド化は,一 般 には困難iである。

しか し,第3世 代uak・い て も,デ ィスプレイ関係の ソフ トウエアは,短 期 間のうちに,次 か

ら次にハー ド化されたぷ これは,き わめて短かい時間(33ms)に,基 本 の操作をすべ て処理

するとい う至上命令があ ったために,他 の障害 を無視 してハー ド化 が行なわれた もので ある。

しか し,同 様な ことは他 の応用 ソフトで も発生するであろうし,ま た,絶 対的 な時間的制約

が ない場 合で も,時 間の節約は大 きなメ リットであ るか ら,ソ フ トウエアのハー ド化の可能性

は,常 に検討 され るに ちがい ない。 しか も,第4世 代 においては,ハ ー ドウエアの コス トの低

減 が期待 されてお り,osの 中心部分は必 らずハー ドウエ ア化 され ると考 え られ る。

4'2●3'5デ バ ッギ ングの手法

デバ ッギングが困難 とされ る理 由は,ど うい うテス トをすれば よい か,あ るテス トを行 った

ときに,期 待 され る正 しい解 はどん なものか,も し正 しい解でない ものがでた ら,ど の ように

処置すべ きか,と いう問題 が,あ ま り明 らかで ないためで ある。

第4世 代においては,テ ス ト用の情報,テ ス トの方式,誤 りの原因 を速やか につ きとめ るた

めの道具,誤 りを起 しに くい ような作業方式 などが考 え出されて,デ バ 。ギ ングにっいては,

か な り改善された状態 をもた らす と期待され る。

テス ト用の情報 を,ど の ように集めた らよいか という問題は,こ れまでは,あ ま りに も個々

のプログ ラム間で相異 があったため,解 決への方向が困難 であったが,今 後 は,汎 用性のある,

したがって,テ ス ト情報 として何 を用意すべ きかをきめに くい もの については,、標準問題,標

準デ ータが整備されて くる見込みが ある。また,特 殊な分野の応 用 ソフ トウエアについては,

問題 を簡単化 して,テ ス トしやすい もの にもってゆ くことが行なわれ る。そ して,プ ログラム

を結合 した ときに,何 をテス トすべ きか という'点で,新 しい研究が進むで あろう。

会話型のプログ ラム作 成方法が進歩す ると誤ま りのチ ェックは容易 にな り,ま た,い わ ゆる

不注意 によるエ ラーは,計 算機側に よって検 出され るようになるであろ う。 この結果,プ ログ

ラムの誤 りは,お か しに くくなる。一方,プ ログラム開発手順 について も,整 備 されてゆき,

*CACMJune,1968(voユ11.No.6)
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プログラム仕様 を明確 に記述す る方法が確立すれば,与 え られたプ ログラムが,そ の仕様 と合

致 しているかどうかの チ ェックを,か な り自動的 に調べ ることがで きるで あろう。 これは,プ

ログ ラムの自動 開発の一歩手前である。

なお,デ バ ッギングを経済的 に行なうために,昔 おこなわれたオープ ンシ ・ップは;こ れを

排除 し,ク ローズ ドシ 。ップ または,TSSモ ー ドでデバ ッグす るの がよいが,こ の場合の問

題点.と くに,プ ログラマーの立場か らの要求 を満足 させるようなデバ ッギングシステムが,

提供 され るようになるであろ う。

デバ ッギングについては,こ れまでは,た だやみ くもに,仕 様 とプログ ラム とテ ス トデ ータ

との関係 を,つ ついていた感があるが,プ ログラムが,ど の ようなアルゴ リズ ムによって作 ら

れているか というこ とを,は っき りと意識 した,新 らしいデバ ッグの方 法が行 なわれ るように

なるであろ う。

4・2・5・4コ ンパ イラコンパイラなど

ソフトウエ アの 自動作成の研 究 として,た とえば コンパイ ラにっい て,コ ンパイラコンパイ

ラの研究が行なわれ てい る。 これが,ど の位,み の り多 い成果 をあげ るかについ ては,ま だ,

は っき りした見通 しはないが,第4世 代の うちに,そ の結論 がで ると思われ る。

ソフ トウエア制作上,欠 くことので きない文書化の問題は,た とえば,プ ログラムか らフロ

ーチ
ャー トを自動的 に作 り出す こと,プ ログラムの説明書の 自動編集,プ ログラムデ バ ッグ用

のテス ト情報の 自動生成 と管理 ・プ 『グ ラム試験の 自動化 と・記録の 自動化,プ ログラムの部

分修正の 自動化,な どの機械化手法の開発に よって,大 きく改善 され るが,こ の内,簡 単 なも

のは,第5世 代のうちに実用化 され,や がてデ ィスプレイ装置 や漢字プ リンタなどの新 しい入

出力装置の実用 化 と並 行 して,第4世 代 において次 々と試作され,完 成され てゆ くもの と考え

られる。

4・2・4ソ フ トウエア制作者

ソフ トウエアの供給者 としての,ハ ー ドウエアメーカーの負担 は,今 後ふ えることはあ って

も減 ることは ない であろ う。

お よそ汎用性 のあるソフ トウエ アは,こ とごと く,ハ ー ドウエアメーカーが提供 してきた実

績が あるので,第4世 代 になって も,そ のサー ビスを続 けないわけにはゆかないであろう。

しか し,ハ ー ドウエアだげの計算機 を買いたい という意見,ま た は,一 部 のソフ トウエアの

サー ビスを不要 だ とす るユーザーの意見が,も し強 くな り,次 第に一般的 な意見 にな るようで
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あれば,あ るいは,一 部 または全部 のシステ ムプログラムを供給 しない代 りに,少 し安 くハ ー

ドウエア を供給す る こともあ りうるであろ う。

実際 に,こ の ような試みをした例 もあったけれ ども,ソ フ トウエアは,一 度開発 をす ると,

その コピイを作 り保 守を してゆく手間は開発 の手間 とくらべ ると,か な り安いか ら,一 部の ユ

ーザーだけに
,ソ フ トウエアなしでハー ドウエ アを安 く提供す るということは,い うべ くして

行 ないがたい。(あ ま り安 くならない)

あ る種の ソフ トウエア を全然開発 しないで済ます代 りに,安 い費用で,効 率 の低 い ものを用

意 してお くことも考 え られ るが,ソ フ トウエアを,販 売の重要 なポイントにお く傾向か らす る

と,そ の ようなものは,あ ま り受け入れ られ ないで あろう。

汎用性 のあるもので,メ ーカーが供給 しないことを宣言で きる可能性の あるものは,た とえ

ば,FORTRANを 供給する代 りにALGOLを 供 給 しない こと,な どのように,何 かの代替機

能がすでに供給できる場 合である。

応用 ソフトウエアについては,ユ ーザー側 で要求 の小さいうちに,メ ー カー側が,有 償提供,

または提供 しない ことを宣言 しない限 り,実 績が作 られ てゆけば,供 給 しないわけにはゆか な

くなるであろう。 しか し,特 別 な分野の応用 ソフ トウエアについ て,メ ー カー側の有償 提供 と

いう宣言が行なわれることは充 分に考え られ る。 その場 合,メ ー カーの足並みが どうそ ろうか

に問題 もあるが,も し,そ の宣言 がユーザーの認め る所 となれば,新 しい 関係が生 まれ る こと

になる。 この ような ことがない としても,将 来,ユ ーザー側の負担は,ど うなるか といえば,

ユーザーが自分の費用で作るべ きソフ トウエ アの質 も量 も,ま すます大 きくなるで あろう。た

とえば,汎 用言 語の価値 は,い わば,伝 家の宝刀のような ものにな り,通 常 は,も っと効率の

よいシステムで組むべ きであるとい うことが,は っき りして くれば,そ の ようなシステムを開

発す るか,買 うかす る必要 がでて くる。

メーカー提供の ソフ トウエアを,今 で も,全 然手 を加 えずに使 っているユーザーは,大 ユー

ザーの中には少 ないで あろうが,そ の傾 向は,む しろ強ま ってくる。

そ こで,ユ ーザー側で準備すべ きソフ トウエア,ユ ーザーが準備すれば,そ れ だけユーザ ー

の利益 になるソフ トウエ アの種類が多 くなる。

ユーザーは 自分 で開発 した ソフ トウエアを何 らかの手段で,ソ フ トウエアの市場 に出して販

売 し よう と考 えるように もなる。

一方 ,ソ フ トウエア会社 はユーザ ーか ら開発 を委託 された り,ま たは,需 要 を見 こして開発

をすす めることに力 を入 れる ようになる。現在は,ソ フ トウエアの市場 が小 さく,し たが って
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需要予 測が困難で あ り,し か も投資金額 が大 きいから,ソ フ トウエア会社 が,自 費 で研究 開発

をす ることは,ほ とん ど行なわれていない。 む しろユーザーか らの委託で開発 した ものに手を

加えた り,す でにどこかで作 った ソフ トウエアに手 を加 えた りして,そ れを一般 に販売 しよう

とい う例 がかなり増えている。

ソフ トウエア会社は,計 算機時間 を売 ることも兼 ねているので,計 算機時間販売に寄与す る

ようなソフ トウエアについては,自 費で開発す る ことも行 なわれ てい るし,今 後 も増 え ると思

われ る。

現在,ソ フ トウエ アの市場は小さく,ま た市場の紹介 も,ソ フトウエア会社 の販売努力や,

一 二の雑誌 による連絡,大 学 ・研究所の季報 な どに頼 っているが,次 第に,そ の規模 は大 き

くな り,ま た,ソ フトウエアの紹介 について も,現 在の文献紹介業の ような形で行 なわれる可

能性がある。

5～7年 後の,ソ フ トウエア関係 の市場 は,わ が国において も,現 在の米国 なみ になる可能

性が ある。

わが国 においては,小 型機 が,大 部分の台数 を占めてい る関係か ら,今 日の米国 に見 られ る

ような発達は,難iか しい とする向きもあるが,ソ フ トウエア技術者 の効果的 な利 用 とい う観 点

か らいっても,メ ーカーの技術者は別 として,ユ ーザー側の技術者 が,自 社のた めの個有 ソフ

トウエアの生産 に従 事す るよ りも,ソ フ トウエ ア会社 を通 じて,そ の技 術を広 く社会 に提供 し

ようとす る可能性 は大 きい。

4・2・5ソ フ トウエア標準化

4・2・5・1標 準 化 の 動 向

FORTRAN,ALGOLに つ いては,す でにJISが 制定 され,流 れ図用の記号 とその用 法

や,COBOLな どの 」エSも,近 く制定の気運 にある。

PL/エ にっ いてのJISも,3～4年 のうちに制定 され る可能性は考え られ る。 こう して

汎用言 語の言語仕様 の標準は制定され ると,実 際に,そ れに準拠 した コンパ イラがどれ だけ作

られるか とい うことが問題 にたる。 これはメー カー,ユ ーザーの考え方 と政府の指導方針 によ

って,き まって くる問題で ある。 しか しおそかれ早 かれ,」 エSと 現実 との一致が見 られ るよ

うになることは,明 らかで ある。

汎用言語以外 で重要 なもの は,会 話型の言語,会 話方式の制御で用い られ るコマン ド,管 理

プ ログラムへの指示 となる。ジ 。ブ制御言語 などが あるが,こ れ らは歴史 が浅いだげに発展 の
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途上にあ り,下 手 にきめるわけに も行かないが,操 作の仕方に関す ることが多いか ら,標 準化

できれば要員教育上 などの効果が大 きい。 これ らの標準化 がJ工S化 へっ なが る動 きになるた

めには,少 くと も3年 間の時間がかか るであろ う。 この種の問題 については,何 を,ど こまで,

どの ように標準化 するかを検討 し,そ して,標 準化 した内容 を,現 実の普及へ と持 ってゆ くた

めの,具 体的 な施策が必要 である。

一方 ,TSSサ ー ビスが,わ が国 におい ても始め られる と,最 初 に,大 規模にスター トす る

サービスの方 式が,そ のまま定着 して,一 つの標準になる可能性 がある。

TTSサ ー ビスについ ての標準方式のあ り方 にっい ては,米 国 などの例 を充分調査 し,い か

にあるべ きかを慎重に検討 して,最 ものぞ ましい形を とりあげてゆ くべ きであ る。

いわゆる応 用 ソフ トウエ アについては,そ の標準化は,ほ とん どあり得ないであろう。

む しろ,ロ ー カル なユーザー グル ープを対象 とす る,一 種の標準的な ソフ トウエアパ ッケー

ジが販売 される という形が,5～7年 後の姿である と思われる。

管理プログ ラムやサー ビスプ ログ ラムについ ては,ハ ー ドウエア との関連 もあ り,標 準化す

ることに よって,シ ステ ムの進歩 発展 を阻害す る可能性 もあ り,ま た,実 際問題 として標準化

,が困難で ある。 しか し,デ ータの構造や,プ ログラムの結合 呼び出 しなどの基本的 な互換性

については,標 準化のための努力が続 けられ,ま た今後5年 間のうちにはか な りの標準化が進

むもの と考え られる。

完成品 としての ソフ トウエア以外 の面 で,た とえば,プ ログ ラマ ー,オ ペレータなどの教 育

の面,プ ログラムの説明書の書 き方や,プ ログ ラム自体の書 き方 など,い わゆ る文 書化 の面な

どで,標 準的 な考え方 や実施の方法 が具体的 な目標 として,と りあげ られ る ようにな るであろ

う。

4・2・5・2あ る第4世 代計算機 の標準化の試み

標準化 をすすめると,デ ータやプログラムの互換性が増 し,無 駄 な投資が減 り,プ ログ ラマ

や利 用者相互間での,情 報交流 が容 易にな り,教 育効果 も大 き くなる といわれ ている。

しか し,標 準化は,前 節にも述 べた ように必 らず しも容易なものではない。 この困難 さを認

識 した上 で・ しか も標準化によって,長 い 目で見 て,コ ス トを軽減 しよう としてい る例 として

通産省の,超 高性能電子計算機の開発 を目標 とする,大 型 プロジ ェク ト(以 後,単 に大型プロ

ジ ェク トとい う)の ソフ トウエアにっいて述べ る。 このハー ドウエアは,第4世 代機の一 つで

ある と考 えられ,日 立製作所,日 本電気,富 士通の3社 が結 成 した,超 高性能電子計算機研究

開発組 合(以 後,組 合 とい う)が,1970年 度 完成 を目標 として開発 を担 当 し,ソ フ トウエ
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アは,日 本 ソフ トウエアが,ハ ー ドウエアに依存 しない部分 を,組 合 が,ハ ー ドウエアに依存

す る部 分を,そ れぞれ分担 して開発 している。

通常,試 作の ソフ トウエアは,試 作のハー ドウエアだけに有効 なものであるが,大 型プロジ

ェク トでは,ハ ー ドウエアを商 品化す るた めに,多 少変更 しても,そ の影響によるソフ トウエ

アの手 直 しは,最 小限 にとどめたい と考 えてい る。

もちろん,大 型 プロジ ェク トの ソフ トウエ アは,試 作 システムであ るか ら,そ のプログ ラム

に虫がいな くて も,そ のままを商品 として利 用できるとは,考 えていない。 しか し,す でに虫

のいないソフ トウエ アが,商 品化の初期 におい て,使 えるとい うことは,大 きな利点 である こ

とは,間 違いない。

大型プロジ ェク トでは,ソ フ トウエア開発の手順 を標準化 し,ソ フ トウエア機能 の拡張性 を

著 しく高めたので,試 作 ソフ トウエ アの機能拡張は,従 来 よ りも容易 であ り,し たがって,商

品 としてふさわしい所まで,無 理 な く成長 させ うるもの と考え てい る。

具体 的には,こ のソフ トウエアは,次 の ような方 針に よって開発 中である。

(1)開 発 すべ きソフ トウエ アの仕様をきめ ると,そ れ を,ハ ー ドウエ アに依 存する部分 と,

ハ ー ドウエア に依存 しない部分 とに分割 す る。

(2)こ の 分割 の境 界は,明 確 なもの とす る。

⑤ ハー ドウエアに依存す る部分は,組 合が,そ のソフ トウエアの開発を担当する。

(4)ハ ー ドウエアに依存 しない部分 は,日 本 ソフ トウエアが担当す る。 この部 分は,ハ ー ド

ウエアが変化 して も,そ の理 由だけで,変 更 しなければならぬ ということは ない。

従来 は,こ の部 分は,応 用 ソフ トウエアに限定され ていたが,大 型プ ロジ ェク トでは,サ ー

ビスプログ ラム,コ ンパ イ ラをは じめ,管 理 プ ログ ラムの主要 な部分 も,ハ ー ドウエアに依存

しない形で,開 発 をすすめ られ るとい う見通 しをたてている。 した がって日本 ソフ トウエア担

当分は,か なり大 きい といえ る。

(5)ハ ・一ドゥエ アに依存 したい ソフ トウエア を共通 ソフ トウエ ア と呼ぶ。共通 ソフ トウエア

を記述するための言語(作 業用言 語)と しては,ハ ー ドウエ アに依 存しない形の コンパイ

ラ言語を制定 した。それをPL/エ*(ピ ーエル ワンスター)と よぶ。

⑥ コンパイラのオ ブジ ェク トとしては,こ れ もハー ドウエアに依 存 しない言語 として,中

間言語 とよばれ る言語 をきめっっ ある。 この中間言語にお とす ことに よって,通 常の コン

パイラの機能の80%近 くまでをカバーす るこ とが できると考 えられ る。(20%は,ハ

ー ドウエアに依 存するの で,共 通 ソフ トウエアの範囲か ら出てしま う。)
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大型プ ロジ ェクトの ソフ トウエアは,以 上 の方針 に よって開発されているので,ハ ー ドウエ

アが変化 して も,次 の ような効果が ある。

(1)コ ンパイラなどは,そ の20%程 度 を書 きかえるのみで,新 しいハー ドウエアに対応 で

きる。

② 応用 ソフ トウエアやサー ビスプログラムは,そ のまま利用 できる。(機 能上 の改良が必

要か どうかは,別 の問題 である。)

(3)管 理 プ ログラムで も,か な りの部分 がそのまま利用 で きる。tsそ ら く.管 理 プ ログラム

の40～60%の 部分 が,そ のまま利用 できることにな ると思われ る。

更に重要 なことは,大 型プ ロジ ェク トのソフ トウエアは,開 発を継続す ることに よって,ハ

ー ドウエ アか らみて も,利 用者か らみて も,寿 命 の長いプ ログラムとして利用で きるとい う点

である。

すなわち,大 型プ ロジ ェク トの ソフ トウエアの開発 は,で きるだけ,ハ ー ドウエア に依存 し

ない形 を とってい るだけで なく,プ ログラムは,読 みやすい言語で開発され てい るこ とと,モ

ジ ュール化 をすす めることによって,改 良の影響 が広範 囲に拡大することがない ことなど,改

良の開発継続を容易 にするための条件 がそ ろってお り,し たがって,効 率の点で も,機 能 の点

で も,長 期 にわたる成長を期待す ることができる。

4'2・6若 干 の重要分野 についての予測

第1世 代 の ソフ トウエアの中心 を技術計算 第2世 代 の ソフ トウエアの中心 をコンパ イラの

完成,第3世 代 のソフ トウエアの中心をコンパイ ラの普 及 とOSの 発達 と見 るとき,第4世 代

の中心 は何 であろうか?

これ について,予 測 をすれば,OSの 分化 と応用 ソフ トウエアの発達 であると考 え られ,ま

た,徹 底 した汎用化 ソフ トウエア と,徹 底 した効率 の追求 の結果 としての,特 殊 ソフ トウエア

とい う,2元 化 した ソフ トウエアの時代 とい うことがで き よう。

第4世 代 におい て,新 しく開花 す るものは何かについ て,大 胆 な予測をしてみ よう。

これ までは,1つ の世代 の中心 となるものの芽は,必 らず,そ の前に成長 をは じめてい る。

そ こで,第3世 代 にteVsて 生 えつつ ある芽 を考えてみ ると.次 の ようなもの がある。

(1)超 大 容量 の記憶装置(100億 バ イ ト級)を 活用す るファイル検索 システ ム

(2)超 高速 のマルチプ ロセサ を利 用する,超 マルチプ ログ ラミングの制御

⑤ 計算機網の動 作 を管理する計算機 ..'
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(4)非 常 に コンパク トなコンパイ ラ

(5)い か たる計算機 でもシミ;v－ トする万能プログ ラム

(6)プ ログ ラムの矛盾を摘出するプログ ラム

(7)計 算機 またはプ ログ ラムの評価 をす るプ ログ ラム

(8、 プ ログ ラムの仕様書 からプ ログ ラムをつ くり出すプログラム

(9)計 算機 の仕様書か ら設計図 をっ くり出すプ ログラム

(IQ人 間 を教育す るプ ログラム

的 計算機 を教 育す るプ ログ ラム

この うち,最 後 のプログ ラムが完成すれば,あ らゆる分野に対 して,強 力な応用 が可能 であ

る点 に注 目してみ よう。 もし,こ れがで きれば,自 然言語の翻訳(現 在,ゆ きづま っている と

いわれてい る)も,人 間 とのゲームのや りとりもで きるであろう。

その他,応 用方面は広いが,果 して可能 であろ うか?こ れには難 か しい点 が,多 々あるの で,

一般 的な解決 は不可能 と思 われる。けれ ども,プ ログラムの良否の評価が,比 較的定量化 でき

る ような例題 については,か な り希望 が持 てる ようである。

その意味で,単 純なゲーム(た とえば儲 けごと)や,単 純な機械系の制御,簡 単 な認 識問題

な どでは,こ こ数年で,か な り高度の成果 が見 られ るに違い ない。

また,意 味 は少 し異 なるが,人 間 による,計 算機 の教 育とい うことになる と,実 用性のある

応用 が期待 できる。っま り,プ ログ ラムの書 きかえのための情報 を,人 間に便利 な形 で計算機

に入れれば,計 算機 が,そ の指示 を自動翻訳 して,プ ログ ラムの修正 を行 たうだけの ことであ

るか ら,実 現 させる ことは充分の見 こみがあ り,ま た,そ れだけに,高 級 左応用 もできるとい

う ものである。

いわゆるデザイ ンに関す るもの,操 縦 ・運転 に関す るもの,ス ケジ ュー リングや管理 に関す

る もの,単 純大量の情報検索,ま たは,特 殊 な情報 の検索 などは,こ の種 の応用 に入 ると思わ

れ る。

5～7年 後 には,人 間の認 識 ・思考 の活動 にっいて定量的に把握できる分野,比 較的明確 な

判定の 出来る分野については,計 算機 によるシ ミュレー トが可 能にな るであろ う。

次に ソフ トウエアの効率 と限界 について述べ る。すで に,・4・2・3・2節 で も述べた よう

に,ソ フ トウエアの効率 には限界 がある。 しか し,コ ンパイ ラの ような ものでは,コ ンパイル

時 にか な り,て いねい なコンパイルを行 なえば,オ ブジ ェク トの効率 は,充 分満足すべ きもの

になる。そ こで,コ ンパイル時に,与 え られたプログラムを,で きるだけ分析 して,無 駄 のな
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いオブジ ェク トプロ'グラムを作 るようにさせれば,コ ンパ イルの時間 と,コ ンパイルのための

記憶領域 などは,非 常 に大 きくなるか もしれないが,そ の効率は, .すぐれたプ ログ ラムが,ア

センブラ言語でプラグ ラム した もの よ りも,良 くたる可能 性さえある。

この ようなコンパ イラを用意す ることによって,ソ フ トウエア的には,限 界 に近 いプ ログラ

ムを,個 人差 の少 ない方式 で生産す'ることができる。

一方
,オ ブジ ェク トプ ログラムの効率は問題 にせず,た だ,コ ンパ イルの速度 と,主 記憶領

域の圧縮 .と,文 法上の誤 りの検 出を狙 った コンパイラを作 る ことによって.プ ログ ラムの作成

の時間は,最 短にできる。

この2種 の コンパ イラを,徹 底 して追求*し たならば,コ ンパイラに関する効率 と限界 とが

はっき りして くる。5年 後 には,普 通 のプ ログラムの翻訳 には,僅 々,1秒 で 充分 とい うこと

が,大 形機の常識 になるであろう。

*KDF・9に お け るALGOLcOmpi工erは ・・こ の試 み の 一 つ で あ る。
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4・3ソ フ トウエアの価格 と生産

4・5'1価 格 にっhて の概念

ソフ トウエアの価格は,普 通 の物品の価格 とは,性 質 が異 なっている。強いていえぱ,録 音

済のテープや撮影済 の映画 のフイル ムな どに似 てい る。 すなわち,材 料費の 占める部分が小 さ

く,人 件費 と加工費 とが高 く,し か も複製 の費用が,オ リジナル製作費 よりも,は るかに安 い。

ソフ トウエアの コス トは,製 作完 了後 に,実 費 を計上 することは,で きるが,そ れだけで販

売価格 をきめ るとい うわけには ゆかない。 どれ だけの複製 を販売で きるかとい う点が,販 売価

格 をきめる一つのポイン トである。

市場価格 とい うもの も,ソ フ トウエアの場合は,わ か っている ようで,わ か らぬ もの である。

FORTRANの コンパイラの ように,す でに,同 種 のソフ トウエアが,多 数 生産 されてい て,

そ の価格が安定 している時 には,市 場 価格 が形成 されているとい って もよかろ う。市場価格 を

もっているソフ トウエアは,古 くか ら知 られた ソフ トウエアに限 られてい る。全 く新 しい ソフ

トウエアについ ては,市 場価格 などはな く,従 来の ものか らの漠然たる比較感か ら,大 体の見

当 をつ けることしかできない。

た とえば,FORTRANコ ンパイ ラは,そ の大小に ょって、30,000ド ル か ら200,000⇔ レ

位 に,バ ラツキをもってい るが,COBOLコ ンパ イラならば,大 体,こ の2倍 ぐらいの価格に

なるであろ う。PL/エ な らば,も し,安 定期 に入れば,COBOLコ ンパ イ ラの,更 に2倍 ぐら

いの価格で,供 給され るごとに なる と予想 され る。

この よう左予想は,専 門家の間では,か な り良い一致がみ られ るようであって,見 積 りのた

めの条件が明 らかになれば,最 高 と最低 の見積値の差異 は,2対1程 度を出る ことは少ない。

(時 には,数%の 差 になる こともある。)し か し現実 には,見 積 りの条件 が不確定の ことが多

く,と くに 新 らしいソフ トウエアでは,条 件 が確定 しないままに見積 らねば ならぬために,

最 初の予想の2倍 以上の費用 を使 って しまうことがある。

5～7年 後 には,見 積 りの技術 も,現 在 よ りも,は るかに進んだ もの となるで あろ う。 しか

し,現 在は,一 種 の反省期 である。

1960年 代 の初頭においては,ソ フ トウエアの製作は,請 負方式(fixedpricθ)に

よるものが多か った が,現 在は,見 積 りのための損失が多い ことに気づいたため,純 粋の請負

方式 は,少 なくなっている。現在の主流は,正 確 な見積 りを出せ る状態に たるまでの間は,実

費方式(「imeandユabOr)で 契 約 し,条 件 が安定 した時点 で請負方式 に切換えるか,あ

るいは,最 後 まで実 費方式 にす るかのいずれかの方法である。
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二

'

5～5年 後 には,仕 様の安定 した ソフ トウエア も多 くなって くるので,再 び請負方式 が,多'

くなる とも考 え られる。

現在は,ソ フ トウエアを見込生産 して,そ れか ら多 くの顧客 をさがす という形は,危 険 なの

で,ほ とん ど採用 されてい ないが,ど こかの委託で生産 したものを,形 を変 え て,汎 用 化 し,

そ れを,一 般 に販売す る形は,次 第に多 く左ってい る。 この傾 向は,今 後 も続 くと考 え られ る・

4・3・2ソ フ トウエアの開発 費の流動性

ソフ トウエアの 開発費は,人 件費,計 算機使用料,材 料費,材 料加工費 に区分で きる・人件

費 と,材 料加工費 は,年 々,単 価が上昇する性質 をもってお り,計 算機使用料 と材料費 とは,

そ の逆 である。

同一の仕様の ソフ トウエアを,同 じ時期 に同 じ程 度の能力 と同 じ程 度の経験 を もった人達で

作成す る場合で も,開 発 費は,い ろいろの条件 で変動す る。 ↓もちろん,人 件費の単価 は,差

がたい もの とす る。)

第1に,納 期の問題があ る。 ソフ トウエアの開発 には,最 適人数,最 適計算機時間,最 適納

期 とい うものが あ り,あ る程度,ど こかの要因を,最 適値 か ら動 かす ことはで きるが,そ の場

合 には,開 発費が増大するか,納 期 が著 しく遅れるか,何 らかの望 ましくない ことがお きる。

納期 を無理 して短 か くしようとす る と,か な り高い もの にたる。た とえば,ハ ー ドウエアが未

完成の うちに,ソ フ トウエアを先行 させ るた めには,シ ミュレーシ ・ンを行 なう必要があるが,

シ ミュレーシ ・ンぱ 実際のハー ドウエアの数百倍 の計算機時 間を消費す る。

また,人 を多勢 投入 して,納 期 を圧縮 しようとしても,相 互の連 絡などの損失 が大 きくなっ

て,思 ったほ ど,納 期圧縮 ができない割 に,コ ス トは高 くなって くる。

また,使 う計算機が,使 いやすい ものか どうかに よって,納 期 も,計 算機の消費時間(す た

わちコス ト)も,大 きく影 響されて しま う。

ソフ トウエアの仕様 とい って も,機 能面だけをきめただけの仕様であれば,実 際 には,何 も

きめて ないのに近 い。 どれ だけの性 能を もたせ るか という点 で、設計の仕方 が違 って くる し,

開発費 もちがって くる。 ところが,最 低限,ど れだけの性能 を保証できるか とい う点 になると,

少 し検討 しただけでは,わ か らぬ こ とが多い。そ こで次の ような準備がで きてか ら,は じめ て

見積 りを作れ るようになってとい うべ きであ る。っま り.,よ い と思われ る機能 を定 め,希 望 的

な性能 を定 め,希 望的 な性能 を定 め,そ れの実現 可能性 を,充 分検討 して.実 行可能 な機能 と

性能 とを定め,次 に,そ の作成計画 を検討 し,必 要 とす る条件を満足する計画 を定 めなければ

ならない。
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ところで,こ れ までの経 験に よると,こ の ような段階,す なわち,プ ランニングの段階は,

　

全体の製作期 間の40%近 くを占める ことが多い といわれ てい る。 いいかえると,全 体の期 間の

半分近 く過 ぎない と,あ とどの位大変 なのか,な かなか検 討がつか ない とい うのが現状である。

5～7年 後 には,こ のプ ランニ ングの期 間が多少縮まる ことも考え られるが,む しろプ ランニ

ングを終 える以前 に,か なりの精度 で,全 体の見当を射 うるようになるもの と考え られる。

4'3◆3見 積 りの仕方の現状

現 在,ふ つ うに行 なわれ ている見積 りの在方 は,次 の ような手順 である。

(1)大 体 の仕様 と納期 が呈示 され る。

② その仕様 は,機 能的 な面が表 に出ていて,性 能的 な面 は,多 くの場合,あ ま り強 く表 に ・

出てい ない。

(5)こ の 仕様か ら,お よそのプログ ラムの大 きさの見当 をつける。

(4)こ の プ ログ ラムが,(a)全 く新 らしいもの であるか,(b)一 応 確立 した技術 であるが,か な

り困難な,あ るいは高級 な仕様で あるか,(cl見 通 しの よい小型の,あ るいは単純 な仕様で

あるかに よって,こ のプ ログラムを完成させ るた めの,マ ンパ ワーに,あ る重 みをかけ る。

⑤ 使用す る計算機時間につい て も,マ ンパ ワーにかけた と同様に,プ ログラムの性質に応

じて,あ る重 み をかけ る。

(6)マ ンパ ワー と計算機時間をきめ,納 期 との関係 で,必 要 と思われ る安全率 を乗 じ,最 終

的 なマンパ ワー と計算機時 間を出 し,そ れ に,材 料費,材 料加工費 を加えて,コ ス トとす

る。

* プログ ラム論理

コーデ ィング とテス トデータ

の開発

テス トとデバ ッグ

最終的 な文書化

55

25

35

5

100

%

%

%

%

%

第4-6表 プ ログラム開発の労力配分
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分 析 と設 計

プ ロ グ ラ ム の コ ー デ ィ ン グ と

チ ェ ック

チ ェ ック ア ウ ト とテ ス ト
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このコス トに,必 要 な らば,利 益を含めて見積 り価格 とす る。

もし,こ こで見積 った ソフ トウエアが,多 数 のユーザーに販売されることを前提 としてい る

たらば,販 売見込数 で,見 積 り価格 を割 って,販 売価格 を出す ことに左る。 また,こ の場 合は,

コ ス トの中に,か た りの販売経費 を織 り込む必要 がある。

さて,こ の普通 の見積 り方式 は,太 き左問題点 を含ん でい る。見積 りの基本 となるの は,こ

のプ ログラムについて

(1)大 体 のプ ログ ラムの大 きさの見当

(2)大 体 の困難さの見当

をつける ことで ある。 これ が正 しく行 なわれれば,あ との手順 は,一 般 に認めやすい形式 たの

で.問 題はない。.上記 の2つ の見当 は,経 験を積んだプ ログ ラマーであれば,か た り正 確につ

け ることができるといわれてい るが,か 宏 り主観 的な ものである。

通常,次 の ような手順で,プ ログラムの大きさの見当 をつける。

(1)こ れ か ら開発すべ きプログ ラム と類似 したプ ログ ラムが,も しあれば,そ の大 きさを調

べ る。

② 開発すべ きプログ ラムの仕様 と,そ の類似 プ ログ ラムの仕様 との差異 を明 らか にする。

③ その差異 が,プ ログ ラムの大 きさに,ど の ように影響す るか を考える。

た とえば,一 部 の新 らしい機能 の追 加であるのか,全 体 的 に機能や性能 を,改 善 また は

簡単化す るものなのか等。

(4)こ の結果 を,プ ログ ラムの大 きさの上 で,何%と 見 るか を考 えてみる。

⑤ もし,類 似 したプ ログラムが,全 然 たい ならば,そ のプ ログ ラムの構成 を,で きるだ け

細分化 してみる。細分化 されたモジュールは なるべ く均等 と思われる程度 に分割する。

(6)大 体 の大 きさを見当 づけ うる程度 に細分化 された仕様 をもったモジ ュールになったなら

ば,各 モジ ュールの平均 的な大 きさを推定 して,そ れ に,モ ジ ュールの個数 を乗 じて全体

の推定値 とす る。

こうして作 られた見当が;正 しいか どうかを決 めるための,決 め手 とい うものは たい。

プ ログ ラムの大 きさが決まったあ との,マ ンパワーの推定方法 や,計 算機時 間の推定方法 とバ

して,第4-8表 の ような数字がある。

この数字 は,今 後.ソ フ トウエア開発 の手順 を,統 計 的に解析 してゆくにつれて,次 第に確

度の高い もめに整備 され るもの と考え られ る。
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第4-8表 プ ログラマの生産性

(年 間に生産で きるプ ログ ラムの大 きさ とプログラムの種類 との関係。

これは.プ ログラムのエ ラー を完全 に取 りのぞき,完 全 な文書化 を行たうため

の時間 も考 えた上 での平 均生産 ステ ップ数である。)

IBMUsθrs(昭 和43年1月10日 号)よ り修飾引用

4・3・4別 な見積 りの手 法

あるアイデアを考 えついた とき,そ れ を文章化す るの に要す る時 間をt、 とし,そ れ をプ ロ

グ ラムの形にまとめる時間をt2と す る と,t2とt1と の間には,次 の ような関係があると

考 え られ る。

t2-t、 ・f(t、)

ただ し,文 章は,す べ て客観 的に記述されている もの としてお よそ,プ ログ ラムす るために

あいまい た言葉,た とえば,「 似 てい る 」とか,「 適当な 」とか,「 充分大 きな」などとい う

言 葉を含んでいない もの とす る。

fの 形は,常 数 ま・たはt、 の一 次式 と考 え られるが,こ の形 は,具 体的 な研究 によって定 め

られねば ならない。 この ∫の形 をきめられれば,プ ログラムを作 らな くて も,か なりよい見積

りを得 られるであろう。現時点 での小規模 な経験に よれば,f(t、)は,文 章 の質 に よって変

化 する常数 で,お よそ5～20ぐ らいの値 を もっているようである。

なお,す べ てが客観的 な記述 とす る以前の段階 として,通 常 の用語に よって,プ ログラムに

対 して,か な り明解な指示を与 える文章 を作 る もの とし,そ の指示 を作 る時間を ㌔ とす る と,

toとt1と の比は,お よそ,数 十倍 とい う値 がでるで あろう。

この ような関係 が明 らか とな り,推 定 の確度 が明 らかになれば,た とえば,toか らt2を

*1)簡 単 な応用プ ログラムなど,見 通 しの よV・,・単純 なプログラミング

*2)す で に,技 術的には基本 が確立 してい るもの,た とえば,よ くわかったコンパイラの作

製,分 類併合プ ログ ラムの作製 など。

*3)技 術的 に未知 なもの をプ ログ ラムす る場合。
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推定で きるたらば,労 力 としては全体の数百分の1の 作業 を してみ ることによって,全 体 を想

定 できることになる。 ノ

この種の簡便 な見積 り法の欠点 は,あ る要因 が全体 のコス トを左右す るかの ように扱 われ る

た め,そ の要因の確度が,直 ちに全体 の確度になった り,要 因 と全体 との相関が,安 定 してい る

るか どうかが,重 要 な問題 であるに も拘 らず,論 理的 た保 証な しで(た だ統計的 な裏づけだけで)

そ れを容認せねば た らぬ とい う点 である。

　

これ に対 して,SDCが 行 なっている研究は,コ ス トの決定 に関与する要因 と,そ の要因の影響

を,統 計的に把握 しようとす る点では,新 味は ないが,多 くの要因 をと りあげてい るの で,一 つ

の要 因の見積 り確度 に,多 少の疑問があ っても,他 の要因を正 しく見積 ることがで きれば,全 体

としては安定 した値を得 られるので,い わば本格的 な見積 り方式で ある。

この紹介は省略す るが,約]00種 の要因にっいて,1966年 までに,169個 のプ ログ ラム

を分析 して,そ のプログラムに適合す る,要 因 と八 月,要 因 と計算機使用時間,要 因 と経過時間

に対す る,相 関方程式 を作 ってい る。

また,プ ログ ラムの種別 を分類 して,各 々のサブグループご とに同様の相関方程式 を作 ってい

る。 この方程式の各々は,12～14種 程 度の要因で作 られてk・り,お もしろい ことに,プ ログ

ラムの命令総数 などは除外.され てお り,各 要因の値は,推 定 しやすい形 に整理 され ている。

この種の研究は,も っ と広 く行 たわれ,作 られた相関方程式 を,実 際にあてはめた場合の適中

の模様た ども公表 され るべ きで ある。 なお,こ のSDOの 研究に よる相関式を,そ のままある例

にあてはめて見たが,4・3・5節 の見積方式 とは あま り一致 しなかった。実 際の結果 はまだわ

か らないので批評する ことはで きない。プ ログラムの開発手順 と,そ の見積 りに関する研究は,

今 後5～7年 間に,著 しく進む もの と考え られ る。

4・3・5ソ フ トウエアの生産性

ソフ トウエアの生産性 を高め るためには,次 の ようない くつかの方向がある。

(1)担 当す るプ ログ ラマの経験 を深 める。

全 く新 しい テーマを担当 した ときと,す でに経験のあるテーマを担当 した ときとでは,似 た問

題の場合に,分 析 と設計の段階で,2倍 乃 至4倍 の生産性の向上が見 られ る。(第4-8表 参照)

② 作業用言語 をわか りやす くす る。

アセンブラ言語 でプログ ラムを組む場 合 とコンパイ ラ言語でプログラムを組む場合 とを比べ る

*た と え ばManagementhandbOOkfOrthe
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と,大 体 において,1日 平 均のコーデ ィングステ ップ数は,あ ま り変 らないようである。

しか し,コ ンパ イラ言語 で書 くと,同 じ内容のアセ ンブ ラ言 語のプ ログ ラムよ りも,2分 の

1た い しは3分 の1の ステ ップ数で,表 現できるか ら,コ ンパイ ラ言 語で書 くと,ア センブ ラ

言語で書 くよ りも,cユericaユWOr'kの 場 合は生産性が,2～3倍 上昇す ることになる。

もし,内 容 のある場 合で も,コ ンパイ ラで書 く方 が,50%～100%の 能率上昇を もた らすであ

ろう〔

この例は,本 来,ア センブ ラ向 きの場合を,PL/エ で書いた場合の ことであって,ふ つ うの

応用 プラグラムの ように,本 来 がコンパ イラ言語向きの問題の場合は,こ の比率は もっ と大 き

くなるで あろう。た とえば,本 来FORTRAN向 きのプログ ラムにおいては,ア センブラ言語

で書 く場 合の3分 の1～5分 の1ぐ らいの大 きさをもってい るで あろ う。計算尺の複雑 た場合

には,ア センブラ言 語で書 くときの10分 の1ぐ らいに小さ くな るで あろう。

⑤ 既成のプ ログ ラムを利用す る。

いわゆる書 き写 しに近 い作業,ほ とん ど頭を使わずに済むプ ログラムは,通 常の(オ リジナ

リテ ィを必要 とす る場 合の)プ ログラムとくらべて,5～10倍 も楽であ り,し たがって既製

のプ ログ ラムを,そ のまま機械的にコピイする ことができな くて も,頭 を使わず に利用できれ

ば,見 かけのプログラムの大 きさによらず,か な り速 くプ ログ ラムを作れ る。

また,オ リジナルを,コ ンパイ ラ言 語で書い ておいて,そ れ を必要 な所だけ,与 え られた機

械向 きのアセンブラ言語 に書 き直す方法 によって,全 体 の手 間 を大 き く省いて,し か も,か な

り効率 のよいプログ ラムを供給す ることがで きる。(効 率 に大 き く利 く部分は,意 外 に少 ない

のが普 通であるか ら。)

(4)デ バ 。グ用の ソフ トウエアの充実

デバ ッグに使 う計算機の,ソ フ トウエアがそろ ってい るか どうかは,デ バ ッグの能率を大 き

く左右する。

た とえば,原 始的 なダ ンプ リス トだけ しかない ような状態 と,任 意 の時点 に,任 意の部分の

トレー スを,能 率 よく行 なうことがで きる状態 を考 えてみて も,そ の差は明 らかである。

カー ド・テープ・デ ィスクパ ・久 プ リン トなどの媒体変 換,コ ー ド変換 のプ ログラムや,

*c■ θriCaユWOrkで は,コ ー デ ィ ン グ は ス テ ッ プ数 に比 例 す る か ら コ ン パ イ ラ で100

ス テ ップ の もの と,ア セ ン ブ ラ で100ス テ ップ の もの は,同 じ く らい の 手 間 で あ る。 内 容 の

あ る もの で は,コ ン パ イ ラで100ス テ ップ の もの と,ア セ ン ブ ラで,100ス テ ップ(っ ま り

コ ン パ イ ラで は20～30ス テ ップ)の もの で は,コ ン パ イ ラの100ス テ ップ の 方 が 密 度 が 濃

い だ け に 時 間 が か か る 。 し か し,そ れ は 大 した こ とは な い 程 度 で あ ろ う。
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カー ドの部分差 し換え と同等 の ことを,テ ープやデ ィスクなどにっい て行たえるか どうか,な

ども,能 率 に大 き く利 いて くる。

特 にデバ ッグ用 とい うのでは たいが,ア センブルや コンパイルの時 間が速いか どうか も太 き

た問題 であるし,い つで も計 算機 が使えるか どうかに至 っては,能 率 と直結 した大問題であ り,

TSSの 機 能があるか どうか,あ るいは,OSが,い かにうま く運用 され ているか,な どに も

関係 した点で ある。

⑤ 文 書 化

　
プ ログラム作成者 が,途 中で交替する と,能 率 が10分 の1に 低 下す るという。 もし,プ ロ

グラムに関する充分 た説明 を与 えるため の文書がなければ,交 替 は,途 方 もない損失 をもた ら

すで あろ う。

文書化 のための訓練や,方 式の樹立 と励行 とは,生 産性 向上のための,地 味ながら重要 な手

段で ある。我国 では,人 の交替 とい う問題が,あ ま り発生 しないため に,文 書化 は,あ くまで

も将来 の保守 や,仕 様の拡張,変 更 などにおける,生 産性の向上 のための問題 である と受取 ら

れ勝 ちであるが,今 後,プ ログラマーの流動性が増す可能性,シ ステ ムの規 模が大 きくなるた

めに,ど こかでだれかが作業 を続け られ な くなることの可能性 な どが あるので,真 剣 に考 えね

ば たらない。

文書化 を正 しく励 行すると,デ バ ックまでの準備 に落 ちが なくな り,デ バ ックが能 率 よく推

進 で きる点 も,大 切 な点で ある。

文書化 のため に,そ れを容易 とす るソフ トウエアを開発 す ることによって,全 体的 な生産性

を高 めることがで きる。 た とえ ば,流 れ図の自動製図,文 書の編集の 自動化,プ ログラムの 自

動編集 と註の挿入,文 書の自動登録 と配布システム正規文書の形式の 自動検定,な どが実用化

されつつ ある。5～7年 後 においては,文 書化関連のシステムは,重 要 なシステム として必須

化 しているであろ う。

㈲ 検 査用 のデータの集積

プログ ラムの検 査 を,能 率 よく行 な うためには,系 統だ った検査用 データを,あ らか じめ,

充分検 討の上,用 意 しておかねばな らない。 これが用意 されていれば,検 査後,も しなにかの

修正 をした ときに ぶ そ のデー タを全部通 してみて,そ の修正が正 しかったことを,手 順 よく

確認で きる。

コンパ イラな どの検査 のためには,文 法にあった標準的な プログラムと,人 間が犯すと考え

*D.H.Brandon;ManagθmentStandar(lsforDa七aProcθ 日sing

(VanNosvrand発 行)
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られるあらゆる誤 りをも りこんだ,検 査用のプ ログラム とを,充 分 に用意 せねばな らない。 こ

れ らは,次 第に整備 され てお り,検 査は,数 年前か ら見 ると,格 段 に能率 よくなった。 これ と

同様の ことは,分 類プ ログラム,各 種の変換プ ログラム,応 用 ソフ トウエア などに も行 なわれ

てお り,5年 後 には,基 本的 ソフ トウエアのための,標 準的な検査デー タが整備され,そ の一

部 は,ソ フ トウエアの評価のために も利用 され るもの と思われ る。

の そ の 他

この他,プ ログ ラムチームの管理,ス ケジュールのた て方,計 算機 のわ りあての方法,あ る

いは,仕 様 を明確 な人工言語で記述す ることによって,誤 をた くす ことなど,い ろいろの手 段

が考え られる。

この ようた,生 産性向上の方 向を,す べ て着実 に追 ってゆ くことによって,5～7年 後 には

現在のレベルの ソフ トウエアについ ては,現 在 の3倍 以上の生産性 を確保 する ことは容易 であ

ると考え られ る。 しか しその ころには,現 在 よ りも,は るかに要求 の難か しいソフ トウエアに

ついて,そ の生産性 を高め るための努 力が,続 けられてい ることであろ う。

4・3・6ハ ー ドウエア生産方式 との対比

ソフ トウエアについて も,ハ ー ドウエアの製造 と対比 させて,設 計,製 造設計,部 品手配,

部 品生産,組 立 て,検 査,試 験 という順序 を考 えて見 る ことはできる。

設計は,ア ナ リシスであ り,製 造設計は,流 れ図の作成,部 品設計は,論 理的 なプログ ラム

とハー ドウエア との対応つげ,た とえば,主 記憶装置 のわ りつ けな ど,具 体的 な内容 を も りこ

んだ,サ ブプ ログラムの作成,部 品の手配や生産は,カ ー ドパンチ,組 立 ては,サ ブプログ ラ

ムの結 合検査は,外 観検査,プ ログ ラムシー トとの よみ合せ,机 上 のデバ ッグな ど,試 験は,

計 算機を使 ってのデバ ッギングである。

この ような対応 づけがで きるの で,ハ ー ドウエアの生産 に関係 す る人 々 と,ソ フ トウエ アの

生産 に関係す る人 々との対応 づけ も考 え られ てい る。

簡単 にいえば,ハ ー ドウエアの場 合は,設 計,製 造,試 験 の5者 が分離 してteり,ソ フ トウ

エアでは,プ ログ ラマー と,パ ンチ ャー とオペ レータとを,こ の5者 に対応 づけて,再 編成 し

ては どうか という考え方 が ある。

通常は,プ ログラマーを3分 して,設 計担当のプ ログ ラマー(ア ナ リス ト)と,製 造担当の

プ ログラマー(コ ーダー)と,試 験担 当の プログ ラマー(試 験係)と に分け,パ ンチ ャーは,

プ ログ ラマーとは別部 門であるが,分 類す'るならば製造担当に,ま た,オ ペレータ も分類 とし

ては試験係 に編入 する。
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米国においては,ア ナリス トとコーダー(こ れ を狭義のプ ログ ラマー と呼 ぶ)は,給 与体系

も別になっているようであ る。 『

この ように,プ ログラマーを分け ると,よ い点 としては,

(1)各 職種 が独立す るか ら,熟 練 しやすい。

② 文書化が,自 然 に行 なわれ る。

(3、 責 任が明確になるので管理 しやすい。

また,欠 点 としては,・ ●

(1)日 本 の場合,ア ナリス ト希望が多 くて他の職種の士気を高 め るための措置 が必要 か もし

れない。

② 文書化 しないで済む所 も文 書化せねば な らない。

⑤ 全体的な責任 という考 え方 がな くな るか もしれない。た とえば・明 らかに流れ図が間違

っていて も,そ のままコーデ ィングすべ きである という事がおきるであろ う。

ソフ トウエアの場 合,誰 も知 らぬ うちに,そ の内容を1人 のプ ログ ラマが変 えられる とい う

ことのた めに,管 理上,問 題 を起 しやすい とされてい るが,こ の ように設計,製 造.試 験 を分

離すると,そ のような ことはできな くなる。そ こで,も し,設 計上に何か少さな変更 があ って

も充分 に管理 できるようにな る。

ソフ トウエアの開発 では,製 作 といって もすべて頭脳労働 であるか ら,手 作業 の ような代替

性がない。そ こで,設 計者 が,自 ら製作者 を兼ね る方が有利だ とい う考え方 もある。 また,む

つか しいソフ トウエアの場合には,設 計 の労力 と製作(コ ーデ ィング)の 労力 との比率は,3

対1程 度 になることもある。(通 常は,製 作の労力は,設 計の労力 の50～70%で あ る。)

す なわ ち,設 計の労力の方が,製 作 の労力 より も,か なり大 きいか ら,製 作を分離 して もつま

らない とい う考 え方 もある。

現状では,こ の分離を充分 行な っている所は,も しあってもごく少数 である と考 え られ る。

5～7年 後 の傾 向 としては.も し,今 日の米 国の ようになる ものならば,ア ナ リズ トとプ ログ

ラマの分離 とい うことになるが,米 国では10年 以 前 でも,現 在 と似 た形 であ った ことか ら見

て,こ の点 では,米 国の形を追 ってい るとは思えない。

むしろ,我 国では,中 学卒業者 が減少 して高校卒業者が増え,並 行 して大学卒業者 も増えて

い る点か ら考え ると,プ ログ ラマ志望者は,大 体 において同質の人 々が集 まる もの と想定 され

る。

したがって,我 国では,も し設計 ・製作 ・試験 にプログラマを5分 して も,こ れは 同質 の人
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々を,経 験年数な どの関係で分けた もの とな り,っ ま り,1つ の職種で,長 い間働 くとい うよ

りも.次 々と,職 種が移 っていって,最 終的には,ア ナ リス トとして定着する とい う形 が,と

られ る もの と思われ る。

現在 で も一つのチ ームの 中では,こ の ような形 にな ってい るが,そ の ようなチームの集合を

設計 グループ,製 作 グループ,試 験 グループ に再編成す ることが,我 国で広 く採用され るか ど

　

うかは,チ ーム人数 が,も ともと大 き くない所 が多いだけに疑問であろう。

しか し,ハ ー ドウエアのメーカ㌔の場合には,す でに,こ の再編 成方式 の利点 に気付いてい

て,こ れの採用を してい るところもあ り,全 体的 な生産性 とい う利点 か らいえぱ.設 計 ・製作

・試験の形を とるべ きであろうと考え られるので .一 部 には,採 用されて好結果 を生む例 も見

られ るであろう。

4・5・7プ ログラマの管理 の重要性

プ ログ ラマ といえど も,特 別 な人間 とい うわけではないか ら.そ の管理 にっいての一般 的な

法則は,人 間関係 や集団にっいて の,す でに よく研究 されてい る法則 が,そ のまま適用 され る

であろ う。

ここでは,特 に,プ ログ ラミング という作業 にっいて考え,5～7年 後について,そ の考え

を延長 してみ る。

プ ログ ラミングは,頭 脳労働であるか ら,働 いてい るか どうか が,は たか らみていたのでは,

よ くわか らない。 また,能 率があがってい るのか どうかもわか りに くい。

そ こで,ど うや って,プ ログ ラマの現状を把握す るか とい うことが問題 になる。 これは,単

に・プログラマの作業状況を知 る.こと自体が 目的なのではな くて,プ ログ ラマに対 して,も し

必要な らば,早 目に,適 切な助言 を した り,適 当な処置 を とれ ることを目的 としてい ることは・

い うまで もない。熟練 したプ ログラマの場合には,ほ とん どない ことであるが,未 熟 なプ ログ

ラマの中には,当 然,上 司に報告 すべ き状態 であ るに もかかわ らず,ひ とりで苦心 していて,

そのために,日 数 が どん どん経過 して しま うこ とがあ る。 この ような ことのない ように,報 告

のシステムを,よ く訓練 しなけれ ばな らない が,そ れ と同時に,仮 に,報 告 がお くれて も,問

題 がお きてい るこ とを,管 理者に,早 目に気づかせ る ようなシステ ムは,大 切 な ものである。

チームが働いてい ると,最 初の うちは,だ れか1人 がお くれて も,チ ームとしては 目立たな

いが.や がてプ ログラムの結合を始める時期 が くる.と,お くれた人の影響は,は っ きり と表 に

*米 国 でぱ,1事 業 所 で数十人以上 のプ ログ ラマーを もっている ところ.が,か な り存在 して

い る。
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でるが,そ の時 には,も う打 つ手 がない。た とえば,そ の人を交替 させ ることはもちろん,そ

の人 に、 だれかをつける ことに して も,急 には どうしようもない。そ こで,チ ーム全体 が,ス

ケジュールを変更 した り,ま た手明 きができた りして,大 き く損 を して しまう。

また,も し,チ ーム全体 が,ア 様 にお くれてい るな らば,チ ー ム内 での乱れはな いが,事 は,

ますます重大 とな る。そ こで,ス ケジ ュールの苦 くれは,す ぐにそれ を検出 して,何 かの処置

をしなければな らない。

4・3・8管 理情報 の報告 システ ム

通常行 なわれてい る報告 システムは,定 期的報告を義務づけ るもの,た とえば,月 報,週 報,

日報な どを,書 式 を きめて提出させ るもの と,何 かの活動 に伴 う伝票などを,報 告の代 りに利

用する,不 定期的報告 とがあ る。

定期的報告は,習 慣 づけす ることと,仮 に特報 すべ きものがな くて も報告書は提 出する とい

う点 が大切である。おそ らく,長 期の開発に関 しては,週 報が最適 であろ う。

伝票を整理する と,活 動 が表面 に出る。伝票 の内容 は,カ ードさん孔の依頼 と計算機使用,

他 に,残 業の 申請 または報告があ る。

カー ドさん孔 が,同 一プ ログ ラムで,く り返 し出てい る時は,何 かのや り直 しを してい るこ 層

とを表 わ しており,ま た,計 算機時間は,そ の量,頻 度,時 間帯 な どを見 て,プ ログラム進行

の状 況をチ ェックすべ きか どうか を知 るたすげ とな る。

残業 も,チ ームの平 均,全 プ ログラマの平均 と比較 してみると,特 に注 目すべ き場合 がわか

る。

伝票活動 は,そ の開始 の時期 が,最 初 の予定 とくらべ て,お くれているか どうかを注意 して

お くべ きであ る。

この他 に,文 書化 の推進 によって,早 期に活動の状況を知 ることができる。た とえば、 プロ

グラムの内部 仕様を文書化す ることに,1週 間のお くれがあれば,そ のお くれは,全 体 のスケ

ジュールで,5～20人 週 のお くれを もた らす であろ う。つま り,5人 の チー ムぞ1週 間～4

週 間のお くれ を確実に生ず るであ ろ う。 もし,そ の内部 仕様を,1人 で書 いてい るのではな く

て,チ ーム全員 で作ってい るのであれば,1週 間 のお くれは,5～20週 間 のお くれを引 きお

こす と考え られ る。

この ような ことがお きたな らば,計 画その ものの正 しさか ら,再 検討 して,必 要な手を打っ

て ゆかねばな らない。

あいまいな点をの こしたまま,作 業 をすすめることもあ るが,き め られ ることは,つ ま らぬ
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ことで も,早 目に きめねば な らない。 あいまいな ままに残 して もよい ものは,内 容 が困難 であ

って,し かも,分 担の境界に関係のないものでな ければな らない。文書 の内容をチ ェック して・

見かけのスケジ ュール と,実 質 のスケジ ュール とを,よ く見 わけなければ な らない。

文書化 が進 まなげれば,た とえば,計 算機を使 えないという形 の制約をっけ ることに よって

文書化の重要性 を,習 慣 として定着 させ る こともできる。本 末てん とうにな らぬ ように して,

習慣 として身につけさせ ることが重要 である。

4・5・95～7年 後の管理 システム`

ソ フ トウエアの工程を,PERTで 行 な うという試み も,す でに,我 国で行なわれてい るが,

5～7年 後 には,大 規模 なソフ トウエア生産 の場 では,こ の種の管理 システムが採用 され るこ

とが,普 通 とな るであろ う。

機械化す ることに よって,特 に注意すべ きものだけを,機 械的に とり出す ことがで き,管 理

者 が重要な点 に,集 中できる ことが,こ の種 システムのね らいである。 また,機 械化 のために,

わ りきった報告が必要 となるので端的な評価 を,プ ログ ラマ自身が試み るようにな る。

また,伝 票 についても,そ の管理 を,単 に経理的観点か ら集 計するの でな く,プ ログラマの

進度管理の観点か ら,計 量す るように変 ってゆ くと考え られ る。

他 方,計 算機時間の管理 に も,計 算機 が使われ る。た とえば,米 国の社会保 険庁な どでは,

エBM360/65を5セ 。 ト,エBM7080を5セ ・ トなどをは じめ,大 小あわせて26台 の計

算機を,バ ルチモアのセンターに拾いてい るが・ ここでエBM360/30 .を1台,時 間管理用に

専用 している。 この ようにrプ ログラム完成に必要 な資材の管理 に,計 算機を使ってゆ く傾向

は,管 理対象の規模増大 とともに強 まるであろ う。(こ の例 のように,1台 の 計算機を専用す

るか,あ るいは,TSSの1台 の端末 を専用するかは,大 きな問題ではない。)

この種の,機 械的な管理手 段の他 に,プ ログラマの環境 についても,も っと人間工学的な配

慮 が考え られてい るであろう。た とえば,各 個人 の勤務時間,勤 務場 所,計 算機の使い方 につ

いて,も っと,個 人 の特性 に合っ、た システムが考 えられるであろう。

集団的なチームワーク と,規 則的な勤務 条件を好まないプ ログラマーがい ること、と,ま た,

そ の種のプログ ラマーの中には,か な り優秀な人 がい るとい うことは事実であるが,そ の逆 に,

規 則的な勤務 の仕方を好 むプログ ラマーも多数 いる とい うこと。個室 での作業 を好 むもの も,

好 まぬ ものもい るとい うこど,ま た,自 分が好む条件が満足 され るな らば,他 人 と異な った条

件で もよら と考える人 々と,自 分の好みは一応 もってい るが,そ れ よりも,全 体 との一致を大

切にす る人々 とがいる。 このよ うな,プ ログラマの集団を,ど の ようなチームに組むべ きか?
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また,プ ログラマの中には,面 白いテーマであれば,一 生懸命に,誰 も見ていな ぐて も仕事

を してゆ くとい うタイプの入 が多い。 しか し,面 白いかどうか に関係な く,仕 事は仕事 として,

キ チン と処理 して ゆく人 もい る。

この逆 に,面 白味がまだわか らない とい う人 もい る。できるだけ,す べての人が,自 分 の仕

事 に興 味 と魅 力を感ずる ように,仕 事を配分 し,ス ケジュール してゆくには,ど う した らよい

か?

この ような難か しい問題 に対 して,5～7年 で,完 全な解決ができるとは,と て も思えな い

が,次 の ような点 で,今 よりも良い状態にな る可能性がある。

白)機 械的な作業が減 って くる。

(2)新 ら しい分野 が出現 し,プ ログラマの対象業務 が広 がって くる。

ぽ プ ログ ラマご とに,適 当な負荷 が,計 量で きるようにな り,負 担が大 きす ぎた りす るた

めの,意 欲低 下は減 って くる。

(4)リ ーダーの層 が厚 くな り,適 当 な指 導が得 られやす くなる。

この ような諸点 を,重 要な問題 として,取 り上げてゆ くこと自体が,現 在 よりもよい状 況を

っ くり出 してゆ くことになるであろ う。

4・3・105.～7年 後 の ソフ トウエ ア価格

ソフ トウエアの生産性についての第3-8表 の考え方 はあまり変 るものではな く,つ ま り,

新 らしいプ ログラムの開発 は何年た っても,そ んな に能率 よ く行なわれるもの ではあるまい。

しか し,現 在未知 の分野 も,や がては確立 された技術 とされる ようになり,ま た,現 在す でに

確立 された技術の応用 にす ぎない分野の ものは,や がては見通 しのよい,単 純 なプ ログラム と

して扱 われ るようになる と思われる。

この後者 の方向は,プ ログラムの 自動製作技 術の推進,文 書化技術などの努力な しでは進展

困難 であろ うが,こ れ は充分見 こみのある道である。

そ こで,現 在知 られ てい るソフ トウエアの開発 は数年後には数分の1の コス トで行なわれて

といって よい。

市場 の広 さも拡大 され るから,ソ フ トウエアのパ ッケージの価格 は現行の価格 の%に な る と

思われ る。

もちろん,5～7年 後には ソフ トウエアの機 能 と性能に ついての要求が高ま るであろ う。そ

の ような高度の ソフ トウエアの開発のためには,む しろ現在の最高度のソフ トウエア よりも高

い コス トを必要 とすると思われ る。
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い いかえる と,ソ フ トウエアの価格 の巾はかな り広 い ものにな るであろ う。

一例 として,現 在すでに確 立された技術 と見 られているFORTRANコ ンパイラの価格は,3

万 ドルか ら20万 ドル といわれているが,こ れは5.～7年 後 には3,000ド ル か ら供給 され る

と思われ る。

上限は特別 な性能を もたせ る場合な ど,10方 ドル以上の価格になるであろ う。

　

また.別 な例 として大規模 な ファイルシステムについて考 えてみ ると,現 在はその開発は未

知の部分が多 く,し たがってそ の開発 には数百万 ドルを要す るのが普通 と考 え られ る。

しか し,こ れ も,一 度その開発 が完 成 した後で,再 び類似の システムを開発す るな らば,お

そ らく百万 ドル以下で開発 できるであろ う。そ こで,現 在は困難だ とされてい るシステ ム,た

とえば フ ァイル システム,TSS,マ ル チプ ロセサの制御 システムな ども,5、 ～7年 後 には安

定 した技 術 として扱われることにな り,コ ス トも現在 の見積 りの数分 の1に な るであろ う。

4・4よ り将来 の展望

目を10年 ～20年 先 に転 じてみ よう。その とき,ソ フ トウエアは どのように発達 してい る

であろうか。?

ま ず考え られ ることは,そ の ときには,ソ フ トウエ アも,ハ ドウエア も,ま った く問題にな

らな くな って しまっており,い わゆる効用Cu七iユi七 ア)だ けが意識 されているであろ う。丁

度,今 日,我 々は,電 力,ガ ス,水 道,電 話,テ レ ビ,ラ ジオのいずれにおいても,そ の効用

と,身 近かなハー ドウエアにっいてだけを意 識 しているように,情 報処理 を一つの効用 として

認識 してい るであろ う。

次に考え られ る ことは,ハ ー ドウエア とソフ トウエア とが,コ ンパク トにま とまった,一 つ

の小さい システムを,多 くの人 が占有 してい る とい う状況であ る。た とえば 自家発電装置,プ

ロ!くンガス・井戸な どのように・あるいは・公共交通機関に対する自家用車の ように・個人が

誰 にも煩わ されずに,効 用を占有す るという形があ る。 このためには,安 いコス トのハー ドウ

エアの提供 が必要 であるが,そ の見込みは,あ る程 度,現 実的になって きた。一般 の効用の多

くが,公 共利用 と私的 占有 との共存であ るこ とか ら,情 報処理 におい ても,公 共 システム と私

*小 規模な ものは,既 製の管理プ ログ ラムの下 で動 かす が,大 規模な ものは,そ のファイル

システム向 きの管理 プログラムを持つ ものがあ る。 どのような応用 のためのシステ ムであ る

かに ょって,そ のソフ トウエアコス トは,大 巾に変動す るので,ソ フ トウエア開発費用が

10万 ドル級 の ファイル システ ムもあれば,数 千万 ドル以上 のファイルシステムも考 えられ

る。
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o

的 システムとの共存が続 くと1見るのが妥当であろう。

この時点 で,シ ステムの内容,す なわ ち,ハ ー ドウエア とソフ トウエアが どうな ってい るか

を,考 えて見 ることは困難である。 ソフ トウエアは,自 己学習機構に よって・急速 にその内容

を改 良し,学 習方式そのもの も,新 しい学習に よって変 更 しているか も知 れいからであ る。

ハー ドウエアも,生 物学的なエレメン トを採用 してい るか も知れない し,ソ フ トウエア との

区別 もな くなっているか も知 れない。
　

しか しまた,意 外に遅 い進みを認め ることになるかもしれ ない。た とえば,あ る本 をみて も

20年 後 に,あ る人は,学 習機能 の十 中八九が解決 され る と考え,あ る人は とて も難 か しい と

考えてい るが,楽 観的な人 でも,計 算 機に本当の意 味で創造性を備え させよう としてみた とこ

ろでいろいろな理 由か らそんな試 みは結局全部失敗 してしまうであろ うといっている。

実際,人 間の思考は個人 の頭脳内では速 いが,チ ー ムとしての思考 は遅 くて不完全であ り,

しか もチームの大 きさには限界があ るのであまりにも大規模 な,思 考 の奥行 きの深 いテーマに

対 しては個人 の力でも,チ ームの力で も,僅 か10年 ぐらいで解決す ることは できない と思わ

れる。

したがって,現 在 と本質的に変 らないであろうとす る方 が,確 実 な予想であ ろう。

*「 二 十 年 後 の 世 界1」

ナ イ ジ ェル コ ー ル ダ 一 編,赤 木 昭 夫,須 之 部 淑 男 訳 の185.ペ ー ジ か ら200ペ ー ジ

ー91一



'



送

章

伝

5

タ

第

一デ



'

工 こ



5、 デ ー タ 伝 送

5・1将 来 必要 とされるデータ伝送速度

データ処 理技術の発展に ともない,デ ータ伝送の対象 となる情報量は増大し,デ ー タ処 理シ

ステムはますます大規模な ものとな ることが予想され る。

国内においては,現 在 までに1,200ビ ッ ト/秒 以下の各種速度寿 よび2,400ビ ッ ト/秒 のデ

ータ伝送速度が実用化されてい る
。 之 を利用面か らみ ると,い ずれの速度に関 して もオン ライ

ン ・デー タ通信 システ ムを構成する端末 装置 として,あ るいは端末 装置相互間の通 信用 として

用 いられ る。即 ち,200ビ ッ ト/秒 以下の速度は主 として紙 テープ送受信,キ ーボー ドプ リン

タに よる会話通 信,帳 票通信等 に用 い られ,200ビ ッ ト/秒 以上1 ,200ビ ット/秒 以下のデー

タ伝送速度は,紙 テープの送受信,高 速度印字受 信等,オ ンライン ・ター ミナル的な使用法,

お よびGRロ デ イスプレイ装置等 に利用 され る。 さらに,2 ,400ビ ッ ト/秒 のデー タ伝送速度は

オン ライン ・ター ミナ ル的な利用方法 のほか,磁 気テープ伝送,CRTデ ィス プレイ装置等へ の

利用 が期待 され る。今後,デ ー タ処理 シス テムがますます発展す ることは十分予想され ること

であ り,必 然的に処理装置相互間を高速度データ伝送回線で結ぶ事等,処 理装置 周辺 の諸装置

(例 えば,磁 気テープ装置,磁 気デ ィスク等)の 有す る高速性を損 な うことな ぐ,極 めて効率

良 くデータ伝送回線 を介 して接続 したい とい う要求が生 じて くることと思われる。 さし当 って

要求 され る高速度の限界 としては処理装置相互 間を接続す る際 の転送速度 を考え て赴けば十分

で あろうか ら,そ の面か ら必要 な速度 を検討す ると次の ようにな る。

川 磁気テープ装置

現在,磁 気テー プ装置の転送速 度は 速い もので150キ ロバイ ト/秒 であるか ら,こ れ を通

信 速度にす ると1.2メ ガ ビッ ト/秒 とな る。

② 処理装置 のチ ャネルの転送速度

転送速度を/67メ ガバイ ト/秒 とすると,通 信速度は15 .4メ ガ ビッ ト/秒 となる。

第5-1図 お よび第5-1表 にデータ伝送回線構成の1例 と,速 度 とその利用 種別 を示す。
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第5-1図 データ伝送回線構成の1例
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第5-1表 音声帯域内のデータ伝送速度 とその利用種別

通 信 速 度

200ビ ッ ト/秒

1,200ビ ッ ト/秒

2,400ビ ッ ト/秒

4,800ビ ッ ト/秒

使 用 さ れ る 端 末 装 置 の 種 類

プ

リ

ン

タ

キ
ー

ボ
ー
ド

5・2高 速度 データ伝送技術

5・2・1音 声帯域 回線におけ る高速度デ ータ伝送技術

伝送帯域幅0,3～3.4KHzの 音 声帯域回線 におけ る伝送速度 としては,理 想的伝 送路 を対

象 として,変 調速度 と信号速度が等 しい場 合を考え ると,変 調速度は,6,200ボ ー/秒 を超え

ることができない ことは通信理論に よって良 く知 られてい るところで ある。

国内においては,之 までデータ信号速度1,200ビ ッ ト/秒 までの通信速度 を周波数変調方 式

に より実用化 して来 た。理論的 には,6,200ボ ー/秒 までの変調速度が実現可能 であるに も拘

らず,実 際 の伝送回線の諸特性(周 波数特性,群 遅延歪特性,雑 音特性等)は 理想的ではない

から,周 波数変調方式 の ように変調速度(ボ ー/秒),と デ ータ信号速度(ビ ッ ト/秒)が 等

しい変調方式 においては,1,200ビ ッ ト/秒 のデータ伝送速度が上 限と考え られ,CCITT

の 勧告において も,周 波数変調方式は1,200ビ ッ ト/秒 以下のデータ伝送速度に適用 されてい

る。

この ように,変 調速度 とデータ信号速度 とが等 しい変調方 式を採用す る限 り音声帯域回線の

回線特 性か ら考 えて1,200ビ ッ ト/秒 のデータ伝送速度 が上 限とな るので,こ の帯域幅 でさ ら
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に高速のデータ伝送速度 を得 るためには,1回 の変復調 に対応 して複数のデー タ信号 の送受信

が可能な変復調方式を採用す るこ とが必要 とな って ぐる。

国内に拾いては,2,400ビ ッ ト/秒 のデー タ伝送速度が この考え により4位 相変調方式 を採

用 して既に実用化 されている。 即 ち,1回 の 変復調 に4つ の位相の状態 を対応 させ る。信号 は

㌔0の2種 類で あるから,そ れを2つ ずつ組合せ て各 々の位相の状態に対応させ る。 この対

応を第5-2表 に示す。

音声帯域回線 に赴いて今後,近 い うちに実用化 され る高速度デー タ伝送速度 としては,

4,800ビ ッ ト/秒 の速度があ り,現 在,日 本 電信電話公社において45年 度 を目途に,実 用化

の作業がすすめ られてい る。

第5-2表 位 相の状態とデー タ信号 との組合せ対応表

このほか,さ らに高速度 の回線 としては,9 ,600ビ ッ ト/秒 が考え られるが,こ の可能性 に

ついて も現在検 討がすすめ られ てい る。 この速度に関 しては ,も し音声帯域 回線 内で実現不可

能な場合 には音声帯域回線5回 線分 に相当す る帯域でサー ビスされ る こととなるであろ う。

この ように,音 声帯域回線 を用 いて高速度データ伝送を実現す るためには,1,200ビ ッ ト/

秒 以下のデータ伝送速度 に対 して採用 して来た周波数変調方式 に代 って位 相変調方式 を採用す

ることが必要 とな る。 これ を,使 用者側の立場 からみた場合,こ の両者の大 きな違いは,周 波

数変調方式 を採用 したデ ータ伝 送回線にかけ る変調速度は,端 末装置が必要 とす る最高速度 ま

での任意の速度が選 べる(こ の ような変復調装置 をTranSparentな 変 復調装置 と称する)の

に対 して,位 相変 調方式を採用 したデー タ伝送 回線では1回 の変調 に対 して複数 個の信号 を対

応させ るため,変 復調装置 とデータ宅内装置 との間で,タ イミングの授受を行 な って同期 をと

る必要 がある。

現在,国 内で実用化 された方式 では内部 同期方式 を採用 して細 り,従 って この同期用 パルス

は変復調装置側か ら供給されているので端末装置側 で任意の速度を選ぶ ことは できない。(こ

の ような変復調装置 をN。n-Transparentな 変復調装置 と称する)
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第5-3表 に音声帯域回線 を使用す るデータ伝送速度 を一覧表 として示す。

第5-5表 音 声帯域回線に赴けるデータ伝送速度

データ伝送速度 変 調 方 式 記 事

1,200ビ ヅ ト/秒 以 下 周波数変調方式 実 用 化 済

2,400ビ ッ ト/秒 位 相変 調方式 実 用 化 済

4,800ビ ッ ト/秒 位相変調方式 実 用 化 中

9600ピ ッ ト/秒 検 討'中

5・2・2広 帯域回線におけ る高速度データ伝送技術

データ伝送の伝送路 として使用され る通信回線は,電 話回線を主体 として設計 されて来 た も

のであり,多 重回線群 も一定の群別で構成されている。 従って,デ ータ伝送 にお・いて必要 とす

る速度を決定す る際 には・ この群構成 を十分考慮 して最適の速度 を選定 する必要 がある。 第5

-4表 に データ伝送回線 として適用可能 な通信回線の伝送帯域幅 と可能なデ ータ伝送速度 との

関係 を示す。

一方
,デ ータ伝送用諸装置の必要 とす る高速デー タ伝送速度は,第1表 に示 した範 囲の もの

であると予想され る。 第5-5表 に データ伝送速度 とデータ伝送用語装置 との対応を示す。

国内における広帯域回 線 を利用 した高速度データ伝送回線の実用化 は,現 在積極的にその検

討 が行 なわれており,目 下48キ ロ ビッ ト/秒 の速度 に関 して45年 度 を目途に,日 本電信電

話公社の手 により実用化がすすめ られてい る。 この方式に関 しては,既 に国際 的にもCCITT

にお いて勧告(案)が 作成 されてお り,そ の方式に準処 している。 さらに,そ れ以上 の速度 に

関 しては,ひ きつづいて,240キ ロ ビッ ト/秒,500キ ロ ビッ ト/秒 等 について,実 用化

の ための検 討がすす められてい く予定 である。 ・
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第5-4表 通信路帯域 とデータ伝送速度の関係

通 信 速 度
伝'送 路

FDiM方 式
も

PGM方'式

・4
,800ビ ッ ト/秒

4KH。

(音 声帯域1GH)
音声帯域1CH
,

9600ビ ッ ト/秒

12kHz

(前 群;音 声帯域5GH)

一

48キ ロビ ッ ト/秒

「

48KHZ

(群;音 声帯域12CH)

240HPOM

24rキ 叱 ・ト/秒
240:K且z

(超 群;音 声帯域60CH)

24CHPCM

・・。キ ・ビ・晦
480KH!

(音 声 帯域1200H)

24GHPCM

'

t2メ
.ガ ビ ・ ト/秒

1,200KHz

(主 群 ・蹄 域… 曲)

'

24GHPGM

Z87メ ガ ビ ット/秒 1,200HPOM

15フ4メ ガ ビット/秒

馳

2・・40『HP。M
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第5-5表 広帯域回線におけるデータ伝送速度とその利用種別

通 信 速 度

48 キ ロ ビッ ト/秒

240 キ ロ ビッ ト/秒

500 キ ロビット/秒

1.2メ ガ ビtiト/秒

Z87メ ガ ビッ ト/秒

15.74メ ガ ビ ッ ト/秒

使 用 さ
,れ る 端 末 装 置 の 種 類

'

磁

気

テ

ー

プ

伝

送

装

置

処

理

装

置

相

互

間

の

伝

装

5・3デ ー タ伝送技術 に関する海外の動向

5・3・1CCITTの 動 向

5.」.1.1概 要

データ処 理とデータ伝送は 同一基礎技術に立脚 してい るだけでな く,業 務上 においてそれぞ

.れ 不可分 な相補 的関係 を持 ってい る。 しかしなが らこの両者 に赴け る技術革新度には相当な差

が認め られ る。 すなわ ちデータ伝送の母体である通信事業は,そ の公共性広域性 とい う特性の

ため施設が巨大 とな ることより新技術の導入は漸進的とな らざるを得 ず,ま た常に現存 システ
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ムとの統合 を考慮 しな くては新技術の適用 も簡単 に許されない。

現在国際間にかい ては専用線形態でのデー タ伝送または高速度 メ ッセー ジ伝送が主 となって

滞 り,ま たデータ伝送交換網 も同様 に専用 交換網 として若干 サー ビスが提供され ているとい う

実情 であ り,後 者のサー ビスは未 だ赤字経営 で今後相当の期間この状態が続 くもの と予想され

る。

以上9理 由から・ 将来 の国際 間の データ伝送技 術は概 して前節までに述 べられた国 内網 にお

けるデータ伝送技術に時には遅れ るこ ともあろ うが,大 体追随 してい くことになろ う。 したが

って これか らの記述においては あ る程 度重複が存在するかも知れないが,国 際間の 動向を総合

的に眺めてみ よう。

OCITT(国 際電信電話諮 問委員会)で は主 として一般回線網(交 換回線)vatsけ る通 信

速度1,200ビ ット/秒 までのデータ伝送に関 する種 々の問題について大体標準化勧告 を完了 し

たところである。専用線に赴けるデータ伝送に関 しては余 り標準化 を急いで赴 らず
,む しろ現

状で標準化を急 ぎ過 ぎるとデータ伝送技術の発展を阻害するかもしれない との配慮 をしてい る。

かか る立場でCCITTが 今 後のデー一夕伝 送に対 して当面 してい る主要問題 または技術動 向を

支 配す ると考え られ る項 目は次の もの と認め られ る。

〔1)200ビ ッ ト/秒 までの電信形回線交換網

②1,200ビ ッ ト/秒 を超え る高速度データ伝送

(5)広 帯域回線に赴けるデータ伝送お よび40～50キ ロ ビッ ト/秒 伝送交換網

(4)再 伝送方式(蓄 積交換)

⑤ データ,電 報,模 写,電 話等に対する統合通信網

なお,今 日までに設定 されたデー タ伝送関係のccエTT勧 告 を参考のため第4_6表 に示

す。
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第5-6表 GOITT勧 告 一 覧

(1968年 末現 在)

項

目
題 名

1

高速伝送

との関連

V1 バイナ リ表示 シグナル と2進 状態 コー ドの有意状態 の対比 ○

V2 電話回線へのデータ伝送電力レベル ○ ・

V3 国際 アル ファベ ッ トN。5 ○

V4 アル ファベッ トNo5に 対する符号構成

Vlo 50ボ ー データ伝送に対するテレックス網の使用方法

VlI テレックス網で自動起呼及び応答

V13 ア ン サ ー パ ック ・ コー ド ・ シ ュ ミ レ一 夕

.

V21 電話 回線に使用 する200ボ ー モデム

V22 一般電話交換網での同期データ伝送の変 調及び信号速度 ○

V23 一般 電話交換網用600/1 ,200ボ ー モデム

V24 インター フェースの機能 と特性 ○

V25 一般電話交換網 での 自動起呼応答手順

V26 四線式専 用回線で の2、400ピ ッ ト/秒 モデ ム ○

V30 電話回線での並列データ伝送

V35 60～108KHz群 帯 域回線での48キ ロ ビッ ト/秒 データ伝送 ○

V40 電気機械装置の誤 り ○

Vρ サイク リック ・コー ド誤 り制御 ○

V50 データ伝送品質限界の標準 ○

V51 データ伝送用国際電話回線の保守組織 ○

V52 データ伝送用歪および誤り測定装置の特性 ○

V53 データ伝送用電話回線の保守限界 ○

V55 データ伝送用インパルス性雑音測定器 ○

A20 データ伝送に関する他の国際組織との協同研究 ○

(注:○ 印 関連 あり)
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5・3・1・2200ビ ッ ト/秒 までの電信形回線交換網

現在のテ レックス交換網 ば未 だ発展拡大 を続けてい る実情で あるが,50ビ ッ ト/秒 とい う

低い通信速度,5単 位 符号専用お よび半2重 通信方式な どとい う根本 的制約 より,デ ータ伝送

には余 り歓迎 され ないシステ ムで ある。 この ため現在の印刷 電信機器技 術の応用 と端末に

MODENを 必 要 としない電信形回線構成で可能であ る。200ビ ッ ト/秒 までのデーータ伝送

用の交換網は,当 面 してい るデー タ伝送需要 に対 し最 も現実的経済的な システ ムではなかろ う

かと考え られ,す でに面 ドイツにおいては このサー ビスの提供が開始 され各国の注 目をあびて

いる。

しか しながら,こ の交換網は現存のテ レヅクス交換網 と別個に設立 しなければならない こと

と,ま たデー タ伝送 としては200ビ ッ ト/秒 を超え る速度の ものが本格的需要になるとの予

想 も否定 出来 ない ことよりこのサ ー ビスを国際間に標準化す ることは比較的困難が考え られる。

この問題は 国内網 に赴けるこの 種サー ビスの必要度 と関連す るが,技 術的には異 なる通信速

度のシステムまたは電信 形回線 と電話形回線 などの相互接続の可能化 に依存 していると言える。

後者にっいては 改めて述べ る。

5・3・1・31,200ビ ッ ト/秒 を超える高速度データ伝送%tSよ び広帯域伝送

前述の如 く一般電話回線網 を主体 とする分 野においては1,200ビ ッ ト/秒 以下 のデータ伝

送の諸問題 を一応標 準化 し,こ の分野 については若干活動 が緩慢 とな るであろ う。 したがって

1,200ビ ッ ト/秒 を超え るデータ伝送については専用線サー ビス分野に対 し関心が積極的 と

なろ う。 また これ らの結果 を一般交換網 に適用 する努力が当然 続け られ ることも擬 わない。

この方面に赴いて確定的な もの としては2,400ビ ッ ト/秒 のデータ伝送がある。 これは

MODEMに4相 の位相変調 を使用 しDlbitと い う符号2単 位分 でその位相変化量 を決定す

る。 また位相変復調 については差堂同期方法 が有利 と結論が得 られてい る。 この方法はさ らに

比較的容 易に3,600ビ ・ ト/秒,4,800ビ ッ ト/秒,7,200ビ ッ ト/秒 の通信速度へ発

展す ることを考慮 しつ つあ り,出 来れば9,600ビ ッ ト/秒 まで もとい う意欲 も存在する。

上記の高速度化技 術は2元 符号すなわち2値 で表わされ る状 態が伝送路上の信号状態 である

ことが大体 原則 となってい るが,伝 送路は必ずし も2値 条件の みに限定 され る必要はないので,

3値,4値 とい う多値の信号 を利 用 しての高速度伝送 も種 々実用 に移 され るであろ う。

データ処理が要求す るデー タ伝送速度の最高値 を簡単 に限定す ることは許 されない。 この た

めこれ までの一定 の帯域 巾例えば音声帯の4KHz巾 を如何に有効に利用 しよ うか とい うことよ

りの高速度化 よ り,む しろ本質 的に高速度デー タ伝送のためには必要 とされ る十分な帯域 巾を
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提供 出来 る広帯域回線の規格化を急 ぐことになって きた。

広帯域 回線の帯域 巾としては種 々な ものが想定 され るが,伝 送路構成技 術上 よりは搬送電話

多重方式に白ける規準化単位 としての群単位 すなわち,48KHz帯 域 巾がまず対象 となる。現

在 この広帯域回線では40.8キ ロ ビット/秒 がす でに一部 では実用 されているが,規 格化 とし

ては残留側帯波方 式での48キ ロ ビッ ト/秒bよ び72キ ロ ビッ ト/秒 などが取b上 げ られ て

い る。 これ に続 く広帯域回線 はやは り超群単位 としての240KHz帯 域内である。

これ らの広帯域 回線は コンピュータ相互間の直接データ伝送の用途に も十分対処可 能となろ

う。

一方
,広 範 囲な使用便宜上 よりは,'例 えば,

デ ータ と電 信の伝送

データ と通話の伝送

データ とファク シミルの伝送

等の ように,使 用形態に応 じて分割 して使用す ることを要求され ることが考えられる。 これ に

対処するためには,周 波数分割技術乃至時分割技術が存在するので,技 術的 にはそれほ ど困難

はないが,通 信回線 の伝送特 性を十分考慮に入れて分割装置 を設計 する必要があり,従 って,

一 般的サー ビスとして標準化することにはなお検討 の余地がある。

また,高 帯域回線の交換網が必要 とな ることも大 きな課題 で今後真剣 に取 り上げ られるであ

ろ ワ。

5・ ろ・1・4再 伝送方式(蓄 積交換)

信 号の伝送は本来,信 号(ま たはその意義を少し拡大 して情報)を そ のまま正しい伝達す る

ことを意味す る。 すなわちデータ伝送に溶いては何時いか なる場合に も,そ のデータ内容 やタ

イ ミングを修正 しないで端末か ら端末 への伝送することが重要である。

この原則は両端末 を直接 固定接続 している場合にはそめまま成立す る。 また一方交換網構

もこの原則遂行を唯一 の目標 とし,ま た技術上 の困難性 もあって交換装置に回線交換接続機能

のみに大部分 が設計 されてい る。 しかしデータ処理の多方面への拡大利用 に従い,種 々特殊な

便宜も要請され,特 に次の事項 についてはデータ伝送途上 で解決ナる必要性が増 してい る。

川 異 な る通信速 度,ま たは異なる符号 を使用す る端末 間の相互接続。

② 多 重宛名,放 送,会 議 な どと関連する同時多数へ の伝送。

(3)中 継 線鉛 よび特 に相手端末 の話中な どの場合には起呼側の要求に より交換側で一時代理

受信 を行 ない,責 任 をもって後刻 それ を被呼側 に送達す る。
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ζの ような要求は,従 来技 術的困難のため敬遠 され ていたが,全 く高度 の機能 を発揮 出来 る

電子式交換装置 も実用段階 に達し,ま た複雑 な交換機能 の制御には電子計算機 システム自体の

実用 も開発されて きた現在においては,交 換装置側で データの一時蓄積 を行 な う再伝送方式 の

交換網を設立 する ことに より,こ れ らの諸要求 を比較的容 易に満足す ることが出来 る。 この場

合伝送 され る情報 自体 には本質的変更や処理は行 なわれない。 デー タ伝送網 に赴け る再伝送方

式の導入 の検 討が行なわれ るであろ う。特 に国際間においては,中 継線が貴重 な存 在であ り,

再 伝送方式は この中継線の使用効率 を高め るので興味が持 たれてい る。

5・5・1・5統 合通信網方式

前節においては異 な る通信速度 や符号の問題 を取 りあげ たが,電 子計算機 の入 出力信号 は今

後ますます多様化 に進み,電 信信号すなわちデジタル信号 のみでな くアナ ログ信号 もまた重要

なデータ媒体 として使用され る。

どんな使用条件 の端末 にも対応 可能なデー タ伝送網 を設立す ること,ま た他方各種用途別 と

して分割損 を生ず る効率的でない通 信網経営を避ける ことが最 も基本的条件であ るが,こ れま

では単 に理想 として考え られていたが,今 やパルス コー ド変調(PCM)技 術 や電子計 算機技

術な どの確立 に より統合通信網 とい うデータ,音 声,フ ァクシ ミリ,テ レビその他種々の用途

に何等制 約を与え ず共通 に自由に使用 出来 る回線網設立 も可能の見通 しが得 られるところ とな

った。 この種 回線網 の成立に より,国 際間のデータ伝送にも飛躍的革新が もた らされ るであろ

う。

5・3・2米 国な どに赴ける高速 度データ伝送技 術

5・5・2・1広 帯 域回線で のデー タ伝送

今 後の高速度デー タ伝送の技術は広帯域回線を対象に して進展す る。音 声帯域 すなわち

4KHz巾 を超える帯域 の回線は広帯域回線 と言 ってもよいであろ うが,前 述の如 ぐ標準的 に

は群帯域 の48KHz巾 や 超群帯域の240KHz巾 の ものが考慮 される。 現在,広 帯域回線 の用

途としては,磁 気テー プ相互間または電子計算機 相互間のデー タ伝送や,新 聞関係 の高速 ファ

クシ ミリ伝送が存在する。 国際間においては大西洋上 の通信衛星を経 て欧米間で40.8キ ロ ビ

ッ ト/秒 のデータ伝送が試行 的に実施 されてい る外,米 国内の広帯域回線 サー ビスがカナダに

延長 されているな どで国 内でのサー ビス状況 に較 べて相当遅れ てい るが次第に増加 しつつあ る。

48KHz帯 域 回線の諸元を参考 として第5-7表 に示 して%い た。データ伝送技術士,如 何

なる変調方式を標準 とするか相当多 くの議論 が存在 したが,多 位相変調は同期方式の ものに限

定 され るので,フ ァクシ ミリな どの非 同期方 式の信号伝送 も可能で あり,ま た多重 レベル(多
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値)伝 送に 上り一層の高速度化 も見込 まれ,装 置 自体 も比較的簡易 とな ることな どより,残 留

側帯波方式(VSB:Ves七igユalideBand)を 採 用するところ となっている。

高速度伝送には高品質の伝送路 が必要であ り,伝 送路の特性補償,瞬 断 インパルス性雑音,

位 相の急変等の規正 が望まれる。 広帯域伝送については大西洋衛星系での実績 よbAT&Tが

回線設計 の基礎 としてい る特性 を第5-8表 に示す。

国際的にはパ イロッ ト信号の規準 も未だ合意に達 していないな ど問題が残って為 り,特 に将

来一般的広帯域回線交換網 の国際的設定にはかなり時 期を要す る問題が多いので この種サー ビ

スの具体化 に検討研究が集 中す るであろ う。

第5-7表60、fO8KHz帯 域 に よる48キ ロビット/秒

端末装置の主な特性

入 出 力 信 号 矩形複流バイナリ直列信号

伝 送 速 度 同 期 式48,000±1ビ ッ ト/秒

九

変 調 方 式 残留損帰 波振幅変調方式

D搬 送 波,10.OI(Hz±2Hz

iD信 号 レベル,-5dBmo

iiDパ イ ロットレベル,信 号 レベル よ り9dB減

iv)パ イ ロッ トの 位 相 同 期,±0、04ラ デ ア ン 以 内

電 話 打 合 使 用帯域60、108KHzの うち104～108KHzを 電話打 合回線 とする

隣接 チ ャンネル
'

1.5～58.5KHz又 は105.5～178.5KHzへ の 漏 洩 一60dB皿0以 下

への影響 (3KHz巾)。 ま た,上 記帯 域 よりの60～108KHz帯 域 への漏 洩

一40dBmO以 下(3KHz巾)

そ の 他 10408ま た は104.14KHzに 基 礎群パ イロッ トを伝送 する設備 を有す

る こ と。

注:次 の伝送 も必要に応 じ可能 とする。

)

)

a

b

同期式40,800±1ビ ッ ト/秒

白黒 ファクシ ミリ伝送の調歩同期のた めの20～200ミ リセカン ド長の

エ レメン ト
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第5-8表48K且z広 帯域 データ回線の特性

(ATTに おける技術 目標値)

中 央 局 間 中 央 局 と 利 用 者 間

損失 。周波数特性 65、100KHz間2dB」 以F勺

データセッ トの周波数帯域 内で

2dB以 内

群 遅 延 歪
上記帯域内偏差±15μSec以 内

スロープ15μsec以 内

上記帯域内偏差 ±5μs『ec以 内

ス ロープ5μsec以 内

雑 音 54dBRNO(平 坦) 50dBRNO(平 坦)

イ ンパ ルス 雑 音

77dBRNO.(∫ 月旦)を 越える

回数45回 以下/50分

同左

90回 以下/30分

単周波信号 成 分 一44dB皿0以 下 一50dBmO以 下

5・3・2・2米 国に赴ける状 況

(1)AT&丁 会 社

1961年 よ り専用 線サー ビスの一種 として,テ ルパック ・サービス(Telpak:

Teleco皿municationPackageService)と い う呼称で,48KHz,96KHz,

240KHz,960KHzの4種 の広 帯域回線 の提供を開始 した。 しかし,米 国内料金制度上

の問題 より,現 在では この うち48KHzと96KHz帯 域のサー ビスは廃止 してい る。 このサ

ー ビスにおいては
,利 用 者は 自己の賃貸 した広帯域回線 を単一通信 路として使用することだ

けでな く,使 用 目的に応 じ電話 や電信の回線群 に帯域を分割使用す ることが出来 る。 ただ し,

回線分割のための端末設備はAT&Tが 提 供す る。

高速度データ伝送 として現在 よく専用 され てい る広帯域回線は48KHz帯 域 の もので,こ

れにはMODEM301-Bを 提 供しているが,こ れは相変調方式 で通信速度40.8キ ロ

ビッ ト/秒 の もので ある。

今後の広帯域回線用にはMODEM30ろ －Aシ リーズが開発されてお り,こ れは

4KHzの 音声帯 域の整数倍 の帯域利用 に対応 し,同 期,非 同期の何れに も,ま た音声サー ビ

スチ ャンネル付加 な ども考 慮 して設計 されているが,代 表通信 速度 としては19.2キ ロ ビッ
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ト/秒,50キ ロ ビ ッ ト/秒,200キ ロ ビ ッ ト/秒,230.4キ ロ ビッ ト/秒,250キ

ロ ビ ッ ト/秒 が あ る。 参 考 と して この シ リー ズ を 第5-9表 お よ び 第5-10表 に示 して あ

る 。

第5-9表 デ ー タ セ ッ ト305Aモ デ ル シ ョ ッ プ の 一 覧 表

デ ー タ セ ッ トコ ー ド

(M。deユsh。P)

速 度 ② 同期 非同期
受信器低減炉

波器の状態川
通過 ブ ロック

X303A10A(M10) ・半 群 非 同 期 50% －

X503A1『OB(M10) 半 群 同 期 50% 内 部

X505A20A(M10) 群 非 同 期 50% －

X503A20B(M10) 群 同 期 50% 内 部

X503A20σ(M10) 群 非 同 .期 100% －

X50ろA20D(M10) 群 同 期 100% 内 部

X303A30A(M10) 超 群 非 同 期 50% －

X303A30B(M10) 超 群 同 期 50% 内 部

K303A30C(M10) 超 群 非 同 期 100% －

X303A30D(M10) 超 群 同 期 100% 内 部

X503A20A(M11) 群 非 同 期 50% －

X503A10B(M12) 半 群 同 期 50% 内 部

X303A10E(M15) 半 群 同 期 50% 内 部

注(1)Cosinrolloffの 値 で,100%は 帯 域制限のないT1搬 送 とか中

継Cableの 場 合で50%は 帯 域制限あ る場合で搬送装置を使用す る場

合 である。

② 半群は最高19.2KB/S群 は最高50KB/S超 群 は最高250

KB/S
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第5-10表 デ ー タ セ ッ ト303Aシ リー ズ の 性 能

項 目 内 容

データ信号速度 半君羊192KB/S

群50.OKB/S

超 群200.OKB/S250KB/S

"230,4KB/S

直列デ ータモー ド 非同期(フ ァキシミル伝送す)

同期

交互使用

送信クロック 内部'

外部

再 生 受信側のみ

送受信側

エネルギ ー分散 ス ク ランプ リング

線路信号 微分された両極ベースバ ン ド

VSB(半 群)

信号波形整形 帯域制限(NL搬 送 路)

帯域師 長な し(T1中 継(sbb))

加入者 インターフェイス 輔

不平衡

(注)非 同 期式は ファキシミル伝送 に も使 用出来る。
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②W.U.会 社

この通信会社 では音声用でな く記録通信用 として建設 した75 ,00マ イルC・cra'よぶ 大陸横

断マイク ロウェーブ回線 と,ベ ル ・システム よリワシン トンーア トランタ間その他一部の区

間および市内部分を超群単位で借用 した回線などで,1964年 より広帯域回線交換網サー

ビスを開始 した。 現在,米 国内59都 市 寿 よびカナダの一部地方に至 る交換網 となってお り
,

2KHz,4KHz,8KHz,16KHzお よび48KHzの 回 線の交換サー ビスが提供されてい る
。

ただ し,8KHz,16 .KHz帯 域は未 だ完全サービスになっていないので広帯域回線 と しては

48KHz帯 が代表 となっている。 この交換網サー ビス をダ イヤル ・パック とも呼ん でtoリ プ

ッシュボタン式 の7桁 ダ イヤル(交 換局番号3桁,使 用帯域指定番号1桁,加 入者番号

3桁)で 加入者 と使用帯域が自由に選べ るようにな ってい る。 またこれ には 自動起呼
,自 動

応 答,よ り狭い帯域利用の端末 への接続,全 二重通信,デ ータ と音声の同時通信 なども可能

であるよ う配意されてtsり,端 末 のMODEMと して もAT&TのMODEMと の 互換性が

十分考慮されて いる。

(3)そ の 他

米国 には上記以外に多数の通信会 社があるのでそれぞ れデータ伝送サー ビスを提 供してい

る。 しか し・ このサー ビスの将来の動 向は前記 会社 が最 もよぐ表わ してい ると考え るのでこ ・

れ以上述 べないが,1.T .■T。 会社で開発されたInterpolatedDataandSPeech

伝 送 方式は少 し一般方式 と異 なってい るので も う一度 ここに取 り上 げてみ る。 現在 この方式

はデータ伝送 としては 高速度伝送 とは言え ない もの であ るが,音 声とデータの同時伝送 とい

う中継回線(又 は長距離回 線)の 使用効率 を高め る方式 であるため国際間な どでは特 殊な用

途 に対 して興味 ある方式 と言え る。'

電話 に よる会話 も一般 と同 じぐ必ず話の間合 いが あり,こ の ような通話 に存在す る沈黙時

間にデータ情報 を挿入 して,一 つの回線 を通話とデータ伝送に同時に利用 させる重畳方式で

ある。 すなわち音声を あらか じあ600ミ リセカン ドの間隔で磁気記憶装置に記憶させ ,パ

タン処理を行 なって,音 声情報が知覚に影響 しない区間 を抽 出 し,こ こにデータ信号 を挿入

伝送す る。 したが って会話者には音声 とデータの両方の信号 が送 られ るがデータ信号の影響

は十分少 ない よ う設計 されている。

他方,賃 貸サー ビス においては,1967年12月 よ り米国 の国際通信業者はF .C.C.

(連 邦通 信委 員会)よ り音声級専用回線を利用 者が 自営に よる端末 設備 を使用 して利用者 自

身が分割使用 出来 る業 務の提供 を認可 され たので,各 通信業 者 ともこの方 面のサー ビスを積
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極化 している。

英国ではいままで国際間では ファク シ ミリ1回 線 と電信3回 線までの程度の分割 自営 を認

めていたが,他 の国では殆ん どこのサー ビスを実施 していなか った。 しか し米国のこの状況

に対応す るため このサ ービスの検 討も進 展す るだ ろ う。

5・3・2・5欧 州 における状況

英 国 では48KHztsよ び240KHz帯 域 のサー ビスを開始 し'てい るが,と りわけて記 す特

徴がない と考え る。 特徴を持 っているものとしては19ア0年 代に実用 化を目指 している西 ド

イツのEDW1シ ス テムである。 この システムはテレックス,ヂ ェンテ ックス,ダ テックスお

よび広帯域網な どのすべ てのデジタル伝送網 を統合 する電子 式交換 システムで,電 話交換網 を

利用 して加入者がデータを伝送 する ことも可能にしてい る。 この システムに接続され る網 は,

伝送速度に従 って3つ のク ラス に分類 され,加 入 者からのすべての呼に対 し被呼加入者がク ラ

ス識別 符号 を返送する ことに より,ク ラス間 の誤接続が防止 され る。 このグルー プの一つに高

速度データ伝送 があ り,こ の中には,2,400ビ ッ ト/秒,4,800ビ ッ ト/秒,10キ ロ ビ

ッ ト/秒,50キ ロビッ ト/秒,250キ ロ ビヅ ト/秒 が計画 されてい る。

このEDW、 には低速度 から高速度 にわたる各種デジタル交換網 を統合する構想が結実 した

と認め られ る。

5・3・3国 際間での問題 の要約

国際間のデータ伝送技術につ いて は上述の ところで大体の傾向は諒解され ると考え るが,一

応要約 を記す ことにす る。

大陸内は もちうん のこと,大 陸間におい ても大洋横断 海底ケー ブル回線や通信衛 星回線に よ

り比較的容易に広帯域回線が設定 され るようになった今 日では,高 速度デー タ伝送に対 して特

別な技 術的困難は存在しな くなった と言え る。 もちろん 国際間の規 格標準化 の細部 については

いろいろ と問題 がないではないが,こ れ らは容 易に解決されるで あろ う。 む しろ今 後真剣に検

討れ るべ き本質的問題は,こ れ らの回線を端末 側 より如何に 自由な使い方 が出来 るか とい うこ

と,通 信速度な どが異なる システム間の相互接 続などを可能 にす ること,必 要な とき必要 な時

間使用 出来 る広帯域回線交換網 で あることな どであろ う。 これ らの国際間の 問題 も,回 線網 の

拡充が通 信媒体 よりの制 約を受けな くなった ことと,制 御その他に電子計算機技術を大 巾に応

用 することなど より,案 外解決 され ることが早い と予想 され る。
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6.情 報 処 理 網

6.1情 報 処理網 の現状と動向

6.1.1概 論

最近におげる情報の質 と量の重要性は,社 会経済機構の複雑化,広 域化に伴 ってます ます高
ト

まっている。特 にわが国では,全 面的な国際競 争を通 じての高度工業化,あ るいは労働 力の ひ

っ追等 による先進国経済への改編 など多くの問題を抱えてい る。これをの りきるために,企 業

内におけ る電子計算機の利用 も盛んで,現 在利用台数は西独 に次いで世界第3位 に ランクされ

てい る。 このようなし烈 な情報処理 の要求は次の各 項の ような要 因に原因があ るものと考え ら

れ る。

(1)官 公庁,企 業vaas・け る情報の統合 システ ムに関す る要請。

(2)科 学 技術の進歩 に不可欠な,膨 大、かつ複雑 な計算の必要性。

(3)情 報 の体系化と検 索の必要性。

(4)各 家庭,商 店,中 小企業等 における情報 の有効利用の必要性。
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表6-1オ ン ライン情報処理の適用業 務例

分 類 例 分 類 例

事 務 計 算 予 算 管 理
,

案 内 株 価 ニ ュ ー ス

財 産 管 理
'

職 業 紹 介

料 金 調 定 ニ ュ ー ス サ ー ビ ス

発 注 業 務 気 象 サ ー ビ ス

販 売 管 理 電 話 番 号 案 内

輸 送 計 画

在 庫 管 理

自 動 計 測

■

電 気 ・ ガ ス ・

水 道 検 針
ハ イ ウ エ イ

管 理 情 報

預 金 業 務 汚 染 情 報

為 替 交 換 遠 隔 制 御 発 送 電 系 制 御

保 険 証 券 工 場 生 産 制 御

徴 税'業 務 航 空 交 通 制 御

自動 車 登 録 業務 道 路 交 通 制 御

運転免許証業務 放送番組切替制御

信 用 取 引 業 務 通 信 網 制 御

(例 えばクレジ ット 自 動 植 字

カー ドに よ る もの) 操 作 場 制 御
、

科学 技術計算等 実 験 室 計 算 駐 車 場 管 理

設 計 計 算 医 療 血 液 銀 行 管 理

簡 易 計 算 病 院情 報 シ ステム

イ ン ク ワ イ ヤ リ 判 例 検 索 臨 床 記録 シ ステム

図 書 検 索 計算機による診断

特 許 管 理

犯 罪 捜 査

医 学 情 報 検 索

テ ィーチン グマ シン

予 約 座 席 予 約

旅 館 ・劇 場 予 約

貨 車 予 約
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表6-2専 用 線 によるオン ラインシステム

(昭 和45年6月 末)

利 用 状 況
業 務 種 別

シヌテム数 主 な ユ ー ザ 名

為 替 ・ 預 金 22 東海,三 井,住 友、 群馬,地 銀

株 式 取 引 2 日興 野村証券

販 売 ・在庫 ・生 産管 理 10 富士 フ イルム,東 洋工業,川 鉄

運 輸 管 理 1 名 鉄 運 輸

料 金 集 計 2 道 路 公 団

座 席 予 約 3 日航 全 日空,近 畿 日本 ソーリス ト

旅 行 関 係 メ ッ セ ー ジ 1 交 通 公 社

職 業 紹介 ・失 業保 険 1 労 働 省

流 通 管 理 1 東 京 都

技 術 計 算 2 三井造船 石川島播磨

計 45

以上のよ うな要請 に対 して,オ ンライン情報処理 システ ムが対 象 とす る適用業務の 内容は大

略表6-1の よ うになる。現在 までに利用 されているシステムについて,業 務別分類を行な う

と表6-2の とお りであ る。現状では金融 販売等の事務処理が大部分 を占めているが,情 報

処理技術 の進展に ともな って情報検索,医 療診断,教 育サー ビス,航 空管制,予 約サ ービスな

ど幅の広いひろが りをみせる もの と予想 される。 また タイム ・シェアリング技術 の発展ととも

に,多 くの利用者 が大型 の情報処理装置 を共同利用す ることも試み られてお り,次 第に需要 も

旺盛 になるもの と思われ ている。
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第6-3オ ン ライン情報処理シ ステムの現況

 

、

43.7.30現 在

回 線
専 用 者 名 対 象 業 務 開 通

年 月
近 鉄 座 席 予 約 35.10

日 本 航 空 〃 593

国 鉄 〃 592

東 海 銀 行 為 替 39フ

全 日 空 座 席 予 約 397

日 興 証 券 株 式 取 引 3912

三 井 銀 行 普 通 預 金 40.5

労 働 省 求人失業保険職業照会 40.4

富 士 写 真 フ イルム 在 庫 管 理 40.8

農 林 中 央 金 庫 為'替 40.9

八 十 二 銀 行 〃 40.11

静 岡 銀 行 〃 40.12

防 衛 庁 補 給 情 報 処 理 41.3

ト ヨ タ 自動 車 販 売 在 庫 ・販 売 管 理 41.5

岡 村 製 製 所 在 庫 管 理 41.7

大'西 衣 料 販 売 管 理 41.フ

東 洋 工 業 在 庫 ・販 売 管 理 41.8

平 和 相 互 銀 行 為 替 ・普 通 預 金 41.9

名 鉄 運 輸 運 輸 管 理 41.10

-

富 士 銀 行 普 通 預 金. 41.10

住 友 銀 行 為 替 ・ 普 通 預 金 41.11

東京産業信用金 庫 為 替 ・ 融 資 42.1

近 畿 日本 ツーリス ト 座 席 予 約 42.5

川 崎 製 鉄 生 産 管 理 425

駿 河 銀 行 為 替 42.5
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専 用 者 名 対 象 業 務
回 線
開 通
年 月

東 京 都 農 産 物 流 通 管 理 425

三 和 銀 行 為 替 427

八 千 代 信 用 金 庫 普 通 預 金 42.7

親 和 銀 行 為 替 42コ0

旭 硝 子 生 産 管 理 42.11

三 菱 レ イ ヨ ン 在 庫 ・販 売 管 理 42コ1

北 海 道 拓 殖 銀 行 為 替 42.12

中 国 銀 行 〃 431

三 井 造 船 技 術 計 算 45.1

倉 敷 レ イ ヨ ン 在 庫 ・販 売 管 理 43.2

日産 デ ィーゼ ル 工業 在 庫 管 理 43.3

横 浜 銀 行 為 替 423

石 川 島 播 磨 重 工 技 術 計 算 423

中 央 相 互 銀 行 為 替 42.5

日本道路公団 中央道) 料 金 集 計 43.4

〃(東 名道) 〃 454

野 村 証 券 株 式 取 引 43.4

日 本 勧 業 銀 行 普 通 預 金 43.5

京 都 銀 行 為 替 43.5

住 友 銀 行(大 阪) 為 替 普 通 預 金. 45.5

日 本 交 通 公 社 旅 行 関 係 メッセー ジ' 43.5

本 田 技 研 販 売 管 理 43.5

群 馬 銀 行 為 替 43.5

岩 手 銀 行 〃 43.6

山 口 銀 行 〃 45.6

全 国 地 方 銀 行 〃 4510
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6.1。2わ が国の現状

わが国vatsい て現在稼動中のオンライン情報処理システムは表6-3に 示 す とお りである。

対象業務 としては,諸 外国の例 と同じく列車,航 空機 の座席予約お よび金融機関におけ る為替

預金業務が初期の頃多か ったが,次 第 に製造工業の分野で も利用 されは じめていきている。 ま

たその規模 も一 企業 内のものか ら,国 家機関や同一企業 グルー プ内 における全国的な大規模 シ

ステムの計画が目立 ってきている。

回線の通信速度は50ピ ッ ト/秒,200ピ 。 ト/秒,1200ピ ッ ト/秒 の3種 類 が利用 で

きるが,2400ビ ッ ト/秒 回線 もサービス間近かであ り.多 彩 なオンライン情報処理が可能 と

な ってきた。

わが国のオン ラインシステ ムの現状の一例 として,労 働 省におけ る職業紹介用オンラインシ

ステム,NHKTOPlCSシ ステ ム等現在稼動 してい る5種 の システムについて以下 にそ

の概要をのべる。

6.1.2.1労 働 省職業紹介 システム

労働市場 セン タにおけ るオンライン システムは,全 国460の 公共職業安定所,46の 都

道府 県職業安手主務課 とセン タの処理装置 との間を専用線で接続 している。各部道府県の職

業安定 主務課 には集配信装置 をお き,管 内各安定所か らの回線 を集約 し,ま た札幌 ・仙台 ・

名古屋 ・大阪 ・広島 ・福岡の6都 道府県には 中継装置 をteい て50ビ ッ ト/秒 回線か ら,

1200ビ ッ ト/秒 回線 に乗せ かえてい る。

センタ装置 は図6-1に 示 す ように大型電子計算機(FAOOM230-50)を 出入 り

用の交換機の如 く使い,集 約 した データは別の大型電子計算機(UNIVAC1108)で

処理す る。

業務 処理の概要 はっ ぎの と由 りである。職業紹介関係.失 業保険関係の データは,端 末安

定所において各種 の届書か らさん孔 タイプ ライタによりデータ票を作成 し,端 末の控を とる

とともに作成 され た紙 テープを伝送装置 によりセンタに送信す る。失業保 険徴収関 係のデー

タは,各 都道府 県庁 において会計機 によ り紙テ ープを作成 し,セ ン タに送 信す る。

センタの処理装置は,送 信 され たデータを磁気テープに記録 し,通 信終了後 この磁気 テー

プを業務別に分類す る。 ここで人 手を介して以後の処理をUNIVA(計 算 機で行な う・処理

された結果は各端末 に伝送 される場合 と,郵 送され る場合 とがあ る。伝 送網を通して・一般

の連絡電文を送 ることがで きる。 セノタあての連絡電文 は,出 入 り側の計算機の高速印字装

置 に打出され る。 またあて先 コー ドによって,一 通の電文を地域 内あるいは全国的に送信す
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ることもできる。電文のチエ ・クは,セ ン タを通過す る際厳重 に行なわれ,電 文形式の誤 った も

のは直ち に発信端末 にその旨付加して返信する。伝送上の誤 りは,無 誤字伝送方式によって排除

され る。各端末の通信状況は随時高速 印字装置 に打出す ことができるので,そ の状況を把握す る

ことがで きる。

6.112.2NHK-TOPICSシ ス テム

この システムは,日 本放送協会(NHK)に お ける番組制作業務をオン ライン化 した もので,

編 成企画,.制 作,送 出進行,聴 視者動向,番 組情報な どを含んでいる。すなわち,番 組制作担 当

ゲル ープと制作実施 グル ープの間の複雑な情報交換処理を,計 算機で一元的に管理す るものであ

る。

このシ ステムの動作概要 を示すと,大 略つ ぎの とお りである。

番組制作担 当者 が.制 作に関する情報を入力す ると,主 計算機は これ らの情報を一番組単位 と

して処理 し,ス ケジュール計算 施設機 材,要 員の割 当,予 算見積 の算定 を行な う。要員,予 算

等の算定は,あ らかじめ登録された番組マ スタの指定制作 日程,予 算枠を参照 して行なわれ,処

理結果はフ ァイルに記録 される。 この フ ァイルは制作実施 部門 ごとにまとめ られ,作 業順 に分類

され てオン ライン ター ミナルに作業指示 として表 示され る。 また,各 フ ァイル に記録 された情報

を利用 し,プ ロセス計算機 を介して番組送出および制作 に必要な集中機器群(ビ デオテープレコ

ーダ,フ イルム プロジェクタなど)の 自動運転 スタジオおよび回線の接続交換,放 送系統 の切

替を制御 してい る。

なお,番 組制 作過程で計算機系 に判断できない事態が発生す ると,例 外処理事項 として通報 さ

れ人間の判断に まか され る。

システムの特長は,信 頼性を十分考慮 した こと,会 話方式 で操 作できる端末装置を豊富 にそろ

えた ことである。

システムの信頼度 としては,各 装置 の平均修理時間を1時 間以 内とした とき,次 のよ うに定 め

られてい る。

主 計 算 機 系MTBF1年 以 上

シ ス テ ム 中 断 許 容 時 間10分 以 内

プ ロ セ ス計 算 機 系MTBF10年 以 上

シ ス テ ム 中 断 許 容 時 間5秒 以 内

現在 までのところ,こ れ らは十分満足 されているといわれ ている。

会話形式で端末機か ら情報を授受す るために,こ の システムでは文字 デ ィスプレイ装置 と図形
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デ ィスプレイ装置は ライトペンを具えた21イ ン チの もの で,任 意の文字 と図形 を表示で きる。

これ らは番組総括 セン タに設置 されてお り,放 送番組の編成 ・制作 ・送出に関す る管理者の意

志決定を助けた り,指 令 を計算機 より必要方向に伝達す るの に使われている。

61.2.3.国 鉄 の座席予約システム

国鉄の座席予約 システムは,全 国 の主要駅や交通公社な どの 「み どりの窓 口」370ケ 所 と

地方の拠点にあ る販 売セン タとに端末装置約850台 を設置 し,主 要列車の座席券 寝台券の

予約販売に関す る業務 を処理 している。 中央の処理装置 はMARS-101'MARS-'1U2・

MARS-105・ と呼ばれ るもので,1,000本 に近 い列車の座席に関す る情報を管理す る

フ ァイルを もってい る。

この システムの特 長は,中 央処理装置 の主要部分を完 全に2重 化し,・常時並列運転す るいわ

ゆるデュアル方式を採用 していることである。 デュアル方式 は,2台 の処理装置 の結果を照合

できること,フ ァイルを2重 にもってい るので,一 方の内容 が破壊されて も他方のプ アイルか

ら容 易に回復で き,切 替時間を短縮 できるな どの長所を もってい る。 また フ アィルの障害に対

しては,こ れを 自動 回復す るプログラム(ARPS)も 開発 されている。

6.1.2.4国 鉄貨 物情報処理 システム

国鉄では,鉄 道貨 物輸送の横ばい状態に対処す るた め,42年4月 か ら地域間気行貨物列車

を運行 している。 この急行列車は貨 物の速達 と到着 日時の 明確化をね らった輸送方 式であ って

ヤー ド(鉄 道構内)で 貨物を分解 組成せず,主 要駅相互間を直接急行で結んでいる。 主要駅に

おいては急行列 車 と地域 内列車 との乗継 ぎを,あ らかじめ定 め られた計画 に従 って行 ない,特

殊な中継作業 によって待ち時間を短縮する。

この よ うに地域 間急行を販売 し,輸 送を円滑に行 な うためには空車手配,整 正作業(停 車駅

で貨車の解放作業 をや りゃす くす るた め連結順序を予め整える作業),継 送 作業,到 着予報等

多 くの情報 が必要 である。 この情報 の管理を迅速 正確 に行 ない,申 込受付業務 をス ピー ドア ッ

プするため に,電 子計 算機 を用いたオン ラインシステムの導 入が計画された のである。

本 システ ムの構成 は,図Aに 示す とお り,中 央 の処理装置(ユ ニバ 。クU-490)と 端 末

機(印 刷電信機RPT-・2)を50B/S回 線 で結 んでい る。45年10月 現 在,地 域間急行

列車は全国で168を 運 転され ているが,そ の うち86本 が このシステムで処理 され,成 果 を

あげている。
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図A地 域 間 急 行 貨 物 情 報 シ ステ ム

6'1・2・5銀 行 業 務 の オン ライン化

大量消費時代を迎えてい る昨今,銀 行業務は これ までの企業金 融中心か ら
,消 費者金 融の

拡大へ と移 行しつつある。 この傾向は,普 通銀行は もとよ り,信 託銀行 長期信用銀行,相

互銀行,信 用金庫等においても顕著 になってきている
。具体的 な業務 としては消費者金融の

拡大・ ル ジ ・ト ・か ドの普及洛 種料金の 自動 座 振酬 渡 等であ り
,こ の ように業務

が多様化 し・小 口取引が増大す る事に対処するため,最 近各銀行 では業務のオンラ イン化に

ょる集中処理体制の確立 が急速 にさけばれ ている
。

消費者金融の拡大は,昭 和40年 頃か ら本格化 してきた
○た とえば住 宅,自 動車,電 化製

品,ピ アノ等の購入 に際 して,メ ーカや デ ィラーと提携した消費者 ローン方式が とられ
,非

常な勢いで普及 してい る。全国銀行でみ た消費者金融残高は,40年12月 末 の599億 円
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に対 して、42年9月 末 には1,621億 円 に達 した といわれている。

クレジ ット・カー ドは消費者の間で次第にひろまってきている。銀行 がクレジ ット ・カー ド

業務 に進 出す る理 由としては,預 金 口座数が増 え,固 定客 が増大す ること,支 払われた金額 が

つねに銀行の中で回転す るため,口 座は違 って も預金 厚銀行 に滞留す ることであ る。

自動 口座振替度は,昭 和30年 に電信電話料金 について実施 したのを鳴矢とし,現 在税金,

社 会保険料 ガス ・水道 ・電力 ・電信電話等 の料金,NHK受 信料,公 団家賃な ど非常に広範

囲にわた ってい る。 これ らは各 消費者を相手 とした小 口の ものであるが,数 が多 くな るため取

扱総額 としてはかな りの高額 になることが期待 され ている。

以上 のよ うな小口業務 の増大 につれ て、 銀行事務は機械化の必要 性にせま られ たのである。

まずそのは じめは,営 業店,本 店等で会計機,電 動計算機等 が導入 されたが,次 第 に事務の集

中処理 の要望 が高 ま り,PCSを へ て電子計算機 によるバッチ処理 が行なわれる ようになった。

さ らに,電 子計算機の能力が向上 し,即 時処理の必要性が高 くなるにつれ,内 国為替のオンラ

イン化 が40年 ごろか らは じめ られたのであ る。そ して今 日,預 金,貸 付,為 替,当 座事務を

含 めた総合 オン ラインシステムの採用が,各 銀行 にとって必要 欠くべか らざるものとな って き

ている。

6.1.2.6全 国地方銀行 データ通信 システム ・

全国地方銀行協会に加盟して いる銀行は現在62行 あ り,そ の店舗総数は約4、100店 にの

ぼ っている。 これ ら各銀行相互間にわた る為替通信 の量は,近 年増加の一途をた どってお り,

これを正確かつ迅速に処理す るためにデータ通信 を利用することが協会内で熱望 され るにいた

り,本 システムの設計が電電公社に依頼 された。

セン タ装置 は東京の東銀座電 話局 に設置 され,全 国地 方銀行協会加盟の62行 内 にある代表

1店 舗 とセン タ間は専用線 で接続されている。各銀行はそれぞれ 自行内の通信網を もってい る

の で,紙 テープを媒介 にして接続す ることにより4 .100店 相互間の為替通信 が可能である。

接続図の一例を図6-2に 示 す。

サー ビスは43年10月 よ り開始 されたが,取 扱われ る業務はさしむ き地方銀行相互間の為

替通信およびその付帯業務 とし,つ ぎの4種 類 にわ けて処理される。

oブ リ コ ミ

Oト リ タテ

oイ ッ カ ツ

依頼人の預金口座から,受 取人の預金口座に対する振込の依頼内容(金 額

など)を 相手取扱銀行に通知するもの。

代金取立手形の入金報告あるいは不渡通知を個々に依頼銀行に行な うもの。

代金取立手形の入金報告または不渡通知を一括して取扱 うもの。
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。 ッゥシン 本 システムで取扱 う業務に関 して銀行相互間,あ るいは銀行 とセン タ間で

行なわれ る各種の連 絡 依頼通知,問 い合せ等を扱 うメッセージの送達。

中央の電子計算機は 」2050形(富 士通製品)を 基本 とした システムである。信頼性をあげ

るた め②系統(duplex)で 構 成され,オ ン ライン系が障害 となったときは,す みやかにオン

ライン系に切替え られ る。

各 加盟銀行内の店舗 におかれ る装置 は,DT-231形 デ ータ伝送装置 といい,世 界最初の

200ピ ・ ト/秒 プ リン タを実装 している。端末装置,中 央局 間の データ伝送はISOコ ー ド

で行 なわれ るため,本 端末装置 は必要 に応じて エSOコ ー ドに変換す る機能を有 している
。

な海,本 システムの運営は地方銀行協会が行ない,設 計,建 設,保 守は電電公社が行な って

いる。

6.1.3諸 外国の現状

ここでは オン ラ イン情報 処理の先駆者 的役割 りを果 した米国の現状についてのべる。米 国の

情報処理網は,そ の発展過 程vak・いてつぎの5段 階 にわけることができる。

第1段 階(1954～1959)は,軍 事 目的のた めにオン ラインシステムが開発された時代

で,電 子計算機網 とレーダ網を結んだSAGE防 空 システム等 はその代表的なもの であ る。

第2段 階(.1959・ 一一196.5)は,科 学 技 術 の た め に オ ン ラ イ ン シ ステ ム が 利 用 さ れ は じ め

た時代 でマサチ ュセ ッソ工科大学のMAGシ ステム,電 子計算機 メーカーの各種オンラインシ

ステムな どが有名であ る。

第5段 階(1965年 以 降)は,事 務処理 にオン ライン システムが活発に利用 され だした時

代で,経 営上 の意志決定のためのMIs計 画,さ らに政府 民間の広 い範 囲にわたる情報交換の

ための国内情報 システムな どが議論 され,実 行に移 された。表6-4に 米 国の商用 オン ライン

情報処理 システムの代表例 を示す。 この うち,ア レン ・バ ブコ ック計算会社,コ ムシェア社寺

の業務内容につい て概要をのべる。

6.1.3.1ア レン ・バ ブコ ック計算会社 ,

本 社は ロスアンゼル スにあり,RUSH(Re皿 。teUseofSharedHa「d-

ware)タ イ ムシェア リン グ ・システムとい う名 でサ ービスを販売してい る。

セン タはカ リフォルニア州のパロァル ト(1966年9月 開設)と ロスアノゼル ス(1967年

9月 開設)に あって,パ ロアル ト地域,ロ スアンゼル ス地域お よび ニューヨーク地域(ロ スア

ンゼル スへ接続)に サ ービスを提 供している。近 く東海岸 にセン タを開設する模様 であ る。

中央処理装置 は エBM360モ デル50Hを 使 用 してお り,大 容量記憶装置 として集 合磁気
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表6-4 米 国 の 商 用 オ ン ラ イ ン 情 報 処 理 シ ス テ ム の 例

会 社 名 計 算 機 会 話 言 語

デ ータ 宅

内 装 置

利 用者 数

最 低 月 額

料 金

使用時間(デ ー

タ宅内装置)あ

た りの平均料金

(1)

使 用 時間(処 、

理装置 、あた

り の 料 金

ユ ーザあた り

の使用 メモ リ

(デ ィスク)量

備 考

ア レ ン ・ バ ブ コ ッ ク

計 算 会 社
エBM560/50 PL-1

IBM2741

TT,TIIX

(4)

60
575ド ル

(2)

一 4～8ド ル 100K十

ア プ ラ イ ド ・ロ ジ 。 ク 社 D厨CPDP-6
FORTRAN'IV

MAGRO-6

TT35,55

CRT
20 一 5ド ル 6ド ル 一 ・

ボ ル ト ・ ベ ラ ニ ッ ク ・

ア ン ド ・ ニ ュ ー マ ン 社

DEOPDP-1 TEI,COMP TT133 32 一 15.5ド ル
－A 一 「 マサチューセ ッツ総合病院で患者の看護活動 と臨

床的研究に利用

C'EIR社
C8255

DATANET50
BASIO 〔PT33,35 40 250ド ル 5ド ル 一 ÷ 120K

コ ム シ ・ エ ア 社 SDS940
FORTRAN,CAL

ALGOll,BAS工G
TT53,35 32

40ド ル

(3)
15.5ド ル 2.5ド ル 60K十

ダ イ ヤ ル ・ デ ー タ 社 SDS940

BASIG,OAL

ALGOL

FORTRAN

TT33,35 32 100ド ル 13.5ド ル 3ド ル 60K十

GE情 報 サ ー ビ ス部 門
〔}E235

DATANET50

BASIC

A工IGO工,

FORTRAN

TT55,35 40 350ド ル 10ド ル 3ド ル 60K十

GE社 (}E235

DATANET30

FOR[PRAN

MOPSYS
「CO〔}0

TT53,35 18 50 .0.ド ル 20～30ド ル 一. 192K

IBM社

'

工BM7044 QUIKTRAN 工BM1050 50・ 325ド ル 12ド ル 一 4]OK
ニューヨーク市 内の大学研究機関な どか らの科学計

算

キ ィ デ ー タ 社 UNTVAO491 KOP-・1
TT28

200
中小企業の送 り状作成,在 庫 チェ ック,注 文書作成

な ど

レ ナ ウ ン ・プ ロ パ テ ィ ス 社
Gロ225

DATANET50

ALGOLI,BAS工O

FORTRAN
丁肥35,35 40 350ド ル 10ド ル 3ド ル `0十

.

タ イ ム シ ェ ア 社 SDS940

FORTRAN

CAL,ALGOL

BAS工C

TT33,55 60
100～

390ド ル
15ド ル 一 60K十

V工Pシ ス テ ム 社 工BM1440 IBM 工BM2741 40 375ド ル 75ド ル 一 100K十

コン ピュー タ ・サ イ エ ノ ヌ 社
UNIVAC

110'8

、

VARIEN口OF

BAS工C

KSR35

1BM2241

2780

U]004

200
'

65KW 回線接続時間 によって課金す る。

SBC
IBM

560/50.65

CA工IL,BASIC

DATATEXT'

工BM2740

1050
10～20 受講 コースによって課金する。

t

2

注

注

1月5〕'喘i冴1用 する場合のものo

通信料金は含まず。

2デ ータ宅内装置 通信料として月195ド ル追加) 31時 間 あ た りの料 金,最 大2,200ド ル 。 4TTは テレタイプ社の加入電信宅内装置
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ディスクパ ック(エBM2514)8台,デ ータセル1台 を設置 してい るのが特徴である。

宅内装置 は エBM2741,1050各 種 テレ タイプ,ORTデ ィスプレイ装置 な どが接 続

可能 であるが,2714ま た はテレタイプを電話回線を通 して使 うのが最 も標準的である。

収容能力は初期の システムでは同時接続数60,科 学 技術 と事務計算 では150～200端

末 にサービスで きるようであ る。使用 言語はPL/1が 主体 である。

6.1.5.2コ ム シ ェア社

本社は ミシガン州 アンアーバ(AnnArb。r)に あ り,セ ン タは アンアーパ,シ カゴ,ヒ ュー

ス トン,ニ ューヨー クの各地にある
。

中央 処理装置 はSDS-940を 使用 し,大 容量 フ ァイル として1台 当 り67百 万 字の装置

を使用 している。

宅内装置はキ ーボー ドプリン タ,テ レタイズ プロッタ,カ ー ドリーダな どがあ り,電 話回

線 に接続 される。 サー ビス仕様 としては,応 答時間3秒,加 入者 フ ァイルは無制限,プ アイル

の保護はパ ス ワー ドにょってい る。

使用 言語はOAL,BASIO,FORTRANIV,SNOBOLa9非 常 に豊富である。 また ライ

ブラリも豊富で線型 重回帰,逆 行列計算 プロ・テ ィングプログラム,分 散 分析な どがあ る。

適用業務 の例 としては.各 種技術設計計算 生産管理,会 計事務計算 学 習計画等広い分野

にわたっている。

61,3.3GE社 のTSSシ ステム

この システムは,中 央処理装置に σE235を 使用 し,入 出力お よび監視用に データネ ット

、50を 使用 している。 はじめは,ダ ー トマス大学の研究用 として開発 された が,1964年 秋

に設備 を拡張し一般 に開放 され るよ うになった。

システムは2系 統 で運転 され,1系 統 ねTSS専 用 に運転 され るが,他 の1系 統 はTSS利

用 の多L'昼 間帯 だけTSSで 稼 動 し,夜 間はバ ッチ処理に切替 え られる。業務 内容はTSSの

場 合・数値計算 科学技術 計算 などの計算業務が主体であ る。利用者はほ とん どGE関 係以外

の人 であるといわれ ている。 バ ッチ業務は給与計算 在庫計算,技 術計算等各種の業務があ り,

GE関 係者 が600/.そ の他 が40%の 割合 で使用 している。

使用 言語 は,ダ ー トマス大学 で開発 されたBASICの ほか,GE開 発 した会話型FORTRAN

寿 よびALGOLが あ り,実 行時に割込む ことがで きる。

6.1.3.4サ ー ビス ・ピュロ一社(SBC)

エBMの 子 会社であるSBOは,一 般利用者のための教育tsよ び プログラマの講習会を行な
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っている。 またその他 の利用者にオンラインで計算機を使わせている。 これ らはいずれ も有料

で提供され てい る。

SBCの セン タは,IBM560/50と360/65を 直接結合 し,全 米 にIBM560/

20に タ ーミナルを設置 して計 算機 時間 と,そ の付帯 サービスを売 っている。

使用 言語はCALL,BASICとDATATEXTで あ り,前 者はQUIOKTRANを360

用 に改訂 した ものである。DATATEXTは 遠 隔端末か ら編集な どを行な う時に使用 され る。

端末機は 工BM2740(タ イ プライタ),IBM1050な どが使われている。

6.1.3.5タ イム シェア社

セン タはニュージャージ州 イングル ウッドにあ り,サ ービスエ リアは東部海岸地区であ る。

情報処理装置 は,SDS社 と カリフォルニア大学(バ ークレ イ)の 共同 開発 によるSDS940

(SDS950の 改 造)を 使用 してお り,こ のほか補助記憶装置 として高速 ドラム装置,

6500万 字 の磁気デ ィスク装置 が用 意 されている。

業務 内容は主 として科学計算 であ り,そ のための ソフ トウエアが各種用意 されてい る。代表

的なものとしては,OAL言 語 がある。 これは タイムシェア リング用 として開発されたタイム

シェア社独特の 言語 で,FORTRANの よ うな シーケン ス言語 ではな く,人 間の思考順序に

従 ってプログラムできるように設計 されている。OALの 特 徴を まとめると大略つぎのとお り

となる。

Oプ ログラムをほ とん ど無制限に リンク(結 合)す ることができる。

o複 雑 な論理分析を簡単 に処理す るための=豊富な ロジカルオペ レーシ ョンが用意 され てい

る。

。 デ ィメンジ ョンの規定を 自動的 に行な うことがで きるので,プ ログラムが非常 に容 易で

ある。

。 ピクチュア ・フォーマ ット機 能 により,出 力形式を規定す る作業 が簡 略化 されてい る。

このほか,会 話形式 でプログラ ミン グできるタイムシェアFORTRANIV,ス ーバベーシッ

ク等 のす ぐれた 言語を有 している。

6.1,3.6そ の他 のシ ステ ム

このほか,計 算業務 のコンサル タン ト会社 として,CEIR,CSOな どが著 名であ る。

CEIR社 は コンサル タン ト業界 では最 も歴史 が古 く,(1954年 設 立),ま た はじめて

MAO(Multi-AccessO。mputer)を 商 用化 している。利用者は大部分 ワシン トン地区で

あ るが,一 般電話回線を用 いた全国的なサー ビス計画をすすめてい る。
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CSC(C。mPu七erScienceC。rP・)はGEエRと 同 等 の 地 位 を き ず い てk・ り,近 年 急 激 な

成 長 を み せ た 会 社 で あ る。 現 在2つ の 大 きな サ ー ビ ス ・ピ ュ ロ ーを 持 っ てteり,そ の 一 つ は 原

子 力 関 係,他 は リ ッチ モ ン ドを 中 心 と した サ ー ビ ス セ ン タで あ る 。

CSCはITTの 子 会 社 を 買 収 し た こ と で,通 信 サ ー ビ ス業 に か な り進 出 し て い る 。 先 に の

べ た サ ー ビ ス セ ン タの 領 域 を,シ ア トル ～ ア イダ ホ ～ パ ン ク ー づ に 拡 大 す る 計 画 あ り,こ れ が

評 ン'

実現 したあかつ きには,世 界 に寿げる最大のオン ライン情報処理 シ ステムにな るであろ うと推

測 されている。

6.1.4将 来 の 動 向

オン ライン情報処理に よる社会的変革 は,現 在の計算機の常識では まった く予想 もつかない

もの とな ると思われ る。 しか しオンラ イン情報処理に よる変革は,自 然発生的な ものではな く,

その過程は十分計画 され た合 目的的なものとすることができるぱずである。そ こで遠い将来を

論ず ることは さけ,現 状 をふ まえた将来の動 向について考察 してみ ることとす る。

オンライン情報処理に関して,現 時点で可能 と思われ る技術はつぎの とお りであ る。

(1)オ ン ライン技術。遠隔地 の端末装置か ら,オ ンラインで大規模な計算機を利用す ること

は、技術的 にす でに可能 であ る。

(2)TSS技 術 。計算機の共同利用によ り,個 人(企 業)で 計算機を もつ よ りは,は るかに

安 く計算機を利用できる。 これ によ り計算機の潜在需要 を,大 幅に換起する ことができる。

(3)大 容量 フ ァイルの使用。利用者は,非 常 に大容量でかつ即時 アクセ ス可能 なプ アイル使

用をすることができる。 また個人 の フ アィルの秘密保護は保たれ,異 常なアクセ ズに対 して守

られている。

また,多 くの グル ープや個人 の研究成果 によって集積 されたデータは,公 共フ ァイルに貯わ

えら払 必要 によっては他の利用者 もこれを使用することができる。

(4)人 間 と計算機 との会話。 タイムシェア リングの技術 により,人 間 と計算機の直接 の会話

が経済的に も実用的なもの とな りつつある。 これにより専門技術者が直接 プログラ ミングす る

ことが容易とな り,工 学設 計,医 学 的の診断,問 題解決等 に広 く活用され,技 術の進歩 に貢献

す ることが期待 される。

以上のよ うな項 目を骨組 み として,や や具体的に将来形態のいくつかの断面を予想してみ よ

う。

6.1.4.1金 融 システムにおける発展形態

この分野は,オ ン ライン情報処理を最 も早 くと り入れたところの一つであ り,今 後 とも積
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極的にオン ライン情報 処理を利用 してゆ くであろ う。為替 ・預金関係のオン ライン化は大規

模にすすめ られ る傾向にあ り,文 字'読取装置等の開発は,新 しい分野のオンラ イン化をそく

進ず るだ ろう。一方・ クレジ ットカー ドの普及 に伴って信用取 引がオン ライン化 され,や が

ては,caShless時 代 が来 ることになろう。MITの グ リーンバーが氏は ・マネーギ"と

いう個人識別カー ドが作 られ・ これが現在のお金 に代 って取引 きの媒体をなす ことを示唆し

てい る。 また,こ のためには銀行相互間の通信網 が必要なわけで米国のハ イパーニァ ・ナ シ

ョナル銀行では5つ の州にまたがる他の銀行 を統 合 したオンラ インを計画 している
。 わが国

では,す でに全国地 方銀行協会加盟の銀行 相互間を結んだオン ライン による為替通信 システ

ムについても実現の可能性 が考え られよう
。

6.1.4.2情 報 サ ービスの可能性

デ ータをいつで も使えるよ うに格納 しておき,必 要 な人が必要 な時 にこれを引 き出す とい

う,デ ータバン クの思想は,あ らゆる分野 で発展するであろ う。た とえば医用 データバンク

では・ 多 くの患者の個人別記録・病状,診 断の結果,処 置 とその効果,副 作用な ど詳細なデ

・ 一タを記録させ て古 き,医 師は 自分の患者 のデータばか りでな く,こ れ らの先例 を大容量記

憶装置 か ら検索 し,自 分の判断の手掛 りとす ることができる。 このほか裁判の判例に関す る

データパン 久 図書あ るいは特許に関するデータバンク,犯 罪捜査用のデータバ ンク等応用

はい ろいろ考 えられ る。 さらに将 来,汎 用のデータバン クが作 られ,技 術者 ,教 師,サ ラリ

ーマン,デ ザ イナーな ど会社のあ らゆる人 々がこれを利用 でき,要 求す る情報を最 も効率よ

く検索できるようになれば.教 育の概念 も一変す るであ ろう
。以.上のような データバン クを

実現す るためには・安価 で信頼性の高 い大容量 フ アィル が必要 である。

6・1・4.5人 と計算機の共同作業

橋梁の設計 とか宇宙船の設計のよ うに,い ろい ろの要因が組合 っている場合は,外 部条件

の変更 によって設計 も大 幅に変 わることが多い。 したが って設計の途 中で外部条件に変更 が

あって も,す ぐにシ ミュレーシ ョンで きた り,計 算結果 が得 られ るように,人 間 と計算機の

共同作業が必要 とな る。一つの方 向として,図 形 デ ァスプレイを用 いた方法 が種 々検討 され

て1-1り,GM社 の 自動車 デザ イン部門等で成果 をあげている。

この分野 で威 力を発揮する ものの一 つに教育 があ る。学生が計算機 と対話を しながら問題

を とくことによって・ 計算機は学 生一 人一人の学習 レベルを判 断 し,問 題を選択し,適 確な

指導を行な う。 これはあたか も学生一人一人に家庭教師 がついて・個人 の能力に応 じた学 習

を指導 してい くの と同 じであ り,画 一的 なマスプロ教育に よる弊害は除かれ,ま た学年 とい
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という概念す ら不要となる可能性 がある。教 師は学生 との人間的なつなが りに重点をおくこと

がで き,よ りよい人間関係を作 ることがで きよう。

人 間 と計算機の共同作業を容 易にす るには,デ ィスプレイ装置等の端末機を必要 とす る。

6.1.4.4八 一 ドコ ピ イ

情報検索の結果 は,最 終的な形 でハー ドコピ ィされることが望 ましい。 たとえば図書検索に

おいて,自 分のほ しい文献が何とい う雑誌 の個月号の何頁 にの っているとい う情報 よ りは,文

献 その ものが全部宅 内装置 に打ち出される方 が便 利である。 そのためには,宅 内装置に高速の

プ リン タか.電 子式 プ リン タが必要 とな る。 また自動 出版 とい う考えもあ って,著 者は 自宅か

・ら原稿を セン タに タイプィンす ると,情 報 は原稿フ ァイルに登録 される。読者は読みたい本を

自宅か らア クセスすると,本 の内容が宅内装置 にプリン トされる。印税等は同 じ計算機 で自動

的 に課金 され,銀 行 プ アィルに指示 され る。

以上,将 来の動向について,い くつかの例をのべたが,こ れ らはいずれ も現行の社会制度に

大 きな変革を もた らす ものである。オン ライン情報処理が広 く活用されるについて,人 間社会

の慣習,道 徳 信念に変化 をもた らす とすればそれ らとの関係も十分考慮 して導入 してゆかね

ばな らないだろう。

6.2情 報 処理網 の形態

オンライン情報処理 システムの発展過程をみ ると,は じめは利用者の範囲が システムの所有者の

組織内 に限 られている。 いわゆるプライベー ト(専 用)シ ステムか ら出発した。わ が国における鉄

道 ・航空 の座席予約 システム,米 国vatsけ るSAGE等 の軍事システムはすべて専用方 式である。

しか しその後,オ ンラ インの利用者を任 意の範囲 に拡大 し,提 供すべき業務 も利用者 の要望 に答

えるような共同利用 システムが誕生す るよ うにな った。米国においては,前 述 のように数社が商用

のTSSを 提 供 してお りわが国でも電電公社 が加入 データ通信サ ービスの開始を準備 している。

このよ うなサービス形態に対応 して,情 報処理網 も大 きく変 ろうとしている。すなわち,専 用 シ

ステムにおいては,利 用頻度が高いため,も っぼ ら専用線が使われてきた。一方共同利用 システム

では,任 意の加入者か ら接続できるように,電 話回線が主として使われ ることにな る。以 下,回 線

網 に着 目して,'専 用 線を利用する場合 と電話交換回線を利用す る場合 についてのべ る。

6.2.1専 用 線による情報処理網

初期におけ るオン ライン情報処理方式の多 くは,専 用 システム として開発 された。 これは利用

目的 利用者層 がは っきり限定されていたことか らみて も当然である。従 って情報処理網 として
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も,端 末 装置 とセン タ間を専用線 で結合す る専用網 が利用 された。鉄道 ・航空 の座席予約,白

銀行内の為替通信 システムな どは現在ほとん どこの方式で運用 されている。

専用網 の良 い点は,特 定の利用者だけが専用的に利用す るということか ら,シ ステムの構成

プログラムの作成な どが比較的容易なことであ る。'

このよ うな利点があ る反面、専用網を使用す ると トラヒ ・クの高い端末 とセンタ相互間では

経済的な網構成が可能であ るが,ト ラヒ・クの低 い端末 までサービスを拡張す る場合 には高価

につく。 そ こで回線 を集束 した り,分 岐方式を導入す ることが考 えられはじめた。 分岐方式に

ついては,昭 和45年8月 か ら実用 に供せ られてい る。

専用網 に関す る需要は,上 記の ような利点か ら,今 後量的 に増加す るとともに,利 用形 態む

次第 に複雑化す るもの と思われる。す なわち,1つ の セン タと多数の端末を結んでいた単一の

専用 オンライン網か ら,複 数のセン タ相互間 と,こ れ に属す る端末相互間を結 ぶ複合専用網へ

と発展してゆ くであろう。 これ に伴 って,高 速高規格回線の要望 も高 まるものと思われ る。

6.2.2電 話 交換回線に よる情報処理網

6.2.2.1必 要 性

電子計算機の大 容量 ・高速化 と,多 重処理技術の進展に伴 って中央 にある電子計算機を通

信回路線を通 して遠隔端末か ら共同利用 しようというオン ラインサ ービスの要求 が高 まって

きた。計算機の共同利用は,多 くの利用者 に計算機を専有的に使わせることを前提 としてお

り,こ の ような広範囲の層に対 してサービスを提 供す るため には,端 末のセン タの接続手段

として電話交換網 を使用せざるを得ない。

この傾 向はすでに米国において もあ らわれてきてお り,米 国のオン ライン情報サー ビス会

社の大部 分は,電 話交換網 を利用 して加入者 宅内装置 とセンタ装置を結合 している。わが国

では現在準専用方式 として,電 話交換網を通したデータ通信サー ビスを行なっているが,昭

和45年 度か らは,電 電公社 が加入 データ通信方式 として,本 格的に電話交換網を使用 した

サー ビスを実施す るは こび とな ってジる。

6.2.2.2電 話交換網を利用 したオン ラィノ情報処理 システムの構成

網 構成の一 案として,図6-5に 示す方式か今後のオンライン情報処理サービスの発展拡

大のために適切であ ると考え られ る。

データ宅内装置 とセン タ処理装置 との間の回線網は,既 存の電話交換網 によって十分サー

ビス可能である。現在 自動電話交換機は ステ 。プバ ィステ ップ方式 とクロスバ方式が採用

され てい るが,現 行の市内交換網 について考えて も伝送帯域は50～100KHzま ではとれるの
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宅内装置の伝送速度が向上 してもこれ に応ず ることができる。 また交換機雑音 の点では,誤

り防御機能を付加す るので,交 換方式如何に拘 らず誤 り発生率 も充分実用 に 供し得 る範囲 に

抑制できる。将来 電子交換機が導入 されれば,こ れ までのような回線交換 ばか りでな く・

ある程度の蓄積交換 も可能 とな る。 そ うな ると,電 話交換網を使って,い ろいろなレベルの

サ ービスが提供されるであろ う。

低速の データ宅内装置は,電 話交換機 である程度集束した後,速 度変換装 置に よって高速

伝送を行 ない,回 線の効率的使用な らびにセン タ処理装置の能力向上を図ることも考えられ

る。 この場合宅内装置の機能を,一 部交換機側 に持たせることによって,宅 内装置の価格を

下げ うる可能性 も生ずる。

処理装置相互間の回線網 は,伝 送速度 の点か ら広域伝送路が必要 であ り,広 帯域交換機 を

用いた回線網を作 ることが望 ましい。

この網 を使用す ることによ り240キ ロ ビ 。ト/秒 あるいはこれ以上の高速伝送 が可能 と

な る。

6.2.2.3処 理装置の配置

上述の システムにおいて,セ ン タ処理装置を どの ように配置 し.加 入者か らどの ようにア

クセスさせるかをきめるのは非常にむつか しい問題である。処理装置の配置計画を きめるた

めの要因 としては,網 構成.サ ー ビスの種類,サ ービスの品質,デ ータ処理量 フ ァイルの

取扱 い,料 金制度,経 済性,信 頼性な どがあ り,こ れ らが相互にか らみあ った関 係にある。

具体的 な配置 計画をたてるた めには,上 記の要 因のうちの大部分が決ま らなければな らな い。

このほか端末回線の能率 向上方法,交 換 系の接続時間短縮方法,信 号方式,番 号体 系につい

ても考慮 しなければな らない。

6.2.2.4電 電公社の加入 データ通信方式

昭和45年 度 サー ビス開始が予定 されている電電公社の加入 データ通信網 の一例を図6-

4に 示 す。 図6-4は 簡 易計算用 セン タ装置な らびに科学技 術計算用 セン タ装置 と加入者宅

内装置の接続を示してい る。

宅内装置 は,一 般の電話機 と同様 に最寄 りの市内交換機(LS)に 収 容 される。市内交換

機か らセン タまでは,一 般電話交換網をそのまま利用 し,こ の網の最 終段階で加入 データ通

信用着信交換機に接続 される。ここで,サ ービスごとにセンタ装置の選択お よび通信制御装

置の選択を行な う。 この交換機は,呼 量が少 ないときは既設の電話用交換機(TIS)を 利

用す ることができる。
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セン タ側か ら宅内装置を呼び返すた めに,セ ン タ発信回線は最寄 りの市内交換機 に収容 さ

れる。 この回線に よる接 続は,一 般の電話接続 と全く同じであ る。

6.2.2.5電 話 交換網 を利用 した情報処理網 の特 徴

この システ ムは,既 存 の電話交換網 を利用す るため,網 構成上 では非常 に有利 である。 こ

の特徴を利用 して,顧 客 に完 全なサービスを提 供す るためには,特 定ユーザーのた めの専用

線 による情報 処理網 の場合 に比して,さ らに宅内装置,セ ン タ装置等の設計上,次 の各項に

っいて考慮を払 うこととなろう。

川 パ スワー ドな らびに加入者番号の送 出

この網 によると,誰 で もセノ タに接続され る可能性 があ る。情報の保護,機 密の保持の点

か らす るとセン タの特 定の フ ァイルは,特 定の 資格 を持 った人以外 には使わせた くな い場合

が生じるであ ろう。

特定の資格を持った人 であるか否かの判定は,一 般 に宅内装置か らパス ワー ドを送 り,こ

れをセン タで照合 してい る。 このパス ワー ドの送出は,簡 単 にして誤用(あ るいは盗用)が

さけ られ るものでなければな らない。

また,処 理装置に よる集中課金のためには,加 入者番号 が必要 である。 この番号は加入者

交換機か ら送出する ことも考 えられ るが,上 記のよ うにパ スワー ドを送 る必要のあ ることか

ら,こ れ と組 にして宅内装置 か ら加入者番号を送 ることが有利 と考え られ る。

(2)交 換 機 と処理 装置の イン タフェイス

処理装置 と交換機 の間 に,接 続,選 択,識 別,通 話,切 断等の接続制御機能が必要 であ る。

特にセン タ側か ら発信の場合,途 中話中の状況,着 信側応答 の確認,相 手番号の確認(誤 接

の防止),相 手 切断の確認 な ど,か な り技術的に高度の機能 が要 求される。

(5)選 択 番号方式

センタ装置 を選択する番号は,電 話交換上不都合のないものである ことは絶体条件 である。

そのためには,電 話 加入者番号 と同 じように0～9のtO個 の数字の組合せでなければな ら

ない。選択番号は,セ ン タの将来ののびを考えて,拡 張性のある もの とし,途 中で変更 しな

いようにす ること,お ぼえやす いように規則性を もたせ るこ とが必要 であ る。 また1つ のセ

ン タに多種類 の宅内装置 を収容す る場合は、制御手順の相異,伝 送速 度の相異 があることか

ら,通 信制御装置 を選択す るための番号 も必要 である。

6、2.5.情 報 処理の綜合 システム

将来のオン ライン情報処理シ ステムの形態を考えるとき,情 報処理の綜合 システムは非常
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に重要な問題 であ る。 クレジ ットサービス,小 売店等の販売管理,為 替交換,座 席予 約等の管

理を考える と,現 在の ように各企業 ごとに個別にデータ通信網を構成 してい く形か ら,さ らに

綜合的なシステムに発展させ るこ とが望 ましい。 したがって,こ れ らの業務 を少 くとも用途 別

に集約 し綜合 した システムを作 ることによって,端 末装置 の統一 と操作 の標 準化 が可 能とな り,

利 用度 も飛躍的 に向上する もの と期待 され る。 このためには,共 通のフ アィルを含む情報処理

装置を電話交換網を利用 した情報処理網 と結合す るシステムを確立することが必要 と考え られ,

この システムによって利用者は必要の都度 データを送 り込み,あ るいは照合した データを受け

るとともに,こ れを関連 システムへ転送 して綜合処理す ることができる。

綜合システ ムを実現するためには、 巨大な電子計算機 と複雑 多岐にわた る制御 プログラムが

必要であり,ぽ う大な要員 と工数を要す ると思われ る。 また安価 でかつ操作の簡便な宅内装置

の開発が不可欠であ る。

6.3デ ー タ交換方式

6.3.1デ ー タ交換方 式の現状

現在用い られているデータ交換 は,サ ービスの形態上か ら公衆的(不 特 定多数)な もの と,

専用的な もの とに大 別でき,専 用網,加 入電話網あ るいぱ加入電信網な どの既設交換網 が利用

されている。

データ交換 システムを,交 換機能別に分類す るとつぎの3つ の形態 となる。

(1)回 線 交9tacよ る データ交換

(2)蓄 積交換 によるデータ交換

(5)回 線,蓄 積の両機能を有す るデータ交換

現在の公衆網 の多 くは回線交換 の形であ り,専 用網 では5種 全部の形があ る。公衆網 では,

既設の交換網の多 くが回線交換 である こと,加 入者数の きわめて大 きい交換機には回線交換の

方が適 しているために,回 線交換の形式を とっている。

表6-5は,上 記5つ の分類 に従 った実例を示す。 データ交換 といえば狭義には蓄積交換 を

示す こともあ るが,こ れは現在の専用 データ通信網の多 くがこの形をとっているか らである。

また回線,蓄 積の両機能を もつた方式は現在未 だ特 殊の場合でわが国には ない。
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データ交換 の形

(1)回 線交換 によるも.の

(2)蓄 積交換に よるもの

(5)回 線,蓄 積両交換機能

を有するもの

表6-5

実 例

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

.

O

0

0

0

0

o

o

加 入 電 信'TWX,TEI.EX(W.U)

デ ー タ ・ホ ー ン

W.UnionWide-bandExchService等

電 報 中 継(TX),機 械 式 為 替 交 換(機 械 式)

KDD,電 報 自動 処 理 シ ス テ ム

W.U.30100mputerSwichingSys七eln

DataCommunlcationComputerSys七em

(RCA,電 信iOO.■)

ADXシ ステ ム(ITT:電 信,電 話,広 帯 域 の 各 回 線)

VADE(ITT:電 信128e,デ ー タ16e)

東 海 銀 行 為 替 交 換 シ ス テ ム(日 立3050:電 信2soe)

八 十 二 銀 行 電 子 中 継 シ ス テ ム(FACOM250-30:

60e)

三 和 銀 行(HITAG4010:電 信 デ ー タ計40se)

農 林 中 金 為 替 中 継 交 換(FAGOM230-50×2,60わ

日 興 証 券(=v'ACOM525,200～350e)

労 働 省(FAOOM2'50-50,530T)

etcl

AUTODINシ ス テ ム(W・U・ デ ー ダ交 換 網:

100ボ ー,1200ボ ー,2400ボ ー 〔4800

ボ ー 〕5soe),交 換 局5ケ 所(×2)

ARSシ ス テ ム(W・U:テ レ プ リ・ン タ1600T,

Narrowband,'150ボ ー,Wideband

4RC,8RC,16RC,48RC:

MeSSgeSWOen七er5ケ 所

〔UN工VAC418〕:Distric七 〇ff

Office25ケ 所)
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6.3.2回 線交換 と蓄積交換

回線交換方式 と蓄積交換方式を

概念的に示す と.図6-5の とお り

りである。

回線交換は,回 線を直接 に相互

接続 して交換機能 を行な う方式で

あ り,こ れに対 し蓄積交換 とは入

回線データーを一旦交換機の適当

な記憶装置 に蓄積 した後,出 回線

が使用できる時期 にな って,記 憶

装置 か ら読み出して送出す るもの

で,storgandforward

SyS七emと い われ る。

両方式の機能を比較す ると,本

質的な差は データ蓄積機能の有無

であ るが,そ れに ともなう両者の

機能差は表6-・6の とお りであ る。

交換機

(回 線交換)

処理装置

蓄積装置

(蓄 積 交換)

図6 5

表6-・6回 線 交 換 と 蓄 積 交 換 の 比 較

比 較 項 目 回線交換 蓄 積 交 換

国 利 度 低能率 高能率

速 度 変 換 不 可 可

コ ー ド 変 換
一 般

に不可 可

多 宛 先 送 信 不 可 可
A

ジ ャ ー ナ ル 不 適 適

デ ー タ 保 護 ・簡 単 複雑

データ形式変換 ・編集 不 可 可
「

会 話 的 通 信 適 不適{但 し倦 速瞬 よび受信端末のアウトプ・ト
速度 か高速にな った場合 は必ずt.も 不適ではない。

電話交換機 との共通性 × 小
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－般 に、 回線交換 は低呼量,同 一速 度,同 一伝送符号の データ交換網あ るいは会話的通信

を必要 とするシステムの交換網 に適 し,蓄 積交換は回線を高能率で使用 して多量の データを

処理す る回線網,ま た伝送速度および伝送符号等の融通性を要 求 されるシヌテムに適 してい

るとい うこ とができる。

63.3デ ー タ交換機能

デー タ交換の機能は,基 本的には発呼端末か らえた接続情報 にしたがって相手端末を見出

し,発 呼被呼両端未聞で,符 号化された(2進)デ ータを交換す ることである。 このために

は,電 話 と同 じく両端末をオン ラインに接続すれば 目的は達せ られる。 しか し,デ ータ交換

の場合は端末の種類機能,情 報の種類が多 く,こ れを簡単 に統 一す ることはむずか しいので

回線交換 による方法 だけでは一般に十分でない。す なわち,デ ー タ通信では異速度の端末間

異符号の端末間の通信,同 報通信,優 先度通信等が要求され る場合 が多 いので,発 呼者か ら

のデー タを一旦蓄積 し,要 求 にあ った形 で被呼者に送出す る、 いわ ゆる蓄積交換 が有利 とな

る。この場合.通 信は待合せ方式 とな り,回 線能率、端末機器の利用率 は向上す る。

蓄積交換方 式は以上のような特徴を もつが,同 時 につぎの ような場合 には回線 交換方 式の

ほうが有利 とな る。

(1)会 話 性 の要求

(2)大 量,高 速の データ伝送の要求

(3)End-t。-endの 制 御の必要性(誤 り制御,相 手確認)

(1め 会話性 が要求され る場合は,蓄 積方 式による交換 のteく れは欠点 と考 えられ る。(2b-)

大 量,高 速伝送の場合 は,蓄 積交換機の メモ リが非常に大 きくなり経済的 に成 り立 たない。

(3)につ いては,た とえば誤 りの制御 の場合,蓄 積交換 では中継 す るたびに制 御回数が増すた

め,デ ータの確度がさがるので,よ り安全性を保つためにはEnd-tO-endの 制 御が必要で

あ る。 また相手確認 も,End-to-endの ほ うが確実 であ る。

以上,デ ータ交換機 として回線交換 と蓄積交換の各機能の特 徴をのべてきたが,そ れ ぞれ

利点tsよ び 欠点を もっている。 これ がAUTODエN方 式 やARS方 式 で両機能をもった網が

作 られたゆえんであろ う。 な宕,AUTODIN方 式 のよ うに端末の能率使用 とい う条件をの

ぞげば,回 線交換網の一部に,蓄 積交換機能を有す る局を置 くこ とにより,デ ータ通信網に

対す るほとん どの必要条件は満たされ る。この ことは公衆 データ交換網を作 るうえで+分 考

えなければならない。

蓄積 および回線交換併用機の一例 を図6-・6に 示す。回線交換の場合 は,送 受両回線の接
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文 字組 立,分 配

(キ ャラクタアセンブリ/デ ィスアセンブリ)

通

信

回

線

一子
一

図6-6蓄 積 お よ び 回 線 交 換 併 用 交 換 機

続をハ ー ドウェア的に行な うが,軽 呼量のときは処理 装置 を仲介す ることも考え られ る。処理

装置は,回 線の種類,デ ータの先行符号 および回線の輻 状況等に応じて,回 線交換を行な う

べ きか,蓄 積交換 にすべきかを判定す る。 この場合,一 字伝送時間程度の遅れ はあ るが,実 質

的 には回線交換 と同様の交換が可能であ り,ま た必要 に応 じて蓄積交換 による回線の高能率 使

用,速 度変換を行 な うとともに,回 線交換 に対 して符号 の変換,ジ ャーナル記録な どを とるこ

とも可能 であ る。

6.3.4.デ ー タ交換 機の方式

デー タ交換機の方式を分類す るとつぎの ようにな る。

〔回線交換 〕

① 電話交換併用方式

② データ交換 専用方式

〔蓄積交換 〕

⑤ 全蓄積式交換方式
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④ 準回線交換方式

⑤ 蓄 積および回線交換併用方式

電話交換併用方式 では,電 話の呼とデー タの呼が一 つの交換機 を通 るが,両 者の呼の性質が

異な るため,交 換機の設置計画の ときに,こ の点を考慮す る必要 があ る。すなわち,デ ータ呼

の保 留時 分が短 く,し か も連続 して発生す る可能性があ る場合は,共 通制 御装置の台数を増や

すζと,ま た呼数は少いが,保 留時間 が長い場合 には.デ ータ通信加入者を分散 収容す る等 の

考慮を払 えば よい。

データ交換専用の場合 は,サ ービスの内容 に応 じた融通 性のある設計ができる。一例 として

国際寛 々で試作されたパラ メトロン式時分割電信交換機がある。 この交換機は,論 理素子 とし

てパ ラ メトロンが使用され,通 信 回線の状 態記憶 にもパラ メトロンの遅延 回路が使用 され てい

る。用途 はテ レックス等の交換であ り,信 号条件 としては001?Tの 規 格 に準 じている。 時分

割方式の交換機 は,広 帯域の交換 が可能であるか ら,計 算機網の交換用 として,今 後広 く用 い

られることが予想 される。

全蓄積式交換方式は,交 換機 として汎用 の電子計算機が利用できるので,適 用 例 も多い。 た

だ,純 然た る交換用 としての装置 に汎用電子計算機 を用 い ることは,そ の性質か らみて得策 と

ばか りは言えず,'や は り蓄積交換用 としての装置 が開発されて然 るべきであろ う。'

準 回線交換方式 とい うのは,物 理的な通話路は持た ず,一 字程度のバッフ ァを介 して論理的

に回線交換を行な うもので,STCで 開 発されたSTRADな どは この例であ る。STRAD

とはSignalTran§ 血ssi。nReceptionAndDis七ributionの 略 であり,文 次通 りの

機能を持 っている。 この方式は磁気 ドラム等の記憶装置 を用いる点に特徴 があ り,従 来の紙 テ

ープ等 の蓄積媒体を利用 した方式 にく らべて局内経過時分 が小さ く,多 局 あての同文 データの

送出 も可能である。

以上,"デ ー タ交換の概略をのべたが,デ ータ交換は総合情報処理系統の一環をなしてお り,

その将来の発展は情報処理技術の進歩 に依存する ところが大 きい。 また,電 子交換技術 と密接

な関 係を持っていることも注 目され る。

6.4情 報 処理網の展望

6.4.1計 算機網の導入

現在 の情報処理網の多 くは,一 つの セン タ装置 にいくつかの端末装置 が接続 され,そ れがあ

る目的のために運用 されている。情報処理網は,い わぽそれぞれ独立 してい るとみ ることがで
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きる。 しかし将来情報処理網 が拡大 されていくと,こ れ まで独立 していた網相互の コ ミニュケ

ーションが必要 とな り,セ ン タとセン タが通信回線で相互に接 続され,計 算機網 が構成 され る

ようにな るであろう。'この ように,.複 数 の端末 と1つ のセン タで構成され ていた網 の うえva,

セ ン タ相互間の網が構成 されるよ うになると,独 立網の場合 とはちがった面か ら.信 頼性・保

守性等を考 えなければな らない。

計算機網を うまく設計すれば,非 常に経済的 な網構成ができる可能性があ る。 また信頼性 に

つ いては,個 々の セン タの信頼性をあげるだけ でな く,網 全体 でみた信頼性 の向上をはか るこ

とによ り,新 しい考え方が生 まれ るか もしれない。 しか しこれ を実現す るためには解決を要す

る種々の問題 があ るので,以 下 に検討を加え ることとす る。

6,4.2セ ン タの局階位'、

一般 に各国の電話交換網 には・原則 として数段階の局階位 があって・階位 ごとに網が構成 さ

れ,こ れが組合わ され て,全 国の どの加入者に対 しても接続可能な通信 回線が作 られている。

*

このようなシステムはOCITTに おいて も標 準化 されており各局階位 は一 次～四 次セン タ

と命名され ている。

日本 において も電話交換網は同様な考 え方で構成 されてお り,局 階位 は端局,集 中局,中 心

局および総括局 の4階 梯 か らな っている。

即ち,す べての電話 加入者は,端 局 とい う階位の局に収容 され ていて.自 分の町村 内といっ

た,ご く近 くの相手に電話す る場合は,端 局の交換機だけで接続される。 しか し、 それ より広

い範囲,た とえば他の市町村の加入者に電話す るときは,端 局相互間の直通接続のほか に端局

より一つ階位の高い集中局 を経 由す る接続 も行 なわれ る。さ らに近県にまたがるよ うな通話は

中心局を,遠 く離れた県を結ぶ通話 は,総 括局 を経由す るとい うように遠距離通話 にな るに従

って,局 階位の高 い局を経 由して接続され る場合 も生ずる。

オンライン情報処理 セン タにおい ても,同 様 な階位を作 ることによって,能 率 的な情 報処理

を行なわせ ることが考 え られる。簡単 な問い合わせば地方の計算機で処理 させ,高 度な計算 にな

なるにつれて,次 第に階位 の高 いセン タで処理す るようにすれば,計 算機の使用 を非常 に能率

よくす ることができる。 また地方の計算機は高度な機能を持たな くてすむので.創 設 費の低減

保守費 の節減等が可能 とな る。な お,電 子交換機 の導入 がすす めば,地 方の計算機 として,電

子交換機を使用す ること もできる。 そ うなれば,電 話サー ビスとオンライン情 報処理サ ービス

*pri皿arycen七rθ,secondarycentre,teriarycen七reお よ びqua七ernarycentre-

CC工 丁[PGAS工
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が一体 とな り,効 率的な網構成が可能であ る。

6.4.3セ ン タの集中 と分散

オンラ イン情 報処理 システムの初期 においては,一 般 にセン タは1ケ 所に集中設置 され,加

入者 は1つ のセン タと接 続され る。 しか しなが ら,加 入 者の数が多くな り,処 理量が増大 して

くると,ト ラック密度に応 じてセン タを分散設置 し.加 入者をい くつかのセン タにわけて収容

す ることが回線網構 成上経済的となるであろう。 図6-7』 に セン タの集中設置(a)と分散設置(b)

の場 合を示す。

○

・
/
口

(a)集 中設置

○ セン・

○

/

○

○

○

○ 端末

図6-7セ ン タの集 中設 置 と分散 設 置

セン タを分散設置す る場合,処 理 内容あるいは情報すべてを分散す ることは得策ではない。

すなわち,処 理 内容,情 報 によっては集中しておくほ うが望 ましい場合 があ る。

たとえば.特 許情報検 索の ように,非 常 に大容量のプ アィルを必要 とす る場合 とか,高 度な

計算で年 に数回 しか使われな いプログラムは,一 ケ所の セン タに集中設置 したほ うが得策であ

る。一方 ひんばんに使われ る計算あるいは情報は,集 中す ることに よってセン タ間の トラピッ

クが増大す るので,ト ラピックによっては各セン タに分散す る方が有利 な場合 も生ずる。

しか しなが ら,座 席予約サ ービスのよ うに,同 じ内容 の問 い合わ せが多いと同 時に,情 報 を
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更 新す る必要 のあ る場合は・集中 ・分散の議論が非常にむずか しくなる。 すなわち・同.じ内容

の問い合わせが多 いとい う点では,情 報を セン タごとに分散 したほ うが よいが,情 報を更新す

ることを考 える と,集 中す ることが望 ましくな る。情報の更新方法 については次の項 で検討 す

る。

セン タを分散設置す ると,次 第 に複雑な情 報網へ と発展 してゆ く。

6.4,4共 用 フ ァイルの分散

1つ の情報サー ビスにおいて,共 用 フ ァイルを分散設置す る場合を考えてみよ う。端末か ら

フ ァイルにア クセスす るときに,2通 りの場合 があ る。1っ は問い合わせで,ア イテム(情 報

の単位)の 内容を調べ るが,中 味を変更す ることの ない場合 であ る。他 の1つ は更新で,こ の

ときは アイテムの内容 は新しい情報 におきか え られ る。

共用 フ ァイルを分散 した とき,端 末 か らの問 い合せや更新の要求は,最 寄 りのセン タで処理

されるので,問 い合せの場合は問題ないが,更 新の場合は非常 に複雑な問題が生ずる。

たとえばい ま,異 な った セン タで,同 じアイテムに対 して問 い合せと更新が同時 に起 った場

合を考えよ う。更 新の要求を受け とったセン タが,自 局のフ ァイルを更新 し,さ らに他 のセン

タのフ アィルに対 して,同 じアイテムの更新を要求す るためには,情 報伝送な どの 白くれ時 間'

が入 る。従 ってこの古 くれ時間内に問い合せ要 求を受け とった センタは,端 末 に対 して誤 まっ

た情報 を与 え る可能性を生ずることにな る。 この事態は,問 い合せのかわ りに,同 時 に更新 が

要求された場合 も同じであ る。

この ように,共 用 フ ァイ.ルを分散 した場合 には,完 全 に同時 に全 フ ァイルを更新 できないの

で,誤 まった情報を端末 に知 らせた り,二 重 に更新 した りすることを遊げなげれば な らない。

この方法については,い くつかの案 が検討 されているが,そ の一 つとしてはつ ぎの方法があ る。

①更新の要求 が発生する と,受 けつげ セン タは,た だち に他の センタに対 して以後の問い合 せ

な らび に更新 の要求を禁止させ る。② この指示が全 セン タに とどき,実 行 された ことを確認す

るま では,受 げつけたセン タは更新を しないで待つ。⑤更 新できる状態であれば,受 けつけた

セン タは更新を行ない,同 時に更新 した結果を他の セン タに送 る。他のセン タでは,情 報の更

新 を確認 して禁止状態を とく。

この ようにして,共 用 フ ァイル更新 の問題は一応解決されるが,管 理の技術は相当むずか し
[

い で あ ろ う。

6.4.5負 荷 分 配(ロ ー ド ・シ ェ ア リ ン グ)

計 算 機 の 利 点 と し て,セ ン タ に 仕 事 を 等 分 に 振 り分 け る こ と,一 つ の セ ン タ が 過 負 荷 状 態 に

一145一



な った とき,他 の手空 きのセン タがこれを救 うことができること等 があ る
。

一つの セン タで受けつけた仕事を
,他 のセン タでや らせる場合,そ の 仕事 に関す るデータも

しくは プログ ラ・ムを全部送 らなければな らない。送 るデータ量が多けれ ば
,伝 送時間がかか り

ターン アラウン ド時間が増大す る。 また他の セン タで処理 して得た計算機使用料 と
,セ ン タ間

情報 伝送のための費用 とが相殺 され,全 体的 にみた とき,あ まり得を しないかもしれな い
。勿

論 データ転送量 が少ないときは,負 荷分配は効果 があるが,一 般事務計算はフ ァイル中心の シ

ステムになる傾向にあるので,負 荷分配はむずか しい要素を持 っている。 また負荷分配 を管理

す るプログ ラムな り,計 算機 シ ステムなりが複雑であ り,期 待 された とお りの効果をあげるた

めには更に検討を要する。

64.6網 に よる信頼性の向上

言†算機網 の もう一つの利点 として,1つ の セン タが障害 とな った場合,緊 急を要す る情報処

理については,通 信線 を介 して他の センタに依頼す ることができる
。 こうす ることによって,

セン タ個 々についてフェイル ・ソフ トの対策を とる必要はな く,網 全体 か らみ てフ ェイル ・ソ

フトな対策 がとれることにな り,経 済的な網構成が可能 となる。 また逆 な面か らみれば,セ ン

タの信頼性が向上 した ことになる。

ただ この場合 も,ロ ー ドシェア リングの ときと同 じく,フ ァイルを持 った加入者 の処理 につ

いては問題 が残る。すなわち,障 害 にな ったセン タの重要 加入者 について
,そ のプ アィルを一

時的に他にあずけ.恢 復 したのちそのフ ァイルを もとに もどす必要があ る。

6.5端 末 装 置

6.5.1端 末 装置の動向

電話 による通信の時代 は,情 報の伝達手段 が音声 に限 られていたた め,端 末装置 は送受話機

を主体 とする電話機 に限 られていた。 しかし データ通信 の時代にな ると,情 報の伝達手段 は ・

"見 る"
・"書 く"・"話 す"の いずれで も可能 とな り,そ れに応じて端末装置 の種類 は千差

万別の感を呈す るにいた った。 また伝送速度 もい ろい ろあり,同 じキーボー ドプリン タで も,

目的に応 じて50ピ 。ト/秒 か ら200ピ ・ ト/秒 までの各種の機器 が開発されてい る。

この よ うな端末装置の多様化は,新 技術,新 方式 の開 発と相伴なって今後 ます ます進 め られ

ていくであろ う。 またオンライン情報処理サ ービスに対 す る需要 の急増 も,新 しい端末装置の

開発 に拍車 をかけることになると思われ る。

先 にも書 いた とお り・ オン ライン情報処理サー ピ子は非常 に広範囲な応用面を秘めてお り,
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サー ビスに対 して端末装置の 占める位置 は大変重要 にな ってきている。サ ービスによっては,

その提供の可否 が端末装置 の開発にかかっている例 も少な くない。窓口装 置を例に とって も,

預金業務,収 納業務,予 約業務等 で,そ れぞれ要求 され る機能が異な り,利 用 目的に適した機

器の開発が望 まれてい る。 この ような点か らみて も,端 末装置の多様化は避け られ ないす う勢

にあ ると考え ることがで きる。

端末装置 の開発は,大 きくわけて2つ の方向に進 められるであろ う。一つは低廉大衆化 の方

向であ り,多 くの加入者 に利用してもらうために,機 能 は多少犠牲 にしても価格の安 い端末装

置が必要である。他 の一つは高性能高級化の方向であ り,ト ラピ ックの高い利用者の ために,

でき るだけ操作性を良 くし,人 手をはぶくための高級機能を有す る端末装置 を開発す ることで

ある。 そしてこの両極端 の端末装置 の間に,各 種の 目的に応 じた端末装置 が作 られ,こ れ らが

階層的に利用 され てゆ くであろ う。

6.5.2端 末 装置の 種類

端末装置 を使用 目的か ら大別す ると,専 用機 と汎用機 にわけ られ る。専用機は国鉄の緑の窓

口とか,銀 行の預金窓 口機器のよ うに,限 定 された使用 のために使われ るもので,そ の種類は

千差万別 となるであ ろう。従 ってここでは専用機 についてはふれ ずに,汎 用機についてのべる

こととす る。

汎用端末装置 の種類は,機 能上か らつ ぎのように分類 できる。

(1)押 ボ タンダ イヤル系 ・

(2)キ ーボ ー ドプ リン タ系

(3)表 示 装置(デ ィスプレイ)系

(4)テ ー プ ・カー ド入 出力系

(5)高 速端末系

以下 それ ぞれの機器 について概略 をのべる。

(1)押 ボ タンダイヤル系・

最 も簡単なデー タ端末装置 として,押 ボ タンダイヤル電話機 があ る。 これは図6-8に 示す

ように,0～9の 数字 ボ タンと,2種 類 の機能ボ タンを組合せ て情報を伝送す るもので,簡 単

、な計算式 問い合せ情報を送 ることがで きる。返答 は音声で受 けとる。

押 ボ タンダ イヤル電話機 は,,電 話 サービスの向上を目的に開発 された もので,電 話 と併用 で

き,安 価であ り,今 後一般住宅用 としても どん どん導入 され るので,デ ータ端末 としては有力

な機種 であ る。しか し何 といって も,電 話サ ービス用 に開発された ものであ り,デ ータ送受す
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図6-8

る場合 に大 きな制限を受け ることはやむをえない。 この点を改良す るた めに,機 能 ボタンをふ

やした り,簡 単な印字機構を も うけてハ ー ドコピーがとれ るようにす る等の考慮をは らう必要

があ る。

(2)キ ーボー ドプリン タ系

デ ータ端末装置 として,最 も広 く利用 される機種である。 その種類 も高級な機能を もつもの

か ら,普 及形 に至 るまで各 種考え らA印 字速度 も5字/秒,10字/秒,20字/秒 の各段

階のものがすでに実用化 されている。

高級機 の仕様ち しては,端 末装置 にバ ッフ ァを置 き,誤 りのない情報 だけを打ち 出す いわゆ

るク リーン アウトプッ ト方式,不 在通信機構 全二重通信方式等を採用す ることによって,多

彩なサ ービスを可能 にしてい る。一方 普及形 としては,ク リーンア ウトプ ットの不可,誤 りの

手動訂正,不 在通信機構なし,半 二重 通信方式といった ように,機 能面では やや劣 るが,経 済

性を重視 した ものであ る。それぞれ,目 的 に応 じて使われ るであろ う。

伝送速度の面では,わ が国 では現在200ビ ッ ト/秒 の キーボー ドプ リン タが稼動 してい る

が,こ れ は世界の注 目をあつ めている。200ピ ッ ト/秒 の装置 は当分の間,主 流 を占めるも
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の と思われ る。

(3)表 示 装置 系

表示装置 には,文 字表示装置 と図形表示装置 があ るが,い ずれ もman-machineユnterfaoe

の 点 で好 ましい装置であ り,今 後 の発展 が期待 されている。入力の方法 はキーボ ー ドか ら行な う

ものが多いがライ トペン等を用 いてスクリーン上へ直接 アクセスす る方式 が検討 されてお り,応

用面 の広 さか らこの方式 は将来 の有力な もの とされ ている。現在,価 格面に難点があ るが,こ れ

が解決 されれば非常な勢 いで普及す るものと思われ る。 またテレ ビ電話も,デ ー タ端末装置 とし

て見逃す ことができないであろ う。

(4)テ ープ ・カード入 出力系

紙を媒体 とし,てこれに さん(せ ん)孔 された情報を扱 う装置 は現在 でも広 く利用 され てい る。

今後 はマークシー トリ一夕、 光学文字読取装 置(OCR)磁 気 イン ク文字読取装置(MICR)

の よ うに,媒 体 上に記録 された情報を読取 る装置 の開発がすす め られるであろ う。安価 なOCR

端末 装置ができれば,事 務管理の面 で飛躍的な改善がなされ るもの と思われ る。

(5)高 速端末系

端末用 ライン プリンタ,端 末用磁気テ ープ装置 といった ような,高 速の端末装置 が検討 されて

いる。 これ らは高速 に対す る要求 が増大す るこ とが予想され ることか ら,検 討は急角度に進 め ら

れてお り,近 い将来実用 に供され ると思われ る。

6.5.3必 要 な伝送速度

人 間にとって,速 度ははやい程 よいとい;の が一般通念である。しか し他 の例 にもみ られ る如

く,速 度があがる程装置 は高価 とな り,ま た装置 の速度にはなのずか ら限界が生 ずる。 したが っ

て,端 末装置 として必要 な伝送速 度を検討す る場合は、 目的,経 済性,装 置 の内容等を十分考慮

しなければな らない。

伝送速 度は,OCITTの 勧告 によると,50,75,100,200,600ま たは1、200,

2,400(単 位 はいずれ もビット/秒)が きめ られ てお り,そ れ以上の速度につ いて も勧告案 が

検討 されてい る。わ が国では,OCIT[1]の 勧告 に準拠して古 り,電 電公社では,音 声帯域内の

伝送速 度 として50,100,200,1,200,2,400,4800(各 ビ 。ト/秒)の 段 階のもの

が使用 できるようにとりはこんでいる。 また高速用 としては,48キ ロ ピ・卜/秒240キ ロ ビ

ット/秒 のものの実用化 が予定され てお り,こ れだけの種類があれば当面の需要 に応 ぜ られ るも

の と思われ る。

データ伝送速度 について,利 用者の需要を電電公社で調査 した ところ,図6-9に 示 す ような
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結果が得 られた。 これに よると,将 来の伝送速度 としては200ビ ッ ト/秒 と1,200ピ ・ト/

秒 が主流を占め ることが予想 され る。200ビ ッ ト/秒 は キーボ ー ドプ リン タ系に適 してお り,

1,200ピ ッ ト/秒 は表示装置,複 合端末の伝送速度に適 してい ることを考えれ ば,上 記の結

果は当然 とい うことができる。

つぎに伝送速度 と価格 の問題 であ るが,印 字装置 について この関係を求めた結果を図6-10

に示す。価格は電送速 度の1/2乗 にほぼ比例して増大 してい るが,運 動形直列方式はやや割

高にな っている点が注 目され る。将 来,光 電 または静電方式 による電子式印字方式が実用化 さ

れれば,印 字速 度はかな りあが り,か つ価格的には相対的にそれ ほど高価でない装置が得 られ

るもの と期待 され る。

6.5.4端 末装置 の問題 点

前述 の如 く・端末装置 はその性質上 ます ます 多様化の傾向をた どることは遊げ られない。一

方 オン ライン情報処理の発展に ともなって,端 末装置 は各企業 にとどまらず,家 庭内にも浸

透する時代が くるとい って も過 言ではないと思われ る。 そ うな るためには,端 末装置 として ど

の ような問題 を解 決 しなければな らないか,以 下その概略 について検討す る
。

(川 低廉化の問題

端末装置 の低廉化 は,大 きな 課題であ り,オ ンラ イン情報処理の 発展に大 きな影響を与え る

ことは 言うまで もない。低廉化の方法 として

i)機 能 の簡 素化 にょる低廉化

iD構 成 素子 の低廉化

iii)量 産 による低廉化

が考え られ る。

機能の簡略化は操作性 と密接な関 係にあ り,オ ン ライン情報処理 のように入対機械あ るいは

機械対機械の情報交換 が主体 の場合は,非 常 にむ ずかしい面を もっている。 これを解決す る一

つの方法 として,電 話交換網 を利用す る場合 には,電 話交換機 に一 部機能を集中す ることが考

え られる。 これ によ り,端 末装置の機能を それ程落 さずに低価格化 が達成され るもの と期待 さ

れ る。

構成素子に関しては,電 子化あ るいは安価で丈夫 な素子の実用化が期待され るので,こ れ に

関す る地道 な怒力が必要 であ ろう。 また端末装置の需要がのびて くれば,量 産 ラインにのせや

すくな り,生 産態勢の合理化 と相 まって相当な価格ひきさげが可能 であ ると思われ る。
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(2)標 準 化の問題

端末装置の標準化 に関して,最 低限必要 なものは伝送制御方式の標準化,符 号の標準化,変 復

調装置 のインタフェイスである。

伝送制御方式は,単 方向,半 二重 または全二重の通信路 によって構成 される2地 点間あ るいは

多数地点間の回線を運用す るもの として規定 され る。 これ には最 低限の通信運営を維持す るた め

の基本制御方式 と,複 雑 な応用動作を行な う高次制御方式 とがあ り,基 本制御方式については国

際的 に標準草案作成にまで至 ってお り,ほ ぼ方式 がかた まってきた。今後 は高次制御方式 につい

て・標準化の検討を進 めなげればな らない。

符号 データの生命 であ り.情 報の受渡 し点 において,そ の意味するところが完全 に一致 しなけ

れぽ な らない。情報交換 に際 しては,符 号の乱立 による無用 の混乱を避け,利 用者に最大の便宜

を もた らすた めの合理性を もった符号の標 準化が必要 であ る。現在ISOのTC97で は,情 報

処理交換用新国際標準符号が審議され ている。 この符号は8単 位2進 符号で,情 報は その中の7

単位 で表現 され,残 りの1単 位は原則 として偶数パ リテ ィ・チェ ックのために用k9ら れ る。わが

国においては,国 際符号 としての ラテン ・アル フ ァペ 。トのほか にヵタヵナ等 を含 める必要 があ

り,情 報処理学会な どで検討 した結果表6-7に 示 す ような標準符号の最新案 ができている。

変復調装置 とのイン タフェイスは,OCIT「rの 第5回 総会 において標準化の案 が勧告 された
。

現在の ところ・ この勧告は通信速度50キ ロ ビッ ト/秒 以下 の装置 に適用 し,端 末装置 と変復調

装置 の間の接続 コー ド長は15皿 以 下 としている。 接続は29回 路 示されて;5・り,さ らに数回路

の追 加が検討 されてい る。わ が国では,変 復調装置 を電電公社が提 供しており,装 置はいずれ も

COエTTの 勧 告に準拠 してい る。 また接続 ケーブル とのコネ クションは25ピ ン2列 のDタ イ

プコネクタである。

このほか利用者に便利な ような キーボー ドの配列の標準化,秘 密保護のための操作(パ スワー

ド)の 統一 な ど,今 後 ともきめこまか い検討が必要 であ る。

(5)信 頼 性の確保 と保 守の容 易さ

端末装置 は,加 入者宅内に分散設置 され.使 用環境条件 も良い処ばか りとは限 らないか ら,機

器の信頼性,保 守性は重要な問題 である。

機器 の信頼性 と価格 とは相反す る条件 である。 この2つ を満 足 させるためには,量 産 の道 しか

な い。端末装置 に多様化はつ きものだとのべたが,部 品だけはできるだけ統一 し,量 産す ること

によって信頼性を高 める必要があ る。部品の信頼性が高 まれば,装 置全体の信頼性をあげること

はそれ程むずかしい事ではない。 また複雑 な機構部 はできるだけ除 き,不 可欠の部分は集 中化す
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ること,機 械部分は無調整方 式を採用す るなどの工夫が必要 である。

信頼性をい くら高 めて も,障 害を皆無にす ることはできない。 そこで一度発生 した障害はで

きるだげすみ やかに回復 させ ること,す なわち,平 均罹障時間(MTTR)を 短 縮す るこ とが

大切であ る。 このためには、試験機類の整備 チェ ック端子の完備な どが必要 であ るが,保 守

体制 を強化す るこ とは更 に重要 である。保 守技術 の向上 をはか り,予 備 品類を そろえて,定 期

な らびに予防保全を徹底 させ ることによって,障 害の発生頻度,罹 障時間は減 少する。

オンライン情報処理サ ービスも,信 頼性の高い端末装置 の出現によって発展す ることは 言う

まで もない。

④ 人間工学上の問題点

これ までの端末装置 は,ど ち らかというと専用家の手で運用 され ていた。 しかしオン ライン

システムの進展にともなって,誰 でも容易 に使える端末の要求 が高 まるであろ う。キ イの配列,

キ イの間隔,装 置の形状 など,だ れで も親 しみゃす いように,人 間工学的な検 討を行な ってい

く必要 があ る。 また 日本 とい う国情 に適 した装置 の開発 も望 まれる。
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表6-7の 注

① 制御符号ORと しFは 復帰 と改行を511々 に行な う必要 があ る印字装置で用 い られ る。 この

二つの動作を,ひ とつの制御 符号で行 なう装置 については,.FE2が"NewLine"(NL)

とし て用 い られ る。

② 国際間の情報交換 では$と £記号は特定国の通貨 を示 すものではない。

⑤ 国家個有の使用に保留されてい るものであ る。

④5/14,6/0お よび7/14ぱ 本 来発音用"変 長音符""抑 音 符"k・ よび"オ ーバライ

ン"の ために設げ られた ものである。

⑤ 国際間の情報交換 では7/14は 一(オ ーバライン)記 号va用 い る。

⑥2/2,2/7お よび5/14の 文字はそれぞれ"引 用符号""ア ポ ス トロフ ィ"お よび

"上 向矢印"の 意味を もつ
。 しかしこれ らの文字が"後 退"の 前 または後 に くるとき社それぞ

れ発音用の"分 音 符""鋭 音 符"お よび"変 長音符"の 意味を もつ。

⑦ 国際間の情報交換 では2/3単 位 は£の意味を もち.2/4の 位 置は$の 意味をもつ。 £

と$の 不必要 な国では,同 意 により,"番 号 記号(#)"と 通 貨記号(o)"を これ らの位置 に使

用 できる。

o
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6.6デ ー タ 伝 送

データ伝送の将来については,本 資料 の第5章 でもふれているので,こ こでは概略 について記

す。 ・

オンライン情報処理 のこれか らの伸び はめざましく,AT&Tの カペ ル前 会長はつ ぎのように

いっている。 「ベルシステムの回線 にお いては,1970年 までにデ ータの伝送量 が音 声の伝送

量を超えてしま うだろ う。 」

わが国の デー タ通信の発展を,現 時点で定量的に推定することはむずかしいが,経 済成長の驚

異的 な進展ぶ りか らみ て,早 晩同様な傾向をた どることは間違 いないであ ろう。 しか しながら,

か りにオンライン情報 処網 通信 と電話の情報量が同程度近づ くとして も,こ れを回数線でみた場

合,電 話 による情報伝送の早 さは毎秒8字 程度であ るのに対 して,200ピ ・ ト/秒 のデータ伝

送回線は毎秒20字 で あ り,さ らに電話1回 線について200ピ ッ ト/秒 回線を6回 線 のせ るこ

とができるので,デ ータ伝送回線の 占める割合は電話回線のたかだか数パーセン ト程度であると

思われる。

わが国では,現 在 データ伝送方式 として通信速度50ビ ッ ト/秒 以下(普 通第1規 格),200

ピッ ト/秒 以下(普 通第2規 格)お よび1,200ビ ッ ト/秒 以 下(普 通 第5規 格)の5種 類 のサ

ービスを提供しているが,さ らに,近 く2,400ビ ・F/秒(電 話回線1回 線)の サ ービスを開

始する予定であ る。 この方式は電話 回線1回 線分の帯域を より効果的に利用 し,伝 送能率を上げ

ることを 目標 として,4位 相変調方式を採用 している。 また,変 復調装置 は,こ れ までサービス

されてきた1,200ピ ・ ト/秒 以下の ものと大 きく異kっ てお り,伝 送速度を きめるタイミング

は変 復調装置か らデータ端末装置 に供給す る同期伝送方式を とってい る。

広帯域 のデータ伝送に関 しては,今 後のオンライン情報処理 サービスの発展に伴 って相当需要

が生ずるもの と思われ る。 た とえば,情 報処理装置相互間のデ ータ伝送,通 信 回線を介 して行な

われ る高速入出力機器(高 速紙テープ、 磁 気テープ リーダ,高 速 プ リン タ等)と 情報処理装置 と

の接続 あるいは高速入 出力機 器相互間の データ伝送等の要求が生 ずるであろう。 したがって,

これ らの要求に対 処す るために,高 速データ伝送用 としてつ ぎの各方式の実用化 が進め られてい

る。

4.8キ ロ ビット/秒(所 要帯域4KBz)

96キ ロビット/秒(所 要帯域12KHz)

4.8キ ロ ビット/秒(所 要帯域48KHz)

さ らに今後ひき続いて実用化を進め るべき伝送速度 として
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250キ ロ.ビ・ト/秒(所 要帯域240KHz)

500キ ロ ビット/秒(所 要帯域480K且z)

等 が ある図6-11は こ うした回線の通信速度を まとめ,諸 外国 と比較 した ものであ る。わ が国

の伝送速度は,OGITTの 勧 告に準拠 してas・り,世 界的な標準をすべてそろえるよ う実用化を

行なっている。

データ伝送回線の分 岐方式 にっいては,こ れまで検討は されていたが,最 近市外区間を含む専

用線の うち,200ビ ッ ト/秒as・ よび1,200ビ 。 ト/秒 のデ ータ伝送速度に関 して4線 式 によ

る分岐回線を構成 し,サ ー ビスが開始 されることとなった。 この場合,1回 線 に設置 できる分岐

装置の数は5個 までである。

近時 電話回線に適用 され る搬送方式 として,PGM伝 送方式 が採用 され,し だいに中長距離

一6
区間にも適用 される方向にあ る。現在,デ ー タ伝送回線の品質 はエレ メン ト誤 り率 にして1×10

程 度 であ り,PCM回 線は このエレ メン ト誤 り率を一般 のデータ回線と同程度に確保す ることが

げ

可能なので,デ ータ回線 として使用す ることに問題はない。

PCM方 式 におい て、実現可能 なデータ伝送速度の限界について考えてみ ると,デ ータ伝送符

号 とPCM符 号 の間 に完全な ビ ット同期 が得 られ るとするな らぽ,PCMの 伝 送容量 がその まま

データ伝送速度 とな るが,そ の実現は未だ困難 とされている。実用的には,デ ータ伝送符号1ピ

・トにPOM符 号2ビ ッ トまた は3ビ ットを対応・きせ,符 号の伝送を行な うことが考え られ てい

る。

24チ ャネル容量 のPCM方 式 について,デ ータ伝送符号1ビ ットに対してPOM3ビ ッ トが

対応す るもの とすれば,500キ ロビ ット/秒 データ伝送速度が実現可能 となる。

　 　

データ伝送回線の品質は,前 に も述べた とお り,エ レ メン ト誤 り率が1×10程 度 であ り,

これ以上の品質 を要 求す る場合 には誤 り防御機能が必要 とな る。誤 り防御の方式 としては,国 際

的にもISOか ら勧告されて いる水平,垂 直パ リテ ィが適 してas・り,電 電公社で もこの方式 を採

用している。 しか し誤 り制御を端末装置 にもたせ ると,端 末装置の価格があがるので,伝 送誤 り

をできるだげ少 くす る高品質回線の要求 も当然 出てくる ことが予想される。

以上,デ ィジ タル伝送方式 についてのべてきたが,ア ナログ伝送方式 も重要な分野 である。ア

ナログ伝送方式の需要は,心 電 図 テレコン トロール等応用分野が広 く,デ 身ジ タル伝送 と同様

に将来広 く利用 され ることが予想 されるので,ア ナログ用変 復調装置 の実用化 も並行 してすすめ

る必要 があ る。現在電電公社では,心 電図等の伝送を 目的とした アナ ログ用変復調装置の実用化

をすす めて古 り,近 く商用 に供せ られ るはこびとなっている。
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図6 11伝 送 ス ピ ー ドの 諸 外 国 と の 比 較
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6.フ 通 信サービス総合網

6.Z1通 信網 の役割

日本 の電話通信網の規模は42年 度 末で加入者総数989万 市 外回線総数435,500回

線 自動化率91.5パ ーセン トである。 このよ うなば う大 な電話網tt,こ れ か らの データ通信

網を考えていくうえで,決 して無視 できるものではない。

一方 ,電 話に対す る要望は,従 来の"話 す"だ けの ものか ら"見 る,話 す,書 く"の 三位一

体のサ ービスへ と変 っていくであ ろう。 したがって,電 話網 その もの も,"話 す"た めの もの

だけではな く,"見 る,話 す,書 く"と いう条件を満足 しなけれ ばな らな くな り,こ こに通信

サービス総合網 の必要性が強調 されて くるわけであ る。

現在の通信方式に寿いでは,周 波数 分割方式 が主体であ り,多 重化は急速にすす め られてい

て,す でに2,フ00チ ャネル用 の12メ ガ同軸方式が実用 化されている。 この多重化は,さ ら

に大 口径同軸;ミ リ波導波管へ と続き,経 済的にみ て も多重化 された信号を伝送し うる可能性

は非常 に高 まってきている。

6.72新 しいサ ービスと所要周波数帯域幅

現在要求 され ているサ ービスとt所 要周波数帯域幅との関係を示〉すと,図6-12の よ うに

なる。 ここでは網 を4つ の段階にわけているが,こ れ らの網 は夫 々独立 に存在 しうるものでは

な く,帯 域 が広 くな るにつれて、 回線網 としては,そ れ よ り狭 い帯域幅の網 を包含す ることに

なる。 これ らの網 を広帯域の網 か ら順に特徴をのべ るとつ ぎのとお りである。

ビデオ網:現 在ある施設 としては,東 京の電電公社テ レビ中継 セン タを中心 とした マイク

ロ波テレビ中継網 であ る。将来,超 高速 データ伝送 回線 として,計 算機相互 間

の通信に使われ る可能性があ る。

超広帯域通信網:'テ レ ビ電話交換網 として役割 りが期待 され ている。 データ通信の分野 で

も,高 速宅内装置用 として使用 され るであろう。

広帯域通信網:記 録通信,各 種 データ伝送用 として広 く使われる可能性があ る。

一般電話通信網:電 話機 とともに,デ ー タ端末装置 を収容 して,多 採な情報処理サービ ス

が行なわれ るであ ろう。

6.Z5広 帯域通信網

オン ライン情報 処理サービスを考える場合 図6-12か らもわかるとお り・交 帯域通信網

を考えておけば,一 応のサ ービス条件は満足 され る。そ こで,現 用 電話網を用 いた ときの可能、

性 について検討 してみることとす る。
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図6-12サ ー ビ ス 種 別 と 占 有 帯 域
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(通 信サービス総合網一熊谷ほか)

市 内通信網を分類す ると,一 般 に加入者線路,交 換機および中継線路 の5種 にわけ られ る。

加入者線路 の伝送特性は,近 端漏話 により大き く影響 され るが,各 種の条件を考慮 した場

合,現 在 の配線方 式を多少改 良すれぽ50～100KHz程 度 までの広帯域 が可 能であ ると結

論 されている。ただし加入者線は現在2線 であるために,全 二重サ ービスを行な うためには,

往 復に異なる周波数を用 いなければな らな いので,利 用 で きる周波数帯は半分の25～50

KHzと な る。 このため50KHz以 上 の帯域で全二重サ ービスを行な うには
,そ の 加入者

だけ4線 化す るな どの処置が必要である。

さ らに,局 か らの距離 の近 い加入者.ま たはクーブル心線径,ヵ ・ドの使用法 を改良すれ

ば500KHzま で可能であ る。従 って,加 入者線路 に関 しては,現 在の ままで広帯域通信

がほぼ完全 にサ ービスできると考 えて よい。

交換機につ いては.実 測の結果 かな りよい伝送特性 がえ られ ている。 ステ ップバイスチ ッ

プ交換機 電子交換機に くらべると,伝 送特性は劣るが ,そ れで も100KHz以 下 に対 し

ては十分な特性を有 している。 さ らにクロスバ交換機,電 子計算機のす く・れた特性を いかせ

ば,広 帯域交換網の実現は非常に有望であ る。

中継線路 では,加 入者線路 と同 じく漏話 が伝送品質を劣化させる原 因となるが,検 討の精
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果,既 存の クーブルを用いて も多重化 された信号を伝送L.う る可能性が十 分ある。 また中継線

の搬 送化 も考え られ る。

以上のべたとお り,多 重化通信ぱ既存 の電話通信網を使用 して+分 可能 であ り,広 範囲な応

用 が期待 され るところである。

6.Z4将 来 の 総 合 網

前節で広帯域通信網 につ いてのべたが,将 来はさらに テレビ電話等の発達によって,超 広帯

域通信網へ と拡大されてゆくであろ う。

将来の通信技術の方向 として,PCMが デ ィジタル伝送に適 しているので,PGM方 式 がデ

ータ通信の分野に広 くとり入れ られ るであろ う
。POMは 現 在24チ ャネル方式 が実用化され

ているが,こ れ でデータ伝送を行な うと,約750キ ロ ビ。 卜/秒 の高速伝送が可能であ る。

さ らに120チ ャネルのものが開発 され ているが,こ れを使 うと約5.7メ ガ ビット/秒 の超高

速伝送 が可能 である。 この速度は、現段階に古ける計算機 と補 助記憶装置 間の転送速度に匹敵

す るもので.セ ンタ ・セン タ間の メモ リシェアの可能性 を示唆す るもの といえよう。

一方 ,PCMの 特 徴は,時 分割方式の電子交換機 を用 いることによって,多 重交換が可能 と

な ることであ る。伝送路を多実化した まま交換 できれば,現 在のように交換点で音声帯域 に復

調す る必要 がな く,端 末 か ら端末 まで4線 化が可能 とな り,1回 の変復調ですむた め伝送路 の.

価 格を低減 し うる。 そのほか,距 離の長短 にかかわ らず低損失回線を作れること,雑 音 に対 し

て強 く.高 品質のサービスを提 供できることな どか ら,多 目的 に利用され るであろう。 そして

PCMと い う変調方式による全体網の統一が可能 となるか もしれない。
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7.標 準 化

ス1標 準化活動の将来

情報産業分野に於ける標準化の目的は情報の互換性の確立にある。

随って標準化の対象となるものはすべて情報の互換性に何等かの関連を有するものであると考

えられる。

そして現在迄の情報産業の急速な発展の経過から見て今後は更に発展の速度が高められ極めて

急激な伸長を遂げるものと予想されるので近い将来に,す べての社会活動は勿論個人の日常生活

に至る迄情報産業 とは無縁であり得ない所謂情報化社会が出現するものと考え られる。

この様な社会に於ては情報¢)交換がすぺての活動の源泉 となるので,情 報の互換1生に関連 した

標準化の持つ意義は極めて大きい。

この為標準化が既存の実績の積重ねを基本 として自然発生的な形で行なわれる如き事では其の

意義は殆んど失われる。

発達の速度が異常に早い事が最 も大 きな特徴であるこの産業分野では標準化は極めて計画的に,

而も発展に先ん じて行なわれる事が望ましい。

この事は標準化を進めるに当って最も困難な条件であり,こ れを解決するには多大の努力を要

するものと考えられる。

この為将来の標準化活動は重点指向型に徹 し,重 要度の高いものから順次手際良く処理して行

ぐ事が要求されるであろう。

そして標準化活動を進める為の組織は極めて機動性の高いものが必要とされるであろう。

情報交換の範囲は国際的に迄拡張されるので標準化は常に国際的視野に於て進められなければ

ならない事も此の分野の特色であり国際化の程度は将来益々高められるであろう。

標準化組織のあb方 に就いては前報告「情報処理技術の現状と展望」の第6章 に指摘 した通b

である。

Z2標 準 化 の対 象

標準化に対する情報産業分野独自の重要性と特殊性に就いては既に前報告「情報処理技術の現

状 と展望」の第6章 に於て具体的に考察した処であるが,其 の最たるものは情報産業分野の発達

の速度が極めて早い事であろう。

技術革新の極めて激 しいこの分野に於ては標準化は対象となる事象の技術的な発展に先立って
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行なわれ,そ の発展の方向付けに寄与 し得る事を以て理想 とすべきであろう。

そしてこの様にして標準化が進められる場合,そ の成果に最も大きなものを期待する事が出来

ると考え られる。

随って将来の標準化の対象は情報の取扱いに関する基本的な思想又は手法を体系つげるもの即

ち情報処理の方式又は形態等を規定し得る基本的普遍的なものに重点が置かれる事 となろ う。

そ してこの様な謂はば開発的性格の標準化対象が重視される一方に於て,情 報交換用媒体の如

き極めて具象的な ものに就いての標準化謂はば整理的性格の標準化が,開 発的性格のものと相補

う形で活発に推し進められ るものと考えられる。 ～

72,1開 発的性格の標準化対象

開発的性格の標準化対象としては

i)情 報の形式に関するもの

.・・… コー ト◆等

iD情 報の表現に関するもの

…… データコー ド等

"iiD ハー ドウエア間の情報授受条件に関するもの

…… インタフェイス

lV)ハ ー ドウエア間の制御手順に関す るもの

…… ディジタルデータ伝送等

V)情 報処理方式の表現に関するもの

…… 新しい汎用プログラム言語の開発,流 れ図記号とその用法(計 算機を用いた場

合 も含む)

等がある。

これ等は何れ も論理的に考察し得るもので実存するハー ドウエア,ソ フトウエアの具体的な諸

条件乃至は実績等に煩される事が比較的少 く,将 来の発展の動向を見通して考察を進め得 る関係

上・将来の情報産業のあるべき姿を想定し乍 ら一つの理想像を創り上げる事が即ち標準化活動そ

のものになると謂 う点に際立った特色がある。

そしで情報産業分野の標準化活動の根幹となるべき最 も重要な対象が多く含まれて居る。

これ等開発的性格の標準化対象に就いては現在でも既に可成 り活発な標準化活動が国際的にも

又国内的にも進められて居るが将来は更に大規模且つ迅速な活動が要求される事 となろう。
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72.2整 理的性格の標準化対 象

整理的性 格の標準化対象 としては

i)媒 体 の規格に関す るもの

… … カー ド
,紙 テープ,磁 気テープ,デ ィスクパ ック等の媒体 に対す る情報 の互換

性確保 に関す る規格

ii)用 語 に関す るもの

… … 用語の統－

liDプ ログラム言語 に関するもの

… … 従来広 く用い られ てきた汎用の プログラム言語等

lV)媒 体 へ の書込 ・形式に関する もの

… … デー タ ラベル等

等がある。

これ等は現存する事象乃至は事物 と密接な関連があり将来を見通して現状 よ蚕飛躍したあり方

を規定する事が困難な条件のものが多 く,む しろ標準化の消極 面即ち現格の統一乃至は整理的な

要素が比較的多い。

これ等整理的性格の標準化対象の持つ重要性は情報の互換性確保の見地から将来共些かも変る

事はない と考えられる。

これ等に就いては現在国際的には勿論,国 内的にも活発な標準化活動が続けられて居るがその

内容は比較的現在又は過去の既定事実の統一乃至整理 と謂うべきものが多い。

然 しこれ等の作業も次第に終了 しつつあるので今後は単なる整理の域を脱し,将 来に備えての

標準化 と謂 う方向に次第に進むものと見られる。

Z23標 準化対象の比重

情報産業分野に於て最 も活発左標準化活動を行なって居るのは前報告 「情報処理技術の現状 と

展望 」に述 べた如 く国際標準化機構 一 工SOの 第97技 術委員会(TG97)で あ るが,そ の

下部組織である8個 の小委員会 －SOteよ び1個 の作業グループーWGの 活動分野を前記二

つの標準化対象に分類すれば表1の 和 ぐなる。

これにより標準化対象の動向と比重の一端を見る事が出来る。

標準化活動はややもすれば整理的性格のものに重点が移 り易い性格を有するので開発的性格の

ものの標準化活動を活発に進めて行 く事は一般に相当な困難を伴うものである。

特に情報産業関係分野は技術革新の速度が極めて早い為一層困難性が大 きい と考えられ る。
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表 フー・1に示す如 く,ISO-TC97の 現状 は開発的性格の ものの占める比率が可成b高 い。

この事実 は標準化団体 としてのISOの 将来 に対す る姿勢が積極的な もので ある事 を示 して居

るものと考 え られ る。

現に1968年 度 のISO-TC97第5回 総 会に於け る報告では今後の作業計画の一 つ とし

て標準化作業の中期及 び長期計画を立てる為 の計画専 門委員会 を設立すべ き事 を勧告 して居 り,

近 い将来開発的性格の標準化対象に就いての組織的な活動を期待 し得る状 況にある。

表7-2にTO97に 於 て取上げ て居る標準化対象 を勧告済及び審議中のものに分けて示す。

伺奨来標準化を希望されて居 る対象事項の具体例 として電子工業 振興協会の 」Is化 の ための

体 系調査報告書に挙 げ られ て居る ものを表7-3に 示 す。'

この表には標準 化時期 を昭和43年4月 を基準 として示 して あり,標 準化時期に よる対象数は

次の如 くで ある。

A、:1年 以 内 に」IS化 を希望す るもの6件

A2:2年 以 内に 」IS化 を希望す るもの9件

A3:3年 以 内に 」IS化 を希望す るもの16件

B:5年 以 内に 」IS化 を希望す るもの14件

C:5年 以 内にJIS化 の準 備を希望す るもの8件

表7-11SOTO97の 標 準化対象分類

分 類
、

小委員会及作業グループ名 担 当 事 項 開発的 整理的
SC1 用 語 ○
SC2 文字の組合せ と符号表示 ○
SG3 文 字 認 識 ○

SG4/WG1 入出力 … … 磁 気テー プ ○
SO4/WG2 〃 … … 紙 カ ー ド ○
SC4/WG3 〃 … … 紙 テ ー プ ○
SO4/WG4 〃 … … イ ン タ フ ェ イ ス ○
SO4/WG5 〃 … … 計測用磁気テープ ○
SG4/WG6 〃 … … デ ィ ス ク パ ッ ク ○
SO5 プロ グラム言語 ○
SG6 デ ィジタルデータ伝送 ○

SG7 情報処理問題の定義 と解析 ○
SC8 工作機械の数値制御 ○
WG-K デ ー タ コ ー ド ○

計8 計6
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表7-21SO/TO97の 審 議 項 目

審 議 項 目 分 科 会 お よび
作 業 グル ー プ

(勧 告 ずみの もの)

・6ビ ッ トお よ び7ビ ッ トの 情 報 交 換 用 コ ー ド(工SOコ ー ド と略 SC2DR1052

称する)

・ISOコ ー ドを 紙 テ ー プ(25 ,41nm,8ビ ッ ト)上 に 表 現 す る

方 法

・ISOコ ー ドを 磁 気 テ ー プ(12 .7皿m,7ト ラ ッ ク)上 に 表 現

SC2DR1418

SC2DR1320

する方法

・ エSOコ ー ド を磁 気 テ ー プ(12 .7皿m,9ト ラ ッ ク)上 に 表 現 SO2DR1321

す る方法'
「

・7ビ ッ トコ ー ドに 対 す る4ビ ッ ト文 字 セ ッ ト(サ ブ セ ッ ト) SC2DR1522

・ 情 報交換用磁気テー プの ラベルとファイルの構成 SG2DR1525

・ 磁 気 イ、ン ク 文 字 認 識(MICR)用 印 刷 仕 様(E13B,CMC

7)

・ 光 学 文 字 認 識(00R)用 文 字 セ ッ ト(OOR-A
,B)

SO5DR893

SG3DR996

・ 光学文字認識(OCR)用 数 字サブセッ トAの 数字サブセ ッ ト
SO3DR890

・ プ ログ ラム用言語ALGOL(言 語4レ ベル
,入 出力2レ ベル) SO5DR1558

・ プ ロ グ ラ ム用 言 語FORTRAN(3レ ベ ル) SC5DR1539.

。 情報処理用流れ図記号 SG7DR1299

・ 数 値制御機械用 コー ド SO8DR1314

・ 数値制御機械の軸 と運動の記号 SC8DR1315

・ 数値制御機械の穿孔テープ用 ブロック形式(準 備機 能 とその他 の SO8DR1316

機 械 の コー ド化)
`

・ 数値制御機械の位置決めと直線カット用互換性穿孔テープ可変プ SO8DR1317

ロ ック形式

・ 数値制御機械の位置決めと直線カットのための穿孔テープ用可変 SG8DR1318

ブ ロック形式

一169-・



・ 数値制御機械の位置決 め と直線 カ ットのための穿孔 テー プ用 固定

ブロック形式

(審 議 中の もの)

●

●

●

●

●

●

■

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

■

●

●

電子計算機 と情報処理関係用語 、

穿孔 カーー一・ド上 にISOカ ー ドを表現す る方法

文字認識用特殊文字の符号化

文字認識用字体 と印刷品質

未記 録磁気テ ープの寸法,性 能,試 験方法 など

記録された磁 気テープの記録位置,性 能,試 験方法 など

・7ト ラ ック200RPI

・9ト ラヅ:ク200RPI

●9ト ラ ック800RPI

高 性 能磁 気テープ(1200RPI,

試 験方法

未穿孔 カー ドの寸法,物 理的特性,試 験方法な ど

穿孔 カー ドの孔の位置お よびその寸法,検 査方法左 ど

カー ドの保 管条件

特殊用途の カー ドの 調査

未穿 孔テープの寸法,物 理的特性,試 験方 法な ど

穿孔テー プの試験方法

リールの寸法

紙テープの巻 き方,紙 テープのつ なぎ合 わせな ど

入出力装置 の インター フェース

計測用磁気テープの性能,試 験方法

ALGOL表 現用記号,文 字

プログラム用言語COBOL

数値 制御用 プログ ラム言語

システム ・パー フォーマンス

伝 送 速 度

1800RPI)の 性 能,

SC8DR1319

SCl

SC2

SC2

SC5

SO4/ ,wGl

SC4/wG1

SC4/wG1

SC4/wG2

SC4/w〔}2

SG4/wG2

SO4/wG2

SC4/wG3

SC4/wG3

SC4/wG3

SG4/wG5

SC4/wG4

SO4/wG5

SC5

SO5

SO5/wGl

SC6

SC6
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●

●

●

■

●

●

システムの分類 と定義

デ ィジタル'デ ータ伝送におけ る文字構成

ディジタル ・データ伝送におげ る制御手 順

ディジタル ・データ伝送 におけ る誤 り保 護

情報処 理用流れ図の使い方

数値制御機械 の輪かくは切削,輪 か ぐ切削/位 置 決めのための穿

孔テープ可変 ブロック形式

SC6

SC6

SC6

SC6

SC7

なお,wGKは 現在,審 議項 目を調査中で ある。

第7-5表 電子計算機と情報処理に関する標準化体系

1.用 語 関 係

標準化
時 期 標 準 化 項 目 標 準 化 内 容 標準化の必要な理由注たは

標準化に当たっての特記事項
'

A3
、 情報処理用語 ・オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム

用語関係は,既 に一般的 なもの

関係 がJISま た はJIS原 案 が作

・タ イ ム シ ェ ア リン グ ・シス テ
成されてい るが,最 近お よび将

ム関係 来の新しい分野として左記を取

・新しい端末機器関係
り上げることとしたい。

2。 符 号 関 係

標準化
時 期 標 準 化 項 目 標 準 化 内 容 標準化の必要な理由または

標準化に当たっての特記事項

A1 文字 と符号(」Isコ ・数字用 ・英字用 ISOで 勧 告DR

一 ドと略)
1052

、

A1 文 字 と符号(」Isコ ・カ ナ 文 字 用,英 ・数 ・カ ナ 文 JIs原 案 作成ずみ

一 ドと略) 字用
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C 文字 と符号(」Isコ ・漢字用

一 ドと略)

」 エsコ ー ドの媒体上 ・磁気テープ関係

A1 での表現法 12.71nm9ト ラ ッ ク 9ト ラ ックにつ きJIS原 案作

成ずみ

A1 12.7mm7ト ラ ッ ク 9ト ラ ック と同 時 にJIS化 を

要する

A1 」ISコ ー ドの媒体上 ・紙テープ関係 ISOで 勧 告DR1418

での表現法 25.4皿ln8単 位 」 エs原 案作成ず み

A3 」 エsコ ー ドの媒体上 ・紙 カー ド関係 ISO/TG9フ/SC2で 審議中

での表現法 80欄

B 」 エsコ ー ドの媒体上 ・デ ィス ク お よ び デ ィス ク ・パ ISOで は,ま だ取 り上 げてい

での表現法 ック関係 ないが,需 要 が盛んなので,

ISOの 動 向を見て取 り上 げる

必要が ある。

A3 」 エsコ ー ドの 表 現 法 ・伝送回 線 紙テープ,磁 気テープ上 での表

直列伝送 現法 との関連にて取り上げ る必

◇ 並万1伝送 要 がある。

A1 」 エSコ ー ドの サ ブ セ ・4ビ ッ ト ・サ ブ セ ッ ト ・エSOで 勧 告DR

ッ ト く1322

＼」Is原 案作成ずみ

A3 JISコ ー ドとそ の 表 ・磁 気 テ ー プ上 で の バ イ ナ リ ィ' ISO/TO97/SC2で 審i毒 中

現法 'デ ー タ ,数 字 デ ー タ の 表 現

A2 磁気テー プの ラベ ル と ・ラベルの形 式,桁 数,内 容 な ISOで 勧告DR1322

プ アイル構成 ど

A3 OGR記 号 の符号化 ・OCR用 特 殊記号 の符号化 ISO/□C97/SC2お ・よ び5

で審議中,
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3.OCRお よ びM工CR関 係

標準化
時 期 標 準 化 項 目 標 準 化 内 容

標準化の必要な理由または
標準、化に当たっての特殊事項

A2 OCR(光 学 文字認識) ・数字用サブセッ ト(FONT ISOで 勧告DR890

用文字字体 Aの サ ブセッ ト)

A3 00R用 文 字 字体 ・英 数 字(FON口Aお ・よび ISOで 勧 告DR996

B)

A2 00R用 印刷仕様 ・印刷位置,形 式な ど 工SO/TG97/SO3で 審議中

A3 MICR(磁 気 インク ●数 字 ・記 号(E-15B ISOで 勧告DR893

文字認識)用 文字字体 GMC-7)

A3 MIOR用 印 刷仕様 ・印刷位置,形 式な ど 工SOで 勧 告DR895

B OOR用 文 字字体 ・カナ文字

B MICR用 文 字字体 ・カナ文字

C OGR用 手 書字体 ・英数字,ヵ ナ文字 現在,米 国で審議中であるが,

わが国め個有文字につき,技 術

の発展と合わせ検討を進めたい。

4.情 報交換用媒体

標準化
時 期

標 準 化 項 目 標 準 化 内 容
標準 化の必要な理 由または
標準化に当たっての特記事項

A3 紙 カ ー ド ・媒体自身の仕様 工SO/TO97/SO4/W(}2

・記録方法 で審議中

A2 紙 テー プ ・媒体 自身の仕様' 標準化の要望は強いが,実 際

・記録方法 には共通した試験方法がない

ので,早 急 にJIS化 す るこ

とは困難 と思われる。

・ リ ー ル ISO/TC97/SC4/W(}5

;

で審議中
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A2 連続伝票用紙 ・形式 ,品 質 など JIS化 審議中であるが,情 報

処理用 として高性能のものを希

望

A3 磁気テープ ・媒体自身の仕様 ISO/TC97/SO4/TC1

・記録方法 で審議中

、

・ リー ル 200RPエ,800RPI

G デ ィスクお よびデ ィス ・媒体自身の仕様 エSOで は,取 り上げていない

ク ・パ ック ・記録方法
が,将 来のため に審議 を進 める

必要 がある。

C 磁気カー ド ・媒体自身の仕様 ISOで は,取 り上 げていない

・記録方法 が,将 来のために審議を進める

必要が ある。

5.入 出カインター フエースお よび入出力機器

標準化
時 期 標 準 化』項 目 標 準 化 内 容 標準化の必 要な理 由または

標準化に当たっての特記事項

A2 通信線(MODEM) ・直列の場合,並 列の場合 ,自 COITT-SPAで 原 案 審 議

と通信制御装置のイン 動応答の場合 ずみ

タ ー フ エ ー ス

B 装置制御とチャネル間 ・た こ足の場合 ,い もず るの場 一部電子協で原案審議ずみ

の イ ン タ ー フェ ー ス 合

O 入出力機器と装置制御 ・オ ン ラ イ ン ・タ イ プ ラ イ タ ISO/TO97/SC4/勺 可G-4

間 の イン タ ー フ ェ ー ス ・デ ィス プ レ イ で審議中

・紙 テー プ装置

・紙 カー ド装置

・磁 気テー プ装置

・その他人出力機器

A3 ケン盤配列(タ イプラ ・数 字用 ISO/TO97/SC2お ・よ び

イタ,カ ー ド穿孔機な ・英数字用 ISO/TO95で 審 議中

ど)
、
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・カナ文字用

・ヵナ,英 数字並用

タ イ プ ラ イ タ に つ い て は,

JISB9509と 関 連

6,プ ログ ラ ム 関 係

標準化
時 期 標 準 化 項 目 標 準 化 内 容 標準化 の必要な理由または

標準化に当たっての特記事項

A2 プログラム用言語 ・基 本 セ ッ ト
,フ ル セ ッ ト エSO/TG97/SC5で 審 議中

COBOL

B プログラム用 言語 ・基 本 セ ッ ト ECMAで 審 議中

PL/1

C プログ ラム用言語 ・ フル セ ッ ト ECMAで 審議中

PL/1
♂

A3 日本語による事務用プ ・基 本 セ ッ ト

ログラム用言語(日 本

語コボル)

.B アセンブラ用言語表記 ●命 令,記 号,ア ドレス表現な

法 ど

G タイムシェア リング用 ・タ イ ム シ ェ ア リン グ に お け る 『

コ マ ン ド 会話用 として

G シ ミュ レ ー シ ョ ン 用 言
、

シ ミュ レ ー シ ョ ン の プ ロ グ ラ ム

語 の目的に よって種 々の言語 があ

る。 例,GPSS,SIMSORIPT

その他自動設計用

B システム性能評価基準 ・GIBSONMIXに 類 す る も
性能評価をして,カ タ ログ など

法 ので,も っ と合理的な もの に記入するもの
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Zデ ー タ伝送関係

標準化
時 期 標 準 化 項 目 標 準 化 内 容

標準化の必要な理 由または
標準化に当たっての特記事項

A3 データ伝送制御手順 ・制御符号機能の定義,伝 送時 COITTお ・よ びISO/TC97/

の使用手順 SC6で 審議中

B 伝送データの形式 ・メ ッセ ー ジ の 構 成 COITTお ・よ び 工SO/TC97/

・ギャラクタの構成 SO6で 審 議中

B データ伝送方式の分類 ・分岐,ボ ー リングな どの方式 OOI[PTま ♪よ びISO/〔PO97/

と記述 およびその記述方法 sO6で 審 議 中

A3 誤り制御方式 ・誤 りの制御方式お よびそ の制 GCITTお ・よび 工SO/TC97/

御手順 SG6で 審議 中

A3 データ伝送速度
、 一信号速度 CCITTお ・よ び 工'SO/TG9『7/

SC6で 審議 中

8.記 法 関 係

標準化
時 期 標 準 化項 目 標 準 化 内 容

標準化の必 要左理 由または
標準化に当たっての特記事項

A2 論理回路記法 ●AND,OR,NOT,N ISO/TC3で 審 議中

NAND,NORな どの 論 理

回路の記述方法

A2 流れ図記法 ・流れ図記号 とその使い方 工SO/TO97/SC7で 審i講 中

シ ス テ ム 用,プ ロ グ ラ ム 用 流れ 図はISOで 勧 告

A3 ブロック図記法 ・シス テムをブロックに より記 DR1299

述する方法 と記号

B PERT記 法 ・PERT図 で使 用す る記号 と

その使い方
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9.デ ー タ ・コ ー ド関 係

標準化
時 期

標 準 化 項 目 標 準 化 内 容 標準化の必要左理由または
標準化に当たっての特記事項

B 時 間コー ド 年,月,日,時,分,秒 の 表 現 ISO/TO97/WαKで 審議予定

法 ⑳

B 地域 コー ド 国,都,道,府,県,市,町,

村などの表現法

B 産業コー ド

B 商品 コー ド

そ の 他

Z5新 たに標準化が予想されるもの

現在既に標準化の対象 として取上げられて居るものの他に将来新たに標準化の対象となる事が'

予想されるものは数多くあるがそれ等の中で特に重要な意義を有す ると考えられる幾つかの対象

に就いて考察する。

具体的には

Dマ ンマシンインタフェイスに関するもの

iD漢 字に関するもの

i川 計算機用手書き文字に関するもの

手書き文字は,人 間の誤読を避けるための標準化 と,文 字読取装置のための標準化との二つの

o

標準化が考え られ る。

前者は,た とえば

英字のO(オ ウ)と 数字の0(零)

英 字の1(ア イ)と 数 字の1(イ チ)

英字の0(オ ウ)と 英字 のD(デ ィー)

英 字のU(ユ ウ)と 英字のV(ヴ ィー)

な どや

数字の1,7,2

数 字 の5と 英字のS(エ ス)

な どの相互間での誤読をさげ るために,た とえば,英 字のDをD,数 字の0を ∬と書 ぐなどの,
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特殊記法 を標準化 しようとす るもので ある。

後者は,手 書 き文字の読取装置 に対 して,字 の大 きさや記法のバラツキを少 な くし,判 読でき

る率を高め ようとするものである。

で ある。

73.1マ ンマシンインタ フェイス

情報産業の発展 と共に情報処理組 織に接触す る入間の数 とその属す る分野 とは飛躍 的な増加 を,

来 たす ものと予想され る。

この為将来の情報処理機器,就 中情報処理組織 と人 間 との接点に位置す る入 出力装置お よび端

末装置 に於ては人間対装置の情報の授受の形態 と手法,即 ちマンマシンインタ フェイス が極めて

重要 とな って来 る。

そして誰 もが必要 とす る時 に何時で も情報処 理組織 との間の情報 の授 受を容易に而 も確実にな

し得 る為には,操 作す る人間について,感 覚的 な違和感 が極めて少 く而 も効率の高い情報の授受

を可能ならしめる良いマン マシン インタフェイスを持 った機器が要求 される事 と在ろ う。

この為操作の手順,入 力情報の与え方,出 力情報の取 出し方等を標準化 し,何 れの情報処理組

織に使用されて居 る機器 も全 く同 じ操作 に よって使用 し得 る如 くする事が要求 され るに至るで あ

ろ う。

特 に今後は視聴覚等の五感 に訴え て直接 に情報の授受を行なわん とす る入出力装置又は端末装

置,例 えばデ ィス プレイ装置,音 声応答装置等の如 きものが次第に多 くなって来 る事 と考え られ

るのでマンマシンインタフェイス の標準化 は重点的に取上げ られ るべき標準化 対象で あろ う。

具体的な対象 としては極めて多 くの ものが現 われ るで あろ うが,身 近な例 として 鍵盤の感触

(キ ータ ッチ)の 如き もの も重要 な対象 となるで あろ う。

ス3.2漢 字 に関するもの

現在の情報処理組織は,漢 字処理を目的 として特別 に設計 された処 理組織を除け ば漢字を扱 う

事を考慮 したものは左い。

然し情 報産業の発達に伴って我 々の 日常生活に欠 く事の出来ない漢字を取扱い度い との要求は

高まるもの と考え られ,ハ ー ドウエアの面で漢字の取扱いが容易化されるならば,多 くの情報処

理組織が これを取入れる事 となろ う。

この場合には

使用す る漢字の範囲

漢字用 コー ド
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入力機器用鍵盤配列

出力字形

入力字形

等が標準化の対象となろ う。

これ等に就いては或程度ハー ドウエアの開発状況に挨たねば左らぬ条件が多いので標準化には

或程度の時間を要するもの と考えられるが,継 続した推進の為の努力が必要であろう。

特に出力字形に就いては印字の際の品質を或程度以上に保持する為に必要な字形の標準化 と,

ディスプレイ装置等に於ける出力表示の際出来る丈け見易 くす る為の字形の標準化 とがあり,従

来の英数字お よびカナ文字より遙かに複雑な字形を対象とする事に よる全 く新 しい問題を含んで

居る。

入力字形は将来文字認識を行なう事を考えての標準化でこれはハー ドウエアの発達 と直接に関

連するもので あり,認 識の為に若干の字形の変形迄考慮に入れたものとなろう。
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第8章

コ ス ト処 理





8.処 理 コ ス ト

8.1原 価 の推移

原 価の現状 につい てはさ きに 「情報処理技術の現状 と展 望」 において述 べたとお りであるが,

将 来の原価を予測するにあた って,如 何な る方法に よって これ を算出するかは甚だ困難な ことで

ある。

そこで本稿 においては過去の原価 の経過 から将来 を類推する方法に よることと した。

以下 これに より機械の借用料,人 件費,備 消耗 品費等各項目に沿って記 述す る。

8.1.1過 去 の原 価

8.1.1,1機 械 借用料

機械借用料について原価の定義 には,そ の効果 か ら見た原価 と,唯 単に料金の面か らみた もの

との2種 類 に大別 される。前者は性能 からみた原価であ って一定 の作業量 を処理する時間か ら割

出された原価で次の式 によって算 出される。

機械借用料 ・
× 処理時間 ÷ 作業量

200時 間

か くして算出 された原価は過去か ら現在 に至 る経 過を見 ると,作 業の質,量 機種 に より区区

であ り,甚 だ複雑であるが唯一般 には この原価は低下 の傾 向を示 してい る。

これ に対 して後者は,機 械借用料その ものであ り単 に借用料を契約時間 で除 した ものであ るの

で,機 種 が変 るか,料 金に変動があったか,或 は月間契約使用時 間 に変化 があったか によって原

価 に変動 が現 われ る。 過去 の経過 は一般 にP.C.Sと 呼 ばれ るユニ ット・レコー ド機械類 に見 ら

れた程度で、 電子計算機 につい ては同一機 械を使 用 してい る限 り変化はなかった。

8.f.1.2人 件 費

電子計算機の原価 の うち人件 費の占める割合は比較的 に大 きい。 さ きの現状 と展望 に述 べた原

価の比率 からみ ると第8-1表 の ようになる。

第8-1表

機 械 借 用 料64%

人 件 費21%

そ の他の経費15%

従 っ て前項の借用料 を一定 とするならば,こ の人件費 の変動は電子計 算機の原 価を変動 させ る

最 も大 きな費 目となる。
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周知の如 く人件費の変動は.大 きく社会経済,景 気の変動に影響 され,将 来の我が国の経済状

態を正確に把握 し.労 働人口を見透 しその上でないと正確なる将来の予測は出来ないこととなる。

本稿では一応の見透 しとして労働白書から過去の人件費の推移を調べ,も って将来の傾向を推

察することとした。

労働省の毎月勤労統計による過去の現金給与の上昇率の年間推移は第8-1図 の とteりである。

12%

10

8

6

4

2

2930515233345536573859

第8-1図

4041年

'
＼
＼

＼

第8・1図 は経済の戦前水 準への回復が一応終 った昭和29年 以 降の年平均 賃金の上昇率であ

って,昭 和29年 か ら昭和55年 までの上昇率は25%～Z8%の 範 囲にあ り,昭 和36年 か ら

41年 の間は95%以 上 を維持 しつづけてい る。

さらにこれ を給与項 目別 に調べてみ ると第8～2表 の ようvaな6。

第8-2図 の ように最近におけ る給与の上昇率は景気の回復,上 昇に伴 う生産活動の活発化 を

反映 した超過勤 務手当の増加や企業収益の好転 に影響 された賞与な ど,特 別給与 の大巾な増加 と

い う景気循環 的要因が強 レも

我 が国におけ る全産業の平均賃 金上昇率は以上の ような経 過 を辿 ってお り,将 来の予測 にあた

っては56年 ～41年 におけ る上昇率 が36年 以 前の上昇率 よりも,よ り現実的 な数 字 として採
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用 し得る もの と考え る。

第8-2衰

年

現金給与

総 額

上昇率%

定期給与

上昇率%

定期給与をさらに下記
のとおり分ける

特別給与

上昇分%
所定内給与
上昇率%

超過勤務給与
上 昇 率%

39年

40年

41年

10.0

995

10.8

8.8

ZO

z9

Z7

71

6.6

1.1

0.1

1.5

1.2

2.5

2.9

%

110

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

34 35 56 37 38 39 40

110.8

41年

第8-2図 賃 金指数(40年 平 均=100)

更 に景気変動に影 響 され易い特別給与,超 過勤務手当な どは安全を考慮 して最 少限度の数値に

止 めるべ きと考え る。

8.1.1.5そ の他 の経費

その他 の経 費のうち将 来(5～7年 位),変 動 の少 ない ものとしては,減 価償却費,家 賃地代,

電力光鞭 ・通信費 保酬 等 があ 峻 動 ある もの としては消 耗品・会議 鮒 金・
、機

等 があ り,更 に旅費交通費,運 搬発送 費,通 信費中の電話料,公 租公課 な どはどうも値上 りの恐

れ充分な経費 と見 られる。
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備品,消 耗 品の うち特 に電子計 算機用作業用物 品類は,諸 般 の費用が値上 りの傾向にあるうち

この費 目だけは先 づ下降 をつづける もの と予想され る。

即ち,統 計 カー ドを例 にとれ ば昭和25年 頃1枚1円25銭2厘5毛 であ った ものが現在では

60銭 と半分 以下 とな ってtsり,さ らに下降の傾 向をつづけている。

磁 気テープ 等も,特 に最近は値 くずれの様子で,あ る条下 の下では実勢価 格は数年前の6～7

割程度までに下降 して来 ている。 用品用紙類 も同様 で,電 子計算機 の普及に比例 しこれ等 の物品

類の価 格は更 に低 下 しつ づける ものと予想 する。

8.1.2将 来 の原価・

8./2.1機 械 借用料

機械借用料の将来は,過 去の原価の項にて述べた とおり,機 種変更 な しとの前提で予測するな

らば,将 来共現状 の儘変化な しとする。

ただし,現 在使 用 中の機械を今后共変更す ることなく使 用する例は実 際には極 めて少 ない もの

と予想され,大 多数 のユ ーザーは,何 等かの方法 に よリレベル アソプを行 な うであろ う,こ の場

合は当然 コス トア ップ,或 はダ ウンが生 じる。

然 し乍 ら',本 稿 にこれ を採 り入れ ることはある機種の時 間 当リコス トの変動 を予測する前提 か

ら外れ るので,こ れは除外 した。

8.1.2.2人 件 費

ス1.1.2項 において述 べた人件費の上昇率は9～10.8%の 範 囲にあ り,こ の内超過勤務等 を

除いたもの46.6～Z7%の 範 囲 となる。 除外 したこれ等景気変動に より影響 を受け易い経費 の

最少限度 として1.2%を これに加え ると,そ の上昇率平均 は7.2%と な り,こ れを将来の上昇率

として採用 するこ ととしたレ、

8.1.23そ の他 の経費

電子 計算機 で使 用する備 品 消耗品については,電 子計 算機の利用範 囲が広 まるにつれ,或 は

過去におけるが如 き極 く限 られ た数少ない業者に よる市場 独占か ら取扱業者が増加するに従って,

そ の価 格は 低下の途を辿 るであろ う。 その限界は どこにあるかは予測出来ぬが,こ こ数年は低下

の傾向 を示 すであろ う,又 その反対 にこれ等以外の経費 には上昇 を示す ものもか なりあろ う。今

后新たに設置 するユーザーに於 ては8.1.1.3項 において述 べた減価 償却費,家 賃地代 など も変 っ

て こよう。 従 って以上を総合す る と全体ではやは り若干の コス トアップになるものと予想される。

以下項 目を追 って述べ る。
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(1)消 耗 品費

この費 目の殆んどが,値 下 りの可能性を持 った もので,極 く内輸に見積 っても昭和49年 度 で

現在の15%程 度は期待 できよう。

(2)減 価 償却費

既に設置済のユーザーにおいては 定額法を採 る限 り変化は姦い。

(3)電 力光熱費

特に電 力科については我が国の政策に より決定され,将 来如何 なる科金になるかは予測不可能

であ るが,そ う度 々改訂 すべき性質の ものでないので,現 在の儘 とする。

(4)家 賃 地代

これ も減価償却費 と同様 に既に設置 したユーザーにお・いては,先 づ変更のない経費であろ う。

(5)そ の他の経費

この経 費は値上 りの傾向 を持 ってい るが 前回の現状分析 の際は総計費の5%と して算出 して

あるが この 比率の儘で よい ものと思われ る。

8.2稼 動時間の推移 り

電子計算機の稼動時間の将来は,さ きに稼動時間の現状に述べたとおり,借 用料 ・勤務時間の

関係に於て決定されるものと考える。レンタル面からの月間使用時間の制限は今后 も変更はない

であろ う。但し超過使用時間の課金方法に当っては,積 算計の採用により今后厳格なものになり,

実質的にはコス トに若干の変動があるものと思われる。

勤務時間については,人 件費 と同様社会経済 と密接な関係をもってお り,最 近においては労働

時間は短縮の傾向にあり,こ れについて労働者の調査結果を参考に記す。

昭和41年 には敬老の日,体 育の 日の設置に伴 う休 日増があb,所 定労働時間は昭和36年 以

降短縮傾向をつづけた。一方所定外労働時間は景気回復に伴 う生産活動の増大で人件費の項にお

いて示 した統計のとおり大巾な増加 となったため総実働時間ではほぼ保合となった。

然し乍 ら,こ こ数年来労働組合の要求や,労 働力の確保,定 着などのため労働条件改善の一環

として労働時間の短縮を行な う事業所が増加している。賃金労働時間制度総合調査によれば,昭

和39年 ～41年 の5ケ 年間に労働時間短縮を行なった事業所の割合は全調査事業所の25,2%

となっている。

その内容をみると1時 間以上3時 間未満の短縮 をした事業所が約50%を 占めている。
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第8-3表 週当り所定労働時間短縮状況別事業所構成比

(単 位%)

短 縮 時 間 短 縮 方 法

産業規模
1時 間

未 満

1時間
以 上
3時 間
未 満

3時間
以 上
6時間
未 満

6時間

以 上

③始業時刻
の

繰り下
げ

聯
繰り上
げ

③嬬 、

時間の

延 長

㈱

喘

半日休

制 の

実 施

週休2

日制め

実 施

その他

産業規模計 23.6 490 24.4 50 171 45.2 11.2 4.4 z1 196 10.1

500〔八以上 22.3 48.5 267 24 97 18.9 12.6 α5 5.8 52.9 146

30～99人 24.5 51.0 21.4 51 21.4 541 163 10.2 61 1.0 61

製造業規模計 24.3 50.6 22.8 2.5 16.2 44.2 12.5 4.2 5.2 25.5 91

500臥 以 上 20.5 53.4 26.4 一 61 176 95 0.7 54 62.2 12.2

30～99人 294 52.9 157 2.0 21.6 608 275 3.9 2.0 一 2.0

以 下 省 略

1

労働省(賃 金労働時間借1陵綜合調査)41年10月

第8-3表 の如 ぐ最近労働時間短縮の動きが強まっているが、今后の労働時間短縮の方法とし

ては一日当bの 労働時間短縮から週休2日 制など.週 或は年単位とする短縮を行なわん とする事

業所が多く左って来ている。

時

200

34555637 .383940

第8-5図1人 平均 月間 労働時間数

41年

これを1ケ 月1人 の実労働数の年間推移を示したものが第8-3図 である。

この ように年 々労働日数は短縮されているが,電 子計算機の稼動時間に及ぼす影響は如何なる

ものであろうカ㌔
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8.2.1時 間短縮 と稼動時間

電子計算機の稼動時間は,200時 間使用の場合,借 用料のみでも1時 間当り15,000円 程

度であるから超過使用料を払っても長時間稼動させた方が経済的であることは既に述べたところ

である戊 前述のように職員の勤労時間が短縮されていった場合,稼 動時間に影響を及ぼさない

であろ うカ㌔

如何に経済的 とは言えやはり稼動時間には影響があると見るのが自然である。然 し乍 ら貿易自

由化の嵐の中にある企業 としては経済性追及のために何等かの方法 により両者の調和策を考え,

そしてこれを解決して行 くものと推察する。その一例として休日,夜 間の電算機の運用を請負 う

会社 も現われて来ており・・一部の企業では既にこれを利用 しているところもある。或は交替服務

時間外労働等により切抜けるところ も現われるであろ う。

故に職員の勤務時間の短縮が直ちに電子計算機の稼動時間の短縮とはならないであろ う。

8.5原 価 の 算 出

以 上 の 調 査 結 果 か ら将 来 の原 価 の 算 出 を行 な え ば 下 記 の と お り とな る。'

8.5.1中 型 機 の場 合(月 間)

(1)機 械 借 用 料'〃

現 在 の 機 械 の 儘 とす る。

3,263,000円=5,265,000円

(2)人 件 費

人 件 費 の 上 昇 率 は 毎 年Z2%と す る と,

昭 和47年 度 で は,81,000円 ×15名=1,215,000円

昭 和49年 度 で は,92,000円 ×15名=1,380 ,000円

㈲ 消 耗 品 費

昭 和49年 で15%の 値 下 り が 予 想 され る の で,

昭 和47年 度t40,000円 ×O.9=126,000円

昭 和49年 度140,000円 ×085=119,000円

(4)減 価 償 却 費

現 在 の 儘 と す る。

69,800円=・69,800円

(5)電 力 光 熱 費
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現 在 の 儘 とす る。

86,000円=86,000円

(6)家 賃 地 代

現 在 の儘 と す る。

250,000円=250,000円

(7)そ の 他 の経 費

上 記 総 計 費 の5%と す る。

昭1和47年 度250,490円

昭 和49年 度258,390円

(8)合 計

昭 和47年 度'5,260,290円 ÷20〔 時 間=26,501円

昭 和49年 度5,426,190円 ÷200時 間=27,130円

上 記 の 如 く47年 度 で は 時 間 当 りの コス トは26,501円,49年 度 に 於 て は27,130円 と

な っ た。 こ れ を現 状 の 原 価 の5,508円 と比 較 す る と47年 度 では5 .1%増,49年 度 で6.3%

増 と な る。

8.3.2大 型 機 の 場 合(月 間)'

㊥ 機 械 借 用 料

8,520,000円=8,520,000円

(2)人 件 費

昭 和47年 度81,000円 ×22人=1,782,000円

昭 和49年 度92,000円 ×22人=・2,024,000円

(3)消 耗 品 費

Ptp和47年 度168,000円 ×0.9=151,200円

昭 和49年 度168,000円 ×0.85=142,800円

(4)減 価 償 却 費

85,800円=85,800円

(5)電 力光 熱 費

172,000円=172,000円

(6)家 賃 地 代

375,000円=575,000円
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(7)そ の他 の経費

昭和47年 度554,300円

昭和49年 度565,980円

(8)合 計

昭和47年 度11,640,300円 ÷20〔 時間=58201円

昭 和49年 度11,885580円 ÷200時 間=59,427円

上 記の如 く大型機の時間当 り原価 は58,201円 と59,427円 にな った。 これ を現状の原価

55,660円 と比較す ると,47年 度 で4.5%増,49年 度では8.5%増 となる。

中型機 の場合の増加率 が3.1%,6.5%で あるの で,大 型 機の原価増は,中 型機に 比べて,や

や割高になってい る。 これは前提 と して機械借用料 を一定 としているので,人 件費,そ の他 のア

ップが,中 型機に比べ て人数 も,経 費 も増加す るためかかる現象 を示 した もの であ る,従 って大

型機 の場 合は,中 型 機以上に コス ト低減の配慮 がなされねばなるまい。

8.4勤 務 時間 との関連

さきに職員の勤務時 間は,今 後益 々短縮 され て行 ぐが,こ れが電子計算機の稼動状況に及ぼす

影響 は企業 における何等かの対策に より現状 とあ まり差は ないとの推察 したが,交 替服 務時 にお

ける原価はどの ようになるであろ うか,中 型機を例に採る と,

8.4,12交 替 服務の場合

原則 と して増加す る経 費は,

機 械借用料 が

5,263,000円 ×0.25=815,750円

人件 費は,オ ペレ ーター,管 理者のみと し,

昭 和47年 度5名 ×81,000円=405,000円

昭和49年 度5名 ×92,000円=460,000円

電 力光熱費は86,000円

その他の経費は,上 記の5%と し,

昭 和47年 度65,357円

昭和49年 度88,087円

合 計で

昭和47年 度1,372,087円
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昭和49年 度1,449,837円

となり,1時 間 当 り原価は,

昭 和47年 度 では,(5,260,290円 十1,572,087円)÷400時 間=・16,580円

昭 和49年 度 では(5426,190円 十1,449,837円)÷400時 間 一…17,190円

となる。

8.4.23交 替 服務の場合

現状 と展 望 に於 て述べた とfoり,5交 替 服務 には,唯 単 に24時 間稼動 で算 出は出来 ない。 こ

れは超過勤務,ピ ーク時の処理等2交 替の場合 には問題 とならなか った要素 が加わって くる,そ

の一番 目立 つ もの として5交 替は2交 替に比べ交替要 員を増加 する必要がある。

機械借用料5,263,000円 ×O.5=1,631,500円

人 件費 これは上記の如 く増加要員 を見込 んで

昭和47年 度(5名 十5名)×1.25×81.000円=1, .012,500円

昭 和49年 度(5名 十5名)×1.25×92,000円=1,150,000円

電 力光熱 費86,000×2=172,000円

そ の他 の経費,上 記の5%と す る。

昭和47年 度140,800円

昭 和49年 度14ス675円

合 計で

昭和47年 度2,956,800円

昭 和49年 度5,101,175円

とな り,1時 間 当 りの コス トは,

昭 和47年 度 では(5,260,290円 十2,956,800円)÷600時 間=15,711円

昭 和49年 度 では(5,426,190円 十3,101,175円)÷600時 間=・14,212円

となる。

8.4.5非 交替服務 との比較

上記の コス トを非交替 の原価 と比較 してみる と,2交 替 の場合は 昭和47年 度 及び49年 度共

非交替の1時 間当 り原価 は63.5%に 当 り,5交 替 の場は,昭 和47年 度 で521%,49年 度

では52.3%と な っている。

これ を現状 の2交 替,3交 替 の メ リットと比較 すると,

現 状では2交 替 の とき62%
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3交 替 のとき51%

で あるか ら

2交 替 の ときで1.3%増

3交 替の ときで1.1～1.5%増

とな ってい る。

即 ち,2交 替3交 替服務のメ リッ トは,将 来共変 りなく依然 として充分 なメ リッ トを持 って

いることとなる。

更に2交 替 と5交 替 との差は現状で10%程 度,将 来 に於 て も10～11%程 度 なの で,現 状

同様 あま り大 きな経 済的効果は期待出来 ない。

8.5ハ ー ドウエアの能力 とコス ト

計算機 システ ムの処理能力の評価 につい ては 「情報処理技術の現状 と展望」に述べ た とお り各

種の方法 が考え られ てい るが,適 確 な能力 値は得 られ ていない。従来は人手に よって行 なってい

たデータ処理を単に計算機 に置 き換え正確 に早 く処理 をす る とい った考え方で大部分 の機械化 が

行 なわれて来て おりここ数 年はやは りそれが基調 とは なるが 計算機台数の増加,価 格 の低下,

各種 の新 しい機能 をもった入 出力装置の出現,ラ ンダム プアイル装置の進歩,処 理技術 お よびソ

フトウエアの発展等 によって今迄 とは変 った処理方式 に次第に移行 し,か つ適用分野 もます ます

多様化 してい くもの考え られる。

8,5.1中 央'処理装置

中央処理装置の内部演算能力は内部処理に必要 な命令の実行時間 と使用 頻度の積 から求 められ

る平均 命令 実行時 間によって表す こ とができる。 との使 用頻度については種 々の ものが提案 され

ているが,何 れの ものを とって も従 来同一価格 の計算機 で2～2 .5年 で1/2に な っておりこ～二

当分は この傾 向が続 くもの と考え られてい る。 なま洞 一価格の計算機では 内部メモ リー容量が5

年間 で2～4倍 となることが期待 されかつ入出力チ ャネルの強化 に よる入 出力の同時処理能力の

向上 が行 なわれるであろ う。 これらを処理装置の能力 として どの ように評価するかは問題のある

ところではあるが よ り大 きな処理の可能性 およびマルチプログラミング能力の向上 を考慮すれ ば

5tlF.後には コス ト./能 力 は1 ./5～1/6に はなる と考 えてよいであろ う。 ただ し計算機 には いわ

ゆ るGr。s。hの 法則 があb能 力は コス トの2乗 に比例 するので上記は同一価格 の計算機 について

の考察であ り,同 一能力 の計算機 では価格の低減は1/2～1/2 .5程 度 と考え られ る。

'
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8.5.2磁 気テ ープ装置

磁 気テープ装置 の公称移送速度は テープ速 度と記録 密度の積 で表 され る。 テ ープ速度は機械的

な制約 によって余 り大きなコス ト低下は見込 めな いが記録 密度は5年 後 には2倍 程度の増加はそ

れ程 のコス ト増加 を伴なわずに期待 できよう.し か し実際 にシステムで使用 する場合は プロツク

間のギヤ ツプを走行する無駄時間 を考え た実効移送速度 となる為密度の上昇 がそのまま能力の上

昇 とはな らないb5年 後 で30～40%の コ ス ト低下 と考え られる。なおテープの着脱 の為の操

作を減ず るような機構 をつけて操作性 を向上 し,シ ステム使用上の実効能率を上 げるこ とに よっ

てコス ト低減 を計 るととが与え られ る。

8,5.3ラ ンダ ムアクセスファイル装置

磁気 ドラム,磁 気ディスク,磁 気 カード等であるが機械 的な運動 を伴 ってい る為 アクセスタイ

ムに関する能力増はそれ程期待で きないが記録密度の向上 に よるビッ ト当 りの単 価はか な り低下

する もの と思われ る。 これは大量のプ アィルを常 にオンラインに接続 してお いて より有効 な処理

を行 うとい う新 しい処理方式の採用へ の大 きな原動 力に なると考え られる。又一 方中央処理装置

の高速化 によるコス ト低下 を有効に利 用する為 に も貢献す るもの と思われ る。

8.5.4入 出力装置

入出力装置の個 々の装置 については第2章 ハー ドウエアで詳述されてい るのでここでは述べ な

いが,一 般的 にい って従来の標 準的な入出力機器ではそれ程大 きなコス ト/能 力 の低下は期待で

きないが より良い マンマ シンイ ンタフェ イスを提 供する新 しい機器の出現 とそれの コス ト低減が

期待 されている。

8.6ソ フ トウエアの能力とシステム コス ト

ソフ トウエアについて も第5章 ソフ トウエア技 術の項 に詳述 さ?・Lてい るが ソフ トウエアの進歩

は システムとしての効率を上げる方向で考え られ ている。計 算機の能力は前述の如 く急激 に増大

しているので もはや人間の能力では シス テムを能カー杯に働 かせ るよう制御 する こ とは不可能 に

なった。 したが って ソフ トウエ アは 目的 とする情報 処理以外 にそれを実行 するた めの各種の準備

作業,管 理作 業に計算機 の能力の一部 を費消 して システムの能力が人間の能力に よって制限され

ることを防止 しシステムの実効効率の向上 を計 っている。 ・

また3.3.tOに 述べ られている如 く個 々の ソフ トウエアの価格は急激 に下 ってい ぐもの と考え

られるが より多 くより高度の ソフ ト.ウエアが次 々と要求 されて くると考え られ るので,シ ステ

ムで負担すべ きソフ トウエアコス トの全 システ ムコス トに 占め る割合は ます ます大 きくなってい
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くと思われる。 従 ってシステムの コス ト低減 は上記 のハ ー ドウエアのコス ト低減 よりかな りゆる

い もの となるであろ う。

8,7処 理 コス ト

計算機 システ ムを構成 する各 要素の コス トの動向は上述の如 きものであるが或 る特定 の問題 を

処理す るコス トはど うなるであろ うカ〉 これは極め て難か しい問題 であるが,ざ っと考え て殆ん

ど変わ らない或 いは幾分高 くなるもの か ら数分 の1kな る もの迄非常に大 きな巾がでて来る と思

われる。科学技術計算 やオペ レー ショナルなオ ンライン リアルタイム処理の如 く処 理装置の内部

演算能力 とプアイル処理能力を充 分 に活用する処理に於 てはそれ らの装 置のコス ト/能 力の低減

がそのまま処理 コス トの低減 となって表れるが 「情報処理技術の現状 と展望」 の処理時間算出例

で用いた在庫 管理業務 の如 き小 さなプアイル更新 と報告書作成のみ をや ったのでは70～80%

の時 間が出力印刷 に費消されているが出力機器の コス ト/能 力の低減は最 も期待値の小 さい もの

であるのでそれ程大 きな コス ト低減は期待で きない。特 に～二の例の ように入力カ ー,ドを作成 して

いたの では現在で もカー ド作成費の方が機 械時間 よりも3倍 もかか ってtsり,こ れ は人件費が半

分程度 を占めているので人件費 の上昇に よって機械時間のコス ト低減分以上 にな って了 う。 この

点が入力媒体を特別に要 しない入力機器 の出現が特に望まれ る点であり,さ らに一度入力され た

.情報を最大限に活用す るよう処理 システ ムを統合するこ とが 目標 とされ る
。

以上の ことか ら5年 後の処理 コス トを概 括的 に大把に予想するならば第8-4表 の 如 くなる。

(現 在所要のコス トを1と する)

第8-4表

入 力 媒 体 作 成

入 力 処 理

出 力 印 刷

プ ア イ ル 更 新

分 類

数 学 的 処 理

(科学技術計算シユミレーシヨン)

2～1.

0,7～O.8

0.7～0.8

0.6～0.7

0,6～0.7

2～0,

これは典型 的なパッチ処理をほぼ司一価格の システムで処理 をした場合であ る。 操作性 の向上 マ
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ルチ プログラミングの適用 等に よリシステム全体では もう少 しコス ト低下 が見込めるか も知れ な

い。

8・8タ イ ム シ ェ ア リ ン グ シ ス テ ム(TSS)と 処 理 コス ト

TSSに 関 す る 技 術 動 向 につ い ては1 .2、3タ イ ム シ ェ ア リ ン グ シ ス テ ム と コ ン ピユ_タ ユ_テ

リテ イ お よ び3.2.26.管 理 プ ロ グ ラ ム(通 信)の 項 で 述 べ ら れ て い る。TSSの 基 本 概 念 は 「遠

隔地の多数ユーザ に対 して必要な時 にいつで も他人 を意識す ることな くシステムを独占してい る

如 く必要な時 間使 用す ることので きるシステム」 とい うことであり,こ れには大形システ ムの高

級な処理能力 を短 いターン アラウン ドタイムで利用するこ とを可能 とする とい う計算能力の共用

とい う面とシステムの保持する情報 を多数の人間で共同利用 することに よってその情報の効用を

増大させSう とい う2つ の面を もってい る。

'TSsは 将 来の計算機の利用方法 と目され
,現 在すでに実用化 され てい るもの もあるが,ま だ

種々の問題 点 をかかえている。 これには共同利用をするとい うことか ら起 る本質 的な問題 もある

が経済 的な問題 もあ る。 現在の技術 では大形計算機 を多数 のユーザで使用す る場合 システムの効

率が10%に なる程極度にオ ーバ ーヘ ッ ドが増大してしま う。 そのため現在商用で成功 している

TSSは 殆 ん ど中形 のシス テムである。 しか し5年 後 にはハー ドウエアの コス ト低減に よるハー

ドウエ ア,ソ フ トウエアの機能分担 の改善,ソ フ トウエアの技術 の進歩等に より技術的にかなり

確立した もの となり,Tssが 確 固 としたシェアを有する こととなるで あろ う。 とのときの能力

/コ ス トは相 当改善 されることが期待されるが定量的予測は極 めて困難 である。

8.9む す び

情報処理は社会の活動を より有効適切にするための手段であ って,そ れ自体 が 目的では ない。

処理結果 を利用 した社会活動があ って初めてその意 義があるので,そ の処理に 対 す る経 済 的時

間的制約 によって処理の質 が決まって くる。 例えば科学技術計 算である ことが.理 論 的 に 計算 可

能であった として も実際に適用 する場 合の数値計算 が非常に高価であった り,時 間がか かって,

結果の でた ときには役に立 た左くな った りする場合 には,そ れ に見合った程度に簡略化 され た近

似式による計 算で ことが処理され て了 うことになる。一方 事務 の本質は組識 の経営お よび管理に

必要 な情報 を作成 することであるが,当 初はむ しろ誤 った活動方針 に より組織 に混乱 と不利益 を

もたらさない ようにとい う防衛的な ものであ ったように思われ る。 しか るに交通,通 信 の発達に

よって社会は 巨大 化,複 雑化 し,そ れ に伴 なって事務量 も飛躍 的 に増大 して,も はや情報 処理を
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その ような消極 的に とらえることは できな ぐな り,積 極的に利益を もたらすべ ぐ活用すべ き機 運

とな ってぎて最近は経 営情報 システムの重要性 が さけ ばれ てい る、

電子計 算機の発達は今 迄人手 を もって しては不可能 であったことを可能 と し,そ れ に よってよ

り大 きな利益 を、もたらす ことが実証され つつあるので計算機のあることを前提 とした情報 システ

ムが開発 され,そ れ に よって更に計 算機 の発達 を促す ような循環過程 に入っている。 従 って一つ

の社会活動 に対する情報処理 コス トの割合は急激 に増加してい くであろ う。 今後は計算機 システ

ムの能力/コ ス トとい うことに止 まらず情報処理 システ ムのメ リッ ト/コ ス トとい うことが より

重要な評価尺度 として.とり上げ られてい くであろ う。
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第9章

電 子 計 算 機 要 員
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9.電 子計算機要員

序

情報産業 の中で,電 子計算機 の占める地位,ま たそれに関連 して,電 子計算機が果さなければ

な らない分野で,遺 憾 なくその機能を発揮す るために必要 な,機 械 を中心 とす る組織 の運 営 ・管

理及び将来 の計画樹立 等のための,要 員に関す るあ らま しの報告は,中 間答申として既になされ

た。

この報告では重複をさけて,中 間答申以後の,新 たな実態 と,こ れに伴 う調査 資料 を基礎 と して・

結論をまとめた。

編集 にあた っては,こ れを2っ に分け,91は 通読す ることにより,要 員数に関す る調査結果

果 の,結 論的内容が把握 され,g2で は,ア ンヶ－hの 結果 に主眼をおき友が ら,9・1の 内

容に対 して,裏 付け となる資料 と,現 段階 における,要 員 に 関す る実態 を説 明す る こ と と し

た。

本報告が現状認識 の資料 として,ま た将来への対策樹立 の一 端 と して役 立 て ば幸 である。

9.1調 査 結 果 の 内容

9.1.1要 員 の職種

電子 計算機要員は,こ れ を職種別に取上げた場合,そ の種 類 は一 般 に次 の ように区 別 され

る。

(1)L－ ザ ー の場合

システムアナ リス ト

プログ ラマー

オペ レー ター

(2)メ ー カー及び輸入販売業 者の場合

システムアナ リス ト

教育エン ジニヤー

七一ルスェンジニヤー

プ ログ ラマー ～
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これ らの他に,ユ ーザーの場合には,マ ネジャー の職種が考え られるが,マ ネジ ャー について

は,職 務内容の点で,そ の適性 は必らず しも,技 術経験 のみに依存する ものでな い。

9.1.2ユ ー ザー における職種別 にみた1台 当 り規準要員数

ユーザーにおける要員数は,設 置され る機械 の ,機 種別構成台数 によって決 ま って くる。現在

では,一 般に電子計算機 の機種は,そ の標準価格に よb,超 大 型機 から,超 小型機に至 る6機 種

に区別され,各 機 種1台 当りの,1交 代 に要す る人員はほぼ一定 している。第9-1表,第9-

2表 は,機 種の区別 と,そ の各の機種 に要 する職種別規準要員数 を示 している。

第9-1表 電子計算機種別区分

機種(型 別) 標 準 価 格

大 型A 5億 円以上

大 型B 2.5億 円以上5億 円未満

中 型A 1億 円以上25億 円未満

中 型B 4千 万円以上1億 円未満

小 型 1千 万円以上4千 万円未満

超 小 型 1千 万円未満

第9-2表 機種別 ・職種別規準要員数

機 種 オ ペ レ ー タ ー プ ログ ラ マ ー システ ムアナ リス ト マ ネ ジ ャー 合 計

大 型A 50人 ZO入 60人 2.0入 18.0入

大 型B 2.0 5.0 4.0 20 13.0

中 型A 20 4.0 3.0 1.5 10.5
へ

中 型B 1.5 2.5 2.0 1.0 70

小 型 1.5 1.5 0.5 0.5 4.0

超 小 型 1.0 1.0 0.5 一
2.5

9.1.3メ ー カー及び輸入販売業者における要員数

メー カー及び輸入販売業 者の場合 の要員数 は,主 として機械の生産高,あ るいは輸入額 によっ

　

て 決 め られ る。
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調査の結果に よる と,メ ー カーec$・ け る生産高1億 円当bと,輸 入販売業者における輸入額1

億 円当りの要 員数は・システムアナ リス トを除いてはほぼ等 しぐ第9-3表,第9-4表 の通 り

である。

(1)メ ー カー におけ る生産高1億 円当りの要員数

第9-3表

プ ロ グ ラ マ ー セ ー ル ス エ ン ジ ニ ヤ ー 教育エンジニヤー システムアナ リス ト 計

2.5入 1コ 入 0.3人 2.0入 59人

② 輸入販売業者vatsけ る輸入額1億 円当りの要員数

第9-4表

プ ログ ラ マ ー セ ー ル ス エ ン ジ ニ ャ ー 教育エンジニャー システムアナ リス ト 計

2,5人 1,1入 0.3人 ↑5人 5.4人

91.4交 代 制 と要員数

ユーザーに おける電子計算機 の使用状況は ,年 々交代制 を採用する職域 が増加 している.交 代

制が行われれば,1台 当bの 要員 の総数が増加することはいうまで もない。

今 日一般に行われている,交 代制 による勤務体形は,2交 代制 または5交 代制が主体をな して

い る。

2交 代制及び5交 代制 の場合 における,1台 当 りの要員数は,必 らず しもt交 代要員,す なわ

ち規準要員数 の2倍 及び5倍 ではltVi。 職 種により異 って,そ の割増率は第9-5表 の通 りであ

るc

第9-5表 交 代制 に よる要員数の割増

オ ペ レ ー タ ー プ ログ ラ マ ー システムアナ リス ト マ ネ ジ ャー

交代制たし 100 100 100 100

2交 代 制 200 120 120 100

5交 代 制 300 140 140 100
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91,5交 代制実施 の現状

最近における交代制の実施状況 を調査 し,そ の結果に基づいて昭和47年 及 び昭和50年 に お

ける,交 代制実施状況 を予測す ると,次 の通 りである。

第9-6表 昭和47年3月 末交代制実施状況予測

1交 代 2交 代 5交 代

大 型A 10% 55% 55%

大 型B 20 55 25

中 型A 40 50 10

中 型B 50 40 10

小 型 80 20 0

超 小 型 100 0 0

第9-7表 昭和50年5月 末交代制実施状況予測

1交 代 2交 代 3交 代

大 型A 8% 50% 42%

大 型B 10 50 40

中 型A 20 60 20

中 型B 30 60 10

小 型 50 50 0

超 小 型 80 20 0

交代制の実施状況が,上 表 の示す ように機種によって異 るのは,交 代制の必要性及びそ の効果

が,そ れぞれ異るためである。

91.6各 種機種の設置状況及び生産並 びに輸入額予測

電子計算機要員数 を推 定するに当 って,最 も重要な要素 の一つは,ユ ーザーにおける機種別の

設置台数及び設置予定 の機械台数 である。

一方 メー カーと輸入販売会社にあ っては,生 産高及び輸入高が,重 要 主要素 と してあげ られる。

これ らについて,昭 和47年3月 末及び昭和50年3月 末 における推定台数は,通 産省電子工

業課の調査 した結果 に よると,次 の通 りである。
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(1)昭 和47年5月 末のユーザー における実動及び設置予定台数

第9-8表

実 動 予 定 台 数 設 置 予 定 台 数

大 型A
A270口 A76口

大 型B 790 221

中 型A 2,120 594

中 型B 2,570 920

小 型 4,230 1」84

超 小 型 2,130 596

計 12,110 3,591

(2)昭 和47年 度 における予測生産高4,880億 円

(5)昭 和47年 度 における予測輸入高480億 円

(4)昭 和50年3月 末 のユーザーにおける実動及び設置予定台数

第9-9表

実 動 予 定 台 数 設 置 予 定 台 数

大 型A
ム590
口 50台

大 型B 1,650 130

中 型A
'4
,550

'

340

中 型B 5,420 420

小 型 8,890 680

超 小 型 4,560 350

計 25,460 1,970

(5)昭 和50年 度vatsけ る予測生産高9,270億 円

(6)昭 和50年 度 における予測輸入高927億 円

91.7昭 和47年 及 び昭和50年 における電子計算機要員数

電子計算機 の設置 状況,使 用状況及び生産並 びに輸入状況を予測 して,昭 和47年3月 末及び

昭和50年5月 末 のユーザー・メー カー及び輸入販売業者における要員数 の算定は,次 の方法で
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行 った。

す なわちユーザー における要員数の予測は,9.1.2に よる職種別規準要員数,9.1.4、 に よる交

代制 の為の要員の割増率,91.5に よる交代制の実施状況等 を前提 とすると同時に,更 に中間答

申において引用 したブラン ドン氏手法 を考慮 に入れ て算 出す るものである。

またメー カー及び輸入販売業者vatsけ る要員数は,91,3に おけ る生産高と要 員数の関係,

91.6に おける生産及び輸入額 の推定予測 高を前提 と して算 出する方法 である。

これ らの計算結果 を一表にまとめ,更 に昭和43年5月 末要員数の推定値 と比較 した ものを,

倍 率で示 したものが次の表である。

第9-10表 昭 和47年5月 末及び昭和50年3月 末 におけ る職種別要員数一覧表

オ ペ レー ター プ ログ ラマー
システム

アナリス ト

セー ルス

エ ン ジニヤ

教育
エンジニヤ 計

45

年
3

月

末

ユーザー

メー カー

輸 入

販売業者

8750人

『

一

Z560人

2450

250

3夕00人

1,960

140

_入

1,080

100

_入

290

30

20210人

5780

500

計(旬 8750 10,240 6,000 1コ80 520 26490

47

年
3

月

末

■

ユーザー

メー カー

輸 入

販売業 者

35DOO

-

一

41ρ00

12,000

1,200

2ス000

9700

730

一

5仰0

550

　

-

1,500

140

103POO

2a600

2600

計倒 35ρ00 54200 5ス430 5ジ30 t640 134200

50

年

3

月

末'

ユーザー

メーカー

輸 入

販売業者

7ス920

-

一

81,560

25UOO

2500

56,110

19000

1,400

一

10,000

1,000

一

2β00

300

215,590

54β00

5刀00

計(C) 7ス920 106β60 76510 11,000 3コ00 275β90

倍率
B/A 4.0倍 55倍 62倍 5.0倍 51倍 5.1倍

C/A 89倍 104倍 128倍 93倍 97倍 10。2倍

91.8第 一章 のま とめ

前掲の一覧表 に示され ているように,数 年後に迫 っている昭和47年5月 末vatsけ る電子 計算

機要員の数 は,昭 和45年5月 末の推定要員数 と比較すると,プ ログ ラマー にあ っては,そ の増

加率は最低であるに係 らず4倍 を示 し,倍 率 の高いシステムアナ リス トにあっては,実 に6倍 強 に
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に達 している。

また更に昭和50年3月 末 にあ っては,シ ステムアナ リス トの ようlt,電 子 計算機要員の中で,

特 に高度の技術 と,長 期にわたる経験 を必要とする,い わば短期間にその養成の実 をあげること

の困難 な職種において,12.8倍 に も達 する多 くの技能者の必要が予測され ている。

この ことは,電 子計算機 の円滑且つ合理的左運営を計画す るにあたり,重 視され なければた ら

ない大きな問題 である。

一般 に電子計算機 を囲 むあらゆる分野の技術開発は
,や やもすれば将来 の電子計算機要員に対

して,質 的 ・量的条件が,や が て緩和 され るかの和 ぐ考え られがちであるが,実 態は決 してその

ような ものでは友 ぷ 人材 の質 と量 こそ最 も重要 な条件に変 りつつ ある。

要す るに,社 会活動 の中にあって,電 子計算機の果さなけれ ばたらない役割が,よ り広範囲 に,

よ り高度に,よ り合理的になるに連れ,電 子計算機要員に対する質的 ・量的の条件は,い よいよ

厳 しく左ることを,改 めて認識 され 友ければならたい。

9.2調 査 資 料

921電 子 計算機 の要員予測 と実態調査

電子計算機要員の重要性 が,現 実の問題 として認識されるにつれて,大 き く取 り上げ られたこ

とは,種 々の面 から,要 員 に関する実態が,質 的 ・量的に どの ような ものであり,更 にそれ らは,

あ るべ き期待像 と,ど ん刀関係にあるかとい う点の解明にあ った。現時 点では,こ のような問題

につい ては,必 らず しも充分に明 らかにされ てい左い。

しか もこうい った現 状は,あ 凌がち我が国のみに限 られたことではない。恐 らくその理由は,

電 子計算機が一般社会に使 われ 始めてか ら十余年に過ぎたいに係 らず,そ の間に社会活動の中で

果す役割 りの変化は,極 め て急激 であるために,そ の実態が把握 し難 いことによるものであろう。

従 ってこの報告 では,我 が国 の現状を,ア ンケー トに よって把握 し,そ の結果 を検討 しなが ら,

将来へ の予測を進めることとした。'

9.2.2調 査 の対象

この報告の基礎 とな った調査対象は,昭 和45年10月 末 において,全 国EDP連 合 会に加盟

を認め られ ている,電 子計算機使用者団体に属する公共企業体,地 方 自治体及び民間諸企業体で

ある。

また電子計算機の機種及 び規模等にづい ては,現 在我が国 で使 われ ている,殆 ん ど総ての機 種

を網羅iしている。
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地域的には,前 回の中間答 申が,東 京都及びその周辺地区 と,限 られ た地域 を対象 としたのに

対 し,今 回は北海道か ら九州に至 る,18都 道 府県 を対象 と している。

業種別 では,全 産業 を35業 種 に区分 した ものの うち,主 要産業29業 種 を包含 している。

これ らのことから,現 時点で電子計算機の導入が考え られる産業は,そ の大部分が調査の対象

に取 り入れ られた と考え られる。

92.3調 査 項 目

調査項 目は添付見本 の示す通 りである。 この内容は,提 出期 限に主眼 をお き左が ら,回 答上の

便宜,集 計整理等の段階におけ る処理 事情を考慮 し,併 せ て内容の重要性 を勘 案 して決定 した。

また機種の決め方につ いては91.2に よって区別 した。

924調 査 票回答状況

調査票の回答状況は,期 限までに回収 出来た ものは177回 答 であ って,照 会数 の44%に あ

・たるが,そ れ らの中には,電 子計算機導入 後の期間が短いため,内 容的 には,完 全でたいものも

一部に存在 した。従 ってその分 については,調 査項 目に応 じ,適 宜取捨せ ざるを得友か った。

このように企業の中には,電 子計算機の運 営 ・管理の面で,未 だ実態が確立 していなか ったり,

あ るいは充分た管理資料が整 うに至 っていない例が少友か らず見 られたことは,我 が国の急速に

高 まりつつある電子計算機 導入の気運 を,端 的に示 している とみる ことが 出来 よ,う。

925要 員 の職種別構成及 び要員数

要員 の職種区分にはオペ レー ター,プ ログラマー,シ ステムアナ リス ト及びマネ ジャーの4職

種があ り,こ れ らの職種の作業 内容の説明は,中 間答申で既に為された。 しか し中間答 申では,

電 子計算機 を運営するに当 って,こ れ ら職種の人員構成 の実態 が,ど の ような状態にあり,ま た

如何凌る構成が望 ま しいか とい う点については触れずに,ブ ラン ドン氏手法に よる構成 を,参 考

と して紹介 し,そ れ を引用 した程度に止 まらざるを得たか ったが,こ の程告では,こ の点を明ら

かにする ことがで きた。

已;ラン・〉 ノ
電子 計算機要員数 を算定す る方法 として,次 の ように行支おうとす るものである。

(1)電 子 計算機 をレンタルに より,小 型 より超大型に至 る4種 類 に分け,各 種類毎に職種別

宴 員数 を9-11表 の ように仮定する。
}、

(2)要 員 算定 のための機械台数dは,現 在設置台数 をa,設 置 予定台数 をbと して,9-

12表 の算式に よる値 を用いる。
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第9-11表

第9-12表

ノ]、型d=075a十 〇.8b

中 型d=07a十 〇.7b

大 型d==0.95a十 〇.6b

超 フ(型d=・a十 〇.6b

9.2.5.1ノ 」、 型 機

調 査 の 対 象 と た っ た機 械 台 数27台 に よ る と,機 械 を 運 営 し て い る 職 種別 要 員 数 及 び1台 当 り

の 構 成 人 員 は,第9-13表 の 通 り で あ る 。

第9-15表

＼

オペ レー ター プ ログ ラ マ ー ア ナ リス ト

小 型

中 型

大 型

超大型

↑5入

2.5

5.0

8.0

1.5入

5.0

8.0

15.0

0.5人

2.0

4.0

90

職種
要員数

オ ペ レー タ ー プ ログ ラ マ ー
シス テム

アナ リス ト
マ ネ ジ ャー 合 計

27台 に対する
要員数合計

65人 50入 23人 16入 152人

1台 当り平均要
員数

24 1.9 0.9 0.6 5.7

9-15表 に よる1台 当りの要 員数は,中 間報告におけるプラン ドン氏手法に よる,小 型機 の

要員数 より稽 多いが,機 種の区分に多少のずれが あるので,今 回の調査が,前 回に比 べ要員数の

増加 を示 している とは考え られ 凄い。

92.5.2中 型 機A

調 査の対象 とftっ た機械台数は25台 で ある。 これか ら得た職種別宴員数は,第9-14表 の

通 りである。

第9-14表

職種
要員数

オ ペ レ ー タ ー プ ログ ラ マ ー
シ ス テ ム

ア ナ リス ト
マ ネ ジ ャー 合 計

25台 に対する要
員数合計

80人 86人 25人 26人 217人

1当 当り平均要員
数

人3
.2

人3
.4

人1
.0

人1
.0

人87
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第9-14表 に よる1台 当 りの要員数 を,プ ラン ドン氏手法に よる算定要員数 と比較すると,

オ ペ レー ターの人数においては稽多いが,プ ログ ラマー及 びシステムアナ リス トに於 ては少い。

しかし後に述 べるように,希 望要 員数 と実際要員数 とを比較 した,充 足率 を考慮に入れる と,』

中間答申の ブラン ドン氏手法に よる要員数 と,略 一致 しているとみることが 出来る。

9.2.5.3中 型 機B

調 査の対象 と)tlった機械台数は5ン 台である。 これ らに基づ く要員数 は,第9-15表 の通 り

である。

第9-15表

職種
要員数

オ ペ レー タ ー プ ログ ラマー
シス テ ム

ア ナ リス ト
マ ネ ジ ャー 合 計

57台 に対する要

員数合計
290人 388人 144人 120入 942人

1台 当り平均要員
数

51人
人68 人2

.5 2」 人
人16
.5

第9-15表 に よる1台 当りの要員数 をブラン ドン氏手法に よる大型機 の要員数 と比較すると,

オ ペレーターに於ては略同 じであるが,プ ログラマーに於 ては85%,シ ス テムアナ リス トに於

ては約62%と,共 に低い数字 を示 してい る。

この率 は後述するプ ログ ラマーの充足率の81%,シ ス テムアナ リス ト59%及 び平均充足率

の78%等 を考慮に入れ ると,中 型機Aと 同様 に,ブ ラン ドン氏手法による算定要員数 に,近 い

結果 を示 しているとみることが 出来 る。

9.2.5.4大 型 機

大型機の使用台数 は,現 段階では必 らず しも多 くない。なかんず ぐ大型 機Bに 分類される,い

わば超大型機に属する ものは,ア ンケー トに回答 してきた ものは7社 に過 ぎない。 しか もそれ ら ・

の中には,使 用実績は導入直後 のため,安 定性に欠 ける点があって,職 翻1腰 員数 の規準を,算

定するのに適当でltい ものがみ られた。 よって大型機 に関 しては,大 型機Aに ついてのみ対象 と

して取上げ,大 型機Bに ついては除外 した。

大型機Aに ついて調査 した結果は,第9-16表 の通 りである。
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第9-16表

職種
要員数

オ ペ レ ー タ ー プ ロ グ ラ マ ー
シス テ ム

ア ナ リス ト
マ ネ ジ ャー 合 計

10台 に対する
要員数合計

.

90人 135入 69人 37人 331人

1台 当り平均要

員数
90人 13.5入 69人 57人 33.1入

この結果 を他機種 と同様 に,プ ラン ドン氏手法 による要員数 と比較す ると,次 の ように考察さ

れ る。

わが国の現状は,大 型機 に関 しては,オ ペ レータの人員は箱 多 ぐ,シ ステムアナ リス トは稽少

い、 この ような職種間 における要員 の過不足現象は,導 入後の期間が短い上に,一 方に於 ては,

この種大型機 の場合は,要 員の教育 に相当期間を要することか ら,成 長過程 における当然の こと

とみることが出来る。すなわち,現 時点に於 ては,将 来 ンステムァナ リス トになるべ き要員が,

そ の過程 として,オ ペレーターの技術習得課程にあると見る もので ある。

9.2.6職 種別の充足状況

92.5で は,職 種別宴 員数の実状 について述べたが,こ れ らは,電 子計算機 を運営す るに当 っ

て,各 企業が希望す る要 員数 と,ど の ようた関係にあるのであろ うか。す なわち,要 員 の充足率

を考えるとき,現 状は どうであろ うか。 この点について,調 査の結果 をまとめてみ よう。

9.2.6.1全 機 種一括に よる充足状況 と要員数

小型機 より大型機 に至る全機 種を通 じて,職 種別に希望要員数 と,現 実 に作業 している実働要

員数 とを,ア ンケー トに基 づい て比較すると第9-17表 の通 りである。

第9-17表

遍 要員数 実動要員数A 希望要員数B 充足率 合 ・1・ ・

オ ペ レ ー タ ー 602人 718入 84%

プ ロ グ ラ マ ー ・ 678人 842入 81%

シ ス テ ム

ア ナ リス ト
275入 469入 59%

マ ネ ジ ャ ー 204人 230人 89%

合 計 1,759入 2,259人 78%

この結果 から,現 在の電子計算機要員充足状況は,全 職種 を平均すると,8割 弱 に過 ぎないこ

ととなる。
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また職種別 でみれ ば,充 足率の最 も悪いのは,ン ステムァナ リス トの6割 弱である。

技術的に多 くの知識 と経験 とを必要 とする,シ ス テムアナ リス トの充足率が,最 も低率 を示 し

ていることは,示 唆に富む ものといえ よう。す攻わち後述する如 く,近 年 における機種 の大型化

の傾向か ら来 る,シ ステ ムアナ リス トへの需要増大 に対 して,技 術 ・経験を特 に必要 とするこの

種技能者の養成が,追 付かない実情を示 している と考え られる。

次に全機種 を一括 して1台 当bの 希望要員数を,職 種別に調 べてみ ると,第9-18表 の通 り

である。

第9-18表

職 種 オ ペ レー タ ー プ ログ ラ マ ー
シ ス テ ム

ア ナ リス ト
マ ネ ジ ャー 合 計

人 員 5.6入 6.6入 3.7入 1.8人 176入

92,6.2各 機 種 の職種別要 員充足率

小型機 より大型機Aま での4機 種について,機 種別 の要員充足状況 を調べると第9-19表 の

通 りである。何れ の機種,何 れの職種に於 ても,充 足率80%以 上 を示 している例は少ltい 。

第9-19表

職種

機種別充足'
オ ペ レ ー タ ー プ ログ ラ マ ー

ンステム

ァナ リス ト
マ ネ ジ ャー

「80%以 上 55%(11社) 57%(12社) 48%(10社) 48%(10社)
小型機

・60%以 上 24%(5社) 24%(5社) 10%(2社) 0

(21社)

・60%未 満 24%(5社) 19%(4社) 43%(9社) 52%(11社)

80%以 上 50%(10社) 40%(8社) 15%(5社) 85%(17社)

中型機A
60%以 上 30%(6社) 55%(7社) 25%(5社:) 0

(2〔 牡)
60%未 満 20%(4社) 25%(5社) 60%(12社) 15%(3社)

80%以 上 59%(31社) 59%(3]社) 31%(16社) 76%(40社)
中型機B

60%以 上 25%(12社) 50%(16社) 25%(12社) 11%(6社)

(53社)
60%未 満 18%(10社) 11%(6社) 48%(-25社) 14%(7社)

80%以 上 44%(4社) 77%(7社) 33%(3社) 77%(7社)

大型機A
60%以 上 35%(3社) 22%(2社) 53%(5社) 0

(9社)
60%未 満 22%(2社) 0 53%(3社) 22%(2社)
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9.2.7女 子要員 の活動状況

電子計算機要員 としての女子の地位は,逐 次向上 しつつある。かつ ては,電 子計算機 に関連 し

た女子 の職 種は,イ ンプ ットデータの作成段階における,キ ーパ ンチ ャー に止ま っていたが,最

近では電子計算機の操作 に直接携わるオペ レーター,プ ログラマー等 の職種に従事する ものが見

られ るに至 った。

この ように女子要員進 出の理 由のひ とつに,電 子計算機 自体のハー ドウエアー及び ソフ トウエ

ヤー の進歩改善に よる"使 い易さ"が あげ られ よう。 ,'

ア ン ケー トの結果 によってみると,現 段階 では1オ ペレーター,プ ログ ラマー としての女子 の

活動範囲は,中 型機 までのようである。大型機 の場合には,"使 い易さ"が ある程度充され たと

して も,全 機能 の合理的な運営には,困 難が残 され ているようである。

アンケー トによると,女 子を電子計算機要員 として採用 している企業は,114社 の うち78

社 で68%に 当る。 これ ら78社 の要員数合計は1627名 で あるが,そ の うち女子は440名 で

ある。従 って女子の占率は27%に あ たる。 この27%の 女子 の中には,オ ペ レーター,プ ログ

ラマー としての作業のほかに,キ ーパンチ ャー を兼務する者が少 くなし%

9.2.8職 種間 のローテー シ ョン

電子 計算機要員は,そ の職種の如何を問 わず,専 門的た技術 と経験 とを必要 とする ものである。

従 ってオペ レーター,プ ログ ラマー及びシステムアナ リス ト等は,そ れぞれ異る技術 の保持者で

ある。 しか し,と れ らの技術には,共 通 の部分が少 くたい許 りでな ぐ,シ ステムアナ リス トの如

きは,一 般にオペ レーター及びプ ログ ラマーの技術 と経験 とを前提 とし,ま たプログ ラマーはオ

ペ レー ターの経験を前提 とする ～二とが,合 理的 とされ ている。

とのよう左事情か ら,電 子計算機要員には,職 種間の ローテー ン日ンが,計 画的に行 われるべ

きだ とする意見が少 く左い。.また一方 ローテー シ ・ンの もた らす別 の効果 として,同 一職種に長

期間勤務 することか ら来る能率低下,単 調性 に基 づ く欲求不満等の解消に役立つ もの とす る意見

もある。

しか し反対意見、として,ロ ーテー シ 。ンは要員 の教育期間を長びかせ,惹 いては要 員数 の増大

を余儀 な くし,そ れ でな くても要員不足に対処 し友ければなら左い現段階では,適 当でない とす

る意見 も少 ぐない。

n－ テーシ ・ンに関する意見 と して,171社 か らの回答に よれば,次 の通 りである。

A各 職種は独立 分離 していて ローテーシ ・ン は行なわない 一 ・s'15%(22社)

B各 職種は独立分離 しているが,経 験期間及び能力を考慮 して,オ ペ レーター→プ ログラマ
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一→ システムアナ リス ト→マネジャー の順に昇進す る……42%(71社)

o各 職種 を特に独立 分離することな く,ロ ーテー シ ・ンにより全職種(除 マネ ジャー)を 習

得させ る……43%(74社)

Dそ の 他 ……2%(4社)

こ の結果 をみる と,大 多数 の企業が,単 一職種に定着 させ ることに反対であり,何 等かの形で,

同一テーシ ・ンは行 なわれ るべきである,と していることが 分る。

'9
.2,9計 算 センターの利用

計算 センターは,電 子 計算機に対する一 時的需要,あ るいは需要が急激に変化 する作業 に対処

するために,ま た,時 には導入前後 の応急対策 として,そ の利用価値は大 きい。同時にまた,要

員問題 に関連 して,企 業 にオペ レー ター,プ ログラマー等 を派遣 して,そ の不足 を補 ったり,あ

るいは要員 の教育に携 わるな どして,別 の面か らも広 く利用され るに至 っている、

計算 センター について,177社 を対象 と したア ンケー ト調査 によると,計 算 センター を何 ら

かの形 で利用 している会社は,t77社 中49社 で28%に あた っている.

また これ ら49社 について,計 算センターへ の月間平均支払額 を調べてみる と,2千 万 円を超

す高度利用の企業 もあるが,平 均 では159万 円で ある。

次に計算 センター の利用目的によって区別 し,主 として要員 の派遣 とい う形 で利用 している企

業は,166社 中13社 で8%に あたる。要員派遣 の場合 の職種は,多 くはオペレーター及びプロ

グ ラマーであ って,そ の勤務時間は夜間が多い。

要 員派遣 の場合,計 算センターへ支払われる料金 は,昼 夜 の別による作業時間数 を規準 として,

計 算され るのが通例 のようである。

92,10.電 子 計算機運 営と勤務体形

電子計算機要員 の勤務体形は,二 つの面から考察す ることがで きる。一つは,一 般に勤務 の交

代制 と呼ばれ,他 の一 つは,作 業の進め方 における縦割方式 ・横割方式と呼 ばれて区別 され てい

る ものである。

9.2.10,1交 代 制勤務について

電子 計算機 を使 用す る場合,大 多数 は賃貸借契約 に基 づ くレンタル方式である。 この レンタル

方式にあ っては,日 々の作業におい て,機 械 を長 時間使用す ることが,料 金 の割引制度のために

経済的である。またそれ詐 りでな く,稼 動 時間の延長は,処 理能力を著 しく高めるため,近 年は

交代制勤務 に多 ぐの関心が持たれ るに至 った。従 って交代制を実施する企業 の数 は,急 激 に増大

しつつあ り,そ の結果制度化されてはい左いが,実 質的に交代制勤務 と同主 旨に則 って,運 営さ
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れている企業までを含めるならば,そ の数は過半数 を占めるまでに一般化され ている。

しか し交代制勤務 に反対する意見がないわけではない。代表的な ものと しては,オ ペ レーター

要員 の不足 している現在にあっては,労 働過重 につながる とする意見 と,労 務管理の困難性 を主

張する ものである。

アンケー トの集 計結果 に よると,交 代制 の現 状は次の通 りである。

A

B

C

D

交代制を行 なわない……32%(55社)

2交 代 制 ……16%(28社)

3交 代 制 ……6%臼0社)

制 度 として交代制は行 ってい ないが,随 時

必要 に応 じて交代制勤務 を行 う……47%(81社)

この結果か ら,実 質的には約70%が 交 代制を行な っていると見 られるばか りでな く,こ の割

合は,今 後は更に増大する ものと考え られ る。

交代制 を採用 した場合,要 員は どのように増員すべきか とい う点については,作 業の内容に よ

って一概 に云えないが,一 般的左例は913に 掲 げてある。2交 代制 の場合の要員は,4割 前後

の増員が一般に必要 とされている。

92,10.2横 割 方式 ・縦割方式

電子計算機に よって情報処理を行なう場合,作 業はオペ レー ター,プ ログ ラマー,シ ス テムア

ナ リス ト等 の技能 者の手を経 て行なわれるが,こ れ らの段階 を,そ れぞれ異る作業員に よって,

分業的に処理され る方式を横割方式 と呼ん でいる。

これに反 して,作 業過程は横割方式 と全 く同 じであるが,そ れぞれ の段階を,同 一入が,時 に

はシステムアナ リス トとして企画 し,あ る時はプログラマー と して,プ ログラムを編成 し,そ の

結果 をオペ レーター と して操作するなどして,同 一人が一 貫 して処理 に当る方式 を,縦 割方式 と

呼んでいる。

これ らの2方 式は,そ れぞれに長短 両面 を持つが,要 員の教育,所 要人数及 びそ の他 について

比較 してみる と,次 の よう攻相違が ある。

縦割方式にあ っては,要 員の養成 に長期間が必要であり,そ の必然 の結果 として,要 員数 が増

加する。 しか し横割方式 と縦割方式 の比較検 討は,要 員数 のみでな ぐ,処 理内容 の質 ・要員に対

する登用の道,長 期 間にわたる同一作業に起 因す る不満等 の人間性へ の配慮な ど,種 々の面か ら

も検討すべきであ り,特 に要 員に対する人間性への配慮は,今 後充分留意さるべきものであろ う。

横割方式 と縦割方 式の現状は,ア ンケー トの結果 による と,次 の通 りである。

-211一



A横 割方式 を採用 している……24%(39社)

B縦 割方式 を採用 してい る……24%(39社)

C両 者 を併用 している ……52%(84社)

この結果か ら分るように,両 者併用が過半数を占めている現状は,横 割方式 ・縦割方式それぞ

れの長所を,運 営の面で活用 してい るということである。

92.11職 種 と経験年数 の関連

電子計算機要員 の職種はオペ レー ター,プ ログ ラマー,シ ステムアナ リス ト及びマネジャーの

4種 類に分け られ ることは,前 述の通 りである。 これ らの職種は,そ れぞれ 必要 とする技術 と経

験,更 に管理能力の有無等の諸条件が異る ところか ら,経 験年数 との間に一連 の関係が見 られる。

す 友わち要員と して,比 較的経験年数 の少い ものの占率が高しの 属 オペレーター とプログラマー

であり,逆 に経験年数 の増加 と共に,占 率 の高 くなるのは システムアナ リス トとマネ ジャーであ

る。

アンケー ト調査 によると,こ の間の事情が量的には っきbす る。第9-20表 は,各 職種要員

の経験年数別 の占率 を示 した ものであるが,オ ペ レーター及びプログラマー の占率 が経験年数 の

増加 と共 に逐 次減少 していることが分 る。

第'9-20表

＼ 経験年数
職種'＼ 1年 未満 1年 ～2年

未 満

2年 ～3年

未 満

5年 ～4年

未 満

4年 ～5年

未 満
5年 以上

オ ペ レ ー タ ー 358入30% 238入20% 222人19% 1石 人i15% 72人 8% 117入11%

プ ロ グ ラマ ー 297入i24% 269入22% 255人i20% 144人12% 99入 8% 182人15%

シス テム

アナ リス ト
65.ぺ11% 65人12% 8伏15% 98入:18% 63人 11% 187入54%

マ ネ ジ ャ ー 39人11% 32人9% 55入ilo% 45人i15% 36入 10% 172氷48%

ま た第9-21表 は,経 験年数毎に各職種 の占める割合 を示 した もので,シ ステムアナ リス ト,

マネ ジャーは経験年数 が増加するに連れ,占 率が高 く左り,オ ペ レーター に於 ては,逆 の傾向を

示 していることが分る。
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第9-21表

≧ 敦ぎ .
オ ペ レ ー タ ー プ ロ グ ラ マ ー

シ ス テ ム

ア ナ リ ス ト
マ ネ ジ ャ ー

1年 未 満 358入 47% 297人 39% 65入 8% 39入 5%

1年 ～2年 未満 258人 39% 269人 45% 65人 11% 9人 5%

2年 ～3年 未満 222人 38% 253入 43% 81人 14% 55人 6%

5年 ～4年 未満 173人 38% 144入 31% 98人 21% 45人 10%

4年 ～5年 未満 72人 27% 99人 57% 62人 25% 56人 13%

5年 以 上 117人 19% 182人 27% 18ア 人 28% 172人 26%

次 に要員の平均経験年数は幾何 であろ う。

ア ンケー トの対象とltっ た要員3549入 について調査 した結果,平 均経験年数 は3.0年 で ある。

これは前回の中間答 申の㌧東京都及びその周辺を対象 とした平均経験年数 の56年 に 比べ,租 低

い結 果を示 しているが,こ れは電子計算機 の導入が,主 と して東京都及びそ の周辺地区 から,地

方に及ん だことを示すものであろ う。

9.2.12技 術 革新 と要員並にそ の構成 の関係

電子 計算機要員の現状における,職 種別 構成及 び充足率は前述 した ところであるが,将 来に治

ける要員数の増減及 び構成比率は,ど のよ うに変 る ものであろ うか。

技術開発が極めて著 しいハー ド面と,こ れに呼応するソフ ト面における強力な開発態勢は,今

後の電子計算機運 営の中核である要員の質 の面において,ま たその量及び構成面において も,多

くの変革を もたらす ことが考え られ る。

92.12.1要 員 の 質

電子計算機におけるハー ド・ソフ ト両 面におけ る急速 な進歩は,こ れを利用する立場か らは,

"よ り広い分野 に渉
って,よ り経済的に,よ り多能的に,よ り自由に,し か も,よ り迅速正確 に"

利 用す ることが可能 となる。 しか し,こ のことは 必 らず しも要員の素質や,利 用上の研究努力 の

面におい て,従 来 に比べて,条 件が緩和 される ことを意味するものでは ない。む しろ,電 子計算

機が機能的に進めば進む程,要 員の質的向上 と,運 営面における能力の向上が,強 化 され左けれ

ば友らたいであろ う。

この ことは,今 後の傾向 として,要 員 に対する素質 と,そ の素質に基盤をお・く,管 理運営能力

の増進が,現 在以上に重要課題 と して,取 上げ られ たければたらない ことが予想され る。
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9.212.2要 員 数

将来におけ る要 員数 の予測 については,前 回の中間答 申において,技 術 開発 の結果 として,1

台 当 りの必要最少限の要員数は減少する ものとした。 この考え方は恐ら く今後 も続 くであろう。

しか し,技 術革新の下では,逆 に要員数 の増加 を必要 とする要素がないわけでは ない。

常に進歩を続ける機械機能 を理解 し,そ の有効 た導入 を実現するため には,従 来 あま りその必

要 を見 なか った研究企画,既 存の ソフ トウエヤー の改編及び統合等の作業が,不 断 に行なわれ な

けれ ばた らないとい うことである。

結論 と しては,各 種それぞれの機械規模 に応 じて,各 職種にわた って,今 後幾何 の人数が減少

するか とい うことは,理 論的に導 くことは困難であろ う。

これ に関連 して将来 における要員数について,現 在電子計算機 を運営 している当事者は,ど の

ように推定 してい るかについて,ア ンケー トの結果 をま とめてみると,次 の通 りである。

1台 当bの 要員数 は別 として,各 企業はそれぞれ 自社の要員の数が,将 来 どのよ うに変 るか,

とい う問 に対 して ダ

19.;";;:二2隠 隠 蕊;:劃 す。、回答し

,ン ステ。アナ,ス 噛 、。は,9獅 増加 」

Dマ ネ ジャー に対 しては58%が 増 加すると回答 している。

逆に減少す ると回答 した ものは

Aオ ペレーター に対 しては,10%が 減 少

}す ると回答 し
Bプ ログ ラマーに対 しては,4%が 減 少

Cシ ステムアナ リス トに対 しては,減 少 と回答 した ものは皆無で

Dマ ネ ジャーに対 しては0%が 減 少す ると回答 している。

以上 の結果か ら,現 在既に電子 計算機を導入 している大部分の企業は,今 後 も増員の必要を感

じており,な かで も多 くの技能 と経験 を必要 とす るシステムアナ リス トにその傾向が著 しいこと

は,要 員育成 の面で,充 分酉i濾すべ きであろ う。

9.2,13機 種 の変遷

電子計算機 の要員数 や職種別 構成は,機 種の大小 により異 るので,各 企業で将来使 われる機種

の趨勢 を知る ことが必要 である。

アンケー トに よって,現 在既 に電子 計算 機を導入 している各企業 は,そ れぞれが,将 来 に対 し

て,ど の ような変更を予定 しているか,と いう点について調査 した結果は,第9-22表 の通り
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で あ る 。

第9-22表

変化
機種

増 加 す る 余 り変 らた い 減 少 す る

小 型 機 66% 16% 17%

中 型 機A 71% 10% 20.%

中 型 機B 76% 18% 7%

大 型 機A 85% 9% 6%

大 型 機B 89% 9% 2%

この第9-22表 で明 らかなことは,規 模が大型化 されるに連 れ て"増 加する"と す る割合が

高ま り"減 少する"と す る回答数 の割合が著 しく減ることである。 このことは,今 日電子計算機

を導入 している企業は,次 の機種変更の枕会には"よ り大規 模"の ものに移行 してい くことを示

す ものであろ う。

また別 の調査結果 によ って も,大 型化の傾 向を知る ことがで きる。すなわち第9-23表 は,

現在 電子計算機を導入 している企業が,昭 和47年3月 末に設置を計画 している機種 をま とめた

ものである。 これに よって も,大 型化へ の移行,特 に大型機への変 更がみ られ る。

第9-23表

昭和45年10月
末設置台数

昭和47年5月
末設置台数

B
-×100

A
A B

超 小 型 機 18台 27台 159

小 型 機 46台 52台 臼3

中 型 機A 42台 44台 105

中 型 機B 118台 124台 105

大 型 機A 58台 77台 205

大 型 機B 17台 59台 229

9・2,14.1台 当b平 均 レンタル の趨 勢

設備 の大型化 の傾向は,92.13で 述 べた通bで あるが,こ れ と密接左関係にある・1台 当b
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の平均 レンタルは,ど のようlt変 化 を しているであろうか。参考 と してJEccの 調査結果 と,

ア ンケー トに よるものを掲げ ると,次 の通 りである。 この両者は,必 らず しも同一内容 を意味す

る ものでは ないが,同 じ傾向を示 している。

JECOの 調 査に よる と,昭 和40年 以 降における,国 産機 と外国機 とを総括 した,我 が国 の

電子計算機の全設置状況は,第9-24表 の通 りである。

第9-24表

機械台数 レンタル合計 1台 当 り月額 レンタル

昭和40年 度 上 ・下期 636台 11億4440万 円 180万 円

昭和41年 度 上 ・下期 845台 14億8440万 円 176万 円

昭和42年 度上 ・下期 1,172台 24億1780万 円 206万 円

昭和45年 度(上 期) (713台) (17億2440万 円) 242万 円

この表に よると,調 査年度がた またま,機 種変更の時期 に当 っている関係があるにせ よ,1台

当 りのレンタルの増加傾向が,明 らかにみ られ る。

またアンケー トによるもの としては,既 に電子計算機を導 入 している;い わば特定 のグループ

を対象 とした ものであるが,131社 か らの回答に基づいて,将 来設置予定の1台 当 りの平均 レ

ンタルを調べると,第9-25表 の通 りである。

第9-25表

機械台数 レンタル合計 1台 当り月額 レンタル

昭和43年10月 末 279台 9億3496万 円 335万 円

昭和47年3月 末予測 363台 1g億4141万 円 535万 円

昭和49年3月 末予測 595台 25億6087万 円 598万 円

この結 果は,明 らかに機根規模 の大型 化の傾向を示 している。

このように,そ れぞれ異る二つ の調査結果は,共 に1台 当 りの平均 レンタルの趨 勢ど して,そ

の増加を示 していると見 ることが 出来 よう。

9215設 置 予 測

将来における,わ が国 の電子計算機設置状況を予測す ることは,重 要 であるが,同 時に難か し

い ことである。通産省電 子工業課 の調査 によれば,5～7年 後のわが国の電子計算機 の設置状況
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を,次 のように予測 している。

第9-26表 昭和47年3月 末における実動及び設置予定台数予測

型 別 標 準 価 格
47年3月 現在
の実動台数

同 左
導入準備中台数

大 型A 5億 円以上 270台 76台

大 型B 2.5億 円以上5億 円未満 790 221

中 型A 1億 円以上2.5億 円未満 2,120 594

中 型B 4千 万円以上1億 円未満 2,570 920

小 型 1千 万円以上4千 万円未満 4,230 1,184

超 小 型 1千 万円未満 2,150 596

計 12,臼0 5,591

ig9--27表 昭 和50年3月 末 における実動及び設置予定台数予測

機 種 標 準 価 格
昭和50年5月 末
実 動 台 数 同左設置予定台数

大 型A 5億 円以上 590台 50台

大 型B 25億 円以上5億 円未満 1,650 130

中 型A 1億 円以上25億 円未満 4,350 540

中 型B 4千 万円以上1億 円未満 5,420 420

小 型 1千 万円以上4千 万円未満 8,890 680

超 小 型 1千 万円未満 4,560 350

計 25,460 ・1
.970

更 にJEooは 設置状況 を機械 台数に よらずに,レ ンタルで調査結果を発表 している。それに

・れ燃 の勘 であ・。 繕

昭和42年5月 末現在設置済機械 月額 レンタル

49億9500万 円

昭和47年5月 末現在設置予測裁械月額 レンタル

150億8600万 円

この結果 によれば,設 置機械 の年 間成長率 は約24%に あたる。
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また131社 か らのアンケー ト調査の回答に よれば,次 の通 りである。

昭和43年10年 末 現在設置済機械 月額レンタル

9億3496万 円

昭和47年3月 末現在設置予測機械 月額 レンタル

19億4141万 円

この結果 に よれば,年 間生長率は約22%に あたる。

これ らの結果か ら,設 置機械の成長率 は,台 数 の面からも金額の面からも,少 くとも年間約

20%以 上 を示す ことが予測 される。

92.16技 術 革新 と職種別規準要員数

電子計算機に関連する技術面の革新は,そ の機能の面におけ る性能 の向上のみで左 く,運 営上

必要 友作葉裏員数 の面で も,進 歩が見 られ ることは当然 である。 しか し,作 業要員 として必要 な

人員を,職 種別に取 上げた場合,技 術革新の効果 を比較的多 く受げる ものと,然 らざるものとが

考え られる。

第9-28表 は,中 間答申で報告 した,プ ラン ドン氏発表 の要員数 の軽減状況 を参考にする と

同時に,151社 か ら寄せ られたアンケー トの結果 と,本 報告の94に 述 べられ ている,実 体調

査に基づ く平均要 員数 を基礎 として,昭 和47年 ～昭和50年 における,1交 代 規準要員数を予

測 した ものである。

第9-28表

オ ペ1/一 一タ ー プ ログ ラ マー
システム

アナ リス ト
マ ネ ジ ャー 合 計

超 小 型 機 1.0人 1.0入 α5人 一 人
25入

小 型 機 1.5 1.5 0.5 0.5 4.0

中 型 機A 1.5 2.5 2.0 1.0 ス0

中 型 機B 2.0 4.0 3.0 1.5 10.5

大 型 機 癖 20 5.0 4.0 2.0 13.0

大 型 機B50 ZO 6.0 20 18.0

9.2.17交 代 制に よる要 員数 の割増

交代制を実施す ることに より,要 員数 が増加す ることはい うまでもない。 しか し,交 代制が行

なわれる場合の勤務の実態は,全 職種の要員全部が,交 代勤務に従事す るものではない。 この間
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の実状を考慮 して交代制を行ltっ た 場合 の職種別要員数の算定には,第9-29表 の ようlt割 増

を規準 とす ることと した。

第9-29表

オ ペ レ ー タ ー プ ロ グ ラ マ ー システムアナ リス ト マ ネ ジ ャー

交代制刀し

2交 代制

5交 代制

1.00

2.00

5.00

1.00

1.20

1.40

100『・

↑20

1.40

1.00

1.00

tOO

92.18要 員数 の予測

将来 における電子計算機要員数 を予測 し,そ の充足をはか ることは,教 育に数年を要す ること

か ら,早 期に対策を立 てltけ れ ばな らない重要 た ことである。そ こで,前 述 した昭和47年5月

末及び昭和50年5月 末 の,予 測設置台数 を基礎 とし,こ れに規 準要員数を当てはめ て,交 代制

を行茂 った場合 を含めて,要 員数 の算手を行 うと,以 下に述 べる通 りである。

9218.1交 代 制に よる機種別規準要員数

交代制 を行凌 った場合 の,1台 当b機 種別 ・職種別規準要員数 は92.16及 び92A7の 規 準

に基づいて計算すると,第9-50表 の通 りである。
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第9-30表

交代制 交 代 制 な し

機種 オ ペ レ ー タ ー プ ログ ラマ シ ス テ ム ア ナ リス ト マ ネ ジ ャー 合 計

超 小 型 機 1.0入 1.0入 0.5入 プ 25入

小 型 機 1.5 1.5 0.5 0.5 40

中 型 機A 1.5 25 20 1.0 70

中 型 機B 2.0 4.0 50 1.5 10.5

大 型 機A 2.0 5.0 4.0 20 150

大 型 機B 50 ZO 60 20 18.0

2交 代 制

超 小 型 機 20入 ↑2人 α6入 ≠ 5.8人

小 型 既 3.0 1.8 0.6 0.5 59

中 型 機A 3.0 3.0 24 1.0 94

中 型 機B 4.0 4.8 56 ↑5 139

大 型 機A 4.0 60 4.8 20 168

大 型 機B 6.0 8.4 72 20 23.6

3交 代 制

超 小 型 機 3.0入 1.4入 0.7入 訊 5.1人

小 型 機 4.5 2.1 07 0.5 Z8

中 型 機A 4.5 3.5 2.8 1.0 11.8

中 型 機B 6.0 5.6 4.2 1.5 175

大 型 機A 6.0 ZO 5.6 2.0 20.6

大 型 機B 90 98 84 20 292

g2.18.2交 代制勤務実施状況予測

92.18.1に 於 て1交 代制か ら5交 代制に至 る,3種 の 勤務体制に基づ ぐ基 準要員数 を予測 し

たが,実 際問題 として交代制は,ど の程度に行 われ るものであろ うか。

この点に関連 して,ア ンケー ト調基に基 づ く現状の説明は,9.2,10,1で 述 べた如 く,実 質的
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には70%前 後 の企業 が,な ん らかの形で交代制 を行 っている としている。

このように交代制勤務は,急 速 に拡ま りつつあるが,昭 和47年 ～昭和50年 に おけ る実態は,

どの ような形態になろ うか。

第9-51表 は 昭和47年3月 末及び昭和50年3月 末vatsけ る交代制が中等度に採用された

場合を想定 して,実 施 状況 を表で示 した ものである。

第9-31表

昭和47年5月 末 昭和50年3月 末

1交 代 2交 代 3交 代 1交 代 2交 代 3交 代

超 小 型 機 100% 0% 0% 80% 20% 0%

小 型 機 80 20 0 50 50 0

中 型 機A 50 40 10 30 60 10

中 型 機B 40 50 10 20 60 20

大 型 機A 20 55 25 10 50 40

一

大 型 機B 10 55 35 8 50 42

機械規模に応 じ,各 種交代制 の実施割合が異るのは,交 代制 のもた らす効果 が,機 種に よりそ

れぞれ異 ることに よるものである。

92.19昭 和4フ 年5月 末 予測要員数

昭和47年5月 末 における要員数 を予測す るに当って,考 慮 しfiけ れ ばならfzい 条 件は,ユ ー

ザーにお・ける要員数 としては

A機 種別設置状況並 に設置予定状況

B機 種別規準要員数

C交 代制実施 状況

等 である。'

またメーカー及び輸入販売業 者に あっては

A生 産高または輸入高

B1億 円 当 りの規準要員数

である。

これ らについての本報告 が採用 した ものは,機 種別 設置状況並に設置予定状況については,通
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産省電子工業課の調査資料(91,6)を 用 い,こ れに中間答申と同様 に,ブ ラン ドン氏手法 を取

入れて,修 正設置台数 を算定 した。

また機種別規準要員数 につ いては,実 態調査の結果 に基づ く規準要員数 を採用 し,交 代制の実

施状況は,実 態調査の結果 を参考 として予測 した91.5で 説 明 した表 を採用 した。

メー カー及び輸入販売業者 の要員数 の予測については,生 産高及 び輸入額 の予測並びに1億 円

当 りの規準要員数 ともに,通 産省電子課調査に よる次の表 を採用 した。

昭和47年 度vak・け る生産 高及び輸入額予測

(1)生 産 高4880億 円/年

(2)輸 入額480億 円/年

昭和50年 度 におけ る生産高及び輸入額予測

(1)生 産 高9,270億 円/年

(2)輸 入 額927億 円/年

第9-52表 生 産高1億 円に対する要員数

システムアナ リス ト 教育エン ジニア セ ー ル ス エ ン ジ ニ ア プ ログ ラ マ ー 合 計

2.0入 0、3人 1.1人 2.5入 5.9人

第9-33表 輸入額1億 円に対する要員数

システムアナ リス ト 教育エンジニア セ ー ル ス エ ン ジ ニ ア プ ロ グ ラマ ー 合 計

1.5人 0.5人 1.1人 2.5入 5.4入

これ らの表に則 って,昭 和47年5月 末 の要員数 を職種別に算定す ると次 の通 りである。

第9-34表 昭和n7年3月 末職種別要員数

シス テ ム

ア ナ リス ト

教育
エンジニア

セ ー ノレス

エ ン ジ ニ ア
プ ロ グ ラ マ ー オ ペ レー タ ー 合 計

ユ ー ザ ー 2ス000 一 一 41,000 35,000 103,000

メ ー カー 9700 1,500 5400 12,000 一 28600

輸入販売
業 者

750 140 530 1,200 一 2600

計 3ス430 1,640 5夕50 54200 35ρ00 154,200
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9220昭 和50年5月 末予測要 員数

昭和50年3月 末 におけ る要,員数 は,昭 和47年5月 末要員数 予測 と,同 じ手法で行 って差支

えない と判断された。 よって通産省電子工業課の調査結果に よる,昭 和50年3月 末のユーザー

における実動及び設置予定台数 を,ま たメーカーにお・け る生産高及び輸入販売会社における輸入

額等について も,通 産省電子工業課 の調査結果 を採用 した。

これに9.1.5に よる昭和4ア 年3月 末 より,更 に交代制 の進んだ条件の下vafoけ る要員数 を適

用 して,昭 和50年5月 末 の要員数 を予測 した結果が,次 の表 の通 りである。

第9-35表 昭和50年3月 末におけ る職種別宴 員数

システム

アナ リス ト

教育
エンジニア

セー ル ス

エ ン ジ ニ ア
プ ログ ラ マ ー オ ペ レ ー タ ー 合 計

ユ ー ザ ー 5邸 ㊨0入 4 4 81、560入 7ス92〔 ゾ＼ 215,590入

メ ー カ ー 19000 2β00 10,000 23,000 一 54β00

輸入販売
業 者

1,400 500 1,000 2300 一 5ρ00

計 76510 3,100 11,000 106β60 7ス920 270,390

92.21む す び

電子計算機要員に関する実態を,主 としてアンケー トにより蒐集 した資料に基づいて調査する

と共に,そ の結果を将来の予測の面に反映させて,昭 和47年 及び昭和50年 における電子計算

機要員の,質 と量の面を中心として記述した。

これらの結果を要約すれば,電 子計算機の運営において,極 めて重要な役割りを果す要員は,

そ の数において予測外の人数を必要 とし,し かもその養成にあたっては,今 後の機器機能の高度

化を併せ考えるとき,従 来以上に長時間を要するものと判断される。

このことは,要 員の育成に関する限り,将 来の需要を充たすた めの施策は,現 時点において,

直に着手 し友ければ時機を逸する危険のあることを示唆している。

しかも養成過程における脱落者の存在を考慮に入れるならば,量 的には,本 報告に記載された

所要人員を,大 幅に上廻る多 くの人材を対象とする教育体制が,速 かに整備されることが急務で

あろう。
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